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平成２４年第２回さつま町議会定例会審議結果 

開会 平成２４年３月 ２日  

閉会 平成２４年３月２７日  

議 案 

番 号 
件           名 上程日 議決日 議決結果 

付  託

委 員 会

議案 

３ 

さつま町長等の給与の特例に関する条例の制

定について 
24.03.02 24.03.27 原案可決 総  務

４ 
さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例

の制定について 
〃 〃 〃 〃 

５ さつま町職員定数条例の一部改正について 〃 〃 〃 〃 

６ 
さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

７ さつま町公民館条例の一部改正について 〃 〃 〃 文教厚生

８ さつま町介護保険条例の一部改正について 〃 〃 〃 〃 

９ 
さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正

について 
〃 〃 〃 建設経済

１０ 
さつま町道路占用料徴収条例の一部改正につ

いて 
〃 〃 〃 〃 

１１ 
さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴

収条例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

１２ さつま町営住宅等条例の一部改正について 〃 〃 〃 〃 

１３ 
さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務

に関する条例の一部改正について 
〃 〃 〃 総  務

１４ 平成２４年度さつま町一般会計予算 〃 〃 〃 ３ 常 任

１５ 
平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別

会計予算 
〃 〃 〃 文教厚生

１６ 
平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会

計予算 
〃 〃 〃 〃 

１７ 
平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計

予算 
〃 〃 〃 〃 

１８ 
平成２４年度さつま町介護サービス事業特別

会計予算 
〃 〃 〃 〃 

１９ 
平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別

会計予算 
〃 〃 〃 〃 



（2） 

議 案 

番 号 
件           名 上程日 議決日 議決結果 

付  託

委 員 会

２０ 平成２４年度さつま町水道事業会計予算 24.03.02 24.03.27 原案可決 建設経済

２１ 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算 〃 〃 〃 〃 

２２ 町道路線の廃止又は認定について 〃 24.03.02 可  決 － 

２３ 土地改良事業の計画変更について 〃 24.03.27 〃 建設経済

２４ 
さつま町まちづくり振興基金条例の制定につ

いて 
24.03.27 〃 原案可決 － 

２５ 
さつま町公共施設整備基金条例の制定につい

て 
〃 〃 〃 － 

２６ さつま町手数料徴収条例の一部改正について 〃 〃 〃 － 

２７ 
２３年度さつま町一般会計補正予算（第

１１号） 
〃 〃 〃 － 

２８ 
平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別

会計補正予算（第３号） 
〃 〃 〃 － 

２９ 
平成２３年度さつま町後期高齢者医療特別会

計補正予算（第１号） 
〃 〃 〃 － 

３０ 
平成２３年度さつま町介護保険事業特別会計

補正予算（第３号） 
〃 〃 〃 － 

３１ 
平成２３年度さつま町介護サービス事業特別

会計補正予算（第２号） 
〃 〃 〃 － 

３２ 
平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別

会計補正予算（第１号） 
〃 〃 〃 － 

３３ さつま町教育委員会委員の任命について 〃 〃 同  意 － 

陳情 

１ 

「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やか

な制定を求める意見書に関する陳情書 
24.03.02 〃 採  択 建設経済

陳情 

２ 

国民の権利を支える行政サービスの拡充を求

める陳情書 
〃 〃 採  択 総  務

Ｈ２３ 

陳情 

１ 

悪臭防止対策に関する陳情書 23.06.07 継続審査  文教厚生

発議 

１ 

国民の権利を支える行政サービスの拡充を求

める意見書（案）の提出について 
24.03.27 24.03.27 原案可決 － 

発議 

２ 

「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やか

な制定を求める意見書（案）の提出について
〃 〃 〃 － 



（3） 

議 案 

番 号 
件           名 上程日 議決日 議決結果 

付  託

委 員 会

発議 

３ 

さつま町議会議長等の議員報酬の特例に関す

る条例の制定について 
24.03.27 24.03.27 原案可決 － 

発議 

４ 

さつま町議会議員定数条例の一部改正につい

て 
〃 〃 〃 － 

報告 

２ 

平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画

及び事業会計予算について 
24.03.02 〃 報 告 済 － 

行財政改革対策調査特別委員会報告の件 〃 24.03.02 〃  

議員派遣の件 24.03.27 24.03.27 決  定  

閉会中の継続審査・調査について 〃 〃 〃  
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平成２４年第２回さつま町議会定例会会議録 
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平成２４年第２回さつま町議会定例会会議録 

                            （第１日） 

○開会期日    平成２４年３月２日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（２０名） 

   １番  森 山   大 議員      ２番  東   哲 雄 議員 

   ３番  麥 田 博 稔 議員      ４番  米 丸 文 武 議員 

   ５番  川 口 憲 男 議員      ６番  新 改 秀 作 議員 

   ７番  平八重 光 輝 議員      ８番  平 田   昇 議員 

   ９番  舟 倉 武 則 議員     １０番  岩 元 涼 一 議員 

  １１番  内之倉 成 功 議員     １２番  柏 木 幸 平 議員 

  １３番  楠木園 洋 一 議員     １４番  内 田 芳 博 議員 

  １５番  桑 園 憲 一 議員     １６番  市 來   修 議員 

  １７番  新 改 幸 一 議員     １８番  木 下 敬 子 議員 

  １９番  木 下 賢 治 議員     ２０番  中 尾 正 男 議員 

 欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  王子野 建 男 君   議 事 係 長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 幹  松 山 明 浩 君   議 事 係 主 任  垣 内 浩 隆 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   教  育  長  東   修 一 君 

 副  町  長  和 気 純 治 君   教委総務課長  山 口 正 展 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   社会教育課長  岩 元 義 治 君 

 健康増進課長  村 山 茂 樹 君   建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

 介護保険課長  中 村 慎 一 君   耕地林業課長  山 口 良 一 君 

 環 境 課 長  貴 島 晃 人 君   水 道 課 長  脇黒丸   猛 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君   企業誘致対策室長  湯 下 吉 郎 君 

 財 政 課 長  下 市 真 義 君 

 消 防 長  高 木 卓 朗 君 
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○本日の会議に付した事件 

 第 １ 会議録署名議員の指名 

 第 ２ 会期の決定 

 第 ３ 諸般の報告 

 第 ４ 行政報告 

 第 ５ 議案第 ３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について 

 第 ６ 議案第 ４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について 

 第 ７ 議案第 ５号 さつま町職員定数条例の一部改正について 

 第 ８ 議案第 ６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

 第 ９ 議案第 ７号 さつま町公民館条例の一部改正について 

 第１０ 議案第 ８号 さつま町介護保険条例の一部改正について 

 第１１ 議案第 ９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について 

 第１２ 議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について 

 第１３ 議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正について 

 第１４ 議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正について 

 第１５ 議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正につ

いて 

 第１６ 議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算 

 第１７ 議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算 

 第１８ 議案第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算 

 第１９ 議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算 

 第２０ 議案第１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算 

 第２１ 議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算 

 第２２ 議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会計予算 

 第２３ 議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算 

 第２４ 議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について 

 第２５ 議案第２３号 土地改良事業の計画変更について 

 第２６ 報告第 ２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予算について 

 第２７ 行財政改革対策調査特別委員会報告の件 

 第２８ 陳情について 
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△開  会  午前９時３０分   

○議長（中尾 正男議員）   

 おはようございます。ただいまから平成２４年第２回さつま町議会定例会を開会します。 

 農業委員会会長及び教育委員会委員長から本定例会に欠席する旨、届け出がありましたので、

お知らせします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△開  議   

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配付してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「会議録署名議員の指名」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第１「会議録署名議員」の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２０条の規定によって、１１番、内之倉成功議員及び１２番、

柏木幸平議員を指名します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２「会期の決定」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第２「会期の決定」の件を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から３月２７日までの２６日間にしたいと思います。

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、会期は、本日から３月２７日までの２６日間に決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３「諸般の報告」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第３「諸般の報告」を行います。 

 一般的なことについては、印刷してお配りしてありますので口頭報告は省略しますが、次の件

について補足して説明します。 

 鹿児島県町村議会議長会の第６３回定期総会が平成２４年２月１４日鹿児島市において、開催

されました。総会では、副会長、理事及び幹事の補充選任報告を初め、会務報告及び平成２２年

度決算、並びに平成２４年度事業計画予算等が原案どおり承認決定されました。また、真の分権

型社会実現の推進や災害に強いまちづくりを推進すべく、８項目の決議に加え、ＴＰＰ交渉に参

加しないことを求める特別議決もあわせて行われたところであります。 

 次に、監査委員から例月出納検査並びに財政援助団体等の監査結果報告がありましたので、印

刷してお配りしてあります。また、さつま町教育委員会から事務事業及び教育委員会活動自主点

検評価結果等の報告がありましたので、お配りしてあります。御了承願います。 

 これで諸般の報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第４「行政報告」   
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○議長（中尾 正男議員）   

 日程第４「行政報告」を行います。 

 町長の報告を許します。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 おはようございます。町長報告につきましては、印刷してお配りしてあるところでありますが、

１月１３日の国土交通省九州地方整備局への各種道路等に関する要望、２月６日及び７日の大阪

市、並びに京都市でのトップセールス、並びに２月１９日前田国土交通大臣の川内川河川激特事

業の現場視察について、補足して説明をいたします。 

 まず、１月１３日に行いました国土交通省九州地方整備局への各種要望についてであります。

ここでは、南九州西回り自動車道整備促進期成会と同自動車道の整備促進に関する県議会議員連

盟と合同で早期整備促進について要望を行ったところであります。 

 また、当要望会にあわせまして、私が会長を務めております二つの期成会を代表いたしまして、

地域高規格道路（北薩横断道路）の整備促進と未整備区間の整備区間への昇格、並びに一般国道

３２８号の整備促進について、九州地方整備局長、同副局長、道路部長及び企画調整官に対しま

して、直接お会いをいたしまして、要望を行ったところであります。 

 また、河川部長及び用地部長につきましては、河川激特事業や鶴田ダムの再開発事業について、

引き続き事業の推進と当激特事業の予定箇所のすべてにおいて用地交渉のめどがついたことに対

しまして御礼を申し上げるとともに、次の出水期までには一定の高さまでの築堤工事等を進めて、

流域住民の安全安心の確保もお願いをいたしてきたところでございます。 

 次に、２月６日から７日及び９日に行いましたトップセールスについてでありますが、これは

京都、並びに大阪青果市場におきまして、ＪＡ北さつまの永福組合長とともに、近年本町の農産

物の大半が京阪神地区に出荷をされ、「薩摩のさつま」ブランドとして定着をしつつある中で、

今回はトマト、イチゴ、キンカンを主体に試食宣伝とあわせた販売促進活動を行ったものであり

ます。 

 市場関係者からは、町が産地づくりをやっていただき、ＪＡが品質保証をするなど、行政とＪ

Ａが一体となって推進していくことが最も市場へのアピール性が高いということでございまして、

他の品目と抱き合せた販売とか、キャラクターを活用した販売戦略の必要性など意見交換を行っ

たところでございます。 

 また、当市場としましては、今後もさつまの農産物を積極的に取り扱っていきたいというよう

なことで、どんどん生産をして京阪神地区に出荷してほしいとのことでございました。 

 本町におきましても、農業従事者の高齢化が進行する中でありますが、農家所得の向上を図る

には、商品性の高い作物を生産することはもちろんのこと、一定の品質と量を求め、継続して販

売をしていくことが重要でありますことから、本町で生産されます農産物の有利販売を促進する

ため、これまで以上に、ＪＡ、生産者と連携して、「薩摩のさつま」ブランドを推進してまいり

たいと思っているところでございます。 

 なお、７日から８日はＢ＆Ｇの全国サミットのほか、東京、神奈川、栃木にあります企業３社

の訪問活動を行いまして、９日は東京池袋の百貨店で首都圏の皆様方に対しまして、本町の観光、

特産品のＰＲ及びトップセールスを行ったところでございます。 

 ここでビックニュースと申しますか、明るいトピックニュースをお知らせをいたします。この

トップセールスのときにも、県の特産品協会の池田事務局長ともお話をする機会がございました

けれども、かねてから、本町の特産品のＰＲについては、いろんな機会に行っておるところでご
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ざいますが、ことしの１月、シンガポールで、鹿児島県の特産品協会主催によります県産品の商

談会が開催をされまして、伊藤知事もトップセールスに行かれたところでございます。 

 この商談会後におきまして、さつま町の薩摩西郷梅のシソ漬でございますが、サンプルを送っ

たり、価格交渉等を行ってきておりましたけれども、シンガポール航空のファーストクラスの朝

食に使用するということが正式に決定をいたしたところでございまして、この決定については、

県の特産品協会から連絡をいただいたところでございます。 

 まだ、具体的に使用時期とか、使用量等については、詳細は判っておりませんけども、判り次

第、関係者の皆さんと対応をしてまいりたいと思っているところでございます。 

 最後に、２月１９日、町民大会の日でありましたが、前田国土交通大臣が関水管理・国土保全

局長と中嶋九州地方整備局長とともに、本町の川内川河川激特事業の虎居築堤、推込分水路及び

鶴田ダムの再開発事業の現場視察に見えられましたので、ちょうど町民大会の日でございました

けれども、お見えになるということで対応をいたしたところでございます。 

 激特事業による流域住民の安全安心が確保されつつあるということと、そういったことに対す

る、その御礼と、残された事業の早期完成、そしてまたダムの再開発事業の今後の計画的な推進

もあわせてお願いをいたしたところでございます。以上で行政報告を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで行政報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第５「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関

する条例の制定について」、日程第６「議案第４号 さ

つま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定につい

て」、日程第７「議案第５号 さつま町職員定数条例の

一部改正について」、日程第８「議案第６号 さつま町

報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」、

日程第９「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正

について」、日程第１０「議案第８号 さつま町介護保

険条例の一部改正について」、日程第１１「議案第９号

 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正につい

て」、日程第１２「議案第１０号 さつま町道路占用料

徴収条例の一部改正について」、日程第１３「議案第

１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収

条例の一部改正について」、日程第１４「議案第１２号

 さつま町営住宅等条例の一部改正について」、日程第

１５「議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、

給与、服務に関する条例の一部改正について」、日程第

１６「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予

算」、日程第１７「議案第１５号 平成２４年度さつま

町国民健康保険事業特別会計予算」、日程第１８「議案

第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会

計予算」、日程第１９「議案第１７号 平成２４年度さ

つま町介護保険事業特別会計予算」、日程第２０「議案
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第１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別

会計予算」、日程第２１「議案第１９号 平成２４年度

さつま町農業集落排水事業特別会計予算」、日程第

２２「議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会

計予算」、日程第２３「議案第２１号 平成２４年度さ

つま町簡易水道事業会計予算」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次に、日程第５「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」から

日程第２３「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」まで、以上の議案

１９件を一括して議題とします。 

 各議案について、町長の提案理由並びに平成２４年度の施政方針の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 平成２４年３月議会定例会の開会に当たりまして、私の町政運営についての基本的な考え方を

明らかにいたしますとともに、平成２４年度予算を初めとする諸議案について、その概要を御説

明申し上げます。 

 昨年誕生した野田内閣は、「日本再生の基本戦略」を閣議決定され、「危機の克服とフロンテ

ィアへの挑戦」として東日本大震災の復興を初めとする新成長戦略の実行加速・強化とあわせ、

新たなフロンティアに向けた取り組みなど、４項目の基本的な考え方を示され、さらに社会保障

の機能の強化、安定的財源確保を目指し、「社会保障と税の一体改革」など１２項目にわたる基

本方針を定められたところであります。 

 また、国の予算においては、「行政刷新・新しい公共等の推進」、「国民の安全・安心の確

保」、「地域主権改革・地域活性化の推進」など、７項目にわたる政策を着実に推進することと

しながらも、前年度をわずかながら下回る予算規模となっております。 

 一方、今日の地方公共団体を取り巻く環境は、人口減少社会の到来や高齢社会の進展、厳しさ

を増す財政事情、さらに昨年成立した地域主権改革に係る一括法により、国の権限や財源を精査

しながら、地方への大胆な権限移譲が進められることとなったところであります。これにより自

らの判断に基づき行財政運営を行うため、より一層の行政手腕が問われる時代を迎えることとな

り、私自身のリーダーシップはもとより、全職員の英知を結集し、確固たる意思をもって次代を

切り開いてまいりたいと考えております。 

 本年度は町長としての任期最後の１年であるとともに、町政のかじ取り役としての使命を締め

くくる年となりますことから、就任以来、町政推進の指針として進めてまいりました三つの姿勢、

戦略宣言として掲げました四つの政策の柱につきまして、個々の事業の評価を踏まえ、その成果

を確かなものにするために志を高くして全力を傾注してまいる所存であります。 

 合併後の懸案でありました役場庁舎につきましては、これまで基本コンセプトをお示ししなが

ら町民ワークショップ等により、さまざまな御意見をいただき、基本設計、実施設計を実施した

ところであります。 

 国内外で多発する自然災害等に対する危機管理拠点施設でもありますことから、平成２４年度

において現庁舎の一部取り壊しを行い、本体工事に着手し、平成２６年度の完成をめどに推進し、

さらなる行政サービスの向上に努力してまいる考えであります。 

 河川激特事業につきましては、平成２４年度で各事業計画区域における工事がすべて完了する

ことに伴い、来年早々には災害からの復興と未来への飛躍を願い、国、県や被災地域住民を交え
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て「災害復興祭」をとり行ってまいりたいと考えております。また、鶴田ダム再開発事業につき

ましては、各関係機関と連携を密にしながら工事の促進を図り、安全安心のまちづくりをさらに

進めてまいります。 

 町内の交通対策として取り組んでまいりました公共交通体制の整備につきましては、昨年

１１月の先行実施地区に引き続き、本年４月からコミュニティバス、乗合タクシーの実証運行を

全町的に実施し、新たな「地域公共交通元年」と位置づけたいと考えております。 

 このように、安全で安心な生活環境基盤を整えつつも、一方では、グローバル化の進展による

地域間競争がますます激しさを増してきており、我が町の「貴重な地域資源の活用」や「人づく

り」をキーワードに、さらなる町の活性化へ向け、継続した取り組みが必要であると考えており

ます。そこで、今年度選考いたしましたイメージキャラクター・ロゴマーク等を活用して、町の

強みや魅力を町内外に積極的にアピールする戦略的な情報発信事業に取り組み、本町が「人・

物・金・情報」の活発な交流拠点となるよう努力してまいります。 

 それでは、本年度の主な事務事業の推進方策につきまして御説明申し上げます。 

 第１に「豊かな地域資源を核とした活力ある産業のまち」であります。 

 農業・農村の役割は、生命の源である「食」の生産を営み、水、緑、環境の保全等の多面的機

能を有しています。しかしながら、国内では農業従事者の減少や高齢化、農業生産額や農業所得

の低下、耕作放棄地の増加などが進み、一方では、環太平洋パートナーシップ協定参加に向けた

関係国との協議が開始されるなど、動向によっては産業としての持続が危ぶまれています。 

 このような内外を取り巻く危機的な状況を打破し、農業・農村を再生するとともに、農業者が

明るい展望を持てるような環境をつくり上げていくためには、これまで以上に効果的な施策を展

開していくことが求められています。このため、まず、農業・農村環境の維持保全においては、

これまでの「中山間地域等直接支払制度」における各集落協定の目標達成や「農地・水保全管理

支払交付金」への取り組みの支援を強化してまいります。 

 また、鳥獣被害の深刻化する中で、電気さく設置助成事業による被害防止・農地保全に努める

とともに、被害防止総合対策交付金の活用や捕獲の担い手育成のため、狩猟登録者対策もあわせ

て推進し、鳥獣害対策を強化してまいります。 

 水田・畑地農業対策については、「農業者戸別所得補償制度」の活用促進を図り、作業効率の

向上、付加価値を高め、農家の所得向上に努めてまいります。 

 梅については、昨年度に組織再編されました「薩摩西郷梅生産組合」と連携を図り、生産安定

対策や二次加工、販売への取り組みを支援してまいります。 

 ナシ・キンカン・カボチャ・里芋など、地域特産品については、６次産業化を推進し、農家所

得向上に努めるとともに、農畜産物の有利販売のため、ＪＡ北さつまと連携したトップセールス

にも努め、「薩摩のさつま」ブランド確立を推進してまいります。 

 茶については、防霜ファン設置等による生産安定対策を推進するとともに、さつま町茶生産協

会と連携した「お茶と急須セット」の贈呈などの取り組みによりまして、リーフ茶の消費拡大に

も努めてまいります。 

 畜産振興についてでありますが、畜産は本町農業の基幹作目であり、特に肉用牛は全国でも高

い評価を受けています。近年、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザの発生が見受けられますこと

から、畜舎等周辺の衛生管理の徹底など、かねてからの防疫対策の指導に努めてまいります。 

 肉用牛振興対策については、優良雌牛の保留導入や肥育素牛導入に対する町単独補助制度をさ

らに充実し、経営の維持・拡大を図るとともに、多頭飼育農家を対象とした畜産基盤再編総合整

備事業により、飼料生産基盤や農業用施設等の整備を促進してまいります。 



- 8 - 

 また、本年度は「第１０回全国和牛能力共進会」が長崎県において開催されますことから、

「さつま牛」のブランド確立を図るため、関係機関・団体と一体となって、大会出場に向けた取

り組みを進めてまいります。 

 次に、農業・農村集落の活性化と維持につながる担い手の確保と育成につきましては、ＪＡ及

び県とのワンフロア体制の機能を最大に生かし、国の新しい制度「各地域の人と農地の問題解決

に向けた施策」の推進を加えた「さつま町の農業を考えるプロジェクト」を展開いたします。 

 これは各地区における「地区の農業を考える会」の組織化と実践及び「地域農業マスタープラ

ン」の作成、それに対して県が主導し関係機関団体で組織する「さつま町の農業を考える会」の

活動支援を行うものであります。 

 マスタープランは、既存の地区活性化計画を充実し、目標達成を図る設計図として作成し、効

果が得られるように取り組んでまいります。また、集落営農につきましては、引き続き発展的な

活動に取り組む集落を特定し、課題把握と解決のための具体的な取り組みを進め、目標達成を図

ってまいります。 

 農業基盤の整備でありますが、本年度は、県営中山間地域総合整備事業により、柏原地区及び

宮之城地区におきまして、「圃場整備地区の補完工」、「農道・集落道整備」、「用排水施設整

備」及び「イノシシ・シカ害防護さく整備」を実施してまいります。 

 また、県営事業として、新たに農村災害対策整備事業と農道保全対策事業を実施するほか、団

体営ため池整備事業として、平川下地区のため池整備を引き続き実施し、年度内完成を目指して

まいります。 

 次に、林業関係でありますが、コンクリート社会から木の社会への変革の取り組みとしまして、

国が策定した「森林・林業再生プラン」に基づき、本年度も引き続き集約的な森林施業の推進や、

効率的な林道等路網整備の促進に努めてまいります。また、国産タケノコの需要拡大や、豊富な

竹資源を生かした竹材の生産・活用促進や「さつまたけのこ」を初めとしたタケノコ生産の拡大

など、引き続き竹の産地づくりを進めてまいります。 

 次に、商工業振興につきましては、長引く地域経済の停滞を解消し、消費拡大を進め、町内商

業の活性化を図るため、プレミアム付商品券を発行いたします。また、虎居商店街のアーケード

撤去に伴い、街路灯の整備を行い、安全安心なまちづくりと商店街のイメージアップを図ってま

いります。 

 雇用対策では、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業を活用し、平成２４年度合わせて３事業で

述べ７名の雇用機会の創出を目指してまいります。あわせて、昨年１２月に設立いたしました

「さつま町雇用創造推進協議会」において、求職者を対象とした人材育成メニューや各種スキル

アップ研修等を実施し、町内失業者の解消に努めてまいります。 

 次に、観光についてでありますが、「交流人口２００万人の観光交流」を目標にした「さつま

町観光振興基本計画」の具現化に向けて、さらに各関係機関との連携を図りながら、さつま町の

個性あふれる観光をＰＲし、交流機会の拡大に努めてまいります。 

 具体的には、地域イベントとの連携、誘客を図る「特得パスポート」の発行や宮之城鉄道記念

館の交通観光物産の拠点としての充実、あわせてイメージキャラクター・ロゴマークを活用した

観光案内板の設置やシャツの販売など、観光協会と一体となって取り組んでまいります。 また、

地元食材を活用した新たな商品開発やイベント開催、広報宣伝などにも努めてまいります。 

 コンベンションタウンの推進につきましては、コンベンションタウンさつま推進協議会を核と

して、合宿の町「さつま町」をＰＲするとともに、施設、宿泊、食事、特産品等、広く紹介でき

るガイドブックを作成し、誘客活動と情報発信に努めてまいります。 
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 次に、企業誘致対策でありますが、企業を取り巻く現状は、ドル・ユーロに対する急激な円高

や東日本大震災、タイの洪水の影響など、依然として厳しい環境におかれております。このよう

な中、一昨年、企業立地促進制度の拡充を行いました結果、平成２２年度、並びに２３年度にお

いて、あわせて６社との立地協定を締結できたことは、地域経済の活性化や、若者の雇用促進が

図られ、大変ありがたいことであります。 

 企業の誘致環境は一段と厳しい状況でありますが、既存企業の工場増設や設備投資などによる

雇用の増加も有効な手段でありますことから、企業訪問を積極的に行いまして、情報を入手し、

企業ニーズに対応したタイムリーできめ細かいサービスとアフターフォローに努めてまいります。 

 次に、定住促進対策でありますが、分譲住宅の販売については、町の助成策等をＰＲし、トッ

プセールスやチラシ折り込み、住宅メーカーの訪問など、販売促進活動を活発化し、早期の処分

と定住対策に努めてまいります。また、工業団地など、造成原価の高騰対策としましての町資金

運用についても、引き続き実施してまいります。 

 第２に「思いやりと温かさが育む地域福祉創造のまち」であります。 

 保健・医療の充実につきましては、町民が健康でいきいきと安心した生活を送るための大きな

要件である医療保険制度の安定的な運用のため、国民皆保険の受け皿であります国民健康保険事

業及び後期高齢者医療保険制度の円滑な運営と財政基盤の確立に努めてまいります。 

 本町の健康づくりの基本計画であります「健康さつま２１」につきましては、目標達成に向け

て「栄養・食生活」など、七つの領域にわたり、町民一人一人が主体的に取り組む健康づくりを

効果的に推進するための各種健康相談、訪問指導、各種の健診及びがん検診等を実施をしてまい

ります。 

 特に、死亡原因の１位であります、がんの予防・早期発見のため、肺がんのハイリスク者を対

象に、薩摩郡医師会と連携し、肺がんＣＴ検査を実施してまいります。なお、「健康さつま

２１」については、本年度、現計画の評価と見直しを行うとともに、新たな計画策定を行ってま

いります。 

 また、本年度は「健康さつまポイント事業」を実施をいたしまして、特定健診、人間ドック、

各種スポーツ大会、あるいは、ふれあいサロン等への参加など、町民の自主的な活動にポイント

を付与し、抽選による褒賞をすることにより、特定健診の受診率向上と町民自らの健康づくりを

推進してまいります。 

 次に、「子どもを育てるならさつま町で」のマニフェストに基づき実施しておりますヒブワク

チン、肺炎球菌、子宮頸がんなどの任意予防接種助成、及び昨年度から実施しております「こう

のとり支援事業」を本年度も継続して実施し、不妊治療費の助成を行い、少子化対策に努めてま

いります。また、元気な赤ちゃんを出産していただくために、本年度から新たに、妊婦の歯科無

料健診を実施してまいります。 

 次に、高齢者福祉でありますが、本町の高齢化率は３５％台を推移しながら、町民の３人に一

人が６５歳以上という超高齢化社会が続いております。その中で、ひとり暮らしや高齢夫婦の世

帯人口が５,０００人を超えていることから、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らしていけ

るよう、福祉サービス等の情報提供に努めるとともに、災害時要援護者制度の登録推進や公民会

福祉無線の整備、見守り体制を主体としたネットワークづくりの支援の強化など、住民の協働に

よる地域福祉社会の構築に向けて、取り組みを進めてまいります。 

 また、地域における「助け合い」、共助に結びつく組織づくりのため、地区または公民会を単

位とした「福祉部」の設置をさらに推進するとともに、昨年度策定しました第５期高齢者福祉計

画をもとに、「思いやりと温かさが育む地域福祉創造のまちづくり」を目指してまいります。 
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 次に、児童福祉についてでありますが、次世代を担う子供たちを社会全体で支えることを目的

に子ども手当が創設されてから、３年目を迎えようとしております。子育てに対する経済的な負

担感は大きく、町におきましても引き続き、すこやか子育て支援手当や多子世帯を含めた保育料

の軽減措置を実施し、子どもたちが健やかに成長できる環境と経済的負担の軽減に努めてまいり

ます。 

 次に、障害者福祉についてでありますが、障害者自立支援法の施行から７年目を迎え、一昨年

の政権交代以降、国では、自立支援法にかわる「障がい者総合福祉法」の整備が進められており

ます。障害者福祉の制度や状況が変化していく中で、第３期障害者福祉計画に基づき、各種の福

祉サービスを通じて適切な支援を行い、障害者福祉の充実に努めてまいります。 

 また、近年増加しつつある発達障害の支援策が懸案の課題となっておりましたが、関係機関と

の協議の結果、昨年度から初めて本町内での療育が実現いたしましたので、さらなる充実を目指

してまいります。可能性を秘めた子供一人一人の発達を見極めまして、個別的・集団的に必要な

療育を行い、個々の成長・発達を促すことで就学の場へつなげてまいりたいと思っております。 

 次に、人権同和対策であります。同和問題を初めとする、あらゆる人権問題を全町民的課題と

してとらえ、「さつま町人権擁護に関する条例」、「さつま町人権教育推進計画」に基づき、あ

らゆる機会を利用して、人権教育並びに啓発を積極的に行い、差別のない明るいまちづくりの実

現に努めてまいります。 

 第３に「教育と文化の薫る生涯学習推進のまち」であります。 

 教育の推進につきましては、「さつま町教育振興基本計画」の基本理念であります「時代の変

化に主体的に対応できる人間性豊かでたくましい人材の育成」、「さつま町の教育的な伝統や風

土を生かした活力ある教育活動の推進」を基本としながら、各施策の具現化と推進に努めてまい

ります。 

 社会教育についてでありますが、新たに「学校応援団活動推進事業」を実施してまいります。

これは、地域社会の中で長年培われてきた教育力や連帯感が低下してきたと言われる今日、学校

や地域住民等が連携し、地域社会全体で教育に取り組む体制づくりを目的としております。具体

的には、それぞれ得意な技術や知識を持つ皆さんが、人材バンクとして「学校応援団」を組織し、

ボランティア活動として学校を応援するものであります。 

 学校の教育活動に地域の大人がかかわることで、地域にとっては生涯学習として学びを生かす

場、子どもたちにとっては、多くの体験・経験やコミュニケーション能力及び規範意識の向上、

学校にとっては、郷土学習の充実した教育活動を行えるなど、大きな効果が期待できるものと考

えております。 

 読書活動については、ブックスタートの実施や蔵書の充実など、読書環境の整備を進めるとと

もに、「こども図書館～えほんの森～」の利用を促進し、読書による親子のふれあい、幼少のこ

ろから読書に親しむ活動を通じた心豊かな子ども育成に努めてまいります。 

 また、豊かな人生を送るための生涯学習の充実や年間を通した子供たちの「ふるさと体験塾」

の実施、青少年を社会教育で育むための「さつまの日」の推進など、引き続き未来を担う郷土愛

を持った青少年の健全育成に努めてまいります。 

 社会体育については、各種大会の開催を通じた町民や地域間の親睦交流はもとより、「運動と

健康づくり」という観点を踏まえ、関係課による連携した取り組みを進めてまいります。 

 次に、学校教育についてでありますが、新学習指導要領が平成２３年度に小学校で、平成

２４年度に中学校で完全実施されることに伴い、基礎学力の一層の定着や豊かな人間性を育む道

徳教育の充実に取り組みますとともに、気力・体力の向上などを図りながら、「たくましく志の
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高い児童生徒」の育成に努めてまいります。 

 また、私のマニフェストの趣旨を生かした各校の特色ある教育活動を積極的に推進し、学校の

活性化を図りますとともに、子供たちの悩みに寄り添う教育相談事業の充実、教職員の授業力ア

ップ及び子供の学力向上に資する事業等の推進を図り、地域や保護者に信頼される学校づくりを

進めてまいります。 

 公立幼稚園については、教育内容の充実を図り、保護者の子育て支援に資するよう一層充実し

た取り組みを進めてまいります。 

 昨今問題となっております校舎等の耐震化につきましては、本町の耐震化率は９３％で、残り

の７％につきましては、計画的に改修を進めてまいります。また、既存施設の営繕等にも努めな

がら、児童生徒が安全で安心して学べる教育環境の整備に努めてまいります。 

 学校再編につきましては、引き続き「学校適正化基本計画」策定について、地域の意見や議会

特別委員会の検討状況等も十分踏まえて、総合的に調整してまいります。 

 学校給食は、成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、栄養バランスのとれた安心な

食事を提供することにより、健康の増進、体位の向上を図ることはもちろんのこと、「食」や

「食生活」、「食文化」に関する指導を効果的に進めるための重要な教材でもあります。このた

め、学校給食を「生きた教材」として活用した食育の推進・充実を図ってまいります。 

 また、「地産地消」を進めていくため、関係機関と連携しながら、学校給食における地場産物

活用の一層の推進を図るとともに、学校給食センターの統廃合についても、「学校適正化計画」

を見極め、具体的な方策等を検討してまいります。 

 次に、文化の振興でありますが、青少年が優れた芸術鑑賞や美術展などへ参加・体験できる機

会を拡充するとともに、文化協会を初め、各文化団体と連携して、だれもが芸術文化を感受でき

る環境づくりに努めてまいります。 

 本町自慢の「吹奏楽」につきましては、吹奏楽セミナーの実施や優れた楽団の鑑賞機会を設け

るとともに、各学校や一般の活動を積極的に支援し、充実を図ってまいります。 

 先人の貴重な遺産である歴史資料や文化財については、引き続き、保存・活用を図っていくと

ともに、合併後のさつま町としての町史編さん、民話集等の編集に向けての資料収集を新たに進

めてまいります。 

 第４に「自然と調和した便利で快適なまち」であります。 

 道路は、豊かな地域社会に活力ある町民生活を支える根幹となるものであります。地域振興策

と投資効果などを十分考慮しながら、計画的な道路整備に努めるとともに、地域高規格道路「北

薩横断道路」の早期開通と「広瀬道路」から「泊野道路」間の調査区間へ早期格上げに向けて、

関係機関と連携を図りながら、引き続き努力してまいります。 

 町営住宅につきましては、さつま町公営住宅等長寿命化計画実施スケジュールに基づき、山崎

団地建てかえの業務委託を行い、また安全で快適な住まいを長期にわたって確保するため、修繕、

改善、建てかえなどの公営住宅等の活用手法を定め、良好な住環境の整備に努めてまいります。 

 次に、消防業務についてでありますが、住民に対する防火思想の一層の普及に努めるとともに、

引き続き住宅用火災警報器の設置促進を図り、火災予防対策の強化に取り組んでまいります。 

 救急業務につきましては、年々増加する救急搬送の実態を踏まえ、住民に対する救急車の適正

利用の啓発とともに、救命率の向上を図るため、応急手当の普及を推進し、救急隊員のさらなる

資質の向上に努めてまいります。また、消防施設及び資機材等の整備を進めるとともに、関係機

関や消防災害支援隊との連携を強化し、地域防災力の充実強化に努めてまいります。 

 福島第一原子力発電所の事故を受け、防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲が半径３０キ
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ロメートル圏まで拡大される見込みであることから、国・県の検討状況を踏まえた上で「さつま

町地域防災計画」の見直しを進めることといたします。なお、突発的な災害に備えるため、消防

機関との連携を一層深めるとともに、自主防災組織の育成・強化に取り組み、安全安心なまちづ

くりに努めてまいります。 

 また、大規模な災害が発生いたしますと近隣市町からの応援が期待できない事態も予想される

ことから、友好交流協定を締結しております青森県鶴田町・中種子町との間で、大規模災害時に

おける物的・人的支援を行う災害時応援協定を締結することにいたしております。 

 交通安全対策では、高齢者の交通事故防止を最重要課題として位置づけるとともに、さつま警

察署管内における人身事故の発生件数２けた化に向け、引き続き、警察署、交通安全協会等関係

機関と連携した町民総ぐるみの交通安全運動を展開してまいります。 

 第５に「人々の生活視点から創る環境美化のまち」であります。 

 最近、地球規模での気候の変動が顕著になってきておりますが、この原因の大きなものがＣＯ２な

どの温室効果ガスの増加によるものと言われており、国や県においては、温暖化防止のために

種々の施策がとられているところであります。 

 また、本年７月から再生可能エネルギー特別措置法も施行されることとなり、町としましても、

できる限りの環境保全対策を講ずる必要があることから、地球温暖化防止の一助として太陽光発

電システム設置について、設置費用の一部助成を行い、一般家庭での設置を促進してまいります。 

 昨年度より実施してきました環境保全推進事業については、本年度も継続し、不法投棄のパト

ロールや不法投棄物の回収を行うとともに、継続的な悪臭の発生については、悪臭防止法に基づ

き、関係機関と連携し適切な指導を行うことにより、地域の環境保全を図ってまいります。 

 町内のごみについては、ここ２年ほど微増の傾向にあることから、紙製容器包装の回収を進め

るとともに、乾電池のリサイクルを実施することにより、ごみ減量化を進めてまいります。また、

ごみ処理については、本年４月からプラットホームの作業を民間へ委託し、経費の節減に努めて

まいります。 

 景観行政については、景観計画素案に基づく各種審議会の意見聴取を初め、町民への説明会・

公聴会等を行いながら計画の承認をいただくとともに、景観推進事業の具体的な活動実践項目を

検討してまいります。 

 計画前の実践事業としまして、新たに「危険廃屋解体撤去に係る助成制度」を創設をいたしま

す。管理不十分な空き家は、防災上の問題や災害時の隣家への悪影響等が懸念されますことから、

解体撤去を促し、町内の景観や住環境の改善を図ってまいります。 

 第６に「住民と行政が協働するまち」であります。 

 安定的な行財政運営を図るため、第２次さつま町行政改革大綱に基づく行財政改革の着実な取

り組みを進めてまいります。公共施設の管理運営のあり方や将来的な組織機構のあり方について

検討を進め、職員の定員管理とあわせ、地域主権一括法による分権社会に対応できる人材育成等

をより一層推進するとともに、行政評価システムの構築を進め、事務事業の簡素化、効率化を図

ってまいります。 

 地域コミュニティーの活性化については、「まちづくりは地域から」を基本に、各区公民館で

策定されました「地域づくり活性化計画書」に基づく、課題解決や活性化並びに元気再生の取り

組みを支援するとともに、町民参加型の共生協働まちづくり推進委員会（仮称）を設置をいたし

まして、共生協働のまちづくり推進基本方針を定めてまいります。 

 また、本年度は、さらに、よりよい、まちづくりを進めるために、広報広聴活動の一環として、

町外から移り住んでいただいている方々による「まちづくりフォーラム」を開催し、本町の特徴
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や魅力、課題等の御意見を引き出し、だれもが住みたくなる、訪れたくなるまちづくりの施策展

開へ役立ててまいりたいと思っております。 

 交流事業については、昨年、青森県鶴田町の道の駅「鶴の里あるじゃ」の１０周年記念事業で

特産品の出品を機に、物産の相互交流とねぶたの運行による文化交流を行いましたが、引き続き、

民間交流を主体とした人的交流や経済交流を行ってまいります。 

 次に、平成２４年度予算編成の概要について申し上げます。 

 平成２４年度の地方財政への対応に当たりましては、通常収支分と東日本大震災分を区分して

整理することとし、通常収支分については、財政運営戦略に基づいて定める中期財政フレーム

（平成２４年度～平成２６年度）に沿って、社会保障関係経費の自然増や地域経済の基盤強化な

どに対応する財源を含め、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額を平成

２３年度地方財政計画と実質的に同水準となるよう地方交付税などの確保が図られたところであ

ります。 

 これまで本町財政の健全化に向けて、第２次行財政改革推進計画に基づきまして、計画的に、

また着実に行財政改革を進めてまいりました結果、ここ数年、人件費・公債費においては、対前

年２億円以上の縮減が図られ、実質公債費比率においては、地方債許可基準を下回るなど、合併

当初の財政指標と比較しますと、実質公債費比率、経常収支比率とも大幅に好転してきておりま

す。 

 一方、庁舎建設に向けた基金の積み増しをしながら、財政調整基金においても積み増しを行い、

将来に向けた安定的財政運営のための財源確保に努めているところであります。 

 このような状況を踏まえながら、私にとりまして、３度目の当初予算編成であるとともに、

１期目の仕上げとなる予算編成であり、総合振興計画の重点プロジェクトを基本としながら、町

政マニフェストに掲げております４本柱の戦略プロジェクトを中心に年間予算として編成をいた

しました。 

 なお、庁舎建設事業の建築工事費等については、ただいま実施設計中であり、補正予算対応と

なりますことから、平成２４年度さつま町一般会計予算の総額は１２５億８,６００万円で、昨

年度に比較いたしまして、１.６％、２億円の減額となったところであります。 

 社会保障関係経費の自然増などの増要因がある中で、ほぼ公債費の削減分が減額となった形で

はありますが、平成２３年度、国の３次補正・４次補正に関連いたしまして、平成２３年度へ前

倒しして取り組む事業（繰り越して２４年度で実施をいたすもの）、これらを考慮いたしますと、

一定の積極的な面も確保できたと思うところでございます。 

 歳出予算の性質別内訳につきましては、義務的経費が７３億５,５７７万８,０００円で、

４.１％、３億１,３２９万７,０００円の減、主な要因としては、公債費・人件費等の減であり

ます。投資的経費が１２億７,７５９万２,０００円で、３.８％、４,６４２万１,０００円の増、

主な要因としましては、道路整備事業費等の増であり、物件費など、その他の経費が３９億

５,２６３万円で、１.７％、６,６８７万６,０００円の増となっております。 

 歳入面におきましては、主な増減といたしまして、町税４.３％、７,７６７万３,０００円の

増、地方交付税については、２.３％、１億３,５４３万７,０００円の減、また繰入金について

は１３.５％、４,４９８万４,０００円の増となっております。また、町債については、２.５％、

２,８９０万円の減といたしたところであります。 

 このようなことから、歳入の財源割合は、町税や繰入金などの自主財源が３２億８,７０２万

８,０００円で、全体の２６.１％、地方交付税や国・県支出金、町債などの依存財源が９２億

９,８９７万２,０００円で、７３.９％となっております。町税の増と地方交付税の減により、



- 14 - 

若干、自主財源比率が好転したかに見えますが、まだまだ依存財源の体質にあるところでありま

す。 

 財政運営を取り巻く環境は、東日本大震災や原発事故からの復興、「社会保障・税の一体改

革」などの多くの課題に直面しており、先行き不透明な状況に置かれておりますが、引き続き、

行財政改革を推進し財政の健全化と持続可能な財政運営に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、国民健康保険事業特別会計予算について申し上げます。 

 国民の生命と健康を支える医療制度は、年金制度と並ぶ社会保障の基盤でありますが、近年、

急速な少子高齢化、低迷する経済状況、医療技術の進歩、国民の意識の変化など、医療を取り巻

く環境は大きく変化しています。さらに、後期高齢者医療制度の見直しなど、医療制度改革が進

められてきています。 

 このような中、本年度の予算総額は３３億７,０１１万９,０００円で、前年度の当初予算と比

較して、２億４０４万１,０００円、６.４％の増となり、この主な要因は、保険給付費等の増に

よるものであります。 

 「特定健康診査」につきましては、これまでと同様に本年度も実施してまいりますが、さらな

る受診率アップの方策として、報奨金制度を新設するなど、受診率６５％達成に向けて努力を続

けてまいります。 

 また、人間ドック受診助成事業については、ＰＥＴドックや、その他の人間ドックを積極的に

実施し、生活習慣病等の早期発見・早期治療を行うことで、医療費の縮減を図ってまいります。 

 本町の国保医療費は、一人当たりの医療費が依然として高い傾向にあり、このままでは、国保

財政を圧迫し、保険税にはね返ることにもなりますので、今後におきましても、国保財政安定を

図るための収納向上対策はもちろんのこと、健康づくりや健康診断受診率向上を推進するととも

に、高医療市町村からの脱却を目指した医療費適正化の取り組みを実施してまいります。 

 次に、後期高齢者医療特別会計予算についてであります。 

 「後期高齢者医療制度」は、県内全市町村が参加する「鹿児島県後期高齢者医療広域連合」が

運営を行っておりますが、市町村業務とされている届け出等の受付事務、保険料の普通徴収業務

などの適正処理を円滑に進め、事業運営に努めてまいります。 

 本年度の「後期高齢者医療特別会計」の予算総額は、３億１,４０８万７,０００円で、前年度

当初予算と比較して、１,３０５万７,０００円、４.３４％の増となり、この主な要因は広域連

合納付金の増によるものであります。 

 次に、介護保険事業特別会計予算であります。 

 今年度からの第５期介護保険事業計画の１年目であります。第５期におきましては、報酬改定、

一部制度改正もなされておりますが、入所待ちが続く待機者対策としまして、入所施設枠の確保

をする、あるいはまた、在宅認定者に対するサービスを確保することといたしました。第４期計

画につきましては、実質費用が不足した反省を踏まえまして、第５期における保険料の基準額を

５,４００円としました。 

 保険事業費が増加する中で、保険料としては大幅な改定になっておりますが、将来に負担を残

さないよう、必要最低限の改定となったと考えております。また、第５期においては、戦後の団

塊世代が６５歳以上となってまいります。認定高齢者の平均が８４歳、人口構成の高年齢化が進

み、認定者数も増加し、介護サービス給付費も増加をしてきている状況にあります。 

 このため、平成２４年度の予算総額を２９億５,６７３万６,０００円とし、前年度対比１億

１,８５１万円、４.２％増といたしました。 

 主には、介護サービス給付費の伸びを加味し、計画に基づいたサービス給付に努めるとともに、
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地域包括支援センターの機能充実と関係機関との連携を深め、介護予防事業、認知症対策、在宅

家族介護者の支援、介護支援ボランティア制度など、高齢者の社会参加を図りながら、安心して

暮らせる地域づくり、地域包括ケアの体制づくりに努めてまいります。 

 次に、介護サービス事業特別会計予算についてであります。 

 本年度の予算総額は２,３８９万２,０００円とし、前年度対比３６万７,０００円、１.５％の

減となっております。要支援１・２の介護認定者に、状態の改善や重度化予防等にかかるケアマ

ネジメントを実施するものです。適切な介護予防サービスの利用を支援してまいります。 

 次に、農業集落排水事業特別会計予算であります。 

 本年度の予算総額は４,３００万３,０００円で、前年度の当初予算と、ほぼ同じ規模となって

おります。加入戸数については微増しておりますが、今後におきましては、大きく伸びる要因は

ないところであります。しかしながら、農村環境の水質改善を図り、農業の振興に資することは

大変重要なことでありますので、今後とも加入促進に努めてまいります。 

 次に、企業会計の「水道事業」についてであります。 

 町民の日常生活に不可欠な水道水を安全・安心で持続的に供給するため、施設の適切な維持管

理や配水管の整備・改良などを計画的に行うとともに、公営企業としての健全な事業経営及び町

民サービスの一層の向上に努めてまいります。 

 水道事業会計予算についてでありますが、本年度の業務予定量を、給水戸数４,６６７件、総

給水量１０６万６,７６４立方メートルを予定し、予算額を収益勘定で収入総額１億４,７８８万

６,０００円、支出総額１億３,７８４万５,０００円と定めております。 

 また、資本勘定においては、収入総額６４７万８,０００円、支出総額５,６０９万２,０００円

と定め、不足する額４,９６１万４,０００円につきましては、当年度分損益勘定留保資金などで

補てんすることとしており、激特事業に係る宮都大橋の配水管本設工事の整備等を実施してまい

ります。 

 次に、簡易水道事業特別会計の予算でありますが、本年度の業務量は給水戸数５,６０５件、

総給水量１２３万８,５５０立方メートルを予定し、予算額を収益勘定で収入総額２億４,１０８万

５,０００円、支出総額２億３,５４２万６,０００円と定めております。 

 資本勘定においては、収入総額８,０６４万９,０００円、支出総額１億７,１５０万

４,０００円と定め、不足する額９,０８５万５,０００円は、当年度分損益勘定留保資金などで

補てんすることとしており、県道薩摩祁答院線及び町道佐志中央線配水管布設工事等を継続して

実施してまいります。 

 以上、平成２４年度の町政運営と各会計の予算の概要を申し述べさせていただきました。 

 自治体を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあり、地域主権改革が一層推進される中、本町の

より安定的自立の確立と未来を切り開き、共生協働社会のもとで町政の着実な推進を図るため、

全力を傾注し努力してまいる決意であります。 

 議会を初め町民の皆様方のなお一層の御理解と御支援をお願い申し上げ、施政方針と予算の概

要についての説明とさせていただきます。 

 続きまして、各議案の提案理由を説明申し上げます。 

 まず、「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」であります。

これにつきましては、依然として厳しい本町の雇用、経済情勢を考慮しまして、公約に基づきま

して、平成２４年４月以降も引き続き、町長を２０％、副町長を５％、教育長を３％、それぞれ

給料月額を減じるため、本条例を制定しようとするものであります。 

 次に、「議案第４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について」でありま
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す。これは、本町が行う地域公共交通に関する各種事業の財源を長期にわたって、安定的に確保

しようとするもので、新たに、さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例を制定しようとする

ものであります。 

 次に、「議案第５号 さつま町職員定数条例の一部改正について」であります。これは、さつ

ま町定員管理計画に基づき、今まで定めておりました合併当時の職員定数から今回３５４人まで

減とするものでありまして、本条例の一部を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」であり

ます。これは教育委員会委員、農業委員会委員及び監査委員に係る報酬月額を適正な額に改める

とともに、スポーツ基本法の制定に伴い、体育指導委員の名称をスポーツ推進委員に改めるため、

本条例の一部を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正について」であります。これは地域の自

主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律により、社

会教育法の一部が改正されたことに伴いまして、本条例の一部を改正しようとするものでありま

す。 

 次に、「議案第８号 さつま町介護保険条例の一部改正について」であります。これは第５期

介護保険事業計画の策定に伴い、介護保険料の額をそれぞれ改定することに伴い、本条例の一部

を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」であります。こ

れは、さつま町紫尾山きららの里キャンプ場について、指定管理者からの指定管理の解除申し入

れに基づきまして、同施設の指定管理を解除し、直営管理とすることに伴い、本条例の一部を改

正しようとするものであります。 

 次に、「議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について」であります。これ

は道路法施行令の一部改正に伴い、道路占用料の額を適正な額に改めることに伴い、本条例の一

部を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正につい

て」であります。これは、県単急傾斜地崩壊対策事業分担金について、受益者の分担金の額を改

定することに伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。 

 次に、「議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正について」であります。これは、議

案第７号と同様に、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律によりまして、公営住宅法の一部が改正されたことに伴い、本条例の一部を改

正しようとするものであります。 

 次に、「議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正

について」であります。これはさつま町消防団の再編計画に基づきまして、町消防団員の定数を

４５２人とするため、本条例の一部を改正しようとするものであります。 

 内容につきましては、それぞれ所管の課長に説明させますので、よろしく御審議くださるよう

お願いを申し上げます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね１０時４０分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 
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再開 午前１０時４０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 引き続き各課長の説明を求めます。 

○総務課長（紺屋 一幸君）   

 それでは、「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」説明申し

上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○企画課長（湯下 吉郎君）   

 議案集の４ページをお開きください。「議案第４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金

条例の制定について」内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○総務課長（紺屋 一幸君）   

 続きまして、「議案第５号 さつま町職員定数条例の一部改正について」説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、「議案第６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」

でございます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○社会教育課長（岩元 義治君）   

 それでは、「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正について」内容の御説明を申し上げ

ます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 それでは、「議案第８号 さつま町介護保険条例の一部改正について」内容を御説明申し上げ

ます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 「議案第９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」内容の説明を申し上げ

ます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 それでは、「議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について」内容の御説明

を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、「議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正

について」の内容を説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、議案第１２号でございます。「議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正

について」内容を御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○消防長（高木 卓朗君）   
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 続きまして、「議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一

部改正について」内容を御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○財政課長（下市 真義君）   

 それでは、引き続きまして、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」について、

御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○健康増進課長（村山 茂樹君）   

 それでは、「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算」について、

御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね午後１時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午後０時００分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後１時０４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 課長の説明を続けます。 

○健康増進課長（村山 茂樹君）   

 「議案第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算」について、御説明いた

します。 

〔以下議案説明により省略〕 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 それでは、「議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算」につきまして、

内容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 次に、「議案第１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算」につきまして、

内容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○環境課長（貴島 晃人君）   

 それでは、「議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算」について、

御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○水道課長（脇黒丸 猛君）   

 それでは、「議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会計予算」について、内容の説明

を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」につきまして、

内容を説明申し上げます。 
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〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ただいま議題となっています各議案に対する審議は、３月１２日の本会議で行いますので、当

日まで審議を中止しておきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２４「議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第２４「議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について」を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について」であります。 

 これは、道路台帳整備及び道路改良等に伴う路線の廃止及び認定をしようとするものでありま

す。道路法第８条第１項及び第１０条第１項の規定により、町道路線の廃止及び認定をしようと

するため、同法第８条第２項及び第１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求めるものであ

ります。内容につきましては、建設課長に説明させますので、よろしく御審議いただきますよう

お願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 それでは、「議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について」内容の説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 この町道の認定の基準について、ちょっとお伺いしたいんですが、この認定路線、一応、２の

５０番ですけれども、鶴田地区の島廻線、２.１メーターなんです。認定の基準は下にあります

ように、３メーター以上となっているわけですけれども。 

 最初は２.９メーター、廃止路線はですね。今度新しくされるのは２.１メーターになっている

んですが、何か改良して本当なら３メーターとかなるはずなんですけれども。合併のときに、い

ろいろ町道にしても、旧町で、その町道認定の規格が違ったのかもしれませんけれども、今の認

定基準に照らし合わせると３メーターないということなります。その辺の事情をちょっと説明を

お願いいたします。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 今、麥田議員から質問がありましたとおり、認定路線が２メーター１０というのがあります。

これは告示第８６の１号で、さつま町道路線の認定基準により、町道路線の認定規格として幅員

３メーター以上とすると、これが合併時に告示第８６の１号で告示されております。 

 御質問の件につきましては、確かに町道路線の認定規格として、幅員３メーター以上とすると

なっております。町道路線の認定基準が告示される以前に町道であったものを、引き続き、いろ

んな理由がありまして、町道路線として管理しております。 

 これは町道の交付税対象路線の幅員、さつま町では３メーターとなっていますけど、交付税対

象路線の幅員が１.５メーター以上を対象としたため、合併前、あるいは町道認定基準が定めら

れていない時期に町道として認定されていたものと思われ、その後、なかなか廃止というわけも
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いかず、基準を定めた後も引き続き管理をしているものであります。 

 今後につきましては、議員の御指摘のとおり、現状に沿った基準に見直しを検討してまいりた

いということで、総務課とも協議をしてまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を省略したいと思

います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから本案を採決します。 

 お諮りします。本案はこれを可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第２２号 町道路線の廃止又は認定について」は可決さ

れました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２５「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第２５「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」であります。 

 これは、団体営ため池等整備事業において、工事内容に変更が生じたことに伴い、工期の延長

が必要となったことから、今回、同事業の計画を変更しようとするものであります。土地改良法

第９６条の３第１項の規定に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

 内容につきましては、耕地林業課長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお願い

いたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 それでは、「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」内容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 資料が漏れていたようですので、後で配付していただくよう要請しておきます。 
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 ただいま議題となっております議案第２３号に対する審議は、３月１２日の本会議で行います

ので、当日まで審議を中止しておきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２６「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開

発公社事業計画及び事業会計予算について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第２６「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予

算について」を議題といたします。内容の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予算について」、公

有地の拡大の推進に関する法律第１８条第２項の規定に基づき、提出がありましたので、地方自

治法第２３４条の３第２項の規定に基づき、別冊のとおり提出するものであります。 

 内容につきましては、企業誘致対策室長に説明させますので、よろしくお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○企業誘致対策室長（湯下 吉郎君）   

 それでは「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予算につい

て」内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ただいまの報告第２号に対する質疑は、３月２７日の本会議で行いますので、当日まで審議を

中止しておきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２７「行財政改革対策調査特別委員会報告の件」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第２７「行財政改革対策調査特別委員会報告の件」を議題とします。 

 行財政改革対策調査特別委員会委員長から、中間報告をしたいとの申し出があります。 

 お諮りします。本件は申し出のとおり報告を受けることにしたいと思います。御異議ありませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、行財政改革対策調査特別委員会の中間報告を受けることに決定

しました。行財政改革対策調査特別委員会委員長の発言を許します。 

〔平八重光輝議員登壇〕 

○行財政改革対策調査特別委員長（平八重光輝議員）   

 行財政改革対策調査特別委員会のこれまでの調査及び審査の経過と結果について、御報告申し

上げます。 

 当委員会は、平成２１年６月議会定例会において、行財政運営の健全化、並びに、これらにか

かわる行政改革の推進等の取り組みについて調査・研究するため設置され、６月１７日に第１回

目の会議を開催して以来、１５回の委員会を開催しました。このたび、当委員会審査とその結果

として、ここに中間報告を行うものであります。 

 まず、本町行政改革に関する調査及び審査の経過についてであります。 
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 初めに、持続可能な財政基盤の確立についてでありますが、財政指数目標については、合併当

初、実質公債費比率は地方債の許可基準である１８％を超えておりましたが、平成１７年度に策

定されました公債費負担適正化計画の推進により、平成２２年度決算において、初めて１８％を

下回るなど、改善されてきました。ほかの健全化判断比率につきましても、基準値を上回ること

なく、ポイントも改善されてきております。さらに地方債残高も削減され、経常収支比率の改善

等も図られるなど、確実に財政計画の取り組みが推進されているとのことであります。 

 次に、定員管理の適正化についてでありますが、第１次行政改革大綱に基づく定員適正化計画

が平成１８年２月に策定され推進されてきました。平成１７年度から平成２６年度までの１０年

間に職員数を１２５人削減し、３００名の定員とすることを目標にし、平成２２年度当初までの

前期５年間で目標を一人下回る６４人の削減がなされたとのことであります。 

 平成２２年度からの５年間の計画については、定年退職者の予想、国からの権限移譲や、福祉

分野、社会保障等の事務事業の増加等が予想されること、急激な職員削減により、住民サービス

の低下を招くおそれがあること、新規採用職員の抑制により職員構成に著しい不均衡が生じてい

ること、技術職員等の確保が困難になること等が予想されることから、５年間で３６名を削減し

３２５名の定員とすることを目標にした定員管理計画が策定されております。 

 この計画に対し委員から、定数だけでなく、人件費総額の抑制を含めた計画について検討しな

かったかとただしましたところ、人件費総額の抑制について、定数の削減計画と連動させるのも

なかなか難しいが、職員組合との交渉の中でも定員管理計画、人件費の問題等について協議を進

めてきている。今後についても、職務給の見直しや職階級の見直しも含めて人件費総額の減額を

図る方向で職員組合とも交渉していきたいとの説明であります。 

 次に、職員の人事評価制度についてでありますが、この検討状況についてただしましたところ、

町長からも、なるべく早い時期での導入を指示されているが、この導入については、職員への研

修を徹底し、共通理解を図った中で試行しながら本格実施という形でないと難しいと思っている。

なるべく早い段階で導入したいと考えているとの説明であります。 

 次に、公共施設等の整理統合についてでありますが、公の施設の管理のあり方に関する検討委

員会、作業部会を設置し、それぞれ施設ごとに現地調査や、ヒアリングを行い、検討を進めてい

るとのことであります。具体的には、公の施設として維持していく施設、あるいは普通財産へ移

行し民間への譲渡あるいは貸付等、普通財産として一般的な管理を行う施設への方向づけを検討

しているとのことであります。 

 これに対し委員から、施設を有効に活用するため、できるだけ早い段階で、施設利用者や関係

者等の意見集約をした上で検討を進めてほしいとの意見が出されました。 

 次に、新庁舎建設に関する調査及び審査の経過についてであります。 

 庁舎建設基本構想についてでありますが、背景として、現在の本庁舎は築５０年ほど経過し、

老朽化が進み、また県北西部地震の被害も内在するため、危機管理下での防災拠点施設として、

住民の安全安心にかかわる庁舎機能を確保する必要があるということ。分散した組織を効率的に

集約して、組織の一元化が可能なフロアを確保すること。有効な財源活用による自主財源の負担

軽減を図るとのことであります。 

 基本計画については、現在の本庁舎敷地内に建設するもので、新庁舎の規模としては、延べ床

面積が５,２５０平方メートル、本体工事費の概算事業費見込みが１７億円ほどとのことであり

ます。新庁舎の完成については、平成２６年度を予定し、その時点での職員数３２５名、２０課

５２係を想定した計画とのことであります。 

 財源内訳については、総事業費２０億円を想定した場合、鹿児島県合併特例交付金１億
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９,３００万円、合併特例債７億５,０００万円、役場庁舎建設基金１０億５,７００万円とのこ

とであります。 

 また、当委員会では、新庁舎建設の取り組みについて参考とするべく、佐賀県白石町を調査し

ました。白石町は平成１７年１月１日に、３町（白石町、福富町、有明町）が合併し誕生した町

で、人口は２万５,０００人ほどで、本町と同程度の規模の町であります。 

 新庁舎については、合併協議時点において、旧白石町に建設されることは承認されていました

が、二つの支所を廃止し本庁方式とすることに、やはり反対があったとのことであります。その

ため、当初計画よりも２年ほど完成までの期間が遅くなったとのことであります。 

 建設費については、委託業務等も含めて２０億８,７６６万２,０００円で、財源については、

県の合併特例交付金２億４,８４０万円、庁舎建設基金繰入金１２億８６０万５,０００円、地域

活性化基金繰入金１,２００万円、合併特例債５億２,６１０万円、一般財源９,２５５万

７,０００円となっております。 

 執務室については、１階、２階とも中央の通路部分を広くとってあり、コミュニケーションラ

ウンジを設け、お客様との対話等もこちらで行っているとのことであります。 

 庁舎の電力等についてはオール電化となっており、ソーラーパネルも設置してあります。ソー

ラーパネルの発電量は快晴時に１７.５キロワットアワーで、おおよそ１階執務室の蛍光灯使用

電力量を賄うとのことであります。また、夜間電力を使い、夏期においては氷蓄熱、冬期は温水

蓄熱により庁舎内を循環させることで、冷暖房費の経費軽減を図っているとのことであります。 

 白石町の庁舎は、建設費を必要最小限に抑えるとともに、環境にも配慮した庁舎を建設されて

おり、今後本町の新庁舎建設に当たり、参考となる意義深い調査になったと考えております。 

 また、新庁舎建設の基本設計に向け、住民ワークショップが３回開催されましたが、これに当

特別委員会を代表し、私と東哲雄副委員長が参加しました。この検討についても、所管事務調査

において、各委員の所見や特別委員会内での意見も参考にしながら、町議会議員としての意見を

述べさせていただいたところであります。 

 最後に、議会改革に関する調査及び審査の経過についてであります。 

 議員定数については、前期の議会においても定数削減が実施されたところでありますが、改選

後の議会においても、財政状況等を踏まえながら定員削減を視野に入れた中で検討・調整するべ

きであると、行財政改革対策調査特別委員会において、最終報告がなされたところであります。 

 これを受け、今期の特別委員会でも、これまでも積極的に検討を進めてまいりましたが、今回

次期選挙の議員定数及び議員報酬額について、当特別委員会としての意見を集約し意思決定を行

いましたので、ここに報告するものであります。 

 具体的な調査に当たっては、県内市町村や類似団体の議員定数及び議員報酬の調査検討とあわ

せて、町内２０地区で開催する議会報告会での意見聴取や、さらに参考人制度を活用し、町内各

種団体等の代表から議会議員定数及び議員報酬について意見聴取を行い、この結果を踏まえ、当

委員会における意見集約を行うこととしたところであります。 

 平成２４年１月１１日に第１回参考人会議を開催し、参考人としてお願いしました１１名の

方々に本町議会の状況、県内の市町村、全国の類似団体の議会の状況や、議会報告会で住民より

出された意見等について説明を行ったところであります。 

 また、１月１９日に開催しました第２回参考人会議において、参考人からそれぞれ意見を聴取

したところであります。議員定数についての参考人の意見は、財政状況を考慮すべきとの考え方

や、類似団体の削減状況などを考慮し、定数削減の意見が多数でありました。一方で、現状のま

までも決して多くないのではないかとの意見も出されました。 
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 具体的な適正数としては、１２人から２０人の範囲内の意見が出されました。１６人の意見が

多数でありましたが、人口減に伴っての定数削減は問題であるので、１回定めたら、少なくとも、

２ないし３期は維持することも必要ではないかとの意見も出されました。また、少数精鋭で徹底

した議論をしてほしいとの意見も出されております。 

 定数は２０人のままでよいという意見では、町内には２０地区あり、住民の意見を集約するた

めには、やはり２０人必要なのではないかとの意見でありました。また、１番少ない定数１２名

を求める意見は、行財政改革の遂行のためには大幅な削減が必要ではないかとの意見でありまし

た。 

 議員の適正報酬額については、定数削減と関連した考え方から、増額、減額、据え置きを求め

る意見がそれぞれ出されました。 

 具体的には、県内の人口が類似した自治体よりも低い月額であることや、議員一人当たりの所

掌範囲が広いことなどから、定数を削減するのであれば、人口類似団体と同額程度までの増額を

求める意見や、町の財政状況を考慮し、据え置きを求めるものでありましたが、いずれも報酬に

見合った活動をしてほしいとの意見がつけ加えられました。 

 また、据え置きを求める意見の中には、現在報酬カットをされているが、財政も改善されつつ

あり、その目的が達成されたと思うので終了してもよいのではないかとの意見がありました。 

そのほかに、月平均２０日間の活動で１日８,０００円とし、月額１６万円の報酬ではどうかと

いう意見も出されました。そのほか、議会に関する意見として、住民から身近に感じる議会にな

ってほしいという意見や政策提言ができる議会になってほしいといった意見が出されました。 

 平成２４年２月２２日、第１５回の委員会において審議を行い、次期選挙の議員定数及び議員

報酬額について、委員会としての意思決定を行ったところであります。 

 まず、次期選挙以降の議員定数についてであります。１６人を適当とする意見としては、議会

報告会や参考人会議など意見を尊重すれば、１６人が妥当ではないかという意見や、特に厳しい

御意見もあったが、やはり議会としての責務ということもあるし、議員も町全体の議員である一

方、地域性もある。そういう観点からも１６人が妥当ではないかといったような意見が出されま

した。 

 また、１６人を適当とする意見の中で、任期ごとに定数を検討するような形では、議員として

も継続性をもった活動に非常に支障が出てくる。決定した定数を維持するためには、議員一人一

人が研さんし、質の高い議論をしていく必要があるのではないかとの意見も出されました。 

 次に、１８人を適当とする意見としては、合併後の行財政改革の取り組みの中で、議会は定数

削減に取り組み、１番大きな成果を上げている部分でもある。それぞれの地域の声を持ち寄って、

町全体の方向性を定める議会のあり方の中では１８人が適当ではないかといった意見が出されま

した。 

 このように、次期選挙の議員定数の適正数については、１６人、１８人の二つに意見が分かれ

たことから、委員長を除く委員１８人で起立採決を行いました。その結果、１６人とするものが

１６人で過半数となり、当委員会としては１６人が適当であるとの結論に至りました。 

 次に、次期選挙以降の議員報酬額についてであります。委員からの意見として、定数を削減す

るとなれば、本来なら報酬の増額も検討しなければならないが、現在、行財政改革を進めている

ことや、参考人等の意見から判断しても、据え置きが妥当ではないかという意見が大半でありま

した。 

 また、町特別職報酬等審議会の判断にゆだねたいという意見も出されておりますが、当特別委

員会としては、次期選挙の議会議員の報酬額は据え置きとすることが適当であるとの結論に至り
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ました。ただし、定数を４人削減した場合、報酬等の削減額は年間１,５００万円程度になるこ

とから、それを議会活動の充実、議員の資質向上のための経費として、幾らかは充てるべきでは

ないかとの意見も出されました。 

 以上が議会改革に関する調査及び審査の経過でありますが、今後は本定例会最終日において、

さつま町議会議員定数条例の制定について、当特別委員会より提案することと決定したところで

あります。 

 以上でありますが、執行部におかれましては、これまでの当特別委員会での審査経過及び提言

を十分に踏まえ、行政改革大綱に基づく財政健全化計画等については、今後も引き続き積極的に

取り組まれるよう要請します。以上、行財政改革対策調査特別委員会の中間報告といたします。 

〔平八重光輝議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで行財政改革対策調査特別委員会の報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２８「陳情について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第２８「陳情について」であります。 

 本日までに受理した陳情については、お手元に配りました文書表のとおりであります。所管の

常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   

○議長（中尾 正男議員）   

 以上で本日の日程はすべて終了しました。３月８日は午前９時３０分から本会議を開き、一般

質問を行います。 

 本日はこれにて散会します。御苦労さまでした。 

散会時刻 午後２時２１分   
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平 成 ２４ 年 第 ２ 回 定 例 会 一 般 質 問 

平成２４年３月８日（第２日） 

順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

１ （８） 

平田 昇 

１ 補助金交付について 

 (1) 補助金交付の決定に至るまでには、どのような点を検討し、確

認されるものか伺う 

２ 地域産業の振興について 

 (1) 地域産業の振興に資するものをどう考えるか伺う 

３ 議会発言について 

 (1) 町長に議会における発言についての信念を伺う 

２ （６） 

新改 秀作 

 

１ 公有財産の利活用について 

 (1) 行政財産と普通財産において、委託及び処分等を含めて、今

後どのような利活用を行ってゆく考えか伺う 

２ 宮之城屋内温泉プールの附帯施設整備について 

 (1) 水泳大会等において、駐車場確保に苦慮している現状があ

る。今後、駐車場の整備を行う考えはないか伺う 

３ 特産品の販売促進について 

 (1) 町内では、１年間に数多くのスポーツコンベンション、水泳

大会、各種イベントが開催されるが、こうした機会をとらえ活

性化対策の一環として特産品の販売に向けた取り組みを推進す

る考えはないか伺う 

３ （５） 

川口 憲男 

１ 町営住宅の管理体制について 

 (1) 現在、町営住宅１９４棟、５１２戸が設置されているが、各

団地の樹木の剪定作業、及び周辺の清掃等の管理体制について

伺う 

２ 教職員住宅の管理について 

 (1) 教職員住宅の現在の入居状況について伺う。また、民間入居

者は３月末には一時退去とされているが、今後のあり方をどの

ようにとらえられているか伺う 
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順 番 
（議席番号） 

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

４ （14） 

内田 芳博 

１ 情報の提供について 

 (1) 少子高齢化市街地に人通りがなく、その静寂と衰退を危惧

し、現状と１０年後の人口、財政、経済、福祉等の概要を町民

に知らせ、活力策、克服策を伺う 

２ 庁舎建設について 

 (1) 静寂な市街地、疲弊寸前の農村部、高齢者が日常生活に困窮

のときに、大型庁舎は適切か、面積の縮小は考えられないか伺

う 

５ （12） 

柏木 幸平 

１ 男女共同参画社会の推進について 

 (1) さつま町男女共同参画計画が策定されて４年になる。本町の

男女共同参画の現状と今後の推進を伺う 

６ （１） 

森山 大 

１ 高齢化社会に対する施策について 

 (1) 人口激減の時代における本町の高齢化の現状と対策につい

て、次の点を伺う 

  ① 人口減少の現状を伺う 

  ② 人口減少における顕著な課題は何かを伺う 

  ③ 独居老人世帯が増えている中での対策を伺う 

  ④ 高齢化した地域を支える共生・協働のシステムづくりが必

要と考えるが、その具体策を伺う 
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順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

７ （７） 

平八重 光輝 

１ 柔道の必修化について 

 (1) 平成２０年３月改定の中学校学習指導要領により第１・第

２学年の保健体育で武道が必修になり、平成２４年度から完全

実施される。特に柔道については事故等が懸念されるが、①指

導者の育成はどのようにされているか、②外部指導者による指

導は考えているか、③競技設備の安全は確保されているか、④

指導内容はどのようにされるか、以上４点について伺う 

２ 中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金につい

て 

 (1) 中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金が

導入され、耕作放棄地の減少、日常の管理や農地周りの水路・

農道等の補修や更新に役立ち、また共同作業による地域の一体

感の醸成にも役立っているが、①これまでの成果、②課題とこ

れからの取り組み、以上２点について伺う 

３ 高齢者の見方について 

 (1) ６５歳以上を高齢者とする日本の高齢化率は、平成２２年に

２３％を超えている。また、さつま町は３５％を超え、超高齢

化の町になった。政府は今年になり６５歳以上を高齢者とする

年齢区分見直し検討との報道があるが、我が町も町内限定とし

て７０歳くらいに見直してはと思うが考えを伺う 



- 30 - 

平成２４年第２回さつま町議会定例会会議録 

                            （第２日） 

○開会期日    平成２４年３月８日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（２０名） 

   １番  森 山   大 議員      ２番  東   哲 雄 議員 

   ３番  麥 田 博 稔 議員      ４番  米 丸 文 武 議員 

   ５番  川 口 憲 男 議員      ６番  新 改 秀 作 議員 

   ７番  平八重 光 輝 議員      ８番  平 田   昇 議員 

   ９番  舟 倉 武 則 議員     １０番  岩 元 涼 一 議員 

  １１番  内之倉 成 功 議員     １２番  柏 木 幸 平 議員 

  １３番  楠木園 洋 一 議員     １４番  内 田 芳 博 議員 

  １５番  桑 園 憲 一 議員     １６番  市 來   修 議員 

  １７番  新 改 幸 一 議員     １８番  木 下 敬 子 議員 

  １９番  木 下 賢 治 議員     ２０番  中 尾 正 男 議員 

 欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  王子野 建 男 君   議 事 係 長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 幹  松 山 明 浩 君   議 事 係 主 任  垣 内 浩 隆 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   教  育  長  東   修 一 君 

 副  町  長  和 気 純 治 君   教委総務課長  山 口 正 展 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   社会教育課長  岩 元 義 治 君 

 福 祉 課 長  二階堂 清 一 君   建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

 介護保険課長  中 村 慎 一 君   耕地林業課長  山 口 良 一 君 

 商工観光課長  赤 崎 敬一郎 君   農 政 課 長  平 田 孝 一 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君    

 財 政 課 長  下 市 真 義 君 

 庁舎建設推進室長  濱 崎   茂 君 
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 一般質問 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（中尾 正男議員）   

 おはようございます。ただいまから平成２４年第２回さつま町議会定例会第２日の会議を開き

ます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「一般質問」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第１「一般質問」を行います。 

 一般質問は、一問一答方式となっております。質問時間は答弁を含め６０分とし、質問回数の

制限はありません。質問通告に従って、発言を許可します。 

 まず、８番、平田昇議員の発言を許します。 

〔平田  昇議員登壇〕 

○平田  昇議員   

 通告順により一般質問をいたします。 

 まず、補助金交付の決定に至るまでに行政はどのような検討を積まれ、どの点を確認して決定

をされるのか。これをただすきっかけになったものは何かといえば、私は北薩森林組合に対して

の補助金を一般質問で取り上げたことがございました。 

 貴重な町の財源から多額の補助金を毎年出してきております。その北薩森林組合の運営の状況

はどうなったか、関係者いわく、いい加減な運営によって１０名近くの本町出身職員が働けなく

なった。つまり組合の組織が機能しないという惨状に落ち込んでいると、これは一体どういうこ

となんですか、町が補助金を出す意義があったのですかとただす私に対して、返された行政の言

葉は、町からの補助金は森林整備にあたる作業部門を対象にしていて、有効に活用されていると

いうものでございました。 

 理解できる説明ではなかったことを記憶しております。そのとき、私は他の森林事業に取り組

まれている事業体にも補助金を配分する対象にできないのかとただしたのでございます。これは、

各種の業者さんの要望であったわけでございますが、明確な答弁はいただけなかった。北薩森林

組合は、未収金約２,６００万円を職員らに穴埋めさせたことで、元職員７名が、それは不当で

あると、提訴するに至っております。裁判です。 

 今回、町からの補助金交付の件を取り上げたのには、この件のほかにもう一つあります。町内

の方から何とかしてくださいという切実な声が届きました。この方は、町内の医療機関によって

手術を受けたのだが、結果がよろしくない。 

 手術を受けた片手は機能しなくなり、痛みも残り、物を握れないので、食事の際、食器等は主

人が運ばれるという。夫婦お二方の沈痛な面持ちによる会話を耳にした私は、何とかならないの

かとさつま町から補助金の交付を受けている当医療機関の事務局でお願いしたわけです。 

 当局の回答は、私たちはこの件で話し合いましたが、１カ月お待ちください、保険会社との話

し合いがありますとのこと。この件では局面が明るいほうに開かれていくのではないかと、希望

を持たされているところです。 

 以上は、私が今回、補助金交付問題を質問するに至った動機を語ったのであり、医療上の補償

等については全くの第三者であり何ら関与はしておりません。ただ助けてくださいということで

す。お尋ねしたいことは、補助金の交付の仕方です。何を基準にして交付決定されるのか、交付

決定の際はどのような協約が、約束事が結ばれるのか。補助金が生み出した成果はどんな方式で

報告され、それを確認されるのか。 
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 また、北薩森林組合の件でただしたように、他の事業体は補助金交付の対象にならないのか、

これはもう１回質問するわけでございますが、この点は。 

 以上、１、補助金交付の基準、交付の際の協約のあり方、補助金の活用によって得られた事業

成果の報告確認、同じ事業に取り組まれている他の事業体は補助金交付の対象にならないのか、

以上４点を伺います、質問１です。 

 質問の２です。地元の産業が活気づく、これが地域産業の振興。これは町内の方々が日常願っ

ておられることです。地元産業が振興することで働く場が生まれる。地元住民の生活が少しでも

豊かになる。だから、地元の産業を振興させたい。立地企業は町外への移動など考えず、元気を

出してほしい。地元が豊かになることが、私たちに福祉という形で返ってくる。地元を幸せにす

るものは、地元の各種産業が振興することである。 

 最近、私が注目したことがありました。一議員が私に１枚の資料を示して、あることを示唆さ

れたのです。このたび本町で行われた全九州高等学校新人ラグビー大会で、さつま町に来ていた

だいた大勢の方々により、さつま町に金が落ちる、ありがたいことだ。 

 ただそれだけの期待感に浸りきっていた自分たちに示されたその資料の内容は何であったかと、

さつま町に全九州高等学校新人ラグビー大会で来町された方々が、どこに宿泊されたかの資料で

す。本町の旅館、宿泊所が使用されていないのです。湯田では旅館が一つ、他は全部よその市町

での宿泊です。さつま町を訪ねていただいた方々に、本町の宿泊所を利用してもらえなかった。 

 来町者に本町で宿泊してもらえない、これには特別な理由があったのか、本町自体の努力はな

されたのかと、私に示された一議員の資料は明らかに町を思う心です。感動しました。これから

は、町民のきずな、心つながり、町を思う心と心のつながり、これこそがまちづくりの原動力で

あると信じます。 

 町長に伺います。町行政は来町者が町内旅館に宿泊される努力をなされたのか、町内業者さん

によれば、町は全九州高等学校新人ラグビー大会の関係者をさつま町に宿泊してもらうための努

力はなされなかったと言われます。もし、これが事実であったのならなぜか、何か取り決めでも

あったことなのか、町長に伺うわけでございます。 

 通告３に移ります。議会発言について、町長の信念をただしたい。 

 私は、町長が虎居公民館で持たれた政治報告会、説明会そして意見交換会について一般質問を

いたしました。非常に出会者が少ない、集計された表によれば対象者全体からして全町的に出席

者はごくわずかであると。町長自らが、町民に向かって進んで会に出席するべきことを強調すべ

きではないかと、私はただしました。 

 対する町長の答えは、町内の皆さんの町行政に対する理解度は高くなった。だから出席者も少

ないという答弁であった。私は驚いたんです。実は、この答弁の内容は虎居公民館で行われた意

見交換の席で、地元の一人の方から、見識の高い方から発せられたものでした。しかし、見解が

同じであるとすればやむを得ないと思っていたわけです。 

 しかし、この事実は議会広報誌に載せて、皆さんに考えてもらおうと思ったのでございます。

広報誌への提出用原稿は、質問者自らが作成し提出することになっています。そこに議会事務局

から議員の質問、対する町長の答弁を要約したものを資料として提供されます。非常に助かるわ

けです。 

 ところが、受け取った資料には私の注目していた部分が抜けているのです。理由は、人の言葉

を答弁として用いたから、これを記載したくないという町長の考えだということでした。私は、

広報誌の原稿からこの質問事項は外したのです。皆さんに知ってほしい事実を伝えられないので、

このことは広報誌に載せませんでした。 
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 しかし、それからこの件についてはこだわっています。議会とは何なのか、何のために議会が

あるのか、議会での発言とは何か、議会法とは何か、議会であったことを、事実を正しく伝える

ことができなければ議会とはいえない。町長は、議会における発言をどのように定義づけておら

れるのか伺うのです。決して、町長の言葉じりに難癖をつけようとしているのではない。町長は

代表民主制、議会制民主主義の原則に立っておられるのか、確認したいという思いです。 

 最後に申し添えたいと思います。日髙町政がスタートして、３年の期間が経過しました。過去

に町行政に取り組まれてこられた、また一方、行政を監視する側に立たれてきた大先輩方による

日髙町政への論評も耳にしてきました。大方共通して言われることは、日髙町長はお人よしだと、

できるだけ町内での意見対立を避けて、町のためにあれもやります、これもやりますとの総花式

であると。 

 自分は町長としてさつま町をこういう方向に進めたいという将来に期待を持たせる町政策が出

てこない、町長というより事務屋だと、ことしも無事に終わったでなく、大変だったがことしは

これとこれをやった、来年はこれをやるぞと、これが政治家のはずである、こう言われるんです

よ。本当の政治家なら敵をつくることを恐れず、真の理解者を得ようと努力する。日髙氏にはそ

の姿勢が見えないと、こういう評価論がある中で、町長は議会の発言というものをどう定義づけ

られるのか、伺うわけです。 

 もし、私の言うとおり、全町の有権者に対して、皆さん、まちづくりは住民参加、皆さんの積

極的な参加が必須条件ですと、これからの町政懇談会にも進んで出席してくださいと、町長が強

調した場合、何を言うかという大勢の反発を考えてあんな私への答弁になったのか、町長の真を

問うわけでございます。 

 質問１、補助金交付の基準、交付を決定したときの協約の取り方、補助金の活用によって得ら

れた効果、そしてその確認。同じ事業に取り組む他の事業体は交付の対象とならないのか、これ

が質問１の内容です。 

 質問２は、全九州高等学校新人ラグビー大会で来町者を本町に宿泊させられなかったのはなぜ

か、努力をされたのか。 

 質問３、議会での発言について、町長の真を問いたい。 

 以上で、私の一般質問の１回目を終わります。 

 議長、訂正をさせてください。全国大会といいましたけど、全九州大会でした。大変失礼いた

しました。 

〔平田  昇議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 平田議員の質問が３点ほどございましたので、お答えをさせていただきます。 

 まず補助金の交付の関係でございますが、補助金交付の決定に至るまでにはどのような点を検

討し、確認されるものなのかということでございまして、そのほかの事業体には対象にならんの

かというようなことが主であったと思っておりますが。 

 まずもってこの補助金交付の決定に至るまでのことでございますけれども、一口に補助金と申

しましても国の補助金あるいは県の補助金とか、いろいろ制度に伴うものがございます。町の単

独で、独自で補助をしている補助金まで、その目的によりましていろんなものが存在をしておる

ところでございます。 

 補助金の決定に至るまでの経緯と申しますか、検討とか確認事項につきましては、いわゆる法

定の補助金等につきましては、それぞれの法律に基づいて進められるところになっておるところ
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でございまして、国・県の制度とか法令上のそういうもの、それから町の補助金につきましては、

すべての要件に共通していることではございますけれども、それぞれの補助金の交付要綱という

のがございますので、そういった目的とか趣旨に合致をしているかどうかということでございま

す。 

 当然として、この補助金については地方自治法に規定がございますので、やはり公益上必要性

があれば補助金が出せるという大きな原則がございますので、それに基づいてこの支出をいたし

ているわけであります。国・県のこの補助制度等につきましては、その窓口になっております関

係課を通じまして、国・県の担当者と計画の段階から協議を重ねまして、また一方ではいろいろ

助言・指導をいただきながら、事務を進めているわけでございます。 

 施工業者の事業計画の内容とか、あるいはその効果、計画の妥当性、こういうことは総合的に

考慮した上で、補助金というのは決定をいたしているものでございます。町についても全くその

ようなことでございまして、事業の目的とか効果、あるいはこの計画が妥当性があるかというこ

とまで十分考慮をいたしているところでございます。 

 近年におきましては、この財政的な問題もございますので、やはり受益と負担の公平化という

ことも期する必要がございますし、やはりこの要件を出す以上は町税の滞納がないかと、そうい

うところまでチェックをしながら、交付決定をいたしておるところでございます。そういうこと

で、最近においては特に、この補助金についてはハードルを高くしながら審査を進めているとい

うことでございます。 

 実施後におきましては、一般的には事業完了の届け出というのがございますので、町のほうで

現地に出向いて検査をする。そしてまた事業の実施が完全に目的どおり実施をされているかとい

う確認をいたした上で、この補助金を交付をしているわけでございます。もちろん、この実績報

告というものがございますので、そういう証拠書類の点検とか、現場での確認も行った上での補

助金の交付といたしているわけでございます。 

 二つほど例として申し上げられましたことでございますが、この北薩森林組合の関係の補助金

については、過去においても御質問がなされましてお答えをしておりますけれども、町からこの

補助金を出す分につきましては、例えば平成２２年度のこの実績で申し上げますと、森林居住環

境整備事業というのがございますが、これには８００万円の補助金がございます。 

 民有林の間伐に対する補助事業でございまして、いわゆる民間の方が、それぞれ森林所有者で

ございますけれども、そういう方々がこの間伐をされるわけでありますが、そういう間伐に対し

まして補助金が国、県と合わせて６８％ございます。 

 それに町が１０％補助を行っておるのが、この８００万円でございます。２２年度におきまし

ては、この杉とかヒノキなどの人工林の間伐を１４１.１４ヘクタール、それから広葉樹のこの

改良事業というのを３５.０１ヘクタール、合計１７６.１５ヘクタールの森林整備が行われてお

りましたので、これに対する補助金ということでございます。 

 先ほど、いろいろ御意見を出されましたとおり、除間伐とか、もう最近においては竹林改良ま

で、こういうものをする場合においては、過去においてはこの森林組合しかなかったものですか

ら、森林組合にお願いしておりましたけど、今は森林組合を含めて認定林業事業体というのがほ

かに３者ございますから、今、４者でいわゆる競争入札の中で、いわゆる落札をした方に事業を

実施をしていただいているというような手続を今行っているところでございますので、ただ森林

組合一辺倒ではないということで、今は御理解いただきたいと思うところでございます。 

 それから、もう一つの医療関係の関係でございますが、町が医療関係に出しているところはも

う１カ所しかないわけでございまして、これは厚生労働省の救急医療対策、いわゆる町民の救急
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医療の確保、充実を図るために、２次救急のための補助金でありまして、あるいはこの日曜当番

医とかそれに対する補助金でありますから、これについては国のやはり基準というのがございま

して、国が３分の１、県が３分の１、町が３分の１と、そういう負担割合に基づいて補助金の出

しているものであります。 

 今、御承知のとおり救急搬送というのが非常に増えておりまして、年間５１１名まで今は急激

な増え方をしております。もう３台でも、消防署のほうでももう２４時間、３交代でやっており

ますけれども、非常に今、救急を使う方が増えております。 

 そのようなことで、５１１人の全体搬送の４７.９％というのが郡の医師会のほうに運んでい

るというふうな実態がございます。そのようなことで、こういった救急医療等のための補助金と

いうことで御理解をいただきたいと思っておりますので、それについてはそういう活動に対して

の補助金を、過去においては隣接のこういうところでやりましたけど、今はさつま町が一つの区

域になっておりますので、そういうような形で補助金を出しているものでございます。これはも

う適正に行われるということで御理解をいただきたいと思うところでございます。 

 それから、次の地場産業振興についてでございます。 

 確かに、地場産業の振興については雇用の場をやっぱり図っていただいて、地元で、若い人た

ちやらに、とにかく働く場があって、それなりの生活を営んでいただく、このことがやっぱり町

民の生活を豊かにする、あるいはまた地域経済の振興につながっていくわけでありますので、こ

れについては大きな取り組みとしまして、いろいろ立地補助金なり、あるいはまた振興について

はいろんな取り組みを行っているものでございます。 

 お尋ねの全九州高等学校新人ラグビー大会、これについてはエージェントが入っておりますの

で、直接町がかかわってするものではなくて、そういう旅行エージェントが入ってそれぞれ割り

振りをしているというようなことみたいですので、ここについては町がスポーツコンベンション

という形で取り扱いをしているものではなかったということで、町内に１カ所、そういう合宿と

して受け入れをしたところがあるようでございますが、そういう試合の場合ですね。 

 かねての場合は、いろいろ監督会議とかそういう形の会議がある場合は、私も直接出向きまし

ていろんなそういう受け入れについては、スポーツコンベンションの協議会もありますので、そ

ういう旅館、ホテル等については均等にそれぞれお願いをして泊まっていただいているわけであ

りますが、今回の場合はそのような事情があります。詳しくはまた、後ほど商工観光課長のほう

からでもお答えをさせていただきます。 

 それから、議会発言の問題でございます。確かに、町政座談会を今回２０カ所、全地区行った

わけでございますが、参加率からいいますとちょっと少ないのかなという感じはいたしました。

それで、おっしゃるとおりできるだけこの公聴会というのは、町政にやっぱり関心を持っていた

だいて、たくさんの方が来ていただいて、町政を理解していただく、そしていろいろ意見交換を

する、そういう場ですから、本当めったにない機会でありますから、できるだけたくさんおいで

いただく、それがねらいであります。 

 それで、広報としましても、広報誌を使ったり、あるいは放送したりということで、いろいろ

町民の皆さん方にお知らせをしながら、そしてまた、いろんな御意見をいただきながら町政に反

映をしていく、そういう形の取り組みをいたしておるわけでありますので、その辺は今後におき

ましてもいろんな機会で説明会をいたしますけれども、そういう意見交換の機会も設けたいと思

いますが、できるだけ、おっしゃるとおりたくさんに来ていただくというのが、私どもの願いで

ありますけど、いろんな事情もあるかと思います。 

 また、広報誌とかあるいはいろんな放送もやっていますから、大体御理解いただいて出席され
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なかったのか、またいろんな会合等とか、いろんな事情が重なって出席できなかったり、いろい

ろ事情があるかと思いますけども、逐一少なかった理由の点検はいたしておりませんけれども、

基本的にはやはりこういうたくさんの皆さん方に町政を判っていただく、このことは一番いいこ

とではないかと思っておるところです。 

 それと、いろんな住民参加についてもそういうことでございますが、町政の推進にあたりまし

ては、やっぱり総花的とおっしゃいますけど、私はマニフェストで四つの柱を掲げて、それにつ

いてはもう重点的に取り組んでいるわけです。そのほかにやっぱりやらざるを得んわけですね、

町政というのは。 

 やっぱりある程度いろんな分野までやっぱり取り組みをしなければならないわけですから、体

外的に見れば総花的に見えるかも判りませんけど、やっぱり行政というのは、これはうっちて、

これはでけん、しやならんという場合もなかなか難しい場合がありますので。 

 重点的なものはそれを掲げて、御承知のとおり四つの柱を掲げてやって、それはもう実現に向

かってほとんどやっていますけれども、そのほかもやはり必要なものはやっぱり、やらないとい

うわけにはいきませんので、そこはやっぱり御理解をいただかんにゃいかんのかなと思っており

ますので、全くこげんとはしませんよということにはならないと私は思うところです。 

 行政を進める以上は、そのように御理解いただきたいと思っております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 よろしいですか。 

○平田  昇議員   

 終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、８番、平田昇議員の一般質問を終わります。 

 次は、６番、新改秀作議員の発言を許します。 

〔新改 秀作議員登壇〕 

○新改 秀作議員   

 私は、通告に従いまして３点について質問いたします。 

 １点目、公有財産の利活用について、行政財産と普通財産において、委託及び処分等を含めて

今後どのような利活用を行っていく考えか伺う。 

 ２点目、宮之城屋内温泉プールの附帯設備整備について、水泳大会等において、駐車場確保に

苦慮している現状がある。今後、駐車場の整備を行う考えはないか伺う。 

 ３点目、特産品の販売促進について、町内では１年間に数多くのスポーツコンベンション、水

泳大会、各種イベントが開催されるが、こうした機会をとらえ、活性化対策の一環として特産品

の販売にむけた取り組みを推進する考えはないか伺う。以上で１回目を終わります。 

〔新改 秀作議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 新改秀作議員から３点ほどの御質問をいただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 まず、公有財産の利活用についてでございます。 

 本町の公有財産につきましては、決算審査時におきます財産に関する調書等におきまして、そ

の内容及び現状を明らかにいたしているところでございますが、その維持管理と処分につきまし

ては、関係法令とかあるいは町の例規等がございますので、それに基づきまして適正かつ効率的
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にこの運用に努めているところであります。特に、本町における公有財産の維持管理については、

現在、御承知のとおり指定管理者制度の導入をいたしておりまして、非常に効率的に行われてい

ると考えているところでございます。 

 なお、新年度におきましては、新しく公有財産管理のさらなる効率化と適正化を図るために、

草刈りとかあるいは剪定作業などの屋外管理作業につきましては、特定の担当係に一元化をいた

しまして、さらに取り組みをしていきたいと思うところでございます。 

 また、普通財産におきます処分につきましては、経済環境が非常に低調にある中でございます

ので、不動産等の流動が進展しにくい状況下にございますが、的確なこの需要動向がございまし

たら、情報発信をしながら適切な処分等についても取り組んでいきたいと思うところでございま

す。 

 一方、第２次行革大綱に基づきます公共施設の適正化、整理統合につきましては、現在検討委

員会を設置をしておりますので、公の施設の管理計画の素案を検討いたしております。今後、行

財政改革審議会とか、あるいは町の議会のほうにもお示しをしながら、いろいろな立場から御意

見をいただいて、適正化へ向けた計画を進めてまいりたいと思うところでございます。 

 議会の行財政改革対策調査特別委員会の中間報告の中でも御意見をいただきましたように、施

設のあり方に関する関係者等との協議につきましては、既に施設を所管する担当課に指示をいた

してございますので、施設の適正な利活用における課題等を整理しまして、その解決法を検討し

ながら取り組みを進めてまいりたいと思うところでございます。 

 それから、２番目の宮之城屋内温泉プールのこの附帯施設の整備についてでございます。 

 駐車場の確保に苦慮しているという現状で、これらの整備を行う考えはないかということでご

ざいます。現在、この温泉プールの利用状況を見てみますと、平成２２年度の利用者数が、年間

３万３,１８０人ということになっております。 

 ここ数年の状況につきましては、水中ウオークなど健康づくり志向の中で増加の傾向にござい

ます。平成２０年度が３万６４４人ということでありますので、それから平成２１年度が３万

１,７０３人、そして２２年度が先ほど申し上げた数字になっておりますので、増加傾向という

ことでございます。 

 現在、１日の利用者数というのは年間平均で約１１０人程度ということでございまして、駐車

場の確保台数というのは１５０台ありますけれども、一般的な利用については現状で支障はない

ものと考えております。 

 しかしながら、年に３回、３回ですが宮之城水泳協会主催で行っております宮之城水泳大会、

これの場合が、温泉プールということで冬季とか、あるいはシーズン前の大会の開催が可能なた

めに、毎回４００人前後の選手のエントリーがございます。水泳宮之城の伝統を引き継ぐ大変人

気のある大会となっておりまして、このときに駐車場が不足を生じている現状がございます。 

 このため、役員とか選手の方々は現在の駐車スペースのこの１５０台のところを、調整をしな

がら利用いただいておりますが、応援の方々の駐車場につきましては不足をしておるというよう

なことがございますので、今、佐志のニュータウンの空き地等を利用をしていただく、こういう

ことで行っておりまして、事前に大会の関係者と打ち合わせを行いまして、交通誘導等を行って

いただいているところでございます。 

 増設につきましては、いろいろ周辺の土地等について物色をいたしておりますけれども、所有

者の方があそこしか土地は持っていないとか、あるいは果樹を植えてあったりというようなこと

もございまして、なかなか新たな増設については難しいところがございます。ただ、何らかの対

策ができないか、さらに研究はさせてもらいたいと思うところでございます。 
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 それから、３番目の特産品の販売促進についてでございます。確かに、本町におきましてス

ポーツコンベンションの町ということで、いろんな大会が開催をされております。合宿も盛んに

やってきておるところでございます。そういうことで、こういう多くの誘客の皆さん方がござい

ますので、これに合わせて町の特産品を販売したらどうかというような御意見だと思っておりま

す。 

 今まで、いろんな競技がございますけれども、直接施設を借りて行う大会等については情報の

そういった一元化ができていない向きがありますので、やはりそういう情報を一元化してこうい

う大会があるよというところについてはまた、いろいろな物産の販売ができるようなやっぱり体

制を組む必要があるかなと思っておるところでございます。 

 大会によっては、余り好ましくないという御意見もあると、試合もあるようでありますが、そ

の辺はうまく話し合いをしながら実施をしていくことが必要かと思っております。 

 これについては、コンベンション協議会、いわゆる旅館とか弁当部会とか、あるいはこの監督

指導者、教育委員会とか入っておりますので、こういった方々の御意見あるいはまた北薩広域公

園の活性化協議会というのがございますので、こういう中で十分検討いたしまして、横の連携を

取りながら情報の一元化を図って、対処できるものについては対処していきたいと思うところで

ございます。 

 非常に県内外から多くの皆さんが見えますので、町の特産品あるいは観光のＰＲのためにもい

い機会であると思っておるところでございますので、今後そういったイベントや催しに参加でき

るものについては、積極的に体制ができるように取り組んでまいりたいと思っております。 

 観光協会のほうでも今回、新たな部門をつくりたいと、そういった特産部門というのをつくり

たいというお話でございますので、そういうところとも十分連携をして進めてまいりたいと思う

ところでございます。以上です。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○新改 秀作議員   

 今、町長のほうから答弁をいただきまして、まず公有財産の利活用についてでございますけれ

ども、まずは行政財産関係へのほうから、ちょっと分けて質問をしてみたいと思います。 

 説明がございましたように、公の施設の管理のあり方に関する検討委員会ということがあるわ

けでございます。私もちょうど３年、４年近くなるんですけれども、指定管理者制度のことで質

問した経緯がございまして、そのときも検討というような言葉が出てきまして、今回また行革の

中でも今、中間報告があったわけでございますけれども、検討ばかり出てくるものですから、明

確な答えは出ているんだろうけれども、どうも腑に落ちないことがございまして、今回質問に至

ったわけでございます。 

 今、公の施設の管理のあり方に関する検討委員会、いろいろ検討はされているんですけれども、

この検討されている中でも踏み込んだ検討というのをしなければならないわけでございますけれ

ども、その検討委員会の中でも当然、施設の売却あるいは譲渡といったようなことが出てきても

いいんじゃないか、あるいは積極的に対象とすべきではないかと思うんですけれども、そのあた

りは検討はされているものかお伺いいたします。 

○総務課長（紺屋 一幸君）   

 公の施設の管理のあり方に関する検討委員会につきましては、一昨年来よりずっと協議を進め

てきておりまして、現在、公有財産のそれぞれ振り分けをしながら、基本的には１１０施設につ

きまして今後の方針について検討を進めてきております。この中では、議員がおっしゃられまし

たように、民間への譲渡を検討する施設、あるいは無償の貸し付けを検討する施設とか、所有者
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に返還をしていく施設とか、普通財産に移管を検討する施設、いろいろ区分ごとに施設を割り振

った中での検討を今、進めているところでございます。 

 ただ、当然、施設ごとにその地域ごとの考え方もありましょうし、施設が、例えば国の財産を

借用しての施設であったり、県の財産を借用しての施設であったりということで、そういった機

関との調整も必要になってまいりますので、今現在はそこら辺の調整を含めて検討を進めている

という状況でございます。 

○新改 秀作議員   

 当然、売却、譲渡まで検討していただく、またいただかなければならないような施設ももちろ

んあるわけでございます。 

 これを何年かけてどうするのか、非常にその辺が判らないですけれども、私なりがいろんな研

修の中でも、３年くらいたったら大体の評価とかいろいろそういうのが目に見えてくると思うん

ですけど、今回一つは管理作業の一元化、こういうのなんかは出てきて、少しは進んでいるなと

は思うんですけれども。 

 この評価に対して私はいつも、前もちょっと言ったんですけれども、いろんな評価をされると

思いますけれども、最終的には検討委員会の、職員の中の検討委員会じゃなくして、そういうの

に民間あるいは見識者を入れたような、そういう総合評価というのをしなければ、ちょっとやっ

ぱり住民にも判らないし、されるべきだと思うんですけれども、その辺の総合評価で決定すると

いうようなお考えはございませんか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 御意見にありますとおり、やはり今は事務的な中で関係機関あるいは関係者のほうと協議をし

ているところでありますので、その状況が終わりましたら、やはりおっしゃるとおり総合評価が

できるような場所、機関、そういうものが当然として必要になってくるかと思っております。 

 現在は、民間の方、いわゆる町民の方が入っていらっしゃる機関としての組織というのは、町

の行政改革審議会とかそういうものがありますので、そういう中にお諮りしながら御意見をいた

だくということもあるかと思っておりますので。 

 今度の条例でも提案をしておりますとおり、指定管理者から直営に切りかえて、これはそうい

う方向にせないかんなというのが一つはありますし、そしてまたキャンプ場の関係とかあるいは

パターゴルフ場とか、あるいは児童公園とかそういうことについては、もう処分をしたり、ある

いは関係者のところにお貸しするとか、そういうところまで踏み込んでおりますので、それが具

体的に協議が整えばそういう中でお諮りをしながら進めていきたいと思うところでございます。 

 先ほど申し上げましたとおり、かなりのやっぱり１００件を越えるような施設でありますから、

それが本当にこの３町が、それなりにつくられた施設でありますから、簡単にやっぱり統廃合し

て、いわゆるスリムなるということは非常に大事でありますが、中には非常に思いが深いし、地

域にとってはこれをなくしてはいかんというのもありますから、その辺もやっぱりじっくりと協

議する中で、ある一定の方向を進めにゃいかんと思っておりますから、短期的は難しいところが

ありますが、協議の面である程度の時間を持って方向づけをしていきたいと思っているところで

ございます。 

○新改 秀作議員   

 施設によっては、つくるときには住民がしゃいもつくってくれっていいながら、今になっては

ほとんど利用がないような施設もあるし、その辺から考えてみて、先ほど条例公民館の例があり

ましたけれども、何年後にはどういう見直しとか、廃止とかそれくらいのをもう公表をしてもい

いんじゃないかと思うんですけれども、この公表というのはいつごろになるのかお伺いします。 
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○総務課長（紺屋 一幸君）   

 過去２年にわたりまして検討委員会を続けてきておりまして、今申し上げました内容でさらに

関係機関との調整を進めるということにいたしておりますので、この１年間をかけましてそうい

ったものの調整を図った上で、大まかな方向づけを、それぞれ公表しながら、さらに調整を進め

ていくという考え方で、現在進めているところでございます。 

○新改 秀作議員   

 私は、他町村ののもいろいろ聞いてみましたけど、３年くらいのスパンでやっぱりそういうの

を公表されているところももちろんあるわけでございますので、なるべく、もう何年後にこれだ

けなかったら廃止とか、廃止は余りないかもしれん、施設によれば廃止もあるんですけれども、

譲渡しますよとか、それくらい出してもいいんじゃないかと思うことでございますので、公表の

時期についてはいろいろありますので、なるべく早い時期に公表していただきますように。 

 そしてまた、民間を入れてその評価を、民間を入れても見識者を入れてもだれを入れるかとい

うようなことになってしまいますので、その辺なども十分に検討して、もうそうしたほうが職員

の肩の荷も下りるような、ちゃんと民間あるいは見識者を入れて、ぴしゃっと結論を出したほう

がいいような気がしますので検討を、また検討になりますけれども検討をお願いします。 

 今度は普通財産のほうに行きます。素朴な質問ですけども、行政財産から普通財産に私たちが

考えるのは、担当課を外れれば自然に普通財産になるのかなとか、いろいろそういうことを思う

んですけれども、変更になるような場合、そういう定期的に財産区分の変更の見直しというよう

な検討委員会か何かあるものか、その辺をお伺いたします。 

 それと支所関係、鶴田とか薩摩支所関係もほとんど本所で一括して管理しているものか、それ

をお伺いします。 

○財政課長（下市 真義君）   

 普通財産につきましては一応、財政課の所管ということでお答えいさせていただきたいと思い

ます。行政財産から役目を終えた場合には一応、普通財産へ移管ということで、そういった規定

を設けておりまして、スムーズな移管作業を行っております。別に検討会とか、そういったもの

はもう必要ないと思っております。 

 それと、現在２２年度決算時点におきます普通財産が約５７万平方メートルくらいございます。

件数にいたしまして１３２件というふうに確認をいたしております。旧宮之城町の本庁管轄が

６４件、それから旧薩摩東部衛生処理組合、一部事務組合の関係が１件、それと鶴田支所管内が

１８件、薩摩支所管内が４９件ということで、この財産につきましては、いわゆる本庁、支所そ

れぞれの管轄で管理を現在いたしておるところでございます。 

 その移管につきましては、関係課と財政課と協議いたしまして、町長まで一応決裁を得て決定

いたしております。 

○新改 秀作議員   

 今、課長が言われましたこの１３２件、この中の遊休未利用地というのは何件あるんですかね。 

○財政課長（下市 真義君）   

 具体的に詳細にはちょっと把握はいたしておりませんが、この普通財産のほとんどがいわゆる

警察の官舎とか、あるいはまた教職員の住宅とか、改良住宅とか、ほとんど上物が乗って利用し

ている財産、あるいはまた公民館にお貸ししている財産といったようなことで、遊休施設という

のは具体的に申しますと廃校になりました旧佐志中学校の跡、今はグラウンドとして使っており

ます。 

 あるいはまた紫陽中学校の学校跡地、あるいはまた屋地楽習館の前にございます旧、旧になり
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ますが学校跡地、それと先般まで、昨年まで利用しておりました屋地の旧宮之城中学校のああい

った跡地ということで、大体遊休資産につきましては昨年度から、もとの公共職業安定所跡地、

あるいはまた先月は宮之城高等技術専門校跡地のいわゆる更地になっている部分については、そ

ういった需要等を勘案いたしまして、処分をいたしてきた経緯もございます。 

 現在時点で、即売却が可能な遊休資産というのはそうたくさんはないというふうに感じており

ます。件数的に多うございますけれども、普通財産といたしましては１３２件と申しましたけれ

ども、現在使用している財産がほとんどであるということで確認をいたしているところでござい

ます。 

○新改 秀作議員   

 私がちょっとこの財産調書で見たときに割とあるんですよね、小さいのやら、いろいろあるん

ですけれども、売却可能資産ですね、こういうのなんかの仕分けの検討会というのはないんです

か。財政課で結局、相手があそこがいけんかならんかというときに、財政課で一応検討して、す

るような体制になっているんですか。そのあたり教えてください。 

○町長（日髙 政勝君）   

 行財政改革の一環で、もうこれは以前から取り組みを進めておりますけれども、いわゆる町有

財産の中でも行政財産はもちろん行政目的のための施設、土地でありますから、それはもう処分

不可能でありますが、普通財産へ切りかえた分について、その中でどうしても不用地とかそうい

うものがあるところについては、極めて早く処分しましょうというようなことで今までずっと取

り組んでおりますので、残ったのがもうあとわずかしかないというようなことでございますので、

もうほとんどそれらについては不用地、遊休地として、公用あるいは公共用として使う見込みの

ないものについては、できるだけ処分をするという方向で今までもきておりますので、そういう

ことでもう残っているところはそう多くないとは思っているところでございます。 

○新改 秀作議員   

 確かに、この払い下げの状況を見てみますと、２１年度が１０件、２２年が１４件というよう

なふうになっておりますので、その状況は進んではいるんだなと思うんですけれども、この未利

用地、今度はそこの旧、旧宮中の関係の上の公園から、私たちは秋葉公園ち言いよったんですけ

ど、あの施設も相当広いあれではあるんですけれども、この活用計画というのはどのようにお考

えですか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 旧宮中の、あそこは秋葉グラウンドということで名称を変えて管理をいたしておりますけれど

も、もと５０メートルプールがあったところについては、あそこを何とか有効活用していきたい

ということで今、検討委員会を設けております。 

 どのような活用方法があるかということで、地元の皆さんの御意見やら伺いをしながら、非常

に市街地に近い、非常に利便性の高い場所でありますので、やはり、より効果的な土地利用とい

うのを計画をする必要があるかと思っているところでございますので、また例えば、ある面にお

いては非常時の避難場所にもなるところでありますので、そういうところの確保もある一定程度

は必要かなと思っておりますので、それ以外については公共施設なり、そういうものの計画を今、

検討を進めているところでございます。 

 具体的に発表できる段階ではございませんけれども、ああいう非常にいい場所でありますので、

今後の町の振興上からも考えた上で有効活用を図っていきたいと思うところでございます。 

○新改 秀作議員   

 それから、今建物が建っている宮中のことでございますけれども、御存じのように去年子供た
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ちの進入によってガラスの破損、いろいろあったわけでございます。割ったほうが一番悪いです

よね。先生も、その指導者も、もちろん悪いですけれども、あそこにああいう施設を残しておく

という町のほうにも責任の一たんはあると思うんですよね。 

 私も小さいころから、入ってはいけないというところに行きたいものだったですよ。そういう

ところにやっぱり子供たちは行きたいんですよ。怒られても行きたいんですよ。今からもどうい

うことがあるかも判りません。 

 やっぱりああいう施設があるということは、やっぱり長く放置していることは、私はいけない

と思います。直ちに、やっぱりもう解体したほうが、いや町長がまた別に何か考えがあるんだっ

たらいいですけど、余り長く考えてもまた古くなったりすると第２、第３が出てきますので、そ

の辺、町長はどのようにお考えなのかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 宮之城中学校が高校の跡地に移転をいたしたわけでありまして、あそこはもう以前からお答え

をしておりますとおり、市街地にあれだけの広大な土地を改めて確保していくということはなか

なか難しいですので、将来的にやっぱり有効的な公用的な利用の仕方というのは、私個人は持っ

てはおりますけれども、今それを明らかにするという段階ではございませんから、やはりああい

う有効な土地は残しておって、将来どのような事態が発生するか判りませんので、やっぱり将来

の町の振興の上からも有効活用していくべき土地であろうというふうに考えておりますので。 

 ただ管理上の問題としましては、確かにそういうこともございまして、何とかそこに進入しな

いような方策はやっぱりとらんないかんなということは指示はいたしておりますけれども、今武

道館と給食室のところは、町のいろんな備品等の倉庫ということで使わせていただいております

けれども。 

 あと校舎の解体になりますと、先ほども申し上げましたとおり、パイルがやっぱり相当本数入

っておりまして、それを抜いて、そしてまた校舎まで解体というふうになりますと、やはり２億

円くらいかかるということでございますので、今そのお金を使ってするのがいいのかどうかとい

うのが非常に判断に悩ましいところがあるわけでございます。 

 こういう厳しい財政の状況でありますから、あとは管理上の問題が指摘をされますので、それ

は今後、再発しないような防止策というのは必要かと思っておるところでございます。 

○新改 秀作議員   

 まだ当分は解体はないようですけれども、第２、第３があったらまた大変ですので、あそこの

周辺の人にもちょっと聞いたんですけれども、裏からどひこでんあそこに入っていく道はあるそ

うですね。やっぱり昔遊ごったとこやからこっちにもここにも道があっど、上ずい上がやなっど

ち、どひこしても入っていく人間は入っていく、やっぱりそのところでいろいろ問題があったり

したら、また大変なことになりますので、なるべく早い時期に解体されて更地で、またいろんな

ことも考えればと私は思っておるところでございます。 

 旧、旧宮中に対してもいろんな活用に対する方針をつくって、計画が進められるように全町的

な取り組みも必要じゃないかと思いますので、一つ要請しておきます。 

 もう次に行きます。次のプールの施設について、水泳協会のほうも元旦になれば、ことしは

５９回目の泳ぎ初めやったとこの前聞いたんですけれども、そういうような伝統を受け継いで、

水泳協会のほうも一生懸命やっておられるという中で、ここにも答弁でありますようにいろんな

伝統を持っている、私たちの地域でもすばらしい選手を輩出した水泳協会でもあるわけでござい

ます。 

 今回、２月２６日でしたかね、水泳大会があるときに、私もそこに外からでしたけど、中には
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入っていかんかったですけど、ずっと見て回りました。確かに路上駐車が十何台ございました。

そして、いろいろそこの入り口の家の方に苦情も聞きました。町長はこの施設を今、検討委員会

がいろいろあるわけですけれども、将来継続されるものか、廃止されるものか、どのようなお考

えなのかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 温泉プールについては、もう県内でもこういう施設は余りあちこちあるものではございません

し、それがために、こういった大会には多くの方が町外から来ていただいているわけであります

ので、そういう意味では、水泳宮之城としての活性化の一つのあれになっておるのかなと思って

おりますので、やはりこれについては継続した形の取り組みが必要かなと、私は思っております。 

 今、こういう温泉を活用した健康づくりもたくさんの方がやっていらっしゃいますので、私も

健康づくり推進の町宣言をいたしまして、こういう施設を活用しての健康づくりということも、

高齢者の皆さんを中心に大変人気もあるようでありますから、これはやっぱり推進をしていく必

要がありますし、児童生徒のこういった体力づくりのためにも必要な施設だと私は思っておりま

す。 

 リニューアルをという問題も当然として出てまいりますけれども、その辺は今後のやっぱりい

ろいろ計画の中で財政の問題も含めて検討する必要があるかと思っているところであります。 

○新改 秀作議員   

 現在、年３回、２月、５月と１２月ですかね、今回が第６２回の水泳大会であったということ

をお聞きしました。児童生徒の体力向上、あるいは情操教育というのに、もちろん力を注いでい

るわけでございます。 

 一つの大会、この前の大会４２０人であったとすれば、それについて来る父兄が７００人、

８００人であるとすれば、それが３回続くとすると、その中で、この駐車場に対しても、今の変

電所のあたりの駐車場も確保していると。お客さんがよそから来るのに、身近になくて何が駐車

場になるか、これは私はおもてなしの一環だと思うんです、こういう駐車場をつくるのは。 

 もてなしなんですよ。そして、私が最後に言うように、ここでいろいろ、そういう特産品の販

売ができればというように考えているんですけれども、こういうのをお客さんはやっぱり判るん

ですよ、やっぱり。 

 それは遠くから歩かせて、駐車場からそこへ来て、孫の応援に来たついで、やっぱり私は最後

には何か買ってもらわんなというような考えでおるものですから、やっぱりこういうことを申し

上げるんですけれども、一つの提案でございますけれども、町のトレーニングセンターの裏の山

をちょっと造成するお考えはございませんか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 現況が、裏ががけでございますし、あそこを造成してどの程度の車の駐車ができるか、余り大

きな台数というのはないかと思っておるところで、したがって、これまでもこの周辺の土地の物

色についてはいろいろやっておりますけれども、先ほど申し上げたような事情がございます。 

 それでまた、近場のところに借り上げでもできないかということも今、検討するように指示は

いたしておりますので、その辺のところも踏まえて何とか、そういう年３回の大会でありますけ

ど、利用者に不便が生じないような対策は講じる必要があるかなと思っているところであります。 

○新改 秀作議員   

 確かに、このプールの利用を見てみますと、去年、２１年、２２年を見てみますと、２,０００人

アップ、トレーニングセンターでも１,０００人くらいアップというようなふうになっておりま

すので、やっぱり最終的にその駐車場の確保というのが一番のあれになってくると思うわけでご
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ざいますので、前向きに検討をお願いいたしまして、この件については終わります。 

 特産品でございますけども、先日私も東武百貨店において、いろんな販売のお手伝いをしてき

ましたけれども、もちろん町長も行かれましたけれども、その反省会というのがございまして、

物品販売についての感想あるいは今後の課題検討というのがございました。 

 みんないろいろと思いがあったようでございますけれども、業者、販売者の方々側の意見の中

に、ＰＲ活動をいろいろしてもらったのは本当のありがたいことでした。そこに参加に対しては、

いろいろ迷いもありました。もう少し地元で販売促進に力を入れて、私に力をつけてからあっち

にいきたいと、もちっと地元鹿児島県でもそういうのに力を入れるという声がありましたもので

すから、これもあわせて今回の特産品の販売促進ということを質問にも出したわけでございます。 

 今回、第３１回の大鹿児島展であったわけでございますけれども、町長としてはどのような感

想でしたか、あったら総括でお願いします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 町の特産品、あるいはこの観光のＰＲについては、とにかく力を入れていかなければならない

ということで、就任以来トップセールという形でいろんな場面に出向いております。その中で、

町内のいろんな関係の皆様方も観光協会の役員なり、そしてまた実際、特産品を持っていらっし

ゃる方も御出席をいただいて、そしてまた、じかに消費者の皆さんから声を聞いて商品に反映を

する、そういうようなすばらしい機会ではないかと思っているところです。 

 新幹線も開業し、私も、鹿児島中央駅、あるいは博多、あるいは岡山、いろんなそういうとこ

ろまで出向きまして、そしてまた、先般は大阪市場とか、あるいは京都市場のところでも直接社

長の皆さん方やら、この幹部の皆さんと町の特産品のＰＲ、流通についても意見交換をする機会

がございましたが。 

 やはり出向いて、さつま町ちゅはどけあっとなと、鹿児島県内でもまだはっきりと判らんよう

な状況ですね。それで、やっぱり旧町名を言ったらああそうなちことなんですけど、やっぱりこ

の存在感というのをもっともっとＰＲをすることが大事かと思っております。いい品がある、い

い観光地もあるわけですから、やっぱりいろんな機会にＰＲをする必要があるかと思って、今ポ

スターをつくったり、観光協会と一体となって取り組みを進めておるわけであります。 

 それで、この前の東武百貨店の５０周年に関して、北薩地域が一つの宣伝の機会を与えていた

だきましたので、私も出張の機会に立ち寄って、実際お客さんに接しながらＰＲに努めたわけで

ありますが。 

 やはりこの首都圏の皆様方というのは、大消費地でありますし、いわゆる物の考え方とかいろ

いろ非常に勉強になりますので、ああいう方々と直接接しながら、どういうものをつくって、そ

してまたどういう売出しをしていくかというそういう点では、よく勉強になる機会ではなかった

かと思っておりますので、さらにいろんな生産者の皆さん方もやはりそういう場に出て、いろん

な意見を聞いて、パッケージのあり方とか、名前のつけ方とか、あるいはどういうふうに売り込

みをするかとか、その辺までいろいろ勉強する機会でありますので、できたら参加をしていただ

きたいなと思っているところでございます。 

 確かにお金は要りますけれども、やはりそれだけやった効果というのは、必ずやっぱり出てく

るかと思っておりますので、今後はやっぱりそういう形の呼びかけはまたしていきたいと思って

おります。それでまた行政も、観光協会も、そしてまた商工会も一体となって取り組む必要があ

るかと思っております。農協さんも一緒にやる機会もありますが、やはりそういう関係機関が一

体となって、町全体のやっぱりそういうすばらしいものを売り込む、観光地も売り込むという形

が大事かと思っているところでございます。 
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○新改 秀作議員   

 もちろん国もですけれども、６次産業化ということでいろんな中で進めているわけでございま

す。町の加工センターを見ますと、やっぱりいろんなのをつくりたいようでございますので、当

然販売の推進の取り組みももちろん必要でございます。観光協会あるいはイベントを開催される

側との連携を密にして、今後も前向きに販売に向けた取り組みを推進されますよう要請いたしま

して、私の一般質問終わります。ありがとうございました。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで６番、新改秀作議員の一般質問を終わります。 

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね１１時とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時４８分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時５９分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議開きます。 

 引き続き一般質問を続けます。次は、５番、川口憲男議員の発言を許します。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○川口 憲男議員   

 さきに通告しました２件について質問いたします。 

 まず１問目の町営住宅の管理体制について、現在１９４棟、５１２戸が設置されていますが、

各団地の樹木の剪定作業及び周辺の清掃等の管理体制について伺います。 

 また、この中には建築年度が４０年前後と古い建物があり、不便を強いられているところもあ

ります。今回、公営住宅法の一部改正で町条例の改正も提案されている。内容は、単身者の入居

が可能となる、その入居可能住宅は町では２９棟、１０５戸とされている。この該当する建物は

さきにも述べたように建築年度も古く、構造上も不具合が生じている箇所も見受けられる。 

 今後に、町公営住宅長寿命化計画、また家族向け住宅のバランスを図り、単身者向け住宅の整

備を進めるとのこと。町営住宅の管理体制の中で増改築、新築の方向性を考えていくのか、町長

の考えを伺います。 

 ２問目には、教職員住宅の管理についてお伺いいたします。 

 教職員住宅の現在の入居状況について伺いますが、これについては民間入居者は３月末には一

時退去とされているが、今後のあり方をどのようにとらえられているのか、お伺いいたします。

１回目の質問といたします。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 まず、町営住宅の管理体制についてでございますが、現在、町営住宅１９４棟、５１２戸が設

置をされている、剪定作業及び周辺清掃等の管理体制についてということでございます。 

 お尋ねの管理体制についてでございますけれども、生活の拠点である住宅周りの掃除とか、植

木の手入れ、これらについては、基本的には、入居者の皆さんが共同で行って環境美化に努めて

いただくように、町営住宅の入居の際に説明をいたしているところでございます。 

 また、町営住宅だよりというものを、年３回から４回発行いたしておりますけれども、その際
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におきましても、やはり、この辺のことにつきましては周知を図っているところであります。 

 各団地にも住宅の管理人がいらっしゃいますので、住宅管理上、必要な事項については、清掃

等の指導を行っているところであります。 

 ただ、戸数が少ないとか、もう最近のように、高齢者の入居があるというところの団地もあり

ますので、なかなかこの剪定とか、あるいは、そういった清掃等が十分できないと、無理がある

というようなところもあるようでございます。そういうところについては、職員がやっぱり直接、

マンパワーを使って作業を行っております。そういった入居の皆さん方の状況を見ながら、対応

をしてまいりたいと思っているところであります。 

 あと、この公営住宅につきましては、建設年次がかなり古いものがございますので、基本的に

は、公営住宅の新築というのは、５１２戸もありますし、新たな新築というのは、難しい状況が

あるのかなと思っております。 

 したがいまして、老朽住宅はかなりありますので、基本的には、公営住宅等長寿命化計画とい

うものを立てております。それにしたがって、老朽化の進んだところを優先をしながら、今後、

年次的に、この整備をしていくということで進めておるところでございます。 

 これまでも、東谷の住宅とか、あるいは今、山崎の住宅の建てかえの計画を進めているところ

でございますので、そういった計画に基づいた中で進めていきたいと思うところで、それで団地

によりましては、やはり２階建てですかね、そういうところで、２階は若い人、１階は単身とか、

今回条例も提案をさせておりますけれども、５３平米以下についてはですね、単身の住宅も必要

かなと思っておるところです。 

 それで、１階は高齢者とかそういうことを中心に、２階は単身のそういった若者でも入れるよ

うな体制ができたらなと思うところでございます。今後、具体的な建てかえ計画の中で進めてま

いりたいと思うところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

〔教育長 東  修一君登壇〕 

○教育長（東  修一君）   

 教職員住宅の現況等についてでございますが、現在、総戸数は８０戸となっております。その

うち７８戸が入居中で、２戸が空き家になっております。７８戸の入居者のうち教職員が４３戸、

一般入居者が３５戸となっております。 

 教職員住宅への入居につきましては、近年の交通事情等の向上によりまして、町外から勤務す

る者が増え、その需要は少ない状況でありまして、管理職を中心に入居してもらっておりますが、

住宅の有効利用を図る観点からも、支障のない範囲で、一般いわゆる民間への貸し付けを行って

いるところであります。 

 一般への貸し付けを行う際は、教職員専用住宅でありますことから、入居時に教職員の入居希

望がある場合は、退去をお願いする旨を説明し、また人事異動の時期である３月には、教職員の

入居を優先するため、一般入居者へ継続入居希望調査による確認を行いながら、その管理に努め

ているところでございます。なお、今まで、このために出ていただいた例はございません。 

 今後におきましては、使用可能な住宅はできるだけ営繕に努め、その活用を図りますとともに、

老朽化した分につきましては、用途を廃止し、先ほど話題になりましたが、普通財産への所管が

えができないものか検討していきたいと考えております。以上でございます。 

〔教育長 東  修一君降壇〕 

○川口 憲男議員   

 町営住宅のほうを先にお伺いいたしますが、先ほど町長の説明にありましたように、各団地の
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整備については、契約時に、個々が行うと、そしてまた団地全体で周辺整備とか、いろんなこと

をしていただきたいと、団地が一つのコミュニティー団体として全員で取り組んでいただきたい

という答えがありましたけれども、再度お伺いいたしますが、これは浸透しているとお考えでし

ょうか。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 先ほど、町長がお答えしました基本的に団地入居者が行うのが浸透しているかということでご

ざいますが、現実的に、それぞれ団地によって多少差はありますけれども、そういう月１回の共

同作業なりに出てこないところは、ペナルティーを課すとか、そういうことが現実にありますの

で、管理者としてはそういうものは浸透しているというふうに考えております。 

○川口 憲男議員   

 課長の答えの中に、浸透しているんだけど、団地差があるということのようですが、私、先月、

何カ所かをいろんな事情を聞いて回ったところがあるんですが、一つの団地では、イヌマキがす

ごく屋根の上まで伸びておって、切っていいのか悪いのか、個人としては切りたいんだけど、そ

こあたりの感覚はどうなのかということを聞かれました。 

 私は、自分でできやっところは、自分でしてもろたほうがいいんですけどねというようなこと

を申し上げたところがあるんですけれども、課長の答えの中では、団地差があるということでし

たので、そこは、これからも伸ばしていかなきゃならないところじゃないかと私は感じます。 

 それと、どうしても、町長の答弁にもありましたように、高齢化が進んでなかなかできないと

ころが多く見受けられるところがあります。そういったところを、先ほどの同僚議員の質問の中

で、施設適正活用について、担当課にいろんなことを指示し、管理体制のことも一元化するとい

うことでしたが、こういう町営住宅に関しても、町長、高齢者等で作業ができない分については、

このような指示をされているのかどうかお伺いします。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 まず、先ほどに関連しまして、例えば、具体的におっしゃいました、イヌマキ、高木のそうい

う状況につきましては、団地によっては政策空き家といって、あけてある部分がありまして、そ

こらが、そういう対象になるかと思っておりますけれども、そこにつきましては、入居者が少な

いということで、あるいは、そのちょうど政策空き家の周辺、あるいは直前が、そういうのがあ

るということで、なされないということもありますけれども、そういう箇所につきましては、町

の職員で対応、あるいは建設課の道路整備員に頼んで対応しているということもあります。 

 それと、先ほど新改議員がおっしゃいました中で出ました一括管理の関係も、町営住宅の剪定

作業につきましては、そちらのほうに平成２４年度から移行する計画であります。 

○川口 憲男議員   

 いろんな団地を見ても、非常にそういうところがありますので、担当課とそれから作業伐採班

ですか、いろんなところで対応していくと、こういうことでありましたので、全体を再度見ても

らって、どういう状況かを把握されることが私は必要じゃないかと思っております。 

 長寿命化計画を策定されていますけど、やっぱり住宅というのは、周辺の清掃とかいろんなこ

と、樹木の剪定とかしていくことによって、１年でも２年でも延びる状況にあるんじゃないかと

思っておりますので、そこは、ちょっと対策を講じていただきたい。 

 私も質問の中で、管理状況、剪定作業、それから、管理体制のところだけしか申し上げており

ませんでしたが、今回、町長、単身者向けの住宅の整備を図るというようなことを提案されたと

いうところで、答弁にありましたので、ちょっとお伺いいたしますが、この少子高齢化が進む中

で、町営住宅のあり方というのをどのように考えられているかということを申し上げようかと思
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ったら、構想的には、１階を高齢者世帯、２階を単身者向けといいますか、独身者向け、あるい

は若い人たち向けの構想を持っていらっしゃるということでしたが、私も、そのことを提案した

かったんですけれども、こういうような構想を持っていらっしゃるということでした。 

 ただし、その財政的な面があって、非常に苦しいところはあるというのは承知の上ですけれど

も、そういった中で、先ほども申し上げましたけど、この２９棟１０５戸、これが今回の条例改

正で単身者向け住宅としているということでした。 

 この２９棟１０５戸の体制ですね。ここが、建設年度が昭和４０年、昭和３９年、それで昭和

４５～４６年代と非常に古いのが多く、ここに写真も撮ってきたんですけど、旧態依然といいま

すか、一番、住民の方が危惧されているのが、窓枠が完全な木であったり、それから玄関、ある

いは風呂場の入口がベニヤではげとったりとか、そういうのが見られるんですよ。 

 そういうところがいち早く、町長の申されました２階建て、あるいはその単身者を考えた建物

に移行されるような考えに持っていかれるべきと思うんですけれども、そういうようなことを踏

まえて、こういう答弁をいただけたんでしょうか、再度お伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今回のこの長寿命化計画の中で、先ほどの町全体の公営住宅について、団地ごとに今後あるべ

き方向づけというのを判定をいたしております。 

 その中で、先ほど申し上げました老朽化によって、建てかえをせんにゃいかんだろうという団

地もございますし、用途廃止をしなきゃならないというところもあります。それらについては、

もう１カ所にまとめるとかですね。そのほか、維持管理をして済む程度の住宅団地もあります。

そういう仕分けをしながら対応をしていきたいと思うところです。 

 建てかえをするところについては、先ほど申し上げましたとおり、場所によっては、そういっ

た構想の中で、高齢者とか、あるいは若者、若者っていうんですかね、そういう入居条件にあえ

ば入れる単身住宅を考えてもよいのかなと思っているところでございます。 

○川口 憲男議員   

 いろんなその状況を踏まえて、団地ごとにどうしていくかという話なんですが、先ほど申し上

げました、いろんな団地の、この単身者の入居可能な団地、ここも高齢者の方が入っていらっし

ゃるんですが、町長、今のところで、仮に五日町の団地を建てかえたとしたときに、非常に高齢

者の方が多いんですよね。そして料金が、家賃が物すごく安いんですよ。 

 例えば、こういう２階建てにして、下を高齢者とか、上を単身者なり、若年の方が入居される

場合、どうしてもその高齢者の方々の建物、今、住んでいらっしゃるところを潰したときには、

次のところに入っていただけなきゃならないとなって、新築したときには、それの料金がぐっと

上がるわけですよね。 

 そうしたことを考えると、どうしても、その入居者の方々も、不具合を生じているんだけど今

のところで我慢するしかないと。お伺いしますと、安いところじゃ３,５００円とか、４,０００円

前後でとか、まだそれよか安いところも聞いていましたけど、料金的には。 

 私もそこまでは聞きませんでしたけれども、そういうふうにして低額で入れるというような状

況で、料金体系的には魅力があるんだけど、新しくいいところに住みたいけど、そこになってい

けば料金が上がるというのを懸念されておりますが。 

 仮に、さっき申し上げましたこういう２階建ての建物、ぜひ私は必要だと思うんですけれども、

これになった場合、今入っていらっしゃる安い方々がどういう対応を受けられるのか、担当課な

りでそこあたりも検討はされていると思うんですけど、その長寿命化計画の中で、住宅のあり方

をどういうふうにとらえられているのかお聞きします。 
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○建設課長（三浦 広幸君）   

 住宅のあり方で、五日町という言葉が出ましたので、五日町を例にとって見ますと、例えば、

まず家賃的なものでございます。 

 場所は、現在、総合的に検討中でございますけれども、仮に建てかえた場合、１階が高齢者用

の５３平米以下の部屋、それから２階がファミリー向けの部屋とした場合に、当然家賃が上がる

と。これは５年間の激変緩和措置ということで、５年の間に是正していくという制度があります。

あと、方針というか、それにつきましては、現段階では、長寿命化計画が今現在、策定中でござ

いまして、その中で総合的に検討していくという段階でございます。 

○川口 憲男議員   

 この単身入居可能の住宅２９棟１０５戸なんですけど、全部が全部とは申しませんけれども、

幾分回ったところじゃ、ほとんどが、先ほど申し上げましたような不便が多く出ております。 

 木枠のガラス窓、ある団地じゃ台風のたび心配じゃち言うてですね、板を打っつけたままのと

ころもあったり、それからトイレの換気なんかのあれも壊れたままとか、それから一部で風呂場

の周辺とか、奥の部屋が、もう何て言うんですか、ボコボコしちょって何だろうかと、シロアリ

に下をやられているんじゃないかというところもあるということで、まだそれを辛抱していらっ

しゃるというところもありました。 

 いずれにしろ、今の課長の説明にありましたように、長寿命化計画である程度、こう部分的に

計画されて、町長がさっき申されました２階建てで、そういう単身者向けあるいは高齢者向けの

住宅が可能じゃないかという考えを示されました。 

 先ほど、新改議員の質問の中にもありましたように、秋葉グラウンドですか、一部分は災害対

策用の避難所とか、いろんなのを考えられましたけれども、やっぱりまちの中心に近いし、ああ

いうところに、そういうのを、できるなら高齢者向けが１０棟、それで単身者向けというのをつ

くっていかれたらいいんじゃないかと。 

 やっぱりこれも、どうしても予算化といいますか、計画を年次的につくって、していかないこ

とには、あとあとも全部そういうふうな状況が出てくるんじゃないかと思っています。ここに、

私も調査した中では、最低３～４団地、そういうところが見受けられるところがございます。 

 ですけど、先ほど申し上げましたように、新しくなれば値段が上がるから、どうしても無理は

言えないと、今のままのほうがいいという高齢者の方々が強いです。やっぱり、そこあたりにも

力をと言いますか、目を注ぐのが、町長が当初から申されました、住みやすく住んでみたい町の

一つの典型的なあれが出てくるんじゃないかと思いますが。 

 再度、町長、聞きますが、この長寿命化計画をどういうふうに進めていかれるのか、こういう

団地を見られて、どういうふうな計画で行かれるのか、最低５年後には新しくつくっていくよと

か、そういうふうにされるのか、この単身者向けの整備を進めるということですから、今ある住

宅を整備していかれるのか、その長寿命化計画の中でどのような考え方を持っていかれるのか、

お聞きします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今、一つの提案として、先ほど五日町住宅の問題が、下におろしたらという考え方も、当然と

して、そういう構想も一つの考え方としてですね、検討いたしている。それはまだ具体的にそう

しますということではありませんけれども、やはり高齢者が入居していらっしゃる割合が高うご

ざいますし、やはり上の台地でありますし、あそこまでやっぱり買い物とか通院の場合ですね、

非常に苦労されているということもありますから、例えば、そういうところに、一画にそういう

団地でもできたら、非常に利便性が高まるし、入居率もかなりよくなるんじゃないかという考え
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方も持っております。 

 ただ、これについてはまた、地域の皆さん方との調整というのは当然出てきますので、今後は、

それは構想として持っておるところではございます。 

 とにかく、長寿命化に対する基本方針、それぞれの公営住宅の今後のあり方というのを、一つ

一つ団地ごとに、先ほど申し上げたとおり、どうするかということも検討いたしておりますので、

これについては、具体的に、先ほど申し上げました山崎団地を今、かかっておりますので、一挙

にということにはまいりませんでしたので、今後、年次的にこういう老朽化が進んだ団地から計

画的に進めていきたいと思っております。 

 これは今後、実施計画をつくる必要があるかと思っておりますので、その時点においては、ま

た議会のほうにもお示しをしながら御意見をいただきたいと思うところでございます。 

 とにかく、やはり住宅困窮者の居住の安定確保とか、あるいはこの町営住宅のストックの適切

な更新とか、あるいは適切な管理運営、そしてまた高齢者、障害者の生活に対応した町営住宅の

そういった整備というのが必要ではございますので、これらを踏まえて、今後、目標年次をそれ

ぞれつくりながら進めていきたい。 

 最終的には、現在の５１２戸を４７１戸ぐらいですかね、平成３３年度までには、そういう方

向で、４１戸ぐらいは減の方向でありますけれども、そういうことで集約をしながら進めていき

たいと思うところでございます。 

○川口 憲男議員   

 一番最初も申し上げましたけど、少子高齢化が進む中で、町営住宅のあり方、今、町長の答弁

にありましたように、やっぱり今度、長寿命化計画を策定中とか、いろんなところがありますか

ら、そこらでやっぱり年次的に実施計画をつくっていかれて、１００％何年後にはこれはでき上

がるよということは、その経済状況もあると思いますけれども、やっぱり、ある程度の目標はつ

くられるべきで、そしてまた、先ほどの新改議員の中にもありましたけれども、やっぱり、それ

をどんと前に出されることが必要になってくるんじゃないかと思います。 

 ぜひ、この町営住宅のところにつきましては、どうしても古いところになればなるほど入って

いないところがあるのが見受けられます。まして、こういう古いところこそ、高齢の方々がひっ

そり住んでいらっしゃるというところがございますので、やっぱり、そこあたりにもう少し目を

向けていただけるような工夫をしていただきたいと要請をしておきます。 

 次に、教職員住宅の件について、教育長のほうから話がありました。８０戸の教職員住宅で

７８戸、そのうち４３戸が教職員の入居希望があって、一般の方々は、３月と申されましたけれ

ども、異動時期に職員の希望があれば出ていただくということでございました。 

 約半分が民間の方々の対応なんですが、やっぱり今後、こういう少子高齢化が進む中、あるい

は今、学校統合等の問題も議論もされていますけれども、教育長、やっぱり将来に向けては今、

学校統合なんども、どういう方向に行くか判りませんけれども、４３戸、半分の方々しか入居さ

れていないちなれば、先ほどの話じゃないですけど、普通財産への所管がえをするような方向性

とかいう考え方があっていいのじゃないかと思うんですけれども、その辺の考えはどうなんです

かね。 

○教育長（東  修一君）   

 この教職員の住宅には、御案内のとおり、僻地教職員住宅と学校共済住宅、この２種類あるわ

けでございまして、それぞれのいろんな補助金の適正化法等によって決まっておりますが、その

償還期間等が過ぎたものにつきましては、処分が可能でございますので、処分に当たりましては、

教職員に向けた必要戸数を確保しながら、一般住宅へ転用が可能なものにつきましては、関係課
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と協議をしながら、その用途廃止、あるいは普通財産への所管がえも検討していく必要があろう

かというふうに考えております。 

○川口 憲男議員   

 今、お答えいただきましたから、どうしても８０戸あって半分しか先生方に入っていただけな

いということであれば、そういうふうにしていただかないと、財政上のその償還の状況もあると

思いますけれども、これを見ましたときにも、教職員住宅で一番高いのが、柏原にできて、これ

一番新しいほうだと思いますけれども、大体これとか、それから薩摩のほうにある求名のものと

か、ここらで一番高いので２万円ちょっと、安いのになりゃあ７,０００円ぐらいで入っている

わけですね。 

 たった２戸しか入っていないわけですから、さっき建設課長の話に、一部分は置いとかにゃい

かんということでしたから、１００％可能なところにきて、入っとってもらって、どこにどうい

う方がということは、私も調査しませんでしたけれども、一般の公営住宅と比べますと、かなり

いいところにも安い料金で入っていらっしゃる方々がいらっしゃると、それじゃあ、ちょっと住

宅上、不公平もあるんじゃないかと思いますので、ぜひ普通財産に切りかえができるのであれば

切りかえていく。 

 今回、泊野の住宅を解体して普通財産にかえられるという、それはもう地面だけですから、何

もできない状態になって、その更地をいけんするかということなんですけど、ぜひ、そのように、

まだ使えるような状況にあって、普通財産にかえられるところがあれば、そのようにしていただ

きたいと、そういうふうに考えます。 

 それと、学校統合が今、議会でも特別委員会をつくって議論していますけれども、どうなるか

判りませんけれども、やっぱり、こういう将来的なのを踏まえたときに、教育長、給食センター

なんかのあり方とか、やっぱり学校が持っているそういう建物とか、いろんなののあり方という

のも、並行して検討されるものだと思うんですが、そこあたりの考え方はどうなんですか。 

○教育長（東  修一君）   

 御指摘のとおり、私どもが所管する、例えばその給食センター等につきましては、まだ具体に

適正化のあれが決まりませんが今、鋭意検討をしているところでございます。 

○川口 憲男議員   

 前の関連で申し上げればよかったんですが、私もその実態はあれしていませんけど、民間に入

居される先生方が、どひこやったですかね、何人かいらっしゃるということをちょっと聞いたん

ですけれども、これは、その先生方の気持ちか判りませんけれども、今一般の方々が３５戸入っ

ておられて、入りたいんだけど入れないちゅう話がちょっとあるということを聞いたんですけど、

教育長は、そういうところは把握されておりませんか。 

○教育長（東  修一君）   

 校区内、町内に住んでいるのが、小中学校合わせますと、大体４割強ですので、おっしゃると

おり、民間の住宅にも住んでいるのがいると思いますが、そこあたりは、個人のあれでございま

して、具体に教職員住宅に入っている、あるいは一般の住宅に入っている、そこのところは、ち

ょっと、私、今のところ掌握はしておりません。 

○川口 憲男議員   

 教育長、その入っている状態を聞いているんじゃなくして、教職員も入りたいんだけど、ちょ

っと聞いたところによると、一般の人が入っとって、もう空きがないから入れないんだと、そう

いうことを、民間に入っていらっしゃる方から聞いたことがありますかという質問なんですけど。 

○教委総務課長（山口 正展君）   
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 今議員がおっしゃいました、一般の方が教職員住宅に入りたいけど、空きがなくて入れないと

いうことを聞いたことがあるかということですが。 

○議長（中尾 正男議員）   

 先生が、ですよ。先生方が入りたいんだけど、一般が入っとって入れないと。 

○教委総務課長（山口 正展君）   

 先生方が教職住宅に入りたいけど、教職員住宅が空きがないということで入れないということ

を聞いたことがあるということですが、今のところ、そういう状況は聞いたことがございません。 

 異動の時期になりましたときには、やはり教職員住宅の退去があった場合は、教員の専用住宅

ですので、空き家を確保して、なるだけ教員に対応をしたいということで、退去があった場合は、

その時期については入居をさせないようにしておりますが、今のところ、そういう話は聞いたこ

とはございません。 

○川口 憲男議員   

 教育長、こういう話が我々にも伝わってくるということであればですよ、この住宅は、先ほど、

教育長の答弁にありましたように、限定された建物であるわけですね。僻地とか、共済住宅とい

うことでですよ、教職員の方々が住んでいただくように建設された建物であるわけですから、や

っぱり、民間より格安でいいところもあるんですよね。 

 あるいは、前の方は、リフォームをして畳をかえてとか、障子をかえてとかちゅうようなこと

で、出ていかれるわけですから、やっぱり、そういう声が来る、聞こえるちゅうのはちょっとお

かしいのかなと思うんですけど、現実にそういうことがあるということを聞いておりますので、

もうちょっと中を詰めて、異動時期になりますから、住んでいただくということが必要じゃない

かと思います。 

 この学校統合の問題でも、我々が宮崎に行ったときには、その地元に住んでいただいて、相当、

効果を得るというＧ授業ですか、グループ授業的なところもありましたから、やっぱりその地域、

さつま町の町内に、そうして先生方も住んでいただく、あるいは子どもも連れてきて住んでいた

だくちゅうことで、学校自体にも活気が出るし、いろんなことの効果もあると思います。 

 こういうふうにして、民間に使っていただけることも結構なんですけれども、公営住宅の中も

空き家がたくさんあるんですよ。実際、空き家のところは、私、申し上げませんでしたけれども。

そして、先ほど、町長に質問しましたように、中のリフォームが必要なところ、建てかえはでき

んけれども内部のリフォームをせんにゃならんところ、すればまだ入れるというところもあるん

ですから、やっぱり目的に沿った方向で進みをしていただきたいと私は考えますけれども、教育

長、再度お伺いします。 

○教育長（東  修一君）   

 おっしゃるとおり、非常に住環境というのは、教職員にとりましても大事でございますので、

異動の時期に異動の発表がありましたら、すぐ当該の校長から、その該当者へ電話連絡あるいは

文書連絡をしまして、住宅はこういう住宅があるということを紹介をして、それを使うか使わな

いかというようなこと等をしまして、できるだけ住環境を整備しようということに努めておりま

して、今おっしゃるように、教職員住宅に入りたいんだけれども、教職員住宅があいていないと

いうようなことにつきましては、再三、管理職を通じまして該当者へは依頼をしているわけです

が、私は、今のところそれは聞いておりません。 

 今申し上げましたように、この異動も、やがて発表になりますけれど、その発表があった暁に

は、相手の当該者へ、教職員住宅の活用について連絡をするように、改めてまた依頼をしていき

たい、指導をしていきたいと考えます。 
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○川口 憲男議員   

 最後になりますけれども、教職員住宅と町営住宅を踏まえて、担当課でもいいですから今、私

のほうは、教職員住宅については、ここに家賃表、料金表まで入れたのをいただいているんです

が、大まかに見て、町営住宅との差がどれぐらいあるもんなのか。 

 一番、町営住宅で高いのが３万円、あれは所得制ですから、高いところは３万どひこというよ

うなことも聞いたことがあったんですけど、その町営住宅の一番高いところと低いところはどれ

ぐらいか。あと、教職員住宅につきましては、ここにもらっているのがですね、１番安いのが

７,０００円で、一番高いところが２万２,０００円というのを把握しておりますが、そこあたり

は、担当課長、判ったらお示し願いたいと思いますが。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 その金額については、調べてあとで答弁いたします。 

○川口 憲男議員   

 町長、最後に、新改議員からも出たんですけれども、この公有財産といいますか、行政財産的

なあり方を問われましたけれども、私もちょっと大きく、一緒にはならないんですけれども、公

営住宅とか教職員住宅、あるいはいろんな施設、そんなのを踏まえて、先ほど、将来的にいろん

な考え方を持っていかなきゃいけないとか、実施計画をつくっていくという考え方も申されまし

たけれども、やっぱり、こういう建物とか施設について、町長は、将来を見据えてどういうよう

な考え方を持っていらっしゃるのか、これを質問して、私の質問は終わります。 

○町長（日髙 政勝君）   

 いわゆる建物の種類も、行政目的によって建てられたものが数多くあるわけであります。そう

いうことを一つ一つ、今はチェックをしながら、今後の管理のあり方というのを検討いたしてお

るわけであります。 

 公営住宅については、先ほどもありましたとおり、公営住宅法に基づいて建てられた住環境の

整備をするということでありますから、これについては、先ほどの長寿命化計画の中で維持管理

をするもの、あるいは廃止をするもの、そしてまた建てかえをするもの、そういう中で進めてま

いります。 

 そのほかの建物の公共施設については、廃止ができるものは、もう廃止ということになるんで

すけれども、これも、やっぱり、一つは補助金とか起債を使ってやるもんですから、その耐用年

数のあるうちに処分をしますというようになりますと、関係省庁とやっぱり協議をして、用途変

更となると、当然、補助金の返納とか、起債の繰り上げ償還とか出てまいりますから、もうそう

なるとまた、かえって財政的な負担というのが生じてまいりますから、その辺のあり方ですね。 

 それとまた、公共施設の有効活用を、今後、町民の皆さん方の利用にとって、本当に残すべき

か、あるいはこの辺で、もう譲渡をして、もう地元にお返しするとかですね、それを一つ一つ今、

当たっておりますので、その辺はまた、先ほどありましたとおり、速やかにするものは、それぞ

れ条例を提案しながら、そういうことで取り組みしますけど、なかなかそういった国との関係と

かいうものがありますから、それが整わないといかんし、また地元との協議というのも当然出て

まいりますから、その辺のところも絡めてですね、必要な議案等は提案をしていきたいと思って

いるところであります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ここで、少し休憩します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１１時４５分 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１１時５０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 再開します。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 先ほど、川口議員から質問を受けました家賃でございますが、高額所得を除いて、一番安いの

が２,４００円、これが山崎団地でございます。一番高いのが３万７,０００円、東谷住宅でござ

います。ちなみに、参考に、高額家賃が５万１,３００円の方がいらっしゃいます。特定公共賃

貸住宅が４万５,０００円です。以上です。 

○議長（中尾 正男議員）   

 よろしいですか、川口議員。 

○川口 憲男議員   

 はい。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、５番、川口憲男議員の一般質問を終わります。 

 午前中の時間が少しありますけれども、ここで休憩したいと思います。 

 再開は、おおむね午後１時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１１時５１分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後 １時０４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。一般質問を続けます。 

 次は、１４番、内田芳博議員の発言を許します。 

〔内田 芳博議員登壇〕 

○内田 芳博議員   

 私は、通告に従って、順に質問をさしていただきます。 

 まず、情報提供についてでございます。急速に進展する少子高齢化、その影響は、市街地に人

通りがなくなる異様な現象を引き起こしております。市街地のにぎやかさは町の繁栄であり、町

民が誇りとする場所であります。その市街地が一変するような豹変に町の危機と崩壊の先駆けを

みるような疑念を抱きます。 

 市街地とはいえ、商店街を見ますと、町頭まで人通りはなく、風の吹き抜ける商店街のさま変

わりに愕然といたします。鉄道記念館の周辺も、全く同じ状況に、地域社会に、高齢化、人口減

の影響は、町が破壊されるようで、町の将来を危惧します。 

 車社会とはいえ、町の衰退が目で見える姿に、地域では商店街も人通りもなく、これからの世

の中の変わりはと言われます。これが、市街地の実態であります。町長も、町内の２０区を回り、

地域の声を直接聞き、活力あるまちづくりに努力はされております。町の現状と、会の内容は、

広報誌で知らしめされ、執行部も紙面づくりには工夫と努力がなされております。 

 一言言わせていただければ、効果を上げるために重要な件は、紙面の半分を特集として生かし、

簡潔にまとめていただきたい。そんなやり方が町民には効果的であり、町民の皆様もよく見てく
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れます。一般の皆様と語る機会で、市街地、農村部のさま変わり、町政の現状と将来について、

お互いの意見を交わすときに、実年層、若い方々が直接関係者と語る機会がなく、仕事が優先で、

町政に対する認識が薄いと言われます。 

 地域には、若い方も少なく、地域おこしの原動力にも限度があり、地域間に活力の格差が広が

ったと言われます。そのことを重く受けとめて、町政の重要な部分、人口、財政、経済、福祉等

の、これからの１０年間の流れ等の概要を広報誌で特集にして、町民に簡潔にした情報として知

らしめていただきたい。 

 長期的概要を知ることによって、町民の皆様方が企業、地場産業、そして零細企業、生活環境

に、また投資、融資、事業拡張等に慎重に取り組まれることが大事です。そのことによって、活

力策、そして克服策と生かしていただければと考えますが、情報提供についてお伺いいたします。 

 次に、庁舎建設についてであります。 

 庁舎建設については、議会も特別委員会を設置し、予算、本庁方式、外景、内景、床面積等に

ついても、県外に出向き調査もし、執行部の説明も受けております。新庁舎の面積は５,２５０平

米、本庁の旧庁舎の面積は３,５３９平米、鶴田、薩摩、教育委員会の事務室の実質面積は約

１,０００平米、総面積４,５００平米を、新庁舎は８００平米の増設になっております。 

 有意義な予算とはいえ、自然災害等に対する危機管理拠点施設、２回の災害を現庁舎で事務運

営を果たした経験豊かな職員の方々がおります。今、町の実態は、静寂、衰退の市街地、農村部

は荒廃寸前、高齢者は日常生活に苦慮しているときに大型庁舎がこの町に必要かと考えます。 

 特別会計でも、国保、介護の予算６３億２,６００万円、年間３,２００万円の伸び、数年で

７０億円までにくるような状況、ややもすれば、一般会計に迫る勢いであるようであります。会

計、介護、福祉、高齢化の対策、人口減少の進展と、町の現状、将来を考えた場合に、大型庁舎

がなくてはならないか疑問視します。住民感情が許すかとも考えます。 

 私は、近い将来、人口減、財政に厳しさが出てくれば、町長、町議会議員の選挙もさつま町の

名のもとでは、あと３回ぐらいと予測もいたします。 

 行政も無駄は省けと厳しく進められましたが、議会も行革で、８年間で３４名の議員の削減を

しようとしております。町内では、学校規模適正化問題、１４年度、１５年度では消費税と、町

民の生活を脅かされます。衰退は、一段と進むことも考えなければなりませんが、庁舎建設の内

容は、余りにも横暴ではないかとも考えます。 

 一方では削減、一方では大型化、町政と政策のバランスが取れないような政策と考えますが、

庁舎の面積の縮小は考えられないものかお伺いいたします。１回目の質問を終わります。 

〔内田 芳博議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 内田芳博議員の質問に対しましてお答えをさせていただきます。 

 まず、情報の提供についてでございます。活力策、克服策についてということでございます。 

 本町につきましても、御承知のとおり、非常に高齢化が進行いたしております。３４.９％と

いうことで、県内でも高い位置に位置づけされるぐらいの高齢化率でございます。そういうこと

で、将来人口におきましても、かなり厳しい推移が出ておるところでございます。こうした中で

また、どうしてもやっぱり人口減の歯どめ策というのが重要なことであるということで、いろん

な取り組みをいたしているところでございます。 

 この人口の問題につきましては、もう日本全体が人口減少社会に入っているというようなこと

でございまして、特にこの人口の集中地区というのは東京、大阪、名古屋という、こういう大都
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市に集中をして、ほか、もうほとんどが減少の一途にあるというような状況にあります。地方に

おいては、それが顕著だというふうに考えております。こういうことで、これらの対応策につき

ましては、全国の市町村が頭を抱えている問題であるかと思っております。 

 人口減を少しでも抑えて、町の活性化、あるいは地域づくりの方策については、将来のビジョ

ンを明らかにしながら、町民の皆さまにも、るる説明をいたしているところでございます。 

 これにつきましては、もう議会にも既にお示しをして、２３年度からスタートをいたしており

ますけれども、新しい町の総合振興計画の後期計画というのを５カ年間定めておりまして、これ

を基本にしながら、そしてまた、私が定めておりますマニフェスト、これを着実に実施をする中

で、地域の振興、町の活性化につなげていきたいと思っているところでございます。 

 具体的には、この政策については、もう既に御承知のとおりでございますので、あえてここま

では申しませんが、やはり先ほどもちょっとありましたけれども、やっぱり重点的に取り組むも

のは取り組みますけれども、やはり町政というのは多面にわたっておりますので、それらをやっ

ぱり差しおいて、それをしないでやっていくということにはならないわけでございますので。 

 やはり産業、あるいは福祉、教育、文化、あるいは生活環境の面、いろんな分野にわたってお

りますので、その中でやっぱり重点的にどういうものを推進をして、町の将来的な発展を期して

いくかというのが大事であるかと思っておりますので、そのような認識のもとに取り組みをいた

しておるところでございます。 

 広報誌でのいわゆる将来ビジョンに対する町民への知らしめということでございます。確かに、

その辺については、非常に大事なことでございます。やはり、町民の皆さん方が、町の将来はど

うあるか、どのように描いているかということを認識をしていただいて、共通理解のもとで、一

緒になって取り組んでいく、このことがやっぱりこの町の発展につながっていくことだろうと思

っております。 

 単に行政のみならず、やはり町民一体となって取り組む、こういったことが一つの大きな町政

発展の姿になるかと思っておりますので、毎年、施政方針も出しておりますので、それについて

も、広報誌で掲載をし、お知らせをいたしておりますし、そしてまた、後期の計画についても、

既に広報誌に掲載をいたしております。 

 このことについては、これからもいろんな機会があります。町政座談会のときもありますし、

あるいは各地域に設置をされております地域審議会、その中でも大きな課題等については、いつ

もこの関係の皆さん方には、説明をいたしてきているわけでございます。 

 この辺については、やはりこのアカウンタビリティ、説明責任ということも非常に大事であり

ますし、そしてまた公聴会とか、そういう機会というのは、今後も必要に応じて開きながら、と

にかく町民の皆さん方が一緒になってこの町を描いていく、取り組んでいく、このことが大事か

と思っておりますので、その姿勢は今後もかわりないというふうに考えております。 

 それから、情報提供の手段についてでございますけれども、これについては、いろいろござい

ますが、先ほどございましたとおり、広報誌、これを全世帯に毎月発行いたしております。これ

もスペース的に制限があります。町民の皆さん方が読みやすいように工夫をするということが非

常に大事でありますので、すべてカラー化にいたしましたし、そしてまた、いろいろこのレイア

ウト等についても、それぞれ広報委員会等で工夫をいたしているところでございます。 

 それで、どういう情報をお伝えして、町民の皆さんが理解をしていくかということも、毎月、

各課の若手の職員やら一緒になって、この広報委員会というのを開いて工夫をいたしております

し、その中で進めております。広報誌のほかには、いわゆるお知らせ版というものを持っており

ます。この中でも、町民の皆さん方にお知らせをしながら、徹底をいたしているところでござい
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ます。 

 そのほか防災行政無線というのがございますので、毎朝、あるいは毎夕ですかね、必要な週に

は広報をして、徹底をいたすようにいたしております。そのほかの、先ほどありましたとおり町

政座談会の場もありますし、いろんな各種団体との座談会ということも考えております。 

 来年度におきましては、例えば、まちづくりに当たって、実際、転勤等で町内に来ていただい

ている方、二、三年お住みいただいて、外からやっぱり、この町を見ていただく、こういう人た

ちの意見も聞いてやっぱり反映をしていくことも大事かと思っておりますので、来年度はそうい

う形での取り組みもしていきたいと思うところでございます。 

 それから、庁舎の建設の問題でございます。庁舎建設については、確かにいろんな御意見があ

るかと思います。この問題も全地区、説明をいたしてまいりました。 

 その中で、庁舎に対して、つくる必要はないとか、そんな意見はちょっとなかったんですけれ

ども、やはり事情をしっかりと説明をして、なぜ、やっぱりこの庁舎はつくらなきゃならないか

という、そういう必要性の問題、そういうことをしっかりと説明をして、こうして財源的にもこ

ういうことにしていますよと、しっかりと確保した上で、町民のいろんなこれからの生活に影響

が出るようなことまでは絶対しませんよと、そういう財源の方策は、しっかりと立てながら対応

していきますということも説明をしている中でございまして、そのことについては、特にその異

論的なこともお伺いしていないところでございます。 

 ただ、議員がおっしゃるとおり、面積の縮小の問題であります。このことについては、どの程

度の規模にするかということについては、非常に大きな問題でございますので、これについては、

類似の、同じ規模の団体のところも研修をしたり、調査もいたしております。その中でも一人当

たりの職員の面積からいたしましても、そういう類似団体としますと、かえって少ない面積で、

そしてまた、この規模、面積の基礎になるのは、職員数ですから、今の職員数の面積でもって計

算はしておりません。これはもう御説明してあるとおりですね。 

 合併して１０年後に１００人職員を減らしますよという計画を、定員管理計画をつくっており

ますので、その減らした中で、その中でも、また両支所を除いて、本庁に配置をする職員の数で

計算をした面積でございます。決して、ほかの団体としまして広いとか、そういうことはもうな

いか、かえって余裕は余りないというんですかね、必要最小限の面積になっているということに

ついては、御理解をいただきたいと思っております。 

 それで、いろんな支所の関係とか、そういうところは、それなりの職員の配置をした上でのこ

とでありますし、そしてまた、そのほかの事務所もございます。いろんな出先の機関もあります

ので、そういった職員については、そういうところに配置をした中での、この面積の算定でござ

いますので、そういう人口が減るから、それに合ったような関係とか、財政的な問題とか、そこ

は十分踏まえた上での面積の算定でございますので、その辺は十分御理解をいただきたい。 

 このことについては、今までもずっと説明をいたしてきているところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○内田 芳博議員   

 情報提供についてでございますが、このことにつきましては、行政のほうは随時、放送そして

広報誌等で連絡はされております。しかし、町民の方々と語るときに、やはり広報誌等に目を通

すということは、なかなかしていないということも率直に言われる方々が多いです。そして、重

要な、今の本町に対する重点的なところなんかを、いろいろ話をしてみても、判らないとか、知

らないとかいうのが確かに多うございます。 

 ですから、私が先ほど１０年間とこういうことを言いましたが、やはり人口が１０年の間にど
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のくらい減少していくかというこの流れ、これに対する、今度は財政を考えた場合に、今は

３５％の高齢化ですけれども、１０年あとには、恐らく５５％から６０％ぐらいにいくのではな

かろうかということも考えます。 

 そして、経済は、御承知のとおり今、屋地の商店街を見ても、町頭から商店街をずっと見ても、

人通りは一人もいないと、そういう現状が多々あり、多くなってきます。この商工の今の冷えた

姿、そして、これを今度は、どういうふうにやはり克服するかという、これは非常に厳しい問題

だろうと思います。 

 農業もそういうこと、こういう一つの状態。そして、福祉問題は、健康増進課、そして国保関

係ですか、これはよく知らしめが広報誌でも入っております。 

 ですから、私はこの４項目をやはり現状と１０年先までのこの流れというのを、簡潔にやはり

お知らせ版ですか、半ページでしょうか、特集的にして、町民に知らしめると、これが今、一番

大事なことではなかろうかと、町の一つの流れもよく知らないでおって、そしてやはり仕事に投

身をする等のことは、やっぱり慎重にしていただかなければならない時代ではないでしょうかと、

こう考えますので、このことを簡潔にやはり、町民に、年に２回ぐらい知らしめていただきたい

と、こういうふうに考えているんですが、これは、町民と語ってのことですので、この点につい

て町長の考えをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 御意見にありますとおり、これほど高齢化が進んでまいりますと、この行政情報の伝達のあり

方というのは、非常に工夫をしなければならないという点は、非常に痛感をいたしております。

なかなか今、先ほど申し上げました三つの媒体等を通じてやりましても、おっしゃるとおり、な

かなか徹底をしてないという点は感じております。 

 それで、役場のいろんな会議の中でも、今までのやり方だけで満足しちょってはとてもいかん

よと、やっぱり、これからいろんな工夫をして、もっと町民の皆さん個々に、いかにして情報は

伝達するかちゅう工夫をやっぱりせんにゃいかんと、そのためには、やっぱりできれば職員が現

場に出かけていく機会がないといかんとじゃないかちゅうて、私は言っているんですが。 

 やっぱり役場の机上だけでのあれじゃなくて、現地・現場主義ということを言っておりますけ

れども、行ける時間帯をできるだけつくって、そしてまた地域に入りこんでということを言って

おりますけれども、そういう形でやっぱり知らせて、理解を求めていくことも、これから非常に

大事かなと思っているところでございます。 

 それで、広報誌も一つの知らせる大きな媒体になっておりますけれども、とにかく読まれる広

報誌づくりをいかにするかということ、先ほど全面的にカラー化もいたしましたけれども、やは

り紙面の構成のあり方、いわゆるタイトルの出し方とか、非常に工夫が必要かなと思っておりま

す。それで、御意見にありますとおり、特集号でも組んで、大事なことについては今までもやっ

ておりますけれども、もっと、それについては工夫をしながら出していくことも大事かなと思っ

ております。 

 なかなか紙面にも限りがありますし、予算的な問題もありますので、しょっちゅうというわけ

にはまいりませんが、年にやっぱりそういう数回にわたって、非常に大事なことについては、そ

ういう特集を組んで取り組みをしていきたいと、今後、そのような気持ちはございます。 

 人口減の問題とか、財政問題とか、商店街とか、農業ですね、そういう問題、非常にこう大き

な課題等もございますので、それについては、それぞれ時機を得ていろいろな工夫をしながら広

報に努めてまいりたいと思っております。 

○内田 芳博議員   
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 今、町長の答弁の中で、現場主義と、非常に先行的なやり方であると、私はこれはやっぱり評

価いたしますが、ただ市街地がやはり静寂し、そして疲弊、衰退というのが、非常に進んでおり

ます。これは農村部も同じですが、路地に立ちますと、人通りがないことにまことに愕然とし、

これからこの町はどういう姿に進むかということに危惧をします。 

 これは、やっぱり執行部も同じだと思います。そういうことを、やはり余り知らずに、ただ町

民の方々は仕事に熱中されている方々も多いと思います。それがやっぱり事実だと思います。そ

して、一番情報を知っていただかなければならない働く方、さつま町を支えていただく方々、こ

の方々がやはり町政のあり方、重点をやはり、大まかでも知っていていただきたいと、このこと

がやはり、この町を支えるこれからの力になるのではなかろうかと、そういうことを町民の皆さ

んと語るときに、ひしひしとこう感じてきます。 

 ですから、今までは、情報としては、有線放送、防災無線放送、そしてこの広報誌で、それぞ

れお伝えされておりますけれども、なかなか伝わっていないところもあります。これはもう、皆

さん方もいつもお聞きされることですが、町民の皆さん方が目を通していただければいいんです

が、やはり長文のものには、なかなか苦慮して、目を通すのをあらかじめ控えられるような感じ

がします、平均に。 

 ですから、短文で簡潔にやっぱり知らしていただきたいと、そのことが私は重要なことではな

かろうかと、このように考えます。 

 ですから、先ほど言うたように、やはり人口の流れ、財政の流れ、経済の流れ、福祉関係のの

は非常によく伝えておりますが、ほかののはやっぱり１年に１回ぐらいであります。これを何と

か二、三回に増やして、徹底して町民の方々が町政をよく知っているというような状況等になれ

ば、流れもまた変わってくるのではなかろうかと、このように考えますので、どうか、こういう

ところはやっぱり慎重にひとつ、何とかそういう方向に最低でも年に２回ぐらい、この４項目に

ついては、簡潔にして、そして、みんなが簡単に読みやすい文章にして私は配付をしていただき

たいと、そうすれば、町民の皆さん方もよく目を通していただき、効果が上がってくるのではな

かろうかとこのように考えますが、この点について再度、町長の見解をお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 広報誌を発行する上では、やっぱり町民の皆さん一人でも多く読んでいただく、このことがや

っぱり一番大切なことでありますので、おっしゃるとおり、そのためには、やっぱり、いかに読

まれるかと、よく読んでいただくかと、そんなところを一番工夫をする必要があります。 

 なかなかこれで、行政広報というのは、昔からよく言われる、非常にかた苦しいっていうんで

すか、専門的な言葉があったり、判りにくいとかですね、そう言われますので、やはり平均的に、

どこに焦点を合わして、この内容を判りやすくしていくかというのが一つの大きな課題でござい

ますが、とにかくその辺については、県のいろんな広報誌のつくり方とか、いろんな研修もあり

ますし、専門的な方の御意見も拝聴しながら工夫をする必要があるかと思っておるところでござ

います。 

 とにかく、議員おっしゃるとおり、読んでいただいて、やっぱり町政を御理解していただく、

このことが非常に大事なことでありますので、行政の立場として、それは、もう永遠の課題とし

て受けとめながら、より工夫をしてまいりたいと思うところでございます。 

○内田 芳博議員   

 ぜひ一つ、この問題、情報提供については、やっぱり工夫をして、町民の皆様に知らしめてい

ただけるように強く要望しておきます。 

 次に、庁舎建設についてでございますが、町長も町内の２０区をこうして説明をして回られ、



- 61 - 

そしてまた、このことについて財政等いろいろ説明をされたと言われますが、５,２５０平米の

建物を、やはり今、説明をして、そして同時に理解してくれというのは、私は、素人の人はやっ

ぱり無理だと思いますね。 

 それに、やっぱり専門の方ならば、ある程度判ると思いますけれども、この点はやはり、建設

してその骨格が出てきたときに初めて素人の人たちは、ああ、こういう大きなものか、こういう

ものかというのを初めて知ると、これがやっぱり一つの姿だと、だから町長が即行って、即説明

をされても、私は、やはりそれに異議を唱えるということは、なかなかやっぱり難しいと、この

ように考えていますが、ここで再度お尋ねいたしますが、新しい庁舎は、面積が５,２５０平米

で建設をされようとするものか、この点についてお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この面積の問題につきましては、当初の、まだ実施設計をしていない段階のいわゆる職員数等

とかですね、そういうことで計算をしたものでございまして、実際は、その基本設計をして今、

実施設計に入っておりますけれども、実施設計の中で、やはり例えば、役場の場合は、いろんな

仕事の関係の書類等が非常にたくさんあります。そういうことで、やっぱり書棚にずっと積むと

いう方法もありますけれども、やはり新しい考え方としては、書棚もこう低くして、見通しがき

くようにですね。 

 例えば、町民課のところにいたら、町民の皆さん方がいらっしゃるときに、全部どこにどうい

う課があるか一望できるようなそういうやっぱり高さにする必要があるんだと、それで、高い書

棚を並べて仕切ったりということがないようにしたいということで、低書架とかですね、あるい

は、また窓際にですね、できたらそういう書類が収納できるようにして効率的にやりたいという

ようなことがありますので。 

 例えば、そういうことにしたときに、やっぱり窓際に書庫を、本棚をつくる場合、若干、その

辺は１００平米ぐらいは増えるのかなという感じはしますけれども、全体的に面積が物すごく広

くなるということはもうないと思います。 

 そういう若干の、一部の変更はあり得るとは思いますけれども、おおむねそういう面積の中で、

１７０平米ぐらいですかね、それぐらいのそういう書庫の関係、窓際に書庫を入れる場所をつく

りたいとか、２％ぐらいの変更になろうかと思いますけれども、そういう計画を今、持っている

ところでございます。 

○内田 芳博議員   

 ことしの予算説明書の中に、平成２７年、３２年という時期等を掲げられて、やはり非常に本

町の町政は厳しいと、好転は非常に厳しいのではなかろうかという文字もこう入っておりますが、

一番やはり、この庁舎をつくるのに心配することは、皆さん同じだと思いますが、私はやっぱり

１０年あとにどれだけの人口が減るのか、この町の財政、あの高度成長のいいときに３割自治と

言われた、ここまで来てしまえば、１０年あとに下手した場合に、２割自治ということになるの

ではなかろうかと、その近くまで下がるのではなかろうかと。 

 これはやはり、職員定数において、若干の状況は出てくるかもしれませんけれども、町民はそ

のときになれば相当、高齢化が進み、税収等は非常に厳しいことになってくると、こうなった場

合に、我々はやはり辛抱という言葉にもなりましょうけれども、そこらに十分対応してこの建設

には臨まなければならないのではないかと、さつま町がつくる場合は、私は、やはり相当なこと

を考えて縮小の面積を考えなければならないのじゃないかと思います。 

 私たちは、他の町村と合併した経験はないです。薩摩、鶴田、佐志・山崎は、宮之城町に合併

した町であります。 
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 私は、１０年あとには、今のような流れで行けば、また合併ということを真剣に考えなければ

ならないときがくると、そのときに大きな庁舎をつくっておっては、果たして今、昔の話を引き

出すなと言われるかもしれないけれども、旧薩摩町さんたちが庁舎をつくったと、今はこういう

状態だと、私はそのときに二の舞ではないかと、そういう先まで考えた庁舎づくりをしなければ

ならないのじゃないかと、ですから危惧して、特別委員会の場では、こういうこともいろいろ聞

きもしましたけれども、しかし、あえて一般質問させていただきたいというのはこのことです。 

 このことについて、町長はどのように考えていらっしゃるのか、この点についてお伺いいたし

ます。 

○町長（日髙 政勝君）   

 規模の問題ですね、確かに人口も、いろんな政策を通じて、できるだけこの人口減に歯どめを

したいというようなことで、定住対策等、いろいろ企業誘致とか、いろんな手だてをしておりま

すが、やはり先ほどから申し上げますとおり、もう日本全体が人口減少社会に入って、特にこの

人口集中が見られるところは、もう大都会しかないというような非常に厳しい状況にあることは

もう事実であります。 

 それで、我々としましても、何とかいろんな手だてを講じてはおりますけれども、今、転入、

転出の社会増減というのはそう変わりないんですよね。要は、高齢化が進んで、いわゆるこの自

然減が大きいと、もういわゆる生まれる方の２倍、３倍ということで、そういう状況になってい

ますから、必然的に自然減の形になっていくというのが如実の状況になっております。 

 それで、そういう中を想定をしながら、やはりこの庁舎の規模の問題についても、職員数がや

っぱり減じておりますが、現段階の職員数ではなくて、やっぱり将来も人口が減って、当然それ

にふさわしいような職員数はやっぱり想定をしながら、減じた中でこの計算をして規模を決めて

いるわけでありますので、決して、その大きすぎるとか、そういうことはないと、私は思ってお

ります。 

 そしてまた、人口減少によって高齢化が進んで、とにかく自主財源も減るであろうから、その

辺の対応が心配だということでございます。したがいまして、この庁舎を、ただこのままで置い

て、こういう耐震調査もして、危険な状態であると、倒壊の危険性がありますよということは判

っておって、それで全く何もしないかということについては、いかがなものかと思っております。 

 やっぱり東日本大震災にもありますとおり、こういう防災の拠点施設でありますから、やっぱ

りそこは、町民の安全安心を守る、そういった防災拠点施設としての機能を発揮しなければなら

ない。そしてまた、これから、いろんな行政サービスをさらに高めて、そういう中心的な役割を

していかなければならない庁舎でありますから、やはり、それなりの機能と住民サービスを高め

る施設でなければならないと私は思っております。 

 それでまた、いつ、つくるかについては、まだ先でよからよと言われたときに、そういう非常

に危険な状況にある、そしてまた財源的な問題から言って、今つくらなければ、将来はますます

財源というのは出ないわけですよね。 

 もう今、合併特例交付金や合併特例債は２４年、２６年で期限が終わるわけですから、それを

逃したら、もうつくらんにゃあいかん状態になって、そのときに財源はもうないよと、そのとき

に税金でも充ててちゅうことになると、よっぽどこの事務事業を、町民に関係するような福祉に

しろ、そういう建設サイドのそういう普通建設事業等についても、相当しわ寄せをしなければで

きないということになってしまって、かえってその将来については、町民の皆さん方に負担をさ

せるということになりますから、今が一番適切な時期だろうと私は判断をして、今までずっとこ

の説明をしてきているわけです。 
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 それで、決してその大規模な庁舎をつくるという気持ちもございません。もう必要最小限の施

設で、規模でやりたいということでずっと来ております。 

 それでまた、財政的な問題も、もうしっかりとそういう有利な財源があるうちに、そしてまた

一方では、いよいよの中で、この基金を積み立てながら、もう半分以上はこの基金がありますの

で、できるだけ、その合併特例債を借りたにしても、その範囲で十分やっていける、公債費比率

にも影響は出ない、１８％を超えるようなことは絶対にないように、そこまで計算をして試算を

して、やっておりますから、それだけはもう自信を持って言えます。 

 それで、今後において、将来に負担を残すような、そこまでは私は考えておりませんので、そ

れだけは御理解をいただきたいと思うところでございます。 

○内田 芳博議員   

 今のこの庁舎が、やはり耐震に問題があると。私は建設をするなとは言っていないんです。面

積を縮小は考えられないかと質問をしているわけです。有意義な予算、そしてこのときがつくる

時点だということは、よく理解しております。 

 新たにつくるのは、耐震構造の強度ちゅうのは６０年、大事に使えば８０年使う建物になりま

す。そういうことを考えて、私は前回質問をしたときに、１０年あと、２０年あとの住民の皆さ

んがいいときにいい規模の庁舎をつくってくれたと喜んでくださる庁舎でなければ意味がないと、

こういうふうに申し上げました。 

 今、町長が言われるように、やはり、この有意義性は、私も十分理解しております。 

 私も一つこんなことがありました。今、東教育長がいらっしゃいますが、兄さんの東仲太郎、

元宮之城町の町長でございましたが、私は暇があるときに単車でよく町内を回ることにしており

ますが、そのときに、東町長の家に、下を通ったもんですから、ひょっと行ったところが、おは

んなよかとこに来られた、おはんにあたや一つおわびをしておきたいと。町長を辞めてから何の

おわびがあっとな、あたやおまんさあからおわびをしてもらうようなことはないと。いやそれが

あったんさ、実は私が町長のときに、おはんが町長室に来て、非常に私に厳しく言いやったと。 

 中央農免道路です。火葬場から日特のほうに行くあの道路ですが。 

 親族に不幸があって火葬場に行って帰るときに通った、私はあなたが言われたときに机上談義

だった、現場を見ていなかった、現場を見ていなかったもんだからああ言うたけれども、これは、

おはんが言うごっじゃった、ほんによかとこに道路を取り入れくれてよかったということを言わ

れましたが、そのおわびやと。 

 人が喜んでくれるのにおわびは要らんなおと、私が言いましたところが、いや、私が現職の町

長時代にした仕事は、生きている間は私の責任だ、ということを東町長は言われました。町長、

あなたが提案して、この庁舎を建設するのは、議決は議会がします。しかし、議会は議決ですが、

町民はこれはだれがつくったのかと、ここに来ます。 

 町長、やはり、あと１０年したときは、あなたも７７歳、私も７７歳ですが、そのときこうい

う一つの歴史の評価ちゅは出てくるだろうと思います。町長という職務は重いもんだなというこ

とを、私はそのときしみじみと感じました。 

 だから、町長、やっぱりそういうところまで考えてですね、やはり庁舎づくり、今、つくらな

ければならないちゅうことは、私も理解をします。つくるなとは言わないです。面積を縮小しが

なるものはしてくださいと、この質問です。これについてどうでしょうか。お答えを聞いて私の

一般質問を終わりたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 内田議員のそういう御意見に対しては、もう真摯に受けとめております。 
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 やはり町長という重大な職をいただいた以上は、やっぱり強い信念と、やっぱりある程度の自

信を持って取り組まなければ、こういう大型のプロジェクトというのはできないと私は思ってお

ります。 

 今までも、合併以前からこの問題というのは、大きな課題となっておりましたので、その後、

私が就任をいたしましてから、この問題はやっぱり避けて通れない問題だということで、場所の

決定、そしてまた、こういう建設の方向を決めたわけでございますが、やはり為政者として、そ

の辺のところは、将来の展望を考えながら、そしてまた、現実はどうしなきゃならないかという

ことをしっかりとやっぱり考えた上での決断、結論でございますし、そこはまた強い信念と、そ

ういう考え方のもとに取り組んだことでございますので、規模の縮小の問題については、先ほど

から申し上げておりますとおり、決して余裕のある面積ではないと、もう本当、思っております。 

 ほかの類似団体からしても狭いと、例えばこの類似団体を見ましても、白石町というところは

３０平米、職員一人当たりですが、さつま町は２７平米ぐらいですかね。そのほか、高知県の、

いの町というのが今ちょうど、このさつま町と同じ年代でつくるという計画でありますけれども、

ここは、やはり２９平米というところでございます。 

 将来人口を考えて、例えば、平成２７年の将来の推計を見て、大体、さつま町が、町民

１００人当たりで２４平米ぐらいですけれども、先ほど申し上げましたそういうところとしても、

そんなに広いとか、かえって少ない面積ですので、そこまで考えてのことでございますので、そ

の辺は、十分御理解をいただきたいと思っております。 

 執務環境そのものも、ある程度やっぱり住民サービスを高めていくとなりますと、それなりの

やっぱり必要面積というのはあるかと思いますので、町民の皆さんが訪れたときに、くつくつし

ちょってですね、ある程度の余裕があるということではないんですけれども、その辺の対応の必

要性ということもありますので、十分それも考えての必要最小限度の面積だということで御理解

を賜りたいと思うところでございます。先ほど申し上げたのは、町民１００人当たりの面積です。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、１４番、内田芳博議員の質問を終わります。 

 次は、１２番、柏木幸平議員の発言を許します。 

〔柏木 幸平議員登壇〕 

○柏木 幸平議員   

 男女共同参画社会の推進について質問をいたします。昨年、本町の女性団体連絡協議会と議員

と語る会の中で、さつま町の女性政策について、日ごろの議員活動を尋ねられ、特に、女性政策

の活動をしていない私にとって居づらい会でありました。今回、そのようなこともあって、この

男女共同参画社会の推進について質問をいたすものです。なお、この質問に当たっては、木下敬

子議員のアドバイスもいただいております。共同参画です。 

 国においては、平成１１年６月に男女共同参画社会基本法が制定され、県においては、平成

１３年１２月に鹿児島県男女共同参画推進条例が制定されております。また、本町では、平成

２０年３月に「さつま町男女いきいき幸せプラン」のタイトルで、さつま町男女共同参画計画が

策定され、既に４年が経過しております。 

 しかし、本町においては、女性が男性と平等に共同で参画できる環境が整っている状況とはい

えず、依然として、社会における制度や町内の慣行が変わっていないように思われます。町長は、

今回の施政方針で、男女共同参画について直接触れておられませんが、国や県の動向もあわせ、

本町のこれまでの男女共同参画の取り組みについてお尋ねいたします。 

〔柏木 幸平議員降壇〕 
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〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 柏木幸平議員の男女共同参画の推進についてお答えを申し上げます。 

 さつま町男女共同参画計画の策定につきましては、先ほどもございましたとおり、国で制定を

しております男女共同参画社会基本法、これをもとにいたしまして、本町におきましても、平成

１９年度男女共に生涯、健やかに自分らしく笑顔あふれるまちを基本理念としました「さつま町

男女いきいき幸せプラン」、ここにございますが、こういう冊子ができております。 

 この計画に従いまして全庁的にこの具体的な施策の推進をいたしているところでございます。 

 この男女共同参画社会の関係につきましては、私の公約の中の一つに取り上げておりまして、

就任当時から、やはり町政の中にも幅広く女性の意見をお聞きしながら、女性の視点を生かした

まちづくり進めていきたいというようなことで、平成２１年度に早速、女性いきいき推進会議と

いうものを設置をいたしまして、この取り組みの一つにもいたしているところでございます。 

 そのとき、公募６人、女性団体連絡協議会からの推薦６人、合計１２人でございますが、年

６回の会議をしていただきまして、自主的に一生懸命取り組みをしていただきました。そしてま

た、私との語る会も開催をしていただいたところでございます。 

 ２年間の任期期間中に、少子化対策の背景とか、あるいは高齢者対策についての貴重な提言書

もいただきましたので、これにつきましては、提言書に基づきまして、児童デイサービスの関係

とか、あるいは今進めております高齢者の対策、地域公共交通対策の事業についても実現に向け

て取り組みをしてきたところでございます。 

 そのほか先般から出ております、いわゆる結婚の、出会いの関係、女性いきいき推進会議委員

の皆様が自らホタル出会い舟という企画立案もつくっていただきまして、取り組みをしてもらう

ところでございます。こういったこと等が既になされております。 

 現在、２期生が募集をされまして、具体的な実践活動中でございまして、その成果にも期待を

いたしているところでございます。いずれまた、そういった提言もなされるかと思っております

ので、その２点において、また町政に反映できるものについては、率直に取り入れをしていきた

いと思うところでございます。 

 このように、やはり一人一人の価値観とか、あるいは、この能力を尊重しながら、多様な働き

方というんですかね、そういう事業をするダイバーシティ、そういう推進というのが今、非常に

言われております。 

 町政の中でも幅広く、かつバランスよくやっぱり取り行っていくためには、そういった意見も、

非常に大切なことでございますので、今後もそのような形で進めてまいりますが、男女それぞれ

の能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指して、諸施策に取り組んでまいりたい

と思っております。 

 先ほどもありましたとおり、計画もできておりますし、また公約の一つでもございますので、

あえて、あれは出しておりませんけど、全く変わりなく推進をしていく、継続をして取り組んで

まいる覚悟でございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○柏木 幸平議員   

 あとで質問するところも今、女性いきいき推進会議ということで、一緒に答えていただいたわ

けですが、しかし、この今の社会生活の中では、男女が共同参画できる状況はまだまだ厳しいも

のがあると思います。 

 町長は、施政方針の中で、我が町のキーワードを二つ挙げ、その一つに人づくりを言っておら
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れます。人づくりは、町内全体を考えますと広範囲になりますが、まずは、このさつま町の庁舎

内における職員の人づくりにつながる共同参画の推進についてお伺いをいたします。職員は、臨

時職員も１０名ぐらいおられるとのことですが、ほとんどは正規の地方公務員で、法律や制度上

の働く環境整備は整っていると思われます。 

 しかし、私が庁舎内で職員の仕事を見たとき、各係でも違うと思いますが、一般事務のほか、

一般の来庁者の接客やお茶入れなどの接待は、女性が優先的にされているように思われます。ま

た、課によっては、正規の女性職員がいない課や、一人という課も幾つかあるようであります。 

 今のこの時代は、男女の職業感も違ってきて、女性の仕事とされてきた看護、それから介護も

今、多くの男性が働いていますし、男性の仕事とされていた警備や運送、土木関係にも女性が働

いております。そのようなことで、職員に採用されるときには、男女雇用機会均等法により同じ

条件で採用され、新人職員も意欲を持っていると思います。 

 今までの慣行をなくし、専門職以外は、男女に関係なく職務につけるとしたら、それぞれの立

場でのお互いの理解や新たな英知が生まれるのではないかと思うわけです。より多くの女性の参

画により、発想も多様になり、いい企画も生まれると思うのですが、現在、庁舎内での女性登用

や町の企画において女性職員の参画の状況はどうなのかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 人づくりということで、特にこの後期基本計画の中でもキーワードの一つとして取り上げてお

ります。その中の大きな中に、この男女共同参画社会も入っているということで御理解いただけ

ればいいかと思うんですが、やはり今、御意見にありますとおり、より多くの女性の皆さん方が、

この町政の場でも参画をしていただく、このことは非常に大事であるかと思っておりますので、

できるだけそういうことも意に配しながら、いろんな場面に、この女性の参画があればありがた

いということで考えております。 

 今、女性の役職の登用とか、あるいは、この企画段階での女性職員の参画、こういうことにつ

いても、この意を用いているところでございます。特に、この私も女性職員と語る機会をという

ことで、今、町民課の職員ですかね、あそこに女性職員がちょうどおりますから、あそこの職員

とお話し合いをする機会がございまして、そこの職員の方から、実際の職務の中から提言をいた

だいたこととして、時期的に非常に待合所が混雑する、そういうことで町民課の窓口に自動発券

機を設置していただければ、非常にスムーズに受付業務が進むというような提言もいただきまし

たので、これについては早速、そういう意見を尊重しながら設置をいたしております。 

 それぞれ郵便局とか銀行にありますとおり、番号の席を設けて、そしてまた、そういう順番ど

おり、いろいろ苦情が出ないような形に、今はしておりますので、非常に住民の皆さん方の受け

もよろしくなっているようでございます。そういうこともございますし、そしてまた、職員のこ

の登用の関係も今、課長職が一人、課長補佐職が一人、係長職が５名ということでございます。 

 あと、いろんな職場の中もですが、町の各種行政組織の中にも、いろんな委員会がございます

けれども、例えば、農業委員会の場合も３名、振興企画審議会も５名、社会教育委員の中に４名、

健康づくり推進協議会に４名、体育指導委員に８人、地域審議会も５人という形で、非常に、最

近はいろんな形で頑張っていただいているなと思っております。 

 今のこの委員、各種委員会、審議会の女性登用比率というのは、３割近いですかね、２７.８と

か、そういう状況になっておりますので、そのほかにも本町は農業関係については、家族経営協

定を推進をいたしております。 

 これは、県内でも一番高いんじゃないかと思っておりますけれども、やはりこの農業の中でも、

休日があったり、お互いに給料、月給制でして、やはりその農家の皆さんが、等しく勤務のあれ
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を分かち合って意欲を持った経営に携わっていただくという形で努めております。 

 本町では、もう５９経営体取り組んでいらっしゃいますので、約４分の１、２５.７％ですか

ね、県平均が１７.８ですから、物すごい割合、２倍とは言いませんけれども、非常に高い比率

でこういう締結ができておること、それだけやっぱり、意識が高いのかなと思っております。 

 そしてまた、この女性の団体の皆さん方が、毎年、お互いにいろんなテーマを掲げて、今回は

食育ですかね、食生活改善とか、とにかくそういった女性ならではのテーマを掲げて、女性団体

の皆さん方が一堂に会して勉強される、そしてまた、いろんな講師を呼んで勉強をされるとかで

すね、非常に熱心にやられておりますので、県内では非常に活発な動きかなと評価もいたしてい

るところでございます。 

○柏木 幸平議員   

 町長自ら、女性職員の多いところに出向かれて、女性職員の意見を聞き入れながら、改善され

ているとのことで、そこあたりを評価するわけですが、職員のこの管理・監督職の登用について

は、全体の職員の３５２人のうち女性職員が８３名ということで、そのうち、先ほど町長が言わ

れましたとおり、課長職一人、課長補佐が一人、係長職５人ということで、７名の方が課長・係

長職についておられるわけですが、女性のこの８３からしますと、８.４％なんですが、全体か

ら見ますと２％の方が、女性の管理職ということで、このパーセントのあれは、ちょっと考え方

はおかしいかもしれませんが、やっぱり全体から考えると、やはりちょっと少ないんじゃないか

と思うわけです。 

 ここあたりの女性職員のこの登用に関して、町長の考え方ですね、そこらあたりはどのように

考えておられるのか、また、登用に関して、女性職員の中から、やはりそういう何か抵抗がある

のか、そこあたりお考えを聞きたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 確かにこの比率としては、まだ低いなと思っておりますし、やはり採用の時点からも男女全く

同一の中で給与体系にしろ、採用にしろ、差異なくやっております。 

 その後、やっぱり管理職とか、あるいはそういった役職につくためには、いろんなこの見方が

あるわけでございまして、当然としてやっぱりこの男女共同参画社会の中では、職場というのも

いろいろありますので、それにふさわしい職場、なかなかこう難しい職場があるかと思いますが、

基本的には全く同一の中でやるべきだと思っております。 

 ただ、女性の場合も、こういう職の中ではやっぱりどっちかというと控えめというか、やっぱ

り一歩下がらずにもっと前に出る積極性と勇気というのが、やはり望まれるんだというふうに考

えております。やはり女性のやる気というんですかね、そういうことが前提になるかと思ってお

りますので、その辺をもっともっと前面に出してほしいなというのが実感としてございます。 

 これらが、今後の大きな期待として、考えておりますけれども、やっぱりその役職のそういう

人たちは、一つのよき例となって、それを見ながら、やっぱり後輩がずっと育っていく、そうい

う環境づくりというのが、一つは大事かなと思っているところでございますので、やっぱり女性

職員、まだ２３.６％もいらっしゃるわけですから、約４分の１ですかね、そういう方々がもっ

ともっとこのモチベーションを高めるような職場の雰囲気ということもありますし、やっぱり本

人のやる気は、もっともっとやっぱり前面に出していくことも大事かと思っております。 

○柏木 幸平議員   

 女性自らそうして意識の改革もしながらするのは、当然なんでしょうけど、やっぱりそういう

役場内の女性のこの能力を発揮しづらい職場環境もあるんじゃないかと思うんですが、やはり全

体の雰囲気づくりとか、そこあたりもやっぱり変えるというのも町長の仕事じゃないのかなと思
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うんですが、この女性が活躍できる職場づくりですね、そこらあたりはどのように考えておられ

るのかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 とにかく性別で差をつけることは全くないわけでありますので、それだけの能力とそのやる気、

それはやっぱり等しくモチベーションを持ってやっていく、このことがやっぱり大事であります

ので、そこについては、いろんな研修の機会も等しく場を与えてありますし、そしてまた、そう

いう場、やっぱり個人個人のそういう努力は、また必要かと私は思っておりますので、そういう

職場環境も当然として、これはもう等しくつくるわけでありますので、そこはもう同じレベルで

考えていただければいいかと思っております。 

○柏木 幸平議員   

 次に、２月２８日の読売新聞によりますと、東日本大震災を機に、自治会で女性会長の活躍が

目立つようになっているとのことで、子育てや介護などを通し、日ごろから地域と密接にかかわ

り、細かな心配りができる女性の進出に、国や自治体も期待しているとありました。 

 記事の中で、女性会長には、独居老人の家を積極的に訪ねる人がいたり、子育て支援組織を独

自につくったり、男性に比べ、女性の多くはこの地域にいるので、地域の課題を知っている、だ

から女性の視点を生かして盛り上げられるとの記事でありました。 

 例えば、町内の永野公民館では、町が各公民館に現在、推進されている福祉部の中に、健康づ

くり推進員、民生委員、福祉アドバイザー、また女性委員として各公民館より１名ずつ選出され、

女性が参画できるような組織ができているようですが、町内におけるほかの公民館とか、公民会

や、先ほど町長のほうで触れられましたが、町内のこの外郭団体等の女性の起用とか参画の状況

等はどのようなものか、課長でもよろしいかと思いますが。 

○町長（日髙 政勝君）   

 基本的なところだけをお答えして、細かい数字等については担当課長のほうからお答えをさし

ていただきたいと思います。今、ございましたとおり、この地域の公民館の、あるいはこの公民

会の中で、やっぱり、あらゆる分野で今、女性の役割というのが非常に大きなものになっている

かと思っております。 

 特に高齢化が進んで、見守りのネットワークを今、進めておりますけども、福祉部をつくって

いただくということになりますと、やはりこの中心になりますのが、民生委員の方ですね。民生

委員の方もほとんどはもう今、どちらかというと女性の方が多いわけです。 

 そしてまた、福祉アドバイザーもほとんどもう女性ですね。それとまた、健康づくり推進員も

もちろん女性の方ですから、恐らくもう女性の方が、ほとんどが中心的な役割を果たしてもらっ

ていると思っております。そういうことで、これからの福祉のそういう活動については、一番そ

の期待が持たれるというふうに考えておるところでございます。 

 今、各地区公民館に、その地域活性化計画をどこもつくっていただきました。その中でも、こ

ういう福祉の関係とか地域の活性化について、いろんな分野に、自分たちで考えて、自らつくら

れた計画でありますから、その中には、やっぱり女性部を設置をしていただいて、そしてまた女

性が男性にないようないろんな豊かな感性のもとで、いろんなことを取り組み、やっていただく

ということでお願いもしております。 

 具体的なその公民会での取り扱いについては、状況については、また課長のほうから答弁させ

ます。 

○企画課長（湯下 吉郎君）   

 ただいま、町長のほうから答弁がございましたが、一応目標は３０％を、全体的には目標にし
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ておりますけれども、町内の公民館、公民会への関係でございますが、今ありましたように、計

画づくりの段階では、多くの女性が参画をしておりますけれども、公民館長とか公民会長までの

役職については、副まで含めて１.４％というふうに、かなり低い率でありますけれども。 

 そのほかのＰＴＡの役員が５０％、それから、先ほど出ました民生委員が６１％ということで、

かなり高い比率になっておりますし、ほかの町の各種委員関係につきましても、全体的には、先

ほど町長の答弁でありましたように２７.８％の登用率でございまして、もう少し頑張れば

３０％になりますけれども、これは努力目標ということでしておりますが。 

 とにかく地域の中でも女性の活躍する場ということで、全体的には協議の中でも女性の参画を

お願いをしておりますし、また地域でそうした計画づくりや、あるいは実践においても女性が活

躍されているという実態でございます。 

○柏木 幸平議員   

 目標を３０％にして、全体ではこの３０％に近い数字になっているとのことでありますが、こ

れは各種の団体が女性が多い団体等もあって、そこあたりのパーセントが上がっていると思うわ

けです。しかし、この中身、資料もちょっといただいたわけですが、教育委員会にしましても、

５人のうち女性が一人、選挙管理委員会は４人の中でゼロ、それから農業委員会が３２名のうち

の３名とか、ここで９.４％とか、あと外郭にしても女性がゼロというのもあるようです。 

 その中でも、この水防協議会というのは、２９人のうち女性がゼロ、それから防災会議なんか

も２９人のうちゼロ、それから交通安全対策会議も、女性の意見とか必要だと思うんですが、

２５人のうちゼロとか、やはり、まだまだ女性が外郭団体においても、全体のパーセントは上が

っているかもしれませんが、女性が必要なのになと思われるものでも少ない気がいたしますが、

そこあたり、私の、このもらった資料の見方が悪いのか、ちょっと、そこあたり課長でもいいと

思いますが、説明をお願いします。 

○企画課長（湯下 吉郎君）   

 ただいま申されましたとおり、協議会の種類によりましてはゼロで、比率もゼロということに

なっておりますが、この大きな原因というのは、それぞれの条例、規則の中で、充て職になって、

それが女性の会長とかそういう方々がなっていらっしゃらないためということでございます。そ

れらについては、また今後、全庁的なこのプランの中で検討していく必要があると考えておりま

す。 

○柏木 幸平議員   

 先ほどの町長の答弁の中で、女性いきいき推進会議の、この女性ならではのすばらしい提言が

町政に反映されているとのことでありました。私もこの提言書をいただいたわけですが、内容を

見てみますと、女性ならではの、やはり提言がなされていると私もこう感じたところでございま

した。 

 しかし、この会議のメンバー、町内の女性団体の中からしますと数名でありますし、女性参画

のこの底辺を広げるには、女性全体のこの積極的参加を促す環境づくりと組織づくりを推進する

必要があると思います。 

 現在は、企画課の地域振興係において、男女共同参画計画の推進や、女性団体連絡協議会、ま

た女性いきいき推進会議など、女性施策を担当されているようですが、係は、一生懸命取り組ん

でいただいていると言われておりますが、女性の方々が一人じゃなかなか気軽に行けないような

雰囲気があるそうです。 

 それは企画課に限られず、庁舎内でそのような雰囲気があるのは確かで、私たちが行くのにも

ちょっと気兼ねするところもあるわけですから、やはり、その雰囲気的なものが女性にとっては
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また行きづらいということでありました。 

 そこで私は、そのために、女性が気軽に行けるような新たな男女共同参画推進室を設置して、

女性の室長を登用し、その中で、これまでの女性いきいき推進会議や女性団体連絡協議会など、

関係団体との協議をし、また提言を広く求めることで、女性参画の拡大や女性のリーダーをつく

り、すなわち町長のキーワード、人づくりにもなると思うのですが、女性の参画のこの底辺を広

げるために、女性の意欲と能力が発揮できる町全体の環境をつくり、その上で、女性自らも意識

改革をして、自立をしなければ、本町の共同参画は推進しないと私は思うわけですが、今後のこ

の体制づくりについて、町長はどのように考えておられるのかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 まず、女性の方が活躍できる環境づくりということでございます。女性自らも、この意識改革

をして、自立しなければならないということもございますけれども、やはり、この組織の体制の

関係につきましては、特に今、人口構成を見ましても、やっぱり半数以上は女性ということでも

ございますし、やはりこの少子高齢化がどんどん進むとなりますと、どうしてもやっぱり女性の

果たす役割というのは極めて、そしてまた、ますます重要なものになっていくだろうというふう

に認識をいたしております。 

 そのようなことで、現在のこの女性団体連絡協議会を中心に、それぞれの女性の皆さん一人一

人がいろんな、こういう町政に対する思い、あるいは地域に対する思いとか、それぞれ強い意識

があるかと思いますので、職場では、そういうことをやはり気軽にいろいろ話せるような雰囲気

づくりも大事ですし、今ありましたこの体制の問題についてはすばらしい提言として受けとめま

して、今後やはりどういう組織づくりをするかということについては、役場全体の組織改編とい

うことを視野に入れる必要があるかと思っておりますので、その中でどういうふうにつくり上げ

ていくかということについては課題として受けとめをしながら、今後いろいろ研究をさせていた

だきたいと思っております。 

 まだ具体的にそういう体制を、室でもつくってやるというところまで、今は明言はできません

のでしっかりと受けとめて、今後の町全体的な組織改編、世の中がどんどん移り変わっていきま

すので、その辺の柔軟なやっぱり組織のあり方というのは御指摘、御意見にありますような対応

ということも当然必要になってくる場合もあるかと思いますので、それは十分受けとめてまいり

たいと思っております。 

○柏木 幸平議員   

 ぜひ、この共同参画を進める上でも、共同参画室というのは検討もまたしていただきたいと思

います。これまで、女性の参画について頑張ってこられた女性団体連絡協議会も会員の減少傾向

があり、運営が少しずつ厳しくなっているとのことです。 

 ２４年度は、「さつま町男女いきいき幸せプラン」の前期に当たる５年間の締めでもあります。

そして、町長は任期４年の締めの年でもあります。さつま町の男女共同参画社会のさらなる改革

の年となるよう期待しまして、私の質問を終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、１２番、柏木幸平議員の一般質問を終わります。 

 ここで、しばらく休憩します。再開はおおむね２時４５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午後２時３１分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後２時４４分 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次は、１番、森山大議員の発言を許します。 

〔森山  大議員登壇〕 

○森山  大議員   

 通告に従い質問をいたします。 

 高齢化社会に対する施策について４点ほど質問をいたしますが、最初にお断りをしておきます

が、高齢化の対策というのは全庁的な問題でありますが、特に私はその中の福祉と介護について

の、今回は質問をいたします。 

 １点目は、１月３０日の新聞に人口が３０年後、５０年後に相当急激に減ってくると、３割減

と書いてありました。人口激減の時代に入ってきているということで、また２月２９日の南日本

新聞に鹿児島県の高齢化率が２６.５％、さつま町は３４.９％で、４３市町村のうち１１番目と

いう高齢化率で、年少人口率は１１.９％で２９番目という推計人口の調査結果を書いてありま

した。 

 さつま町も１７年の合併時には、人口は２万５,６８８人で、現在ホームページで見るとさつ

ま町の毎月推計人口で平成２４年１月１日のさつま町の人口は２万３,７５８人、１,９３０人、

人口は減っていると。それからさらに人口減の内容ということで、ことしの広報さつまを見ると、

２月号では出生は１５人、死亡は３９人、３月号では出生は１４名、死亡は４０人というふうに、

非常に生まれる子供は少なく、亡くなる人が多いという状況でありますと、そういうのを踏まえ

て、本町における人口減少の現状はどのようなものなのかをお伺いいたします。 

 ２点目は、人口が減ってくるということは、いろんな問題、課題が出てくると思うが、町長が

とらえているその人口減における大きな課題、早急に取り組まないといけない課題というのはど

のようなものがあるのか、これについてお伺いいたします。 

 ３点目は、ひとり暮らしや高齢夫婦世帯人口が５,０００人を超えている。町民の５人に一人

が独居老人、高齢夫婦世帯です。そういう世帯が増えている中で、現在どのような視点で、また

具体的にどのような独居老人対策をされているのか、お伺いをいたします。 

 ４点目は、高齢化した地域を支える共生・協働のシステムづくりが必要と考えるが、その具体

策をお伺いいたします。１回目の質問を終わります。 

〔森山  大議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 森山大議員からの質問に対しまして、お答えをさせていただきます。 

 まず、高齢化社会に対する施策についての、１番目の人口減少の現状を伺うということでござ

います。本町における人口の関係でありますが、年齢別の人口割合につきましては、毎年１０月

１日で比較しておりますけれども、昨年の１０月１日では年少人口、いわゆるゼロ歳から１４歳

でありますが、２,８５０人。生産年齢人口、１５歳から６４歳が１万３,０７８人、高齢者の人

口が８,３６４人ということで、総人口は２万４,２９２人ということになっております。 

 平成１７年の国勢調査と比較してみますと、人口で、先ほどもございましたとおり１,９３０人、

約２,０００人の減少でございます。内訳としましては、年少人口が約４００人、生産年齢人口

が約１,０００人、高齢者人口が約６００人ということで、それぞれ減少をいたしております。 

 高齢者の減少以上に、この人口減少が大きいわけでありますが、高齢化率が増加していきまし
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て、平成２０年から３５％台を推移するようになっているところであります。高齢者の内訳とし

ましては前期高齢者が１,０００人減少していますが、後期高齢者は約４００人増加をいたして

おります。 

 地域別に見てみますと、宮之城地区では虎居区、山崎区、鶴田地区では神子区の減少が大きい

ところであります。薩摩地区では求名区、中津川区、永野区、すべての地区で減少が著しくなっ

ているところであります。 

 次に、このようなことから、人口減少における顕著な課題は何かということでございます。 

 人口が減少しまして、高齢化率が高くなっている本町におきましては、基幹産業である農業経

営、あるいはこの公民館組織の互助機能、消防団員の確保、商店街の購買力、医療、介護などの

社会保障、子育てなど、あらゆる分野で取り巻く環境が変化をし、これまで地域発展の基礎とな

った社会資本というのが同時に衰退をしていくことになります。 

 特に、この生産年齢人口の減少というのが地域経済に大きな影響を与えると感じてきておりま

して、税収を初めとして地方財政にも大きく影響していくことが予想されます。高齢者福祉の面

からとらえてみますと、過疎・高齢化が同時に進行する中、核家族化によります中で、高齢者の

ひとり暮らしや夫婦世帯に対する取り組みというのが、今後ますます重要になってくると考えて

おります。 

 また、介護保険料につきましても、１号被保険者が減少をしてきておりまして、一人当たりの

保険料も増大していくことにつながっております。また介護を必要とされる方は今後も増えてい

くと思われますので、支えていく町民への負担が増加していくことが予想されます。 

 このようなことで、今日よく言われておりますのは、これまでは胴上げの形の支えということ

でありましたけれども、やはりこの支える人が少なくなって、胴上げから肩車というふうに変わ

ってきておるということで、非常にこの支える側の分母が少ないということでございまして、今

申し上げましたとおり、いろんなところにしわ寄せが出ております。 

 今年度におきましては、平成２４年度から２６年度までの３年間の高齢者福祉計画、第５期介

護保険事業計画を策定中でありますが、認知症高齢者も増加してきておりまして、これに対する

予防の取り組みとか、あるいはこの高齢者虐待に対する対応とか、食の確保とか、災害時の支援

のあり方など、あらゆるニーズを検討をいたしているところでございます。今後も複雑多様化す

る社会に対応できるよう、協議を重ねてまいりたいと思っております。 

 それから、独居老人世帯が増えている中での対策でございます。本町を含めまして比較的小さ

いまちの福祉政策というのは、児童福祉の分野よりも高齢者福祉を中心に、これまで充実、展開

をされてきているところでございます。 

 本町の高齢人口約８,４００人のうち、独居の高齢者の方が約２,０００人という中で、国・県

の福祉施策に加えまして、本町の実情に合った独自の施策としまして、１点目に食の自立支援事

業についてでございます。先般も申し上げましたとおり、ひとり暮らしの高齢者等を対象に食事

を提供いたしておりますが、食生活の改善と健康の保持、安否確認、こういったことを目的に年

間、今まで６万食ということでありましたけども、５コースを６コースに変えて６万５,０００食

まで拡大をして、配達をいたしております。 

 ２点目に、この高齢者等の声かけ運動の一環としまして、町内で約３００人の在宅福祉アドバ

イザーを設置をいたしておりまして、民生委員あるいは健康づくり推進員の方々と共に福祉ネッ

トワークという形で活動をしていただいております。 

 それから３点目に、緊急通報体制整備の事業といたしまして、以前から実施しております緊急

通報システムに加えまして、平成２２年度からは公民会の無線放送施設に通報できる福祉無線機
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の設置補助金を新たに予算化をして進めているところでございます。 

 ４点目に、平成１８年の豪雨災害を教訓にいたしまして整備してまいりました、災害時におけ

る要援護者制度、この登録の推進につきましては県内でも先進的な取り組みとなっているところ

でございます。今後につきましては、これらの施策をさらに充実をさせていくとともに、時代の

要請を見極め、必要なものは積極的に制度化をしてまいります。 

 独居老人の方への気配りというのは、いろいろな事業を組み合わせることが必要でありまして、

平成２４年度は民間事業所、郵便局とかあるいは新聞配達とかガス等の検針とか、そういった方

との協力もお願いをして、見守りというんですか、声掛けというんですか、そういうことまで考

えていきたいと思っているところでございます。 

 次に、高齢化した地域を支える共生・協働のシステムづくりが必要と考えるが、その具体策を

伺うということでございます。地域における共生・協働の問題については、福祉の分野だけでは

なくて、本町にとって大きな全般的にわたる課題の一つであると思っております。 

 公の福祉を取り巻く環境というのは高度経済成長から安定成長に移行したことを理由に、財源

確保の面から今日の福祉水準を保てるか課題となっております。これからの福祉は、公の福祉と

町民自らが地域の中で参加し、つくり上げていく地域福祉との調和というのが求められていくも

のと考えております。 

 このようなことを背景に、昨年から公民会や公民館の中に福祉部というものを設置を呼びかけ

ております。現在８地区の公民館と３公民会で明確に位置づけをされておりますが、実際に何ら

かの活動がなされている公民会は多くあると思っております。実践されている住民参加型の福祉

は、サロン活動、これは９５組織までなっております。それから青壮年部による高齢世帯の電球

の取りかえとか、あるいは除草作業、こういったことを主体に地域内での共生・協働が少しずつ

展開をされているところであります。 

 また、これまでの民生委員とか在宅福祉アドバイザーの業務は、福祉対象者と行政との橋渡し

的性格を有しておりましたけれども、今後におきましては公民会の役員の位置づけをしていただ

きまして、あるいはこの公民会活動の一環として対象者の情報も地域内で共有することによって、

近くに住む人たちが基本的な福祉を実践をしていただき、地域社会での支え合い活動をさらに進

めて行けたらと思うところでございます。 

 ２４年度も引き続きこの福祉部の設置の呼びかけをいたしまして、先進的な事例については、

年度当初に行政推進員とか公民会の行政連絡員の研修会もございますので、その中で事例発表し

ていただきまして、全町的な推進が図られたらと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○森山  大議員   

 ただいま、町長から答弁をいただきました。数点、質問をいたします。 

 答弁の中の顕著な課題の中に、農業経営とか商店街とか、医療、介護などの社会保障など、あ

らゆる分野でいろんな課題があるということは理解をいたします。そういう中で、介護保険につ

いて質問をいたします。 

 介護保険も非常に厳しい経営を強いられているということで、まったくそのとおりだと思うん

ですが、給付が毎年毎年伸びてきているということで、介護給付についても抑えるというか、適

正な給付をしないといけないというふうに考えるのですが、その給付を適正化するための取り組

みというのはどのようなことをされているのか、お伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   
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 介護保険の関係につきましては、今回の介護保険に関わる保険料の問題等も御提案申し上げて

いるところでございます。認定者の動向によって非常に左右されるところでございまして、今後

もこの認定の方々というのは増えていくんじゃないかと思っております。 

 給付の適正化につきましては、県が適正化プログラムを作成をいたしまして平成２６年度まで

に、主要５事業の取り組みを進めることとしております。本町も取り組みを進めてきておるとこ

ろですが、一つ目にこの認定調査のチェック、あるいは調査員の研修によるばらつきの是正をす

るということがございます。 

 二つ目にこの介護給付費の通知ですが、年３回実施をいたしております。 

 また、三つ目に住宅改修等については、複雑な改修計画について現場チェックをこの事前に実

施をしておるところでございますので、不必要なこの給付の未然防止につながっているのではな

いかと考えております。 

 また、四つ目につきましては、国保連合会による医療情報等々の突合などを行いまして、給付

内容のチェックによって誤診申請、過誤申請ですね、これについては修正がなされているところ

でございます。 

 五つ目にプランチェックということについてでありますが、習熟をした経験者によりましてプ

ランチェックとケアマネージャーへの指導ということになりますが、実施に当たっては適切な人

材が求められることになります。結果としては、ケアプランの質の向上とか、ケアマネージャー

の資質の向上が健全な給付につながることが期待されますので、今後取り組みを進めてまいりた

いと考えております。 

 ただ、このプランチェックにつきましては介護の度合いに応じまして、認定者の自立支援を基

本として利用者、その家族と話し合いながら必要と認められるプランを給付額の範囲内でケアマ

ネージャーが作成をしておるところでございます。 

 特に在宅の場合は、介護者があれば家族による介護がどこまでできるのか、自立支援という基

本のもとにサービスをどこまで入れられるのかということになります。独居である場合は、近く

に家族がいない方はサービスに頼らざるを得ないところもありまして、近くに支援者があるかな

いかという問題もあります。高齢者の生活実態から独居、夫婦二人暮らしの世帯が増加している

ということに対しては、このような側面を内在しているところであります。 

○森山  大議員   

 ２点目に、我が町の介護保険の関係で介護保険の一人当たりの保険給付費用は幾らぐらいなの

か、そしてそれは県内でどのような位置にあるのか。そしてまた、県内で１番介護保険料の高い

のは幾らぐらいなのか。また逆に、一番介護保険料の低いのは幾らぐらいなのかということにつ

いて、お伺いをいたします。 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 鹿児島県内のさつま町の介護保険の給付額等の位置づけでございます。県内のこの状況につき

ましては、鹿児島県のほうで２１年度の関係について公表をされております。ちょっと若干年数

が古くなりますが、公表されている部分が２１年度でございますから、ここでちょっと御説明を

申し上げたいというふうに思いますが。 

 ２１年度のこの１号被保険者一人当たりの給付額で申し上げますと、さつま町２６万７,０００円

でございます。これは県内、高いほうから１６番目ということでございます。県の平均が２４万

９,０００円でございますから、県の平均より若干、７％ほど高いということになります。国の

平均で２１万９,０００円でございますから、国の平均の１.２倍ぐらいといったようなことにな

っております。 
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 この中で、一人当たり給付額の中でこの区分を申し上げますと、そのうち施設に係る部分とい

うのが若干高くなりますが、１１位ぐらい。それから、グループホーム等の地域密着分に係る分

が、若干違いますが、１９位ぐらいにちょっと落ちると。それから居宅サービスの在宅ですが、

これに係る部分が２７位ぐらいといったようなことで、施設のほうが若干高くなりますが、そう

いった位置づけになっているところでございます。 

 それと、介護保険料でいきますと、第４期で一番高いところで奄美市等、そういったところが

若干高いと、５,１００円といったようなことと、一番低いところで三島村あたりです。 

 以上でございます。 

○森山  大議員   

 ただいま答弁によりますと、一番介護保険料の高いところは大体５,１００円だということで

ございますけれど、一番低いところは、課長大体どれぐらいでございますか。２１年度の関係で。 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 現在の２３年度、第４期でいきますと、三島村が２,７５０円というところです。 

○森山  大議員   

 判りました。今、課長のほうから一番介護保険の高いところが大体５,１００円と、一番低い

ところで２,７５０円ぐらいと。こういったところを比べますと、非常に大きな差があるようで

す。 

 ということは、住んでいる地域によって介護保険料に負担があるというのは、なかなか町民に

とっては理解しにくいことだと思うんですが、そういう意味で同じ制度なのに住んでいるところ

で負担が違うということだから、理解されないからここを何か抜本的に、市町村単位での負担と

いうのではなくて、もっと大きな単位での負担ということにしないといけないのではないのかと

いう意味で、制度改革をしないといけないのではないのかと思うんですが、そういうのを町村会

等を通じて制度改革を要望する考えはないのか、町長にお伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 こういった制度改革の問題であります。確かにその町内に色んな介護サービスの施設が多くあ

るところ、ないところ、例えばさっき一番低いところはそういう施設がなくて、いわゆる在宅と

かが主体になっております。 

 そういう短期のデイサービスができるとか、その辺でだいぶ利用度合いによってこの保険料が

異なってまいりますので、例えばまた、この５期の中でも、やっぱり入所したいけれども定員に

枠があって入れないと、どうしても待機の方々を解消して入所させたいと、増床をするとなりま

すと、やはり一人当たり何十万円とかかりますし、それがまた年間となりますと相当な額になっ

て介護保険料にはね返ってくるということでありますから、その辺のところもしっかりと対応し

ていく必要があります。 

 とにかく介護保険そのものの制度が、今４０歳以上から介護保険料を払うようになっておりま

すけど、本当これがいつまで続くのか。 

 そしてまた、いわゆる負担の問題で、別に、サービスを受けたときに負担をする、１割とかあ

りますので、その辺の見直しをするとか、いろいろ考え方は出ておりますけど、もっとこの辺の

ことについては、やはり国のほうでしっかりとした将来展望を踏まえて財政的な問題も考えて、

やっぱり適正な方向に見直しをしていただきたいということは、全国市町村の、こういう高いと

ころにとっては大きな課題になっていますので、市長会なり、あるいは全国町村会なり、そうい

う機関の中でもっと議論をして、国に対する要望というのはやっぱりしていく必要はあるかと思

っておりますので、機会を見てそういうものは議題として取り上げてもらうようにお願いしてい
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きたいと思っております。 

○森山  大議員   

 しっかりと議論をしていただいて、しっかりと国のほうに訴えていただきたいという要請をい

たします。 

 次に、独居老人や高齢化対策ということで、いろいろと先ほど答弁をいただきました。けれど

も、ここでは食の自立支援とか声掛け運動とか、緊急通報など高齢者対策としてされているとい

う答弁でございました。理解はいたします。地域で支える地域福祉の取り組みをされていると。

その中で、福祉部の設置を高齢者対策としてこういうことをされているということも理解をしま

した。 

 また地域においては、民生委員とか在宅福祉アドバイザー等を活用した地域福祉をしたいとい

うことでもありましたが、現在これは８地区の公民館と３公民会でできているということですが、

福祉部の設置のためには、福祉部を設置してどのような活動をするのかということは、まだまだ

浸透していないのではないのか、理解されてないのではないのかと、私は気がいたしますので、

区で活動するためのマニュアルというか指針というのを、もっと具体的な活動方策というのを町

のほうで指導するべきではないかというふうに考えるんですが、町長の考えをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 確かに設置をすることが目的ではなくて、あくまでもどのように活動をしていただくかという

ことが大事でありますので、この辺については、この年度当初の４月の研修会時において、先進

的に取り組んでいただいております薩摩地域の、そういうところもありますので、そういうとこ

ろにお願いをして、活動事例として発表をしていただきたいと思っているところであります。 

 こういった福祉活動とともに、特定健診の関係もこういう人たちが中心になって、もう既に

６５％を達成をしていらっしゃるようですから、そういうことも含めて、やっぱりこのすばらし

い事例を全町的に広げていきたいと思っているところであります。そういうことで今、関係先の

ほうには指示をし、また地域の方々についてはお願いをしていきたいと思っているところであり

ます。 

○森山  大議員   

 次に、高齢者のふれあいサロンの活動を、町が支援をされているんですが、今活動しているふ

れあいサロンは何カ所ぐらいあるんですかちゅうことをお聞きしたいと思ったんですけれども、

先ほど町長が９５カ所ということでございました。 

 そこで、その町内にふれあいサロンが９５あるということですが、ふれあいサロンには、さき

の南日本新聞に、３月３日の県の合同研修集会で、効果がある反面、活動のマンネリ化や担い手

不足といった課題などが指摘されているという記事がございました。これについては、我が町で

はどうなのか、活動のマンネリ化をしていないのか、あるいは担い手不足はないのか、これに対

してどのような対策をとられているのか、お伺いをいたします。 

○福祉課長（二階堂清一君）   

 今、９５地区という形で運営がなされておりますが、中身的には非常にいろいろといいますか、

無理して計画を組まれているところじゃないかなというのもありますし、やっぱりマンネリ化し

ていって後継者が育たないということになれば、基本的には、やっぱりその地域の実情に合った

無理のない運営をしていただいて、長く続いていくということを私たちは一番思っております。 

 民生委員活動にしましても今、依然としまして、以前の場合はこの福祉対象者を行政のほうに

つなげるという役目だったんですが、介護保険ができましたからそういった事例が非常に少なく

なっておりまして、介護保険が入る関係で、それとは別に民生委員活動、アドバイザー活動とい
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うものは、個々の活動ではなくて公民会全体を面的にとらえた福祉活動ということに、少し展開

のやり方を変えていきたいというふうに考えております。 

 ですから、サロンにつきましてはアドバイザー、民生委員が主体になってやっていただくとい

うこともありますが、できるだけ無理しない範囲で長続きする活動をということを基本に考えて

おります。 

○森山  大議員   

 高齢化社会に対する施策の答弁をいろいろといただきましたが、高齢化は福祉や介護だけでな

く、最初にもありましたように農業、商業、医療、介護など、町全体にかかわる大きな喫緊の課

題であります。執行部におかれましては、全庁的な組織を挙げての取り組みを要請しまして、質

問を終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 説明の訂正があるそうです。 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 済みません。先ほど保険料のことで若干訂正をさせていただきたいと思います。 

 ４期の現在の中での一番高いところは奄美市でございますが、金額が５,１００円でございま

す。６,０００円と申し上げましたのは、今度の新しい第５期の中での情報の中でそういったと

ころがあるといったようなことでございました。失礼しました。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、１番、森山議員の質問を終わります。 

 次は、７番、平八重光輝議員の発言を許します。 

〔平八重光輝議員登壇〕 

○平八重光輝議員   

 ３点ほどお尋ねしますが、最初に柔道の中学校必修化についてお尋ねいたします。 

 平成２０年３月改定の中学校学習指導要領により、第１・第２学年の保健体育で武道が必修と

なり、２４年度から完全実施されます。剣道、柔道、相撲のどれを選択するかは学校の判断に任

されておりますが、設備が容易に準備できることや個人の用具が安価なことから、柔道を選択す

る学校が多いようであります。 

 中でも柔道については、事故等が非常に懸念されるところでありますが、さつま町でも４校中

３校が柔道を選択するということですので、次の点についてお尋ねいたします。 

 １番目に指導者の育成はどのようになされているか、２番目に外部指導者による指導は考えて

いないか、３番目に競技設備の安全は確保されているか、４番目に指導内容はどのようにされる

のか、以上４点についてお尋ねいたします。 

 次に、中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金についてお尋ねいたします。 

 中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金が導入され、耕作放棄地の減少や日

常の管理、農地周りの水路や農道等の補修や更新に、また共同作業による地域の一体感の醸成に

役立っている、その制度についてでありますが、これまでの成果をどのように評価されるか、も

う一つはこれまでの課題とこれからの取り組みについてお伺いいたします。 

 ３番目に、高齢者の見方についてでありますが、６５歳以上を高齢者とする日本の高齢化率は、

平成２２年に約２３％を越えております。さつま町は、現在約３５％となり、超高齢化の町とな

っております。超高齢化の町と言われると、高齢者ばかりの町に思われがちですが、逆に言いま

すと６５％はまだ高齢者以外の町でもあります。 

 政府はことしになって、６５歳を高齢者とする年齢の見方の見直しを検討との報道がありまし
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たが、我が町でも、町内限定でもよろしいですので、７０歳以上ぐらいを高齢者と呼び、高齢化

率を下げ、まだまだ元気で頑張っている町としてのイメージアップをすればどうかと思いますが、

町長のお考えを伺って１回目の質問を終わります。 

〔平八重光輝議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 平八重光輝議員からの御質問が出されましたので、それぞれお答えをさせていただきます。 

 中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金についてでございます。 

 まず、中山間地域等直接支払制度についてでございますけれども、御承知のとおり中山間地域

等直接支払制度につきましては、農地の耕作放棄地の増加などによりまして、多面的機能の低下

が特に懸念されている中山間地域等において、農業の生産活動の維持を図りつつ、多面的機能を

確保するという観点から、平成１２年度より導入された制度でございます。もう現在は、平成

２２年度から２６年度までの第３期の対策が実施されているところであります。 

 本年度におきましては１１２集落協定で、１,４２６.９ヘクタールの協定農用地の面積に取り

組みをいただいております。交付金額におきましても、１億４,２５４万８,０００円ということ

でございます。農用地の維持管理、水路、農道等の補修、共同機械購入、鳥獣害の防止対策、あ

るいはこの農用地の多面的機能の維持に努めていただいております。 

 さらには２２年度の実績においては、県内の協定締結面積の１９％を占めるなど県内トップの

取り組みとなっておりまして、農用地の維持、保全が図られているということでございます。 

 第３期の対策から、団地要件の見直し、あるいは耕作者が不在になった場合の集団的なサポー

ト体制の整備、いわゆるＣ要件というのが、制度改正がなされまして、１０割単価への取り組み

がしやすくなったということから、本町でも２期対策で５２％あった１０割単価への取り組みと

いうのが、３期対策では９４％まで拡大をしております。それだけ、この交付金が地域に交付を

されたということになるかと思っております。 

 しかしながら、課題としましては、近年、社会の過疎化とか、高齢化の進行と同時に集落協定

を構成する協定員の方々も過疎・高齢化が進みまして、加えてこの地域の担い手不足とか協定役

員の引き受け手がいないとか、あるいは事務をできる方がいないと、こういった課題も出ており

ます。したがいまして、この協定数とか協定農用地も減少をしてきているところでございます。 

 やはり、今後におきましても耕作放棄地の発生を防止をして、将来にわたって健全な農業生産

及び農村環境の維持保全のため、この中山間地域等直接支払制度を活用をしていきたいと思いま

すし、制度のさらなる周知徹底、集落協定への支援、担い手確保のための対策、集落営農の維持、

推進を図りながら耕作放棄地の対策協議会とか、あるいは農業委員会、関係機関との連携した取

り組みが必要でありますので、連携を深めてまいりたいと思っているところであります。 

 次に、農地・水保全管理支払交付金の関係についてであります。この制度のつきましては平成

１９年度に農地・水環境保全向上対策として始まりまして、今年度までの５年間、町内９地区が

活動に取り組んでもらっております。成果としましては、農地、農業用施設の点検とか、あるい

はそれぞれの施設の機能診断を実施をいたしまして、道路とか水路の草払い、あるいは清掃、破

損箇所の補修、あるいはまた景観形成のための花等の植栽によりまして農地の保全、環境整備、

耕作放棄地の解消へもつながっているというふうに考えております。 

 共同作業により、この地域の連帯感も強まったということも言えるかと思います。地域住民と

の交流活動、あるいは学校教育と連携した田植えとか稲刈り等の体験学習も開催されまして、い

わゆる子供たちへの食農教育、こういったことにもつながったんじゃないかと思っておりまして、
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地域の活性化が図れたと思っております。 

 課題としましては、申請事務とか報告事務の書類がこまめで容易にできないという部分がござ

います。役員の方々等についても負担が大きくなっていると聞いております。このことが、取り

組み地区の拡大が進まない一つの要因だというふうにも考えているところであります。 

 また、本年度から名称が農地・水保全管理支払交付金と変更になりまして、この９地区の共同

活動の取り組みのほかに、新たに老朽化している農業用施設の長寿命化を図るための活動である

向上活動支援交付金が始まりましたので、町内の１３地区で５年間の活動が始まったところであ

ります。 

 本年度で期間が満了するということになります共同活動支援交付金につきましては、さらに

５年間の延長が決まりましたので、非常に制度的にはいいものでありますので、取り組みの地域

がさらに拡大ができたらと思っておりますので、現在取り組みをされております９地区を含めて、

新たな説明をしてまいりたいと思っているところでございます。 

 それから、高齢者の見方の関係でございます。６５歳以上を高齢者とする年齢区分見直し検討

との報道がございます。我が町も町内限定として７０歳ぐらいに見直しをしてはという考えはど

うかというお伺いでございます。 

 御承知のとおり、政府におきましては６５歳以上一律に高齢者と位置づける現行の定義がござ

いますが、それを見直しに着手するということでございまして、５月をめどに高齢社会対策大綱

というのを定める考えであるようでございます。高齢者も可能な限り支える側に回る考えを打ち

出していきたいということでございまして、今までどちらかといいますと弱者と言われておりま

したのを、現役世代の負担増大にやっぱり歯止めをかけたいという意図があるようでございます。 

 やはり、この社会保障制度、先ほども出ましたとおり年金とか介護とか、現行の社会保障制度

では、もう既に６５歳から給付が始まるということでございまして、いろんな公的年金の控除に

しましても、あるいは税制の関係、雇用保険の加入要件とか、いろいろこの６５歳を基準にした

サービスが各方面にわたっておりますので、現状の社会の実態からしまして、まだまだ元気な方

も多いので支える側に回ってほしいという考え方があるようでございます。 

 ６５歳以上を高齢者としておりますのは、１９５０年代に国連が６５歳以上を統計で区分した

ことが影響しているということでございます。当時は、平均寿命というのが男性が６３.６０歳、

女性が６７.７５歳をということで、おおむね平均寿命を越えた方が高齢者という位置づけがな

されたようでありますが、現在は男性が７９.６４歳、女性が８６.３９歳ということで、いわゆ

る人生９０年時代が目前にせまっておりますので、こういったことを背景に、やはり意欲と能力

のある６５歳以上については、支える側に回ってもらう必要があるというようなことで、今検討

が始められるようなことでございます。 

 確かに、福祉部門おける独自の取り扱いとしましては、毎年９月に各地区で実施されておりま

す敬老祝賀会の開催補助の対象を７０歳以上としているところでございます。ところによっては

７５歳というところもあるようでありますが、このように対象年齢を引き上げて祝賀会もされて

おるようなところもございます。 

 団塊の世代が、これからまた２０１５年には高齢者と呼ばれる時代になってまいりますので、

ますますこの高齢化というのは進行するというふうに考えております。ただ、一方では元気で働

かれる方も多いわけでありますので、やはり高齢者の中にも元気な方は、そういう仲間入りに対

する抵抗もある方もいらっしゃると思っております。 

 現段階におきましては、この６５歳以上を基準に全国共通のものとして制度が確立をされてお

りますので、本町では先ほど言った地域での高齢者の敬老祝賀会とか、そういうものはあるよう
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でございますが、行政としてそういうところまで踏み込んで今の段階でやるかというふうになり

ますといろいろ支障が出てまいりますので、今後のやっぱり国の、５月に大綱策定をして具体的

な方向性というのが定まると思いますので、そういう状況を踏まえた上で、なんなりの取り組み

ができるかと思います。 

 独自の制度設計をするということになりますといろいろありますので、それについては、それ

に向けた研究を進めてまいりたいと思っているところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

〔教育長 東  修一君登壇〕 

○教育長（東  修一君）   

 武道の必修化についてでございますが、この新教育課程における保健体育科では、陸上、水泳、

球技、武道等八つの領域にわたりまして、年間１０５時間やることになっております。大体

１０時間程度がその武道に充てられるんではないかというふうに考えておりますが、先ほどござ

ましたように２４年度から町内の山崎中、鶴田中が男女とも柔道を、宮之城中が男子は柔道、女

子は剣道を、薩摩中は男女とも剣道を指導することになっております。 

 このため、２１年度、２２年度、２３年度を、これは全県的にそうでございますが、移行期間

としてその対策を取ってきたところでございます。 

 １番目の指導者の育成についてでございますが、まず町内の各学校における指導者は、いずれ

も旧課程の中で柔道を指導をしておりまして、その指導歴はあるところでございますし、さらに

この移行期の３年間に鹿児島県教育委員会が実施します中学校武道、ダンス、先ほどございます

ように非常に柔道は危険が伴うということで、指導者の研修会等がもたれておりまして、すべて

の指導者がその研修会に参加をしてきております。 

 また、国・県からも安全指導の要点等も来ておりまして、これらも参考にしながら来年度以降

も安全指導を含む専門的な研修への参加を進め、指導者の養成あるいは資質の向上を図っていき

たいというふうに考えております。 

 それから、２の外部指導者による指導につきましては、本年度は旧課程で選択させていなかっ

た関係で、宮之城中学校と薩摩中学校が剣道の授業においてでございますけれども、県の補助事

業を受けて剣道連盟の方に講師として御指導をいただきました。 

 授業では外部指導者に専門的な指導をしていただいたことで、生徒の興味・関心が高まります

とともに、安全管理や教員の指導力の向上につながっておりまして、この外部専門家の力を借り

ることも大事であると考えております。なお、両校ともこの外部指導者と連携した授業を町内外

の教育関係者にも公開をし、県教委あるいは鹿児島大学の先生からもそういう安全面も含めて御

指導いただいたところでございます。 

 剣道に限らずこの会には柔道等の指導者も出席しておりますので、来年度以降これらの取り組

みを柔道の授業にも生かすべく各学校が実情に応じて外部指導者もお願いし、来年度から学校応

援団も設立いたしますので、これらも生かしながら授業における安全管理、技能、態度等の向上

に努めていきたいと考えております。 

 それから、３番目の競技室の安全確保についてでございますが、これまで、先ほども触れまし

たけれども、いわゆる旧教育課程における体育の授業でも町内各中学校では武道におきまして、

この柔道を選択実施しております。安全を念頭に授業に支障のないような設備等も対応してきて

おりますとともに、授業においても安全に十分留意するよう指導してきております。 

 ちなみに、過去５年間の指導状況を見ましても、柔道の授業によりまして大きなけがをするな

どの事故報告は受けておりません。しかし、必修になったことにかんがみ、今後生徒の実態に応
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じて柔道畳の使用ばかりではなく、各中学校に配備しているクッション性のある器械体操用マッ

トなどを初任者には活用するなど、より指導の安全性を高めていくように指導してまいりたいと

考えております。 

 最後に指導内容につきましては、学習指導要領を踏まえ学校及び生徒の実態に応じて各中学校

が設定するようになっておりますが、指導の内容には三つの観点、一つは技能、二つ目は態度、

三つ目は知識、思考、判断等がございます。 

 柔道の技能面だけを指導するのではなく、相手を尊重し伝統的な行動の仕方を守ろうとするこ

と、あるいは分担した役割を果たそうとすることなどや、禁じ技を用いないなど健康、安全に気

を配ることができるようにするといった、態度面についても指導を行うことが大切であると考え

ております。 

 さらに、事故が起こることがないよう、技能の指導内容についても基本動作や基本となる技が

できるようになることを狙っておりまして、技の種類とか、そういうものにも制限があります。

以上のようなことから、授業前の健康観察等を行うとともに、授業では生徒の実態、いわゆる体

格差や運動能力に応じた基本的な技能面の指導や安全に気を配ることができるような態度面の指

導を充実し、事故のない安全な授業が実施できるように指導してまいりたいと考えております。 

〔教育長 東  修一君降壇〕 

○平八重光輝議員   

 質問に入ります前に訂正をお願いいたします。通告書には正しく書いておりましたが、ただい

まの質問のときに、中学校の学習指導要領の改訂を２３年と申し上げましたが２０年３月の間違

いでしたので、訂正方お願いいたします。 

 申し上げましたこの学習指導要領によって、武道が必修となったわけですが、御存じかと思い

ますけれども、２０年１月の中央教育審議会答申の中で、学習体験のないまま領域を選択するの

ではないかとの指摘により、武道については、その学習を通じて我が国固有の伝統と文化により

一層触れることができるように指導のあり方を改善するということで武道が入ったわけでありま

すが。 

 これまでの、さつま町においては全く事故等はなかったというお話でありますが、これまでの

事故等について全国的な集計をされたものがありまして、１９８３年から２０１０年度までの

２８年間において全国で１１４名の中学生、高校生が亡くなっております。その内、中高生とも

に１年生が半数以上を占め、計１４名が授業中死亡されているようであります。 

 また、同じ時期に重篤な後遺症が残るけが、これが２７５件発生しているという状況にありま

す。この数はどれぐらいかと申しますと、柔道による１０万人当たりの不幸にして亡くなった人

の数というのは２.３７６人、２番目がバスケットボールであります。これが０.３７１人という

ことで、２位の約６.４倍の確率で亡くなっている方がいらっしゃるということであります。 

 先般の毎日新聞の２月１２日の社説によりますと、武道必修化であるが柔道は延期すべきでは

ないかというような社説も出ております。その中に、今出ました２８年間で亡くなった方とか、

重篤な障害が残った方という数も出ておりますが。 

 その指導者のあり方といいますか、１３年度から公認指導者資格制度が、中学校、高校、学校

の先生方に入ってまいります。そういう中で、わずか数時間の研修を受けて、全く柔道の経験が

ない人に初段を与えるというようなところも、このためにかどうかは分かりませんがあるやに聞

いております。 

 社説の中に書いてあるのは、自動車免許を取ったばっかりの人が教習所で教官をしているよう

なものだと、そういう状況であるから、非常に危険を伴う競技でもありますから、もうちょっと
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検討してから導入すべきではないかというようなことが書いてあります。 

 ちなみに、日本の３倍近い競技人口のあるフランスでは近年重大事故は全く起きていないと。

なぜかと言いますと、ここは国家資格を持った人でないとその指導はできないと。たとえオリン

ピック選手であっても、優勝した選手でも、所定の研修を受けて合格した人でないと指導者には

なれないと。 

 中には３８０時間以上の研修が義務付けられているということで、日本の場合は、我が町だけ

ではないんですが、研修を一生懸命されているといえばいえるんですが、ほんの短い時間の中で、

実技も短いし、いろんな教え方等についても短い時間の中で指導され、それが４月から導入され

るということになっているようでありますが、この社説では、必修化を延期した上で部活動も含

めて国民が納得できる安全確保の仕組みができてからしてはどうかというふうに書いてあります。 

 こういう中で、非常に厳しい条件をクリアされた方、あるいは中学、高校、大学などで柔道を

されて、ある程度の段位も持たれて、指導者になれるような方であれば問題ないと思いますが、

私も、今現在の指導者育成については全く経験がないというのは非常に不安でありますが、その

点について教育長はどのようにお考えでしょうか。 

○教育長（東  修一君）   

 今、議員が御指摘のように、私どももこの４校の教員につきまして、柔道の指導者の段位を調

べてみましたが、３校の中の２校はちゃんと柔道の初段ということを持っておりますので、そう

いう経験があろうかと思いますけれども、１校につきまして柔道の段位は取っておりませんけれ

ども、先ほど申し上げましたように、自分自身も学生時代に柔道を専攻したり、そういう素養は

付けておりまして、この３年間にいろいろなところで研修を受け、また実際旧課程で柔道も指導

しておりますので、今のところ安全に気をつけながら指導していただければ、特に大きな問題は

ないのじゃないかなというふうに考えております。 

○平八重光輝議員   

 次に、安全対策についてでありますが先般、鹿児島県のある地でやはり同じような質問が出さ

れまして、その市の市長さんの答弁では、いろんな畳等についても一般のやつは固いからクッシ

ョン性の高い畳等を導入して危なくないようにするんだと、先ほど教育長からありました周りに

もクッション等を準備してけがのないようにするんだという答弁が載っておりましたが。 

 そのほかに、私は柔道を選択しておりませんでしたから、詳しくは申し上げられませんが、技

でも非常に大外刈りというのは危険だそうであります。段位を持った方の大外刈りは危険ではな

いけれども、全くの素人といいますか、初めてする人の大外刈りは非常に危険だそうです。 

 危険だそうですというのは、そのように私も教えてもらったんですが、段位を持った方は投げ

るときにちゃんと手を持っておくって押さえるからどたっと倒れることはないと、ところが初め

ての方はぽーんと倒して押すから後頭部を強打するんだと、だから非常に危ないというようなこ

とで、まちによっては、まちというか県といいますか、市によっては大外刈りは禁止というふう

になっているところもあるようであります。 

 この重篤な障害が出られた方の、１番は後頭部を強打して内出血でくも膜下血腫ができてとい

うのもあるんだそうでありますが、もう一つ激しいゆさぶりで、たたかなくても激しいゆさぶり

で、中の血管が切れて出血をして重篤な後遺症が残るというもの非常にあるんだそうです。事故

がないのが一番いいんでありますが、もし事故が発生した場合どうするかといいますか、そのと

きの対処も勉強ちゅうか、指導者にぜひ取り入れていただきたいと思うんですが。 

 心肺停止状態などになりましたときは、その心肺蘇生法やＡＥＤの使用法というのももちろん

訓練をされ、すぐ対処できるようにしていただきたいのでありますが、そのほかに子供の様子を
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見まして、こういうときは医療機関へ受診してくださいというのがちょっと書いてあります。 

 五つぐらいありますが、一つはうとうとした状態が続き、呼びかけなどにぼんやりとしか応じ

ない、吐き気やおう吐を繰り返す、体の動きがにぶくなっている、話す内容のつじつまが合わな

い、言葉がはっきりしない、けいれんを起こす、鼻や耳から液体、髄液等が出ているというよう

なことがありましたら、すぐ医療機関につれていくといいますか、受診をさせると、それでなん

ともなければ非常にいいことでありますから。ぜひ、この点も含めて、研修をされる内容に入れ

て、もし万が一何かありましたら即対応ができるような形にしていただきたいと思いますが、そ

の辺のお考えは教育長、どうでしょうか。 

○教育長（東  修一君）   

 御指摘のとおり、いろんな問題が出ましたときにということでございますが、かねて部活動等

でも、いろんな緊急な事態があったりもするもんですから、事故が起きた場合、あるいは起こさ

ないようにしなくちゃいけないんですが、起きた場合の対応につきましては、まずこの学校内の

教職員の事故に対する即応体制、これは部活動も含め、かねて指導をしております。 

 それから、それに含めまして議員御指摘のような学校内の医療機関等々の連絡体制、これは非

常に大事でございますので、改めて指導をしていきたいと考えております。 

○平八重光輝議員   

 ちょっと町長にお尋ねいたしますが、こういう安全性や設備につきましては教育委員会だけの

問題ではなくて、また重篤な事故等が起きましたときも、やはり町としても責任があるんですが、

その辺の設備的な面、予算的な面も含めてどのようにお考えかをお尋ねいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 中学校の課程において武道が取り入れられることになったわけでありまして、剣道等につきま

しては防具の関係で、やはり町のほうで準備しなければいかんだろうということで予算措置もい

たしたところでございます。 

 柔道の関係、私も高校時代、柔道部におりましたので、いろんな技があることは承知をしてお

ります。それで、初めてのことは、とにかく、よき指導者に基本はやっぱりしっかり習うと、や

っぱり受け身をしっかりするということが一番基本でありますので、そういうところの指導をし

っかりしてもらうということが大事かと思っております。 

 教育の場というのは何と言いましても安全安心が第一でありますので、私のほうも常に教育委

員会のほうにもその辺についてはお願いをし、その条件整備については、やはり必要な場合は町

のほうでもやっていきたいと思っております。柔道の必須化に伴います設備安全対策につきまし

ては、ただいまの教育長がお答えしましたように事故がないように、学校において万全を期して

いただくということに指導をお願いしたいということでございます。 

 そしてまた、学校に備えております設備、備品等でもし対応ができないということがあれば、

必要に応じてその都度やっぱり整備を検討して、安全対策を講じていきたいというふうに思って

おります。 

○平八重光輝議員   

 最後になりますけれども、ただいま町長は受け身を言われましたけれども、大阪市の講習会で

は３年間受け身だけでいいんだよと、受け身だけはしっかりと教えてくれというような通達もあ

ったやに報道されております。私の質問の趣旨も、重篤な事故がまず起きないように、万が一起

きたときは適切な対応をしていただくように要請をいたしまして、この件についてはもう質問を

終わります。 

 次に、中山間地域等直接支払制度、農地・水保全管理支払交付金についてでありますが、先ほ
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ど成果等については町長からありましたように、中山間地域等直接支払制度についてはほとんど

の対象地域の方が入っておられて、９４％とおっしゃったんですか、非常に有効ちゅうか、あり

がたい制度で、それぞれの地域の耕作地の管理やら景観の改善、農道や水路の補修など、それに

よる共同作業やボランティアでの一体感の醸成など、また高齢者の参加や子供や若者との交流な

どがあって非常にありがたい制度だと思っております。 

 農地・水保全管理支払交付金につきましては、本日１時半から説明があって私も行かなければ

いけなかったんですが、行けなかったんですけれども、当初は９地区が参加し昨年度から４地区

増えまして１３地区になっているということでありまして、これもぜひ対象地域が全部入ってい

ただくような形にしていただきたいということで質問をしとるわけであります。 

 これらによって、行政としましても人的なことや財政的な面で、非常に小さな工事とか壊れる

恐れがあるところを事前に補修をすれば、大きな災害にもならなくて修繕費もいらないわけです

から、非常にありがたいことなんですが、先ほど町長の答弁にもありましたように、まず申請が

面倒であります。 

 面倒でありますち、お金をもらうんだからそう簡単にはもらえないのは判っておりますが、非

常に提出書類が多くて、様式が面倒で、私の地域も、当初私が飛び入りでお願いしたもんだから

自分でつくらんにゃならんで、非常に職員の皆さんの助けをもらってようやくできたちゅうぐら

い面倒でありますから。 

 それともう一つは、ありましたように、実施した後の報告書が、ある程度パソコンをたたかれ

る人でないとつくれないというような内容でありまして、大分改善はされましたけれども、それ

でも非常に面倒くさいと言えば失礼になりますけれども、時間のかかる書類を出さなければなら

ないという状況にあります。 

 そういう中で、ぜひやってもらいたいことをお尋ねといいますか、ぜひやってもらいたいんで

すが、一つは役員の中に職員を参加させてほしいと、自発的に参加させてほしいというのが一つ

と、もう一つはこの申請時あるいは報告時の書類を、ぜひ職員に手伝わせてほしいと、一緒にや

ってほしいというふうに思うんですが、町長のお考えをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 中山間地域等直接支払制度にしろ、農地・水保全管理支払交付金にしましても、非常に制度的

にこの農村の活性化のためにはすばらしい制度であるというふうに考えております。先ほど農

地・水保全管理支払交付金については１３地区ですか、なっておりますけれども、今回のこの制

度改正に当たりましても、担当課に申し上げましたのは、とにかく全地区加入ができるように説

明だけはしっかりとやってくれということで、もう知らんかったということにならないようにし

てくれということで指示をいたしてございます。 

 そういうことで、本日もそういう機会を設けておりますが、とにかくせっかくこういった交付

金もあるし、いろんな活用、活動によっては農村の環境が整備をされるということもありますの

で、できるだけ意欲を持って取り組んでいただきたいと思うところで。ただ、先ほどからありま

すとおり、いろんな事務的な問題、これが非常に課題になっておるようです。 

 農地・水保全管理支払交付金の関係については、特にパソコンを活用せんにゃいかんというよ

うな面もあるようでございます。項目はだいぶ少なくなって緩和をされておるようですけれども、

それでもまだ非常に問題があるというようなこともあるようです。 

 したがいまして、ほとんどの地域に、地域活性化計画の策定もだったんですが、地域担当職員

を配置をしておりますので、とにかく地方公務員は地域とのかかわりというのは濃密に持ってい

ただきたいということは私の方針でありますので、役場の仕事も当然ありながら、そういう時間
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外とかあるいは、場合によってはそういう担当の直接の課もありますが、いろいろできる範囲で

そういう関わりをしていただきたいというふうに思っております。 

 いろいろパソコンの技術的なそういう扱いについては専門の職員もおりますので、そういう方

についてはいろいろとまたお聞きをしていただきまして、そしてまた地域担当職員等ができる範

囲があれば、いろいろとまた御協力をしていただければありがたいなと思っております。 

○平八重光輝議員   

 地域担当職員制度も非常に活発にといいますか、有効に利用、と言えば言い方が悪いんですけ

れども、されている地域もあります。自ら進んでそういうのに参加されている職員の方もたくさ

んいらっしゃいます。そういうところは非常にありがたいんですが、そういう制度といいますか、

職員の皆さんに頼めばいいんだよということを知らない、知らないというか説明がなかったのか

どうか、全く利用をされていない公民館、公民会もたくさんあります。 

 だから公民会長会とか公民館長会等で、ぜひそういうのを強くアピールしていただいて、ぜひ

使ってくださいというようなことをまた言っていただければ、地域の皆さんも、有効にち言えば

言い方がよくないですけれども、判らないことはどしどし聞かれると思います。知っていても遠

慮してされない方もいらっしゃるかもしれませんから、その辺は十分に使われていいんですよと

いうようなことを周知徹底していただきたいということを要請しておきます。 

 最後に、高齢者の見方についてでありますが、ちょっと質問の趣旨が伝わらなかったのかどう

か、町長も答弁に困られたんじゃないかと思いますけれども、実はここ近年、ほんの最近、非常

に日本全体が高齢化社会になり、我がまちも高齢化社会になりちゅう報道が激しくて、もう未来

は辛く苦しい、暗い世の中になるように感じるような報道もありますが、決してそういう社会に

私はならないと思っておりますが、４～５年前から、なぜ６５歳かというのをちょっと疑問に思

いまして、高齢化率がどんどん上がると。 

 ２０００年９月に取った資料が出てきましたので、ちょっと今回質問に使ったんですが、先ほ

ど６５歳の話を町長もちょっとされましたけれども。国立社会保障人口問題研究所というのが

２０００年、平成１２年に推計した資料の中に、高齢化社会とはどういうものですかというのが

載っておりまして、高齢化社会とは高齢化率が７％以上である社会のことであると。１９５６年

の国連の報告書において６５歳以上を高齢者と位置づけ、当時の欧米先進国の水準をもとにして

決めたんだと。 

 ７％以上が高齢化社会、１４％以上は高齢社会と呼ぶという中で、ならば日本はどういうこと

で６５歳になったかといいますと、１９５６年、昭和３１年、国連の報告書において当時の欧米

先進国の水準をもとにして、６５歳以上を高齢化ということは始まったんだけれども、国際的に

は。 

 我が国の国勢調査においては、昭和３５年までは６０歳以上を老年人口と呼んでいたと、御存

じの方もいらっしゃるかと思いますけれども。６５歳以上を老年人口としたのは昭和４０年から

というふうに書いてあります。 

 このように、高齢人口を見るときの年齢区分は固定的なものではなく、人口や社会経済状況に

よって変わってくるものと考えられるというのを前提にして、質問したわけでありますけれども。

ならば、当時の昭和３１年の国連が６５歳、日本が昭和３５年まで６０歳、この辺の平均寿命、

御存じかと思いますけれども、生まれたばかりの赤ちゃんが、これからあと何年生きるかという

平均寿命でありますけれども、３１年というのがないもんですから、仮に昭和３０年の国連が

６５歳と決めたときの平均寿命は、男性が６３.６歳、女性が６７.７５歳であります。 

 日本が６０歳と決めていたときの昭和３５年の平均寿命は、男性が６５.３２歳、女性が
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７０.１９歳であります。昭和４０年に６５歳以上を老年人口と決めたわけですが、そのときの

平均寿命が、男性が６７.２４歳、女性が７２.９２歳、６７歳になったらみんな死ぬというわけ

ではありませんけれども、平均寿命から行きますと６５歳を過ぎたら２.７４歳と、女性は

７.９２歳、単純にはいきませんけれどもこういう計算であります。 

 平成２２年はどれぐらいの平均寿命になっているのかといいますと、先ほど答弁にもありまし

たが、再度申し上げますと、男性が７９.６４歳、女性が８６.３９歳、女性は２１年度よりちょ

っと下がっております。医療、あるいは社会的な、経済的な、栄養的なもの等によって、非常に

平均寿命は長くなってきております。 

 そういう中で、６５歳にいつまでもこだわらにゃいかんのかなというような、私は個人的に疑

問を持って、ちょっと資料を取り出したんですが、この質問に出していいのかちょっと迷ったん

ですが、たまたまことしになりまして政府が、私の質問の趣旨とはちょっと違うかもしれません

けれども、６５歳について若干見直すようなのもありましたから、時期的にはちょうどいいかな

と思って、質問の説明不足で町長の答弁もちょっとしにくいところがあったかと思いますが。 

 私は何も法律的なものまで変えろと言っているわけじゃないんで、それは国で決まったことだ

から変えることはできませんが、ただ呼称として、さつま町は７０歳まではまだ高齢と言わない

んだよと、まだみんな元気の町なんだよという、ジェスチャーと言えばちょっと言い方がよくな

いですから、そういう心の持ちようとしてどうでしょうかという提案を、質問をしたところであ

ります。 

 たまたま先日、７１歳の方が馬術でオリンピック選手になられたというような、まだ元気な方

もいらっしゃいますので、ぜひ我が町は、呼ぶのは７０歳にしませんかということで、いろんな

法的な制度についてはもちろん、我が町だけというのはできませんから、６５歳でいかんにゃ当

面はいけないわけですから、ただ呼称を町長の大きな度量と日本で最初にやりましたよというよ

うなことも含めていかがでしょうかということで質問をしたわけでありまして、町長の答弁をお

聞きして、質問を終わります。 

○町長（日髙 政勝君）   

 確かに人生５０年代という時代から、もう９０年に近いところまで来ておりまして、本当にお

っしゃるとおり６５歳が高齢者だという気持ちは、私も高齢者を過ぎておりますので、確かにま

だまだ元気でございますのでそういう感じはしております。早くからそういう感じがして、ちょ

っと見直しをしたほうがいいんじゃないかなという気持ちはあります。 

 そして呼称として、さつま町はとにかく、まだ現役という形の、やっぱりアピールをする意味

合いでも、何らかのそういうすばらしい呼称ができればありがたいなと思っていますので、それ

はもうおっしゃるとおりの気持ちは持っております。そういうことで、今後いい名前がありまし

たらまたお願いを申し上げます。ありがとうございました。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、７番、平八重光輝議員の一般質問を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△延  会   

○議長（中尾 正男議員）   

 お諮りします。本日の会議はこの辺にとどめ、延会したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに決定しました。明日は、午前９時
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３０分から本会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれで延会します。 

延会時刻 午後４時１１分   
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平 成 ２４ 年 第 ２ 回 定 例 会 一 般 質 問 

平成２４年３月９日（第３日） 

順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

１ （10） 

岩元 涼一 

１ 川内原発の総合評価について 

 (1) 川内原発で実施されていた総合評価（ストレステスト）の概

要が昨年１２月に提出されたが、この結果をどのように評価し

ているか 

２ 再生可能エネルギーの活用推進について 

 (1) 本年７月からの再生可能エネルギー特措法は風力や太陽光な

ど、自然と共生した発電による電力供給を目指している。一般

家庭への太陽光発電システム設置助成は時機を得た施策と評価

するが、国が進める太陽光発電政策と連携してその推進策に取

り組む考えはないか 

２ （４） 

米丸 文武 

 

１ 有害鳥獣対策について 

 (1) 「さつま町鳥獣被害防止計画」の最終年度が終了しようとし

ているが、計画期間の取り組み実績と成果について伺う 

 (2) 平成２１年度から２３年度までを計画期間と定めた「さつま

町鳥獣被害防止計画」の計画期間が終了するが、２４年度から

の鳥獣被害防止対策及び事業計画を伺う 
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平成２４年第２回さつま町議会定例会会議録 

                            （第３日） 

○開会期日    平成２４年３月９日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（２０名） 

   １番  森 山   大 議員      ２番  東   哲 雄 議員 

   ３番  麥 田 博 稔 議員      ４番  米 丸 文 武 議員 

   ５番  川 口 憲 男 議員      ６番  新 改 秀 作 議員 

   ７番  平八重 光 輝 議員      ８番  平 田   昇 議員 

   ９番  舟 倉 武 則 議員     １０番  岩 元 涼 一 議員 

  １１番  内之倉 成 功 議員     １２番  柏 木 幸 平 議員 

  １３番  楠木園 洋 一 議員     １４番  内 田 芳 博 議員 

  １５番  桑 園 憲 一 議員     １６番  市 來   修 議員 

  １７番  新 改 幸 一 議員     １８番  木 下 敬 子 議員 

  １９番  木 下 賢 治 議員     ２０番  中 尾 正 男 議員 

 欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  王子野 建 男 君   議 事 係 長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 幹  松 山 明 浩 君   議 事 係 主 任  垣 内 浩 隆 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   教  育  長  東   修 一 君 

 副  町  長  和 気 純 治 君   教委総務課長  山 口 正 展 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   社会教育課長  岩 元 義 治 君 

 健康増進課長  村 山 茂 樹 君   建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

 介護保険課長  中 村 慎 一 君   耕地林業課長  山 口 良 一 君 

 環 境 課 長  貴 島 晃 人 君   農 政 課 長  平 田 孝 一 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君   水 道 課 長  脇黒丸   猛 君 

 財 政 課 長  下 市 真 義 君   会 計 課 長  日 高 昭 治 君 

 安全安心対策課長  松 尾 英 行 君   学校給食センター所長  栗 野 明 男 君 

 消 防 長  高 木 卓 朗 君   企業誘致対策室長  湯 下 吉 郎 君 

 税 務 課 長  萩 原 康 正 君   文 化 課 長  北 原 美 義 君 
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○本日の会議に付した事件 

 第 １ 一般質問 

 第 ２ 議案第 ３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について 

 第 ３ 議案第 ４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について 

 第 ４ 議案第 ５号 さつま町職員定数条例の一部改正について 

 第 ５ 議案第 ６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

 第 ６ 議案第 ７号 さつま町公民館条例の一部改正について 

 第 ７ 議案第 ８号 さつま町介護保険条例の一部改正について 

 第 ８ 議案第 ９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について 

 第 ９ 議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について 

 第１０ 議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正について 

 第１１ 議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正について 

 第１２ 議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正につ

いて 

 第１３ 議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算 

 第１４ 議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算 

 第１５ 議案第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算 

 第１６ 議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算 

 第１７ 議案第１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算 

 第１８ 議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算 

 第１９ 議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会計予算 

 第２０ 議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算 

 第２１ 議案第２３号 土地改良事業の計画変更について 
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議 案 付 託 表 

委員会 議案番号 件             名 

総  務 

（第２委 

 員会室）  

３ 

４ 

５ 

６ 

１３ 

 

１４ 

さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について 

さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について 

さつま町職員定数条例の一部改正について 

さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正に

ついて 

平成２４年度さつま町一般会計予算（関係分） 

 第１条 歳入歳出予算 

  歳 入 

    １款 町税 

    ２款 地方譲与税 

    ３款 利子割交付金 

    ４款 配当割交付金 

    ５款 株式等譲渡所得割交付金 

    ６款 地方消費税交付金 

    ７款 ゴルフ場利用税交付金 

    ８款 自動車取得税交付金 

    ９款 地方特例交付金 

   １０款 地方交付税 

   １１款 交通安全対策特別交付金 

   １３款 使用料及び手数料（関係分） 

   １４款 国庫支出金（関係分） 

   １５款 県支出金（関係分） 

   １６款 財産収入（関係分） 

   １７款 寄附金 

   １８款 繰入金（関係分） 

   １９款 繰越金 

   ２０款 諸収入（関係分） 

   ２１款 町債 

  歳 出 

    １款 議会費 

    ２款 総務費（関係分） 

    ３款 民生費（関係分） 

    ７款 商工費（関係分） 

    ８款 土木費（関係分） 

    ９款 消防費 

   １２款 公債費 

   １４款 予備費 

   人件費全部 

 第２条 債務負担行為（関係分） 

 第３条 地方債 

 第４条 一時借入金 

 第５条 歳出予算の流用 
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委員会 議案番号 件             名 

文教厚生 

（第１委 

 員会室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

８ 

１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

さつま町公民館条例の一部改正について 

さつま町介護保険条例の一部改正について 

平成２４年度さつま町一般会計予算（関係分） 

 第１条 歳入歳出予算 

  歳 入 

   １２款 分担金及び負担金（関係分） 

   １３款 使用料及び手数料（関係分） 

   １４款 国庫支出金（関係分） 

   １５款 県支出金（関係分） 

   １６款 財産収入（関係分） 

   １８款 繰入金（関係分） 

   ２０款 諸収入（関係分） 

  歳 出 

    ３款 民生費（関係分） 

    ４款 衛生費 

   １０款 教育費 

平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算 

平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算 

平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算 

平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算 

平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算 

建設経済 

（議 場） 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０ 

２１ 

２３ 

さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について 

さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について 

さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正について

さつま町営住宅等条例の一部改正について 

平成２４年度さつま町一般会計予算（関係分） 

 第１条 歳入歳出予算 

  歳 入 

   １２款 分担金及び負担金（関係分） 

   １３款 使用料及び手数料（関係分） 

   １４款 国庫支出金（関係分） 

   １５款 県支出金（関係分） 

   １６款 財産収入（関係分） 

   ２０款 諸収入（関係分） 

  歳 出   

２款 総務費（関係分） 

    ６款 農林水産業費 

    ７款 商工費（関係分） 

    ８款 土木費（関係分） 

   １１款 災害復旧費 

 第２条 債務負担行為（関係分） 

平成２４年度さつま町水道事業会計予算 

平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算 

土地改良事業の計画変更について 

【参 考】 

 陳 情 
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○「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める意見書に関する陳情書 

 （建設経済常任委員会に付託） 

○国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める陳情書 

 （総務常任委員会に付託） 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（中尾 正男議員）   

 おはようございます。ただいまから、平成２４年第２回さつま町議会定例会第３日の会議を開

きます。 

 本日の日程は、お手元に配付してあります議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「一般質問」 

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第１「一般質問」を第２日の会議に引き続き行います。 

 １０番、岩元涼一議員の発言を許します。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 

○岩元 涼一議員   

 通告いたしておりました２点について質問いたします。 

 初めに、川内原子力発電所で実施されていました総合評価についてであります。川内原子力発

電所では、１号機が昨年５月１０日から、２号機も同じく９月１日から、いずれも定期検査のた

め停止状態になったところでありますが、国が新たに原発の安全性を総合的に評価するストレス

テストの実施を指示したことから、定期検査後も引き続き、発電用原子炉施設の総合評価が行わ

れてきたところであります。 

 その総合評価、いわゆるストレステストを参考に、定期検査中で起動準備の整った発電所の再

稼働の可否を判断するとされている１次評価結果の概要が、昨年１２月提出されたところであり

ます。 

 その評価結果についての概要を見る限り、万全の対策が取られており、想定される事象は当然

ながら、想定を上回る事象が発生した場合においても、これまでに整備した防護措置が燃料の重

大な損傷及び放射性物質の大規模な放出を防止する措置として、多重防護の観点から、有効に整

備されていることが確認されているとされています。 

 これだけの対策が整備されていることから、１次評価の結果は、川内原子力発電所の再起動に

向けて大きく前進する根拠となるのではないかと思われます。伊藤知事は、この１次評価の結果

を、住民に説明し、十分納得していただいた上で、再起動を認めるかどうか判断することになる

とされているようですが、残念ながら、本町はその対象となっていない状況にあります。 

 しかしながら、福島原発のような事故が発生した場合、本町も当然、避難を余儀なくされる事

態が想定されることから、今後の動向を注視していかなければなりません。今回のストレステス

トの評価結果に対する町長の見解をお伺いします。 

 次に、再生可能エネルギーの活用推進についてであります。 

 昨年８月に成立した再生エネルギー特別措置法は、原則として、家庭や企業が、太陽光や風力

といった自然エネルギーを活用して発電した電力の全量を、長期間、発電側に有利な価格で買い

取るよう義務づける制度であり、これまでの原子力や化石燃料に依存した発電から、環境への負

荷が少ない発電へ移行させていくものであります。 

 そのような観点から、今回、新規事業として提案されている太陽光発電システム設置について

の助成措置は、時機を得た施策であると評価するところであります。一般家庭における太陽光発

電の発電量は、決して大きいものとはいえませんが、自然エネルギーを活用した発電に対する

人々の意識を高め、そのすそ野を広げていくことに大きな意義があると考えます。 

 これまでも、風力や太陽光などの自然エネルギーを活用した発電は、全国で展開されています



- 96 - 

が、太陽光発電プラントなどを建設するには、土地の確保や送電線の容量、関係法規の規定など、

さまざまな条件をクリアしなければならず、これまで適地とされる地域が限定されていたのでは

ないかと思われます。 

 再生エネルギー特措法の施行は、発電した電力を全量、固定価格で買い取ることを電力会社に

義務づけたことと、関係法令を規制緩和する方向にあることから、発電事業を新たなビジネスチ

ャンスととらえた事業者の新規参入を促すことが予測され、実際、メガソーラーといわれる発電

施設を、全国各地に建設する動きが出てきているところであります。 

 国においても、今後、風力や水力あるいは太陽光や地熱といった自然の力を活用したエネル

ギー政策にシフトしていくことが予想されます。 

 本町でも、公共施設を利用した発電パネルの設置や、太陽光発電施設を建設できる条件に該当

するような地域を調査するなどの推進策を検討してはどうかと感じているところであります。こ

のことについて、町長の考えをお伺いいたします。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 岩元涼一議員から出されました２項目につきまして、お答えをさしていただきます。 

 まず、川内原発の総合評価についてでございますが、福島第一原子力発電所の事故を受けまし

て、原子力安全・保安院におきましては、全ての原子力発電所について、緊急安全対策の実施を

昨年の３月に、シビアアクシデントへの対応に関する措置の実施を６月に求めまして、それぞれ

対策が行われているところでございます。 

 その後、７月２２日には、原子力発電所のさらなる安全性の向上と、国民・住民の方々の安

心・信頼確保のため、設計時の想定を超える地震や津波などが発生した場合、原子炉や使用済燃

料ピットにある燃料が、損傷せずにどこまで耐えられるかを評価する、いわゆるこのストレステ

ストの実施を指示をされまして、九州電力においては、昨年の１２月１４日にストレステストの

１次評価結果を原子力安全・保安院に提出をされたところであります。 

 評価結果につきましては、地震に対しては、従来、川内原発で起こると想定されます最も大き

な地震の揺れを５４０ガルに設定しておりましたけれども、緊急安全対策により、１号機におい

ては１.８６倍の１,００４ガル、２号機は１.８９倍の１,０２０ガルまでは冷却を続けられるよ

うになったということであります。 

 また、津波に対しましては、川内原発では、長崎半島の南側にある長崎海脚断層でマグニチ

ュード８.１の地震が起こったときの津波を最大３.７メートルと想定をしておりましたけれども、

緊急安全対策後においては、原子炉で１５メートル、使用済燃料ピットでは２７メートルまでの

津波に対応できるという評価が出ております。 

 そのほか、全交流電源の喪失時とか、あるいは最終ヒートシンク喪失時の対応についても安全

性の向上が図られたという評価でございます。このような評価結果に対しまして現在、原子力安

全・保安院で審査が行われているところであります。評価が妥当と判断をされれば、原子力安全

委員会の確認、地元自治体の同意を得て、総理大臣も含めたこの４大臣によります再稼働の判断

が行われるという段取りになっております。 

 しかしながら、原子力安全委員会の班目委員長におきましては、最終的な再稼働の是非は、政

治判断によるとしながらも、炉心損傷後に放射性物質を閉じ込めることができるかどうかを含め

た総合的な評価である２次評価まで終わらなければ原発の安全性を十分に確認できないとの認識

を示されております。 
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 このようなことから、国において、再稼働の条件とか、あるいは安全基準が示されていない現

状におきましては、ストレステストの１次評価結果により安全が確保されたと、こういった判断

については難しいと考えております。 

 ところで、九州電力におきましては、原子力発電所の再稼働が見通せない状況の中、停止中の

火力発電所も稼働をさせて、電力の安定供給に努めておられますが、古い発電所もありまして比

較的需要の落ちる春先から、各発電所の補修点検を行い、夏場に備えることになっているようで

ありますが、原子力発電所が停止したままでは、この綱渡りの状況にあるという説明を、先般受

けたところでございます。 

 九州電力管内では、夏場のほうが冬場よりも電力需要のピークを迎えるということであります

ので、特に大手の製造業者等におきましては、今後、夏場の電力不足を懸念をされているところ

も多いと伺っております。このようなことから、早急に、国の責任において福島原発事故の原因

究明を行って、それらの知見を反映した原子力発電所の安全対策を講じていただきたいと思って

おります。 

 なお、再稼働に当たりましては、立地自治体のみならず、本町を含む周辺自治体の住民の皆様

への説明を行っていただくよう、機会あるごとに関係機関に働きかけを行っているところであり

ます。 

 次に、国が進める太陽光発電政策と連携した推進策についての御質問であります。 

 質問にありますように、平成２４年７月１日から、再生可能エネルギー特措法が施行されると

いうことでございます。再生可能エネルギーの固定価格の買い取り制度というのが始まるわけで

あります。この制度は、太陽光の余剰電力に限定している現行の制度を、他の風力、中小規模の

水力、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギーにも拡大をいたしまして、再生可能エネル

ギーの電気を、電力会社が高く買い取るということによりまして普及を目指そうとするものでご

ざいます。 

 本町におきましても、地球温暖化防止、あるいはこのエネルギー自給率の向上を図ることを目

的に、平成２４年度より、住宅用の太陽光発電システム設置者に対して、１キロ当たり３万

５,０００円、上限１０万５,０００円を補助する制度について、新たに当初予算に計上をいたし

たところでございます。 

 再生可能エネルギー特措法におきましては、風力や太陽光などの再生可能エネルギーをビジネ

スとする事業者の新規参入の促進を図ることも目的の一つとしておりますが、既に県内でも、

２市において７月開業に向けた取り組みが進められているところでございます。 

 また一方、再生可能エネルギー電気の発電のために活用することができる資源、特に遊休農地

などが農山漁村に豊富に存在することから、農林水産省におきましても、「農山漁村における再

生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律案」が、本年２月１７日に閣議決定をされたと

ころでありまして、本国会中にも成立する見込みとなっているようでございます。 

 この農山漁村における再生可能エネルギー法におきましては、国が策定する基本方針に基づき

市町村が基本計画を策定することができることとなっております。事業者が作成する設備整備計

画が、市町村の基本計画に適合していると認められる場合においては、所有権移転や農地転用な

どが簡素化できるという制度でございます。 

 本町でも３００ヘクタールを越える遊休農地が存在しているところでございまして、その活用

とか解消が大きな課題となっていることもございます。法案の成立、あるいは国の基本方針策定

の動向等を見きわめながら、並行して、この関係課等による検討を進めていこうと考えていると

ころであります。 
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 遊休農地については、山間部を中心に、まとまってはおりませんので、点在しているというこ

とと、それから迫田であればなかなか日照時間が取れないと、こういった問題もありますので、

区域設定など十分な検討協議が必要ではないかと思っております。 

 また、農業委員会においては、本年３月末をめどに、遊休農地の地図化が進められております

ので、国の基本方針策定並びに町の基本計画策定までの間における事業者からの問い合わせ等に

ついては、遊休農地等の情報提供に努めていきたいと思っているところであります。 

 なお、本町が有する豊かな水資源の活用や、地域の特性を生かすことを目的に、再生可能エネ

ルギーの中の小水力発電について、用水路等もあちこちあるようでございますから、活用の可能

性とか、いろいろとこの調査・研究を進めていくことも必要ではないかと考えておるところでご

ざいます。以上でございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○岩元 涼一議員   

 ただいまの答弁で、このストレステストの評価についての見解をというところでございますが、

町長のほうから、新たに対策が打たれて、いろいろと数字が改善されて、改善といいますか、高

められているという答弁があったわけですけれども、１月２０日ですか、安全安心対策課のほう

からいただいた資料によりますと、今、町長が答弁されたことが書いてあるわけですけれども、

これを見てみますと、外部からの支援がない条件で、燃料の冷却手段が確保できなくなるまでの

時間というものが示されているわけでございますが、この緊急安全対策を行う前とあとでは、数

字に物すごい、飛躍的に改善されていると、私はそのように受け取ったところでございます。 

 これは、福島原発を教訓にということで、対策が講じられたことからだと思いますが、それに

よりますと、町長も申されましたけれども、全交流電源喪失時の評価結果の項目というところで

は、高圧発電車を配備したことにより、これまでの５時間で電源枯渇するとされていたものが、

１０４日まで対応できるというふうになっております。 

 また、最終ヒートシンク喪失時の評価結果の項目では、高圧発電車の配備と仮設ポンプによる

水源確保が可能となり、これまでの１.８日から９３９日まで対応が可能と、これはもう、すば

らしい対応策が講じられたと考えるわけですけれども、逆に、これまでの対策前の状態が、いか

に脆弱だったかというような感じに、私は受け取ったわけでございますが。 

 知事がこの評価結果を住民の方に説明して、その理解を得られるというような形で、再起動に

向けて考えているような話をされているわけですが、本町は、その説明の範囲内に当然ないわけ

ですけれども、県のほうに、本町にもこういう説明会を開催する気はないかと申し入れるような

ことは考えておられないかをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今まで、この原発の８キロ、１０キロ圏内のこの防災拠点地域についてはですね、立地市町村

を中心に、この説明会というのはあったようでございますので、やはり、私どもも、今回は、そ

の距離というのがＵＰＺという形で３０キロのところまで拡大をされるような国の考え方もある

ようでありますので、それでなくとも、やはり周辺市町の立場としまして、町民の安心感をいた

だくためには、やはり、この３０キロであったにしましても住民の説明会はぜひしていただきた

いということは、再々関係のところには申し出ているところでございます。 

 これからもまた、そういう声は強く申し出ながら、ぜひとも地域の皆さん方のそういう安全を

期すためのそういう理解を求めることは必要じゃないかと思っているところでございます。 

○岩元 涼一議員   

 知事は、その２０キロ圏外については、説明する必要はないということではないと思いますが、



- 99 - 

その範囲内にあるところだけをやっていくというような考えを示されているように受け取ってい

るんですが、町長はどのように感じていらっしゃいますか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 まだその辺がはっきりといたしておりませんので、私どもの気持ちとしては、やっぱり町民の

皆さん方が非常に深い関心を持っている中では、どうしてもやっぱりこの我が地域においても説

明会の機会をつくってほしいと、そういう気持ちでお願いをいたしているところでございます。 

○岩元 涼一議員   

 県の原子力災害対策の暫定計画というものを、この資料の中に一緒に添付してございましたけ

れども、そこはもう当然２０キロ圏内ということになっているわけですが、この暫定計画の中に

も、あくまでも、今は２０キロだけれども、国の見直しによっては３０キロに広げますと受け取

れるような書き方をしてあるわけです。 

 国のほうも福島原発を教訓に、３０キロまで広げるのではないかなというような見通しという

ような感じの新聞報道等もあったわけですけれども、そこは国が決めることとですから、２０キ

ロと３０キロのところは、ただ地図にコンパスで線を引いただけの違いでありますので、そこに

壁とか何とかそういうものはありませんから、やはり心配される町民の方がいらっしゃる以上、

そういう要請があれば、町単独ででも、この説明会を開催するべきではないかなと思うんですが、

そこについてはどのようにお考えですか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 国のほうが、今回の福島原発の状況から判断をして、どうしてもこの１０キロの圏内だけでは

いかんだろうということで、今、考え方を示されておるのが３０キロまでということで、これは、

緊急防護措置区域、いわゆるＵＰＺという新たな区域になっているわけでありますので、そうい

う地域で確定をするということになろうかと思うんですけれども、それになれば、やっぱり県と

されても、国の方針に従ってやっぱりやっていただくと、知事もそういう方向でお話をされてお

りますので、恐らくそういうことになると思います。 

 まだ具体的に、私どものところまで、そういう説明会とかですね、いまだないもんですから、

できたら、そういう正式なあれがありましたら、当然としてまた、地域防災計画の見直しとか、

そういうところまで考える必要がありますので、やはりこの周辺の市町村、一緒になって安全を

期するような手だてを講じていく必要があろうかと思っております。 

○岩元 涼一議員   

 先ほども申しましたように、その地図の上で区切られるというような形がございますので、実

際、福島原発においては、風の流れとか、そういうので明らかに被害を受けた地域は拡大してい

るわけですから、そういうところは３０キロ圏にある自治体としては、やはり、国に大きく働き

かけていかなければなりませんし、県においても、国が示したからそれに従うだけではなくて、

やはり、隣接自治体まで、その説明をといいますか、それを拡大しているように求めていくとい

うのは、これは続けていかなければならないのではないかなと思うわけです。 

 こういうストレステストが実施された結果については、資料をいただいたわけですけれども、

一般の町民の皆さんは、こういうのは全然見ておられないと思いますので、こういうふうに改善

されていますというような説明は、当然していかなければ住民の理解は得られないのではないの

かなと思うところであります。 

 以前、私が質問したときに、鹿児島市が提案した首長クラスで、そういう３０キロ圏といいま

すか、そういうところで協議会を立ち上げて、いろんな意見具申を国にしていくというような、

協議会を発足させるような動きがあったということでございましたが、これについては、現在ど
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のようになっておりますか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 薩摩川内市を中心に、鹿児島県とか当然入っておりますが、周辺のまちも入って、一つのこの

勉強会というんですかね、事務的なレベルでの、そういう組織ができておりましたけれども、数

回、会合も行われておったようではありますが、今はもう、それが具体的に会合もなされてない

というようなことのようでございまして、国が、先ほども申し上げましたとおり、範囲を拡大す

るとか、いろいろ動きがあってから、その辺の状況をしっかりと見きわめた上で、また新たな動

きというのは始まるのかなと思っているところであります。 

○岩元 涼一議員   

 私が考えますには、今、国がそういう動きをしているのであれば、逆にその３０キロに位置す

る、こういう協議会というか、そういうものをつくって、やはり強くこう国に求めていくような

動きを、やっぱりされなければならないのではないかなと考えますが、それは町長が一人でもで

きませんでしょうし、いろんな政治判断がそれこそあるかと思いますので、今後もそういう要望

活動というのは、継続していただきたいと思います。 

 先にも申し上げましたけれども、もしものときというのは、本町もその危険にさらされる状態

には、全然変わりはございませんので、原発というのが二重三重に安全装置が施されていて、こ

の原子力の安全神話というものがあったわけですけれども、福島の事故によって完全に崩れ去っ

たところであります。 

 今回のこのストレステストの評価結果というものは、想定を超える基準に対しても、緊急安全

対策が確実に機能するとなっているところであります。 

 想定以上の事象にも対応できるとすれば、その想定の基準というもの事態が必要ないのではな

いかなという気がするわけですけれども、しかし、それは、今回の、先ほど町長も申されました

けれども、いろんな断層とか、そういうものを、あらゆる数値を基準にして検証された結果であ

りましょうから、これがどのようにつながっていくかは判りませんけれども、今後もこの原子力

発電所の再稼働に向けては、やはりその動向を注視していく必要があるのではないかなと思うと

ころであります。 

 それと、これまで以上に九州電力に対しては、安全な対策、それと点検、それと情報開示です

ね、これをやはりずっと継続して求めていく必要があるのではないかなと考えるところでありま

す。 

 次に、自然エネルギーの推進策についてであります。今回、新しく提案されております太陽光

発電の新規事業の助成策ですけれども、総括質疑や委員会質疑がございますので、詳しくは伺い

ませんけれども、この制度を導入されるに当たって、何かこう参考にされた他の事例等があれば

お知らせいただきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 原子力の問題がありまして、新たなこの再生エネルギーの問題というのが出てまいりましたし、

やはりこの自然エネルギーの活用とかいろいろありますので、そういった新たなこのエネルギー

の利用というのは、これから非常に求められる時代になっていくのではないかと思っており、し

たがいまして、本町には水力の、大きな１２万キロワットという出力のある鶴田ダム、あるいは

この第２ダム、そういう場所もありますし、そういった自然エネルギーのフル活用、そしてまた、

風力は今のところ本町にはないわけで、一時、紫尾山に設置の動きがありましたけれども、景観

上の問題とかあって実現はしておりませんが、あと先ほど申し上げましたような、新たに取り組

むこととしましたのが、太陽光の利用ということでございます。 
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 県内にもまだ、こういう取り組みをしている団体というのが１０箇所ぐらいでしょうかね、今

こういった補助金の制度を設けているところ、あるいはこれからまた、したいというところがそ

れぐらいありますけれども、そういうことも考えながらですね、やはりこれからは、そういった

新エネルギーを活用して、自分たちの家庭はそれで賄っていけるようなですね、そういう方向が

出れば、いわゆる電力全体の、いろんな利用量の問題とか、あるいは開発の問題とか、拡大がで

きるのかなと思っております。 

 補助制度も、１キロワット当たり２万５,０００円から４万円とか、その間の３万５,０００円

とか、あるいは３万円とか、いろいろあるようですけれども、本町におきましても、初めての取

り組みでありますが、１キロワット当たり３万５,０００円、上限を１０万５,０００円というこ

とで今回、予算計上をいたしたところであります。 

 あとは、先ほど申し上げましたとおり、水の利用ということを考えますと、いろいろこの水利

権の問題とかありますけれども、そういう落差がなくても今、新たなこの水力活用というのがあ

るようでありますから、そのようなところも研究する必要があるのかなと思っておるところでご

ざいまして、関係課のほうには、その辺の取り組みについての指示もいたしているところでござ

います。 

○岩元 涼一議員   

 この太陽光発電には、どれぐらいの建設コストがかかるのかとか、あと売電価格ですね、今度

の５月にそれが出されると、価格が決定するというような形になっているようですけれども、や

はりこの自然エネルギーを活用した発電というのは、新たな分野で、やはり全国の自治体が相当、

こう前向きに取り組んでいるような事例があるようでございます。 

 町長も、そういうふうに進めたいというような意向を示されているようですけれども、県内に

おきましても、この自然エネルギーの部門といいますか、そこに着目して、新しい部門を設けて

推進される自治体もありますし、それから実際、民間の事業者と連携して、太陽光発電を、こと

しの７月でしたか、８月でしたか、もう実際、稼働させたいというような動きをされている自治

体もあるようでございます。 

 昨日の答弁の中にも、今後の本町に人員削減計画など視野に入れた上で、この組織改編も視野

に入れているというような答弁もございましたけれども、この再生可能エネルギーを推進してい

くための新たな部門といいますか、それぞれの所管課が担当するのでなく、これを一括して担当

していくような部門といいますか、そういうものを設置する考えはないかお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 新たな方向への取り組みということで、組織をつくるということも一つのあれでしょうけれど

も、今の段階で、あえて専門部署を設置するというところまではいきませんけれども、今後、関

係の課で横の連携を取って、一方ではメガソーラーとか、いろいろ民間でも取り組みをされてお

りますが、先ほども申しました遊休地を活用した、そういう太陽光発電の設置とか、そういう計

画をお持ちの民間の方も、既に問い合わせが来ておりますので、そういった方との窓口をどうし

ていくかということもありますので、町としましては、関係課で一つのプロジェクト的なチーム

でも組んでですね、その辺の対応をしていってもいいのかなとは思っております。 

 まだ具体的に、そのようなところを、詰めをいたしておりませんけれども、状況の進展によっ

ては、そのような対応も必要かと思っているところであります。 

○岩元 涼一議員   

 やはり、いろんなこれまでの同僚議員の質問の中でも、横の連携がうまくいかずに、チャンス

を逃した事例もあるのではないかなというような指摘もされております。 
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 それぞれ所管課自体は専門部署といいますか、そういうところですから詳しいわけですけれど

も、いろんなことに対応するためには、やはり窓口が一つあって、そこが連携を取っていくとい

うような、組織をつくっておいたほうがいいのではないかなという気はします。 

 問い合わせもあるというようなことでございますが、その問い合わせがあっても、うちの課で

はありません、うちの部署ではありませんというような形になっては、これは都合悪いわけです

から、その窓口になるところをちゃんと決めて、そこが今度は、それぞれの下にといいますか、

その現実の問題になってきたら、また所管課との連携を当然深めていかなけりゃならないわけで

すけれども、そこの部門は、当然設けていくべきではないかなと考えるところであります。 

 先般、南日本新聞の「記者の目」の中に、霧島市で高知県梼原町の町長を務められた方が講演

をされたということで、町長もごらんになられたと思います。うまくいったケースといいますか、

そういうことであろうと思いますが、収益は年間３,５００万円あるという話をされたそうであ

ります。 

 家庭用のソーラーパネルには８０万円補助するとなっておりますが、これはまた、ケースが全

然違いますので、今後また、今回新規事業として導入されるそれの動きで、町長のお考えもまた

ありましょうけれども、この収益の年間３,５００万円というのは、相当魅力があるような気が

するわけです。 

 ホームページに載っておりましたので、ちょっと引き出してみたんですが、それを見ますと、

１１年度からこの町は始められたということですけれども、１１年度は半年で１,５００万円、

それと１２年度３,８００万円、１３年度４,０００万円、１４年度３,８００万円というぐらい

ですね、やはり、電気料金を四国電力に売電して収益を上げていらっしゃるわけですね。 

 これは全然経費がかからんかちいえば、ここは風力発電ですので、雷の被害が相当あって、多

額のという形で記載してありましたけれども、修理費が必要になってくると。ですからその事業

自体はどのような形で、採算が取れていくのかなという気はしますけれども、しかし、国の補助

制度やら、いろんなものを取り入れて、また調査もずっとされてきたそうであります。その結果、

それを、その当時の町長が、決断と実行が重要であるという考えから取り組まれたということで

あったそうであります。 

 それと、けさの新聞でしたけれども、肝付町が、今回の当初予算でしたか、補正でしたか、再

生可能エネルギーの調査費ということで７６０万円計上されているようであります。隣の市にお

きましては、水力発電を有効利用しようということで、これも民間事業会社とですけれども、協

力して水力発電に取り組むというようなことも書かれておりました。 

 やはり、こうなってきますと、これを生かさない手はないと、町長もそういうふうに推進をし

ていきたいというふうなことを考えておられるようであります。 

 そこになってきますと、やはり首長の判断で、どの程度のものをどういうふうにするかという

ような、そういう推進をするための調査ですね、そういうものをしていかなければならないので

はないかなと思うわけですけれども、先ほど申しましたけれども、そういうのを推進するための

部署、そこを明確にして進めるような考えはないでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この再生可能エネルギーの関係につきましては、ただいまも申し上げましたとおり、とにかく、

時代としてはそういう方向に向かっていくだろうということで認識をいたしておりますので、本

町も太陽光、そしてまた小水力とか、いろいろ可能性というのはあるわけでございますので、そ

の辺の取り組みについては、もう既に、例えば遊休農地のこの活用の関係、これは農業振興地域

であったりですね、いろいろ条件的なこともありますけれども。 
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 やはり、そういう活用をしていくということ等も含めまして、現在、農政課とかあるいは農業

委員会、そしてまた環境課、企画課、そういった内部検討も既に始めておりますので、そこの取

りまとめ役として、今は企画課のほうでやっておりますので、例えば企画課をこの窓口にしなが

らですね、そこの中で、そういう横の連携をとるプロジェクトみたいなものを編制をして、具体

的に、内部的な、やっぱりそういう詰めをした上で、どういう調査を専門的にお願いするとか、

そういう段階になればですね、専門的なコンサルタントに調査をお願いするとか、そういうこと

にも発展するかと思いますけれども、今の段階でそういう部内的な協議をいたしているという段

階でございます。 

 窓口としては、企画課で今はやっているということでございます。 

○岩元 涼一議員   

 町長のほうから、ただいま企画課のほうで窓口となって再生可能エネルギーの政策に取り組ん

でいくというようなことでございますので、担当課とされては、精いっぱい取り組んでいただき

たいとエールを送りたいと思います。 

 東日本大震災による福島原発の事故は、いまだ収束の兆しも見せておりませんし、その後始末

に莫大な経費と長い年月が必要となってきます。今回の事故を教訓に、自然と共生したエネル

ギー政策が推進される方向にあることは間違いのないところでございます。経済産業大臣も再生

可能エネルギーの重要性は高まっているというような認識を示されております。 

 今回、買い取り価格や買い取り期間について、本年５月ごろをめどに決定するとなっているよ

うでありますので、これによりまして、発電の新規事業者などが参入しやすい方向で調整される

のではないかなと思います。 

 ただ、この買い取り価格が高く設定されますと、その分が電気料金に転嫁されるというような

側面もあるようでございまして、一般家庭の電気料金の値上げにつながるというような意見もあ

りますが、しかし消費者は、こういう再生可能なエネルギーで発電した電力に対しては、ある程

度、一定の理解を示すのではないかなと考えているところであります。 

 現在、全国の原子力発電所がほぼ停止している状態にあります。再稼働をさせるには、依然と

して厳しい状況にございますし、我々も、大量の化石燃料を消費すると同時にＣＯ２を放出する

火力発電所に依存せざるを得ない状況ではありますけれども、今後は、環境に負荷を与えない自

然に優しい再生可能エネルギーの有効利用ということは、もう間違いのないところでありますの

で、先ほどありましたように、窓口となる担当課を中心に、積極的にこの推進策を進めていただ

くように申し上げまして、私の質問を終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、１０番、岩元涼一議員の一般質問を終わります。 

 ここで、しばらく休憩します。 

 再開は、おおむね１０時３０分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時１６分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時２９分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次は、４番、米丸文武議員の発言を許します。 
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〔米丸 文武議員登壇〕 

○米丸 文武議員   

 通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 有害鳥獣対策については、これまでも本当に何回となく質問をさしていただいておりますので、

答えは決まっておるんじゃないんかなという気もしますけれども、質問さしていただきます。 

 町長は、２４年度施政方針の中で、豊かな地域資源を核とした活力ある産業のまちを目指し、

農業農村の役割として、農業農村を再生し、農業者が明るい展望を持って環境をつくり上げるた

めに、これまで以上の効果的な施策が求められているので、農村に関する諸制度や交付金を活用

して支援を強化すると述べられております。 

 農業を本町の基幹産業として、これまで多くの人々が農業生産に取り組んできたわけでござい

ますが、近年の米価を初めとする農産物の価格の低下により、生産者離れ、後継者離れで、これ

からの農業の行方に大きな課題となっております。このことにより、周辺部の耕作地の荒廃も進

みつつあり、有害鳥獣の被害も人家近くまで広がってきております。 

 この有害鳥獣による農林産物の被害は、全国的に拡大しつつあり、国・県においても、いろい

ろ対策に取り組んでおるところでございますが、さつま町でも、平成２１年から２３年度を計画

期間として、「さつま町鳥獣被害防止計画」と実施計画をつくり、被害対策に取り組んできてお

られるわけでございますが、その結果も顕著に表れているように聞いております。 

 町長は、２４年度も、鳥獣被害が深刻化する中で、電気さく設置助成事業による被害抑止、農

地保全と鳥獣被害防止対策交付金の活用、捕獲の担い手育成、狩猟登録者対策の推進など、鳥獣

被害対策を強化するとしておられます。これからの対策のためには、２３年度までの計画実施に

よる実績、成果がどうであったのか検証をして、より効果的な対策を取り組む必要があると思い

ます。そこで、１問目といたしまして、これまでの実績、効果はどうであったのかお伺いをいた

します。 

 ２問目は、今後の鳥獣被害防止対策についてであります。 

 平成２１年から２３年度を期間とした計画は、この３月で終了するのではないかと思いますが、

先に申し上げましたとおり、町長は、２４年度施政方針の中で、具体的な事業の取り組みを示さ

れております。２４年度からの鳥獣被害防止計画はどのように進める考えなのかお伺いしまして、

１回目の質問を終わります。 

〔米丸 文武議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 米丸文武議員からの有害鳥獣対策についての御質問に対しまして、お答えを申し上げます。 

 まず、これまでの取り組み実績と成果についてでございます。御承知のように、鳥獣被害防止

特別措置法の成立によりまして、本町では、平成２１年度に鳥獣被害防止計画を策定し、総合対

策事業を活用して、各種対策に取り組んできたところであります。 

 実際、事業を取り入れましたのは、平成２２年度からでございますが、第１期の計画期間につ

きましては、実質、平成２３年度までの２カ年となったところであります。 

 この計画期間中の取り組みにつきましては、まずソフト事業といたしまして、箱わなを１２台

購入をしております。そのほかに実証試験用としまして、求名の蕨野地区に猿用の電気ネットさ

くを２団地、２００メートル設置をいたしたところでございます。また、猿の追い払い対策とし

まして、被害地区の住民の方々を中心に、２年間で１,８７０本の駆逐用の花火を配布をいたし

まして、住民の方々に活用をしていただいているところでございます。 
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 狩猟免許取得者の確保対策としましては、今年度、免許取得講習会の受講に対する助成を新た

に行ったところでございますが、２０名の方が新規に狩猟免許取得をされておられます。 

 さらに、猿の生息状況調査にも取り組んだところでありますが、これにつきましては、発信器

装着用の猿がなかなか捕獲できないということでございます。やはり雌の猿、成雌ということで

あります。それがなかなか捕獲できないと、警戒が強いのか判りませんが、そういう状況になっ

ておりますので、今後におきましても、そういう捕獲を行いまして、猿の接近警戒システムの作

業をしていきたいと思っているところでございます。まだその段階にないということで。 

 猟友会の協力をお願いしまして、集中的に実施をしていくところであります。引き続き作業を

進めてまいりたいと考えております。ハード事業といたしましては、シカ用の電気さくを、神子

の上下大迫地区に８団地、２万９２０メートル、虎居の南ヶ丸地区に２団地、９,０００メート

ル設置をいたしております。 

 この２年間に、このような被害防止対策を実施しておりまして、事業の効果につきましては、

農作物の被害状況を見てみますと、平成２２年度の集計値と被害防止計画策定前の平成２０年度

を比較してみますと、イノシシの被害額が２,３００万円から１,４００万円へ、二ホンジカの被

害額が２,４５０万円から１,８８０万円まで減少をいたしてきておるところであります。 

 しかしながら、二ホンザルの被害というのが、やはり１,７００万円から１,８００万円という

ことで、１００万円ほど増加をいたしておりまして、猿の被害というのが顕著に表れているとこ

ろでこざいます。 

 また、事業の効果を捕獲数で見てみますと、イノシシについては、平成２０年度の１１９頭か

ら平成２３年度におきましては４１５頭へ、二ホンジカについては１２７頭から６５７頭へ、二

ホンザルにつきましては、ゼロ匹から２３匹へ、いずれも大幅な増加となっておりまして、かな

り成果が上がったというふうに考えております。これは、猟友会の方々の大変な努力の結果でご

ざいまして、心から感謝をいたしているところでございます。 

 次に、平成２４年度からの被害対策事業計画についてでございますが、平成２４年度から新た

な被害防止計画に基づきまして、事業を展開をしていきたいと思っております。事業内容につき

ましては、被害防止対策協議会において、協議をしていただくということになっておりますけれ

ども、内容としましては、狩猟者の登録対策としまして、免許取得の講習会の受講助成を引き続

き実施をしていきたいということや、わなの免許取得者の増加に対応できるように、貸し出し用

の箱わなの購入数量を増加をしていきたいと、こういったことなどを検討をいたしているところ

でございます。 

 また、今回、当初予算の被害防止対策としまして、狩猟者登録にかかります負担軽減を図るた

めの助成、そして狩猟で使用する捕獲器の購入、あるいはこの作製経費の助成を新たに計上をい

たしました。登録者の確保に努めまして、少しでも鳥獣被害軽減に努めていきたいと、そういう

努力を考えているところでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○米丸 文武議員   

 今、町長のほうから実績、それから今後の計画についての答弁をいただいたところでございま

すが、私のいただいたこの実績の資料によりますと、町長の今、答弁のとおり、イノシシにおい

ても、相当な捕獲実績がなされております。おかげを持ちまして、この報償金等の改定によりま

して、数量的にも捕獲が本当に進んできたと、猟友会の皆さん方の本当にこういう御協力と相ま

って、このような結果が生まれてきたということに対しましては、農家の皆さん方も本当に喜ん

でおられることだと、私も思っておるところでございますが。 
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 昨年度は、この報償金が９２０万円まで上がっておるようでございます。そのようなことで、

いろんな取り組みというものが、こうして皆さん方も一緒になってやっていくということは、事

業をしっかり取り組んでいくことが、この結果につながってきたというふうに思いますので、こ

れが、今の段階におきまして、これで収束したわけではございませんので、シカ等におきまして

も、どんどんこの範囲が広がって、もうほとんど、この町内全域にシカが出没するというような

状況になってきておるようでございますし、また、猿等においても、薩摩地区のほうから鶴田の

ほうへどんどん広がっていっているという、この動きも出てきております。 

 このようなことでございますので、今後の計画においても、しっかりとした効果的な施策を打

ち出しながら、この駆除に対する、また管理に対しての取り組みをしていかなければならんとい

うことでございます。 

 今、町長の答弁によりますと、猟友会の方々等の協議会の方々とも協議をして、これから計画

をまとめるというようなことでございますので、ぜひ、そういうことも考えながら、計画を早め

にし、そして短期１年間とか、そういうものではできないわけでございますので、進めて計画を

立てていただければありがたいというふうに思っておるところでございます。 

 昨年の３月にいろいろ質問をしておりまして、それに対して、町長も答弁をしておりました。

そのような中で今、報告の中でなかった点についてお伺いをしたいと思うんですが、この有害鳥

獣は、さつま町だけの区域というもので、取り組んできておるわけですが、県のほうも、この間、

新聞に一般質問でも、この鳥獣問題が出ておりましたけれども、県レベルにおいても検討してい

ただき、また、私どもの近隣の市町とも連携をしながらこの駆除に当たらなければ、この地域が

駆除をしたり、それから追い払いをすることで、隣の市町村へ逃げ込んでしまうということにな

ります。 

 そうすると、こちらの駆除隊、そういう方々は、入っていけないというようないろんな問題も

できておりました。また、今度は、隣のほうがまたそうされるとこっちに逃げ込んでくるという

ようなことで、この絶対数等に対する調整というのが、なかなか難しいというふうに思われるわ

けでございますが、県それから近隣市町との今後の連携というようなことに対して、どのように

取り組んでいかれるお考えなのかお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 これまでも鳥獣対策事業を予算化をしまして、各対策に取り組んできておりまして、捕獲数も

先ほど申し上げましたとおり、年々増加傾向にあるわけでございます。しかしながら、御指摘の

とおり、農林産物の被害の大きな減少というのは、数字的には余り表れていないということで、

被害地区も広範域にわたっているというようなところでございますので、継続して、御指摘のと

おりですね、やっていくことが効果を発揮するものと考えておるところでございます。 

 これまで以上に、この捕獲対策に力を入れまして、捕獲数の増加に努めてまいりますが、その

一方で、この鳥獣が近寄らないと申しますか、えさ場とならないような、集落ぐるみの取り組み

ということも必要でございますので、そういったような集落づくり、こういったことについては、

農家、農村の指導にも努力していく必要があるかと考えております。 

 今、御意見にありましたとおり、やはり、さつま町のみでは、この問題というのは解決できな

いものでありますので、鹿児島県の場合も、この鳥獣対策協議会の、そういう意見交換する協議

会組織もありますので、私も町村代表として入っておりますので、そういう機会にもいろいろ申

し述べているところでありますが、県との関係、そしてまた近隣市町、いわゆるこの周辺自治体

との連携による対策、これについては非常に大事なことだと思っております。 

 広域的な関係というのは、今後、そういう協議会等にありましては、その駆除のあり方という
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のは、当然として必要視されることでありますので、その辺のことについても、鳥獣対策協議会

を近く開催をする予定でありますので、また協議の場に上げて、検討していただくことにいたし

ているところでございます。 

 できるだけこの周辺市町との合同によります対策、駆除、そういうことが非常に効果が上がる

というふうに考えているところでございますので、いろいろ周辺の市町との話し合いもですね、

やっていただきたいと思うところで、この辺についてはまた、猟友会の御協力も必要かと思って

おりますので、関係の皆様方との協議は、やっていきたいと思っております。 

○米丸 文武議員   

 広域的にですね、こういう問題を、課題として取り上げて、取り組んでいただければより効果

が得られると思いますので、ぜひそのようにお進みいただきたいというふうに思います。 

 次に、先ほど、町長の報告にもございましたが、猿の被害のことにつきましては、実証試験用

として花火を配布されておりましたが、住民の方々は、ああいう猿等が、シカにしてもそうです

が、イノシシにしてもそうですが、来たときに、直接自分たちで、配布していただいた花火が、

追い払いに即間に合うというようなことで、一時的なことになっているかも判りませんけれども、

追い払いになったということで、大変、皆さんからもいいあれをしていただいたというような話

を聞いておりましたが、今回の予算の中に具体的にこれはちょっと上がっていないようなんです

が、何かソフト事業の中で考えておられるのかどうなのか。 

 やはり、猟友会の方々に通報がいって、また駆除隊の方々が来られるまで、時間がかかって、

その間にもう見つからなくなってしまったりというようなことがありまして、どうしてもわざわ

ざ駆けつけた方々も、むだに終わってしまっているというようなこともあるわけでございますの

で、やはりその効果的なという面からすれば、その点についてはどのようにお考えなのかなとい

うふうなことでお聞きしたいと思います。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 猿の追い払い用の花火でありますが、２４年度は、同じように協議会の中で購入をいたしまし

て、それを被害地域の方々に、２４年度からは、一部負担をしていただくという形での取り組み

にしておりまして、予算上では２００万円の協議会への補助金、その中で取り組むということに

いたしております。 

○米丸 文武議員   

 判りました。項目を立ててないから確認をさせていただきました。 

 いろいろと、昨年度は、補正等も組んで対応もしていただいたようでございますので、皆さん

もそういうことに対して効果があったように受けとめておられますし、また効果もあったという

ふうに思っておりますので、今後ともそれに対しては進めていただきたいというふうに思います。 

 それから、いつも出てきておりましたのが、猟友会のメンバーの方々が、高齢化とともに免許

を返上されていくというような状況があるようでございますが、先ほどの町長の報告の中に、

２０名の方が新たに免許を取得されたということで、大変ありがたく思うところでございますが、

有害鳥獣の捕獲隊員というのが、昨年まで１９２名のうちの１５４人が捕獲隊員という形になっ

ておったようでございますが、わなと銃の免許を、それぞれどれぐらい取られておって、この捕

獲隊にその方々が反映されているのかどうか、その点についてはいかがでしょうか。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 狩猟者の関係でございますが、２３年度に狩猟者登録をされた方が、銃のほうが１５８名、わ

なで１０２名、２６０名ということでございますが、このうち、有害鳥獣の捕獲に従事をしてい

ただいたという方々が、２３年度は銃で１１８名、それから、わなが６８名ということで、
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１８６名の方々に有害鳥獣捕獲ということで従事をしていただいたということでございますが、

２３年度に新たに狩猟の免許を取られた方が２０名ですけれども、うち４名が銃の関係、それか

ら残りの１６名が、わなを取得された方ということでございます。 

 どれだけ反映されたかということで、合計の数でこの登録をされた方を見ますと、２０名新規

に狩猟免状を取られたわけですけれども、差し引きでいきますと、１０名増加をしたということ

でありますので、やめられた方がいらっしゃる、あるいは狩猟者登録をされなかったという方も

その中にいらっしゃるということで、差し引きでは、わなが増加したことにより、その登録者数

も増えたということで考えております。 

○米丸 文武議員   

 町長にお伺いしますけれども、２４年度当初予算でございますが、相当な額を増額していただ

いておりまして、町長のそれに対する意気込みといいますか、取り組みがここに表れているのか

なというふうに大変ありがたく評価をしているところでございますが、今のような、この広域化

というような状況も踏まえて、今後どのように、予算もですが、先の計画も含めて、やっていこ

うというふうに思っておられるのか。 

 もう一つは、実施隊ですね。計画にありますこの実施隊というものを設けてということで、昨

年、申し上げられておったわけでございますが、この実施隊は、どういうふうな形で今、進んで

いくように思っておるのか、こういうものも、この中で計画をされているものかどうか、その点

についてはいかがでしょうか。 

 それぞれ県のほう等の状況もあるようにも聞いておりますので、先ほどの広域的な問題にも関

連するわけでございますが、この実施隊については、見通しとしては今、どのようにお考えなの

かお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 これだけこの鳥獣被害が全町的に拡大をしていきますと、農家の皆さん方というのは、農作物

の生産に大変、この意欲を減退をされるということがあります。特に、高齢化も進んでおります

ので、その辺を何とかやっぱり解消をしていく、このことが非常に大事ではないかと思っており

ますので、今後も引き続き、やっぱり、こういう捕獲、あるいは先ほども申し上げましたような、

鳥獣が寄りつかない、そういうえさ場にならないような集落ぐるみの取り組みというのが大事か

と思っておりますので、今後も引き続き取り組みをしたいと思っております。 

 要は、頭数がかなり増えてくるんじゃないかなと、そういう生息調査も恐らく県のほうでもや

っていらっしゃいますが、なかなか実態としては、減ってはいないんじゃないかなという思いも

ありますので、とにかく数を減らすことが一番手っ取り早い取り組みじゃないかと思っておりま

すので、そういうことが大事かと思っております。 

 それから、実施隊の関係でございます。これも、今度の特措法の中で新たに出された大きな取

り組みの一つでございますけれども、これに関しましては今、猟友会と協議を始めておりますけ

れども、現在のところ、ほとんどの代表者の方々がこの編制については、なかなか、まだ難しい

面があるのかなという感じがいたしております。 

 新たに、いわゆるこの実施隊を編制をするということについては、難しいところがありますの

で、現在、この猟友会の捕獲隊で十分機能しているところもあるかと思っておりますので、これ

らの方々が実施隊となった場合には、緊急出動も含めまして、恒常的に活動ができる会員は、な

かなかたくさんはいらっしゃらんというようなことでございますので、編制に向けまして、何と

か編制ができないか、今後もいろいろ働きかけをしながら、そしてまた、いろんな問題点があれ

ば、それを解決する方策を見出しながら協議を重ねていきたいと思うところでございます。 



- 109 - 

○米丸 文武議員   

 それぞれ協議会やら、県のほうとも協議をしていきたいということですが、どうなんですか、

めどとしては、ここ１年とか、１年半とかですね、それぐらいまで何とかこういう形が具体的に

見えてくると、そのような見通しというものはどのようにお持ちでしょうか。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 実施隊の関係でありますが、町長のほうからもありましたけれども、いわゆる実施隊には、後

方支援といいますか、狩猟免許が不要な活動ということで、本年度中に町の職員で編制を、一応

いたしております。 

 それに実際の捕獲をされる猟友会の方々を入れた形が、一般的なといいますか、言われている

実施隊というふうになるわけですが、今ありましたように、猟友会と協議中でありますけれども、

猟友会の中では、なかなかその返事が重たいところもありまして、今の捕獲隊でも十分、今、機

能していると、実績にもありますように、非常に協力をもらっているという面もありますので、

なかなか、そういう実施隊に向けて今すぐというわけにはいかない状況のようであります。ただ、

猟友会の中には、前向きな猟友会も一部あります。 

 今後、何回となく猟友会のほうとは協議を進めていきたいというふうに思っておりまして、猟

友会の理解を得られたら、その実施隊という形で進めていきたいと思いますが、いつまでという

ことは、ちょっと今、言えませんけれども、２４年度中にそういう形ができればなという希望的

な気持ちはございます。 

○米丸 文武議員   

 費用弁償等の関係もあるだろうと思いますけれども、やはり皆さんも、実際のその状況の調査

ですとか、そういうようなことになってきますので、大変だろうと思いますが、先ほど町長も言

われておりましたけれども、要するに、発信器をつけて、この群れの動きとかそういうものにつ

いても、今のところ、なかなか進んでいないというような答弁でございましたけれども、私も猟

友会の方に、どうでしたか、どうですかということでお聞きしますと、とにかく発信器をつけた

いんだけども、捕まえてくれる人がいないんだというような話も聞いております。 

 いろんなわな等もあるわけでございますけれども、なかなか生き物でございますし、またその

ようなことで難しい点もあるかと思いますが、前に私どもが所管事務調査でまいりました奈良の

ほう等につきましても、実際、猿を捕獲して発信器を取りつけることによって、群れが今、どの

辺にいるということで、被害を受ける前にその対策が取れるということで効果を上げているとい

うふうにも聞いておりまして、報告もしたところでもございましたけれども、事前に、どこに、

どういう群れがいるんだということ、それから、そういう群れの数とかそういうものが判ること

によって、それなりのまた対応がしやすくなる面もあるだろうと思いますけれども、人間じゃご

ざいませんので、なかなか捕まえるということも難しいことかも判りません。 

 勝手に出てくるわけですから、難しいことだと思いますが、いろいろとまた検討していただい

て、取り組んでいただければありがたいというふうに思います。 

 それから、昨年も、わな等を購入して、結構、シカ等においてはそういう顕著な実績が上がっ

てきているというふうに聞いておりますが、また今年度も、そのわなの購入の予定もされておる

ようでございますけれども、これまで購入された箱わなについて、これは猟友会の方へ貸し出し

をされるのか、それから住民個人への貸し出しをされるのか、高齢者等でも扱えるようなものな

のか、その箱わなの貸し出しについて、町長のお考えをお伺いしたいというふうに思います。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 箱わなを購入したのは、協議会でございまして、協議会で、有害鳥獣捕獲器貸付要綱というの
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を整備をいたしております。この要綱によりますと、有害鳥獣捕獲に従事する者に対して、貸し

付けるということになっておりますので、狩猟免許取得者であれば、使用ができるということに

なっております。 

 貸付期間については、基本的には６０日以内ということになっておりまして、３０日以内の延

長が可能ということになっております。猟に使用する箱わなですので、頑丈さも必要であり、ど

うしても重量があります。高齢者でも扱うことはできますけれども、設置等に３人ぐらい要する

ような、ちょっと大がかりという形になりますので、そういう体制の中で設置をしていただくと

いうことになろうかと思います。 

○米丸 文武議員   

 この箱わな等に関しての取り扱いで、生きたまま入っているわけですよね。ですから、素人の

免許を持たない方々は、あとの取り扱いというのはどうしてもできないわけですよね。そうする

と、やはり猟友会の方々とか、そういう方々の御協力をいただかないと設置もできないだろうと

いうふうに思うわけでございますので、この地域、この辺に出るから貸してくれというような形

が出てきて、この対応をされるという場合には、やはり、そういう猟友会の方々の御協力をぜひ

ともお願いするという体制でないといけないんじゃないのかなというふうに思っておりますので、

その点についても、猟友会の方々と、しっかりとまた御協議いただくようにお願いしたいという

ふうに思っております。 

 昨年も、そういうようなことで、わなの成果が上がっておるようでございますし、イノシシに

してもそうですし、猿にしてもそのようなことも聞いておりますので、銃とかそういうものから

すれば、安全性も高いんじゃないかというような気もしますので、ますます推進をしていただけ

ればありがたいというふうに思っております。 

 それから、次にお伺いしますが、今回のいろいろの成果の中にはですね、シカ等の報償金等の

増ですね、それからまた二ホンザルにおいてもそうですが、先ほど申しましたいろんな報償金が

９２４万９,０００円に上っている、それが結果にもつながっておるということでございますが、

この報償金について、実際のところ、こうするために、ますますお金がたくさん要るというよう

なことにもなってくるわけですが、この捕獲をするために増やしていいかということもなかなか

一方では難しい面もあると思うんですが、今後の、そういう点については、どのようにお考えな

のかをお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 非常に、この捕獲頭数が増加して、それなりの効果が出ておりますが、一つは、そういう報償

費の引き上げの効果の面があるんじゃないかと思っており、財政的にもかなりの額には上がって

はきておりますけども、現状の深刻さからいきますと、やはり農業の生産高を上げる、そしてま

た農家の皆さん方の意欲を高めていく、そのためには、ある一定の時期は、やっぱり、やむを得

ないと思っておりますので、必要な額については確保していきたいと思っております。 

○米丸 文武議員   

 私は、このあと、何を言いたいかと申しますと、前にも申し上げました鳥獣肉を、何とか収入

の源として活用できないかというようことで、以前にもジビエの調査もしまして、猟友会の方々

もそれなりの収入を得られてというようなこともありましたので、捕獲数が大きくなればなるほ

ど、この処理の問題というのが一つ出てくるんではないのかなと。 

 今は、それぞれ部位を持ってきて確認をされる。イノシシについては、何とか食用として利用

されている面もあるようでございますが、シカについては、これだけの頭数が上がってくるけれ

ども、いわば食用として利用するのが、なかなか皆さん方に人気がないようで進まないというふ
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うに聞いておりますが、これについても、やはり検討して、幾らかでも、そういうような形の中

で事業の費用とするとか、猟友会の方々のそういう収入にもつながる方法というのは、やはり取

り組んでいく必要があるんじゃないかというふうに思っております。 

 これまでにも伊佐市のほうでも、この取り扱いを過去においてされてきておりますが、なかな

かうまくいってないというふうにも聞いておりますが、将来的に、このような状況が出て、続い

ていくとすると、この処理の問題について、やはり考えなければいけないんじゃないかというふ

うに思いますが、町長はどのようにお考えなんでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 報告頭数がかなりの量になって、今後もやっぱり増加傾向となりますと、やはり、とったもの

が、いかに流通をしていくかというのが、本当、大事なことになっていくんじゃないかと思って

おります。 

 以前にも、そういう食肉として販売ができないかということで、私も、平川の出身の方と、末

吉のそういう解体処理場とか、あるいはこの販売の状況、そういうところも視察に行ったことが

ございますけれども、やはり、そういう施設が、できればあって、そしていわゆる食品でありま

すから、当然として保健所の許可のあるような設備をして販売をするという体制が取れれば、非

常にありがたいなと思っておるところであります。 

 現在でも、なんとかそういう施設ができないかと、つい最近もそういう声もいただきましたし、

担当課のほうには、そういう実現の方向で検討してみてくれというようなことも指示をいたしま

した。 

 要は、この解体処理する場所の問題、だれが処理するかという問題やらですね、その辺もあり

ますので、猟友会の皆さん方といろいろと話し合いをしながら、何とかこう実現の方向で取り組

めないかなということで、研究をしていきたいと思っておるところであります。 

 場所としまして考えられるのは、例えば、各学校も自校方式からセンター方式に変わっており

ますし、そういう設備はまだ残っている。備品はもうないかもしれませんけれども、設備はある

わけですよね。 

 そういう活用とか、あるいはまた今後、学校再編の関係で給食センターにしましても、統合に

ついては当然として考えていく必要があると、児童生徒数が減って三つも施設は、私は不必要だ

と思っておりますので、１カ所にまとめてとしますとそれなりの空きのところが出ますので、そ

ういったところを活用するとか、いろいろ考える方策というのがあるかと思いますので、すぐに

ということはできませんけれども、いろんな、こういう施設、設備、そしてまた、だれがやって

もらえるか、そして、いろんな課題もまたクリアしなければならない問題があります。 

 鳥獣でありますから、一般の食肉との取り扱いのその辺の問題というのもありますので、どこ

でクリアしていくかという課題もありますが、とにかくそういう方向も必要かなと思っておりま

すので、今後、十分検討はさしていただきたいと思っております。 

 それで昨年、さつま町になかった料飲業組合ということも、何とかできないかということで働

きかけをしましたところ、それが立ち上がっておりますので、現在、京都にいらっしゃった方を、

料理の専門の方ですが、その人を招いて料飲業組合と提携をしながら、さつま町の特産でありま

す竹とそれからまたイノシシとシカを使ってですね、何かいいレシピができないかということで

今、試食をしておりますけれども、そういう食品も今できたようでありますから、また、いろん

な機会にですね、特産として出せないかなということを考えているところでございます。 

○米丸 文武議員   

 このことについても進めて、いろんな形で詰めていきたいという答弁でございますが、私ども
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も、和歌山県の日高川町のほうに行きまして、ジビエを食肉、高級肉として、和歌山県も力を入

れて、一緒になって高級ホテルのほうへ納めていくような形をされていて、もちろん、いろんな

衛生的な、法律的な面も、すべてクリアをされた上でのことでございますが、その施設も、私ど

もも行って見ましたけれども、大して大きな建物ではございません。 

 本当に小さな一戸の民家みたいな、そういう規模の中に、衛生的な、冷蔵庫ですとか処理施設

とかというものが整備されて、その中でやられておりました。販売においてはですね、地元の直

売所でいろんな注文を受けて、その注文を受けたものに対して発送するというようなやり方等も

されておりまして、結構、売り上げに上がって、つながっているんだというふうに聞いておりま

したので、そういうふうにつなげればですね、ますます、そういういろんな駆除とかですね、有

害鳥獣のその管理のほうについても、進んでいくんじゃないかと思いますので、ぜひそのように

進めていただきますよう、お願いを申し上げたいと思います。 

 いろいろとお聞きしてまいりましたけれども、この有害鳥獣も、本当にシカが増えまして、農

産物だけじゃなくて、山林の樹木の皮がはがれてですね、せっかくもう４０年近くになった木が、

木材として利用できないような状況の山林もたくさんございます。ですから、シカも頭数も増え

ておりますが、そのようなことで、一方では、農産物を守るために山に追いやるというようなこ

とで、本当に悪循環になってきている。 

 今度は農産物を守るために、林産物が結局、この被害に遭うというようなことがあって、大変

難しい問題でもございますけれども、ぜひ、こういう面についても御検討いただきたいというふ

うに思いますし、また農政課のほうで、いろいろと皆さんから要望を聞いて、地域ごとの防護ネ

ットの設置もされておられます。 

 ですが、最近はイノシシにしても猿にしても、網の下をくぐっていくというようなことで、え

さを食べるためには、どういうようなことでもするということも聞いておりまして、どちらかの

対策を取れば、またほかのほうへというようなことで、イタチごっこみたいな感じもあるようで

ございます。 

 本当に難しいことだろうとは思いますけれども、やはり、皆さん方が本当に農業の中で、こう

してずっと生きてこられ、また我々かねて食べる食品を生産していただいている農業というもの

が、立ち行かなくなるということは、大変な状況になってくるわけでございますので、今後とも、

いろんな御苦労もおありだとは思いますけれども、対策を練っていただいて、少しでも皆さんが

安心して、農業を維持、生産できるような形で、行政として御協力、または政策をしていただき

たいと思います。 

 最後に、町長のお考えをお聞きしまして、私の質問を終わりたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 鳥獣被害については、本当に、全国的に大きな問題となっておりまして、全国どこの市町村に

ついてもですね、これらの対策については頭を悩ませているようでございます。特措法も新たに

できまして、実施隊とかですね、すぐやっぱり対応できるような体制をつくったり、そしてまた、

いろんな捕獲に対する予算とか、そしてまたソフト的な取り組み、いろんなことをやっておるよ

うでございますが、やはり森林体系そのものも、基本的にやっぱり見直しをしていく必要もある

のかなと思っております。 

 やはり、そういう自然の生き物というんですか、やっぱり里におりてこないような植林のあり

方、その辺まで考えていかないと、人工林だけでは、えさ場がないから自然とえさのあるとこに

おりてくるという状況ですから、やっぱり山頂部については、そういう鳥獣類が生息できる環境、

それをやっぱりつくり上げていくことも大事かなと、やっぱりそういう適当な頭数があって、そ
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してまた人との共存と申しますか、そういう体系が構築できれば、そんな深刻にならんと思うん

ですけれども。 

 その辺からの根本的な対策ということも、今後は必要になってくるのかなと。お互いに、とっ

て、あるいは処分とか、そういう体系もしばらくは大事でしょうけれども、今後はやっぱりこの

基本的にそういうところまで踏み込んだ形での取り組みが必要かなと思っております。総合的な

対策というのが望まれますので、当面は捕獲、それが大事かと思っておりますので、それに重点

的に取り組みを進めていきたいと思っております。 

○議長（中尾 正男議員）   

 これで、４番、米丸文武議員の一般質問を終わります。 

 以上で、通告に基づく一般質問を終わります。 

 ここでしばらく休憩します。 

 再開は、おおむね午後１時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１１時２２分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後 １時０４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 午前中の米丸議員の一般質問に対し、担当課から補足的な説明があります。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 米丸議員の一般質問の中で、追い払い花火の購入に関する質問に関しまして、２４年度は協議

会の予算の中で購入すると申し上げましたけれども、間違っておりましたのでおわびして訂正さ

せていただきたいと思います。 

 ２４年度からは、協議会の予算からではなく、町の予算で、予算書の１２５ページになります

が、６款２項２目の１１節需用費、ここに２２万４,０００円ございますけれども、この中に

１,０００本分の２１万３,１５０円が含まれておりました。 

 この予算で購入をするということにしております。訂正させていただきます。まことに申しわ

けありませんでした。 

○議長（中尾 正男議員）   

 次に、執行部より、先に提案しました「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会

計予算」に関し、訂正の申し入れがあります。 

 これを受けたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、執行部からの訂正の申し出を受けることに決定しました。執行

部の発言を許します。 

○水道課長（脇黒丸 猛君）   

 大変申しわけございませんが、「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予

算」の修正をお願いいたします。 

 予算書の２ページでございます。２ページの上から４行目でございますが、資本的収入及び支

出の、収入の固定資産売却代金８９２万９,０００円と記載してございますが、その前に、項の
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欄が空白になっておりましたので、そこに、第４項という文言を挿入していただきたいと思いま

す。「第４項 固定資産売却代金８９２万９,０００円」となるものでございます。修正してお

わび申し上げます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ただいま執行部から説明のあった箇所については、訂正されたものとして審議くださるようお

願いいたします。 

 これから、３月２日提案がありました議案第３号から議案第２３号までの議案２０件について

総括質疑を行います。 

 なお、質疑に当たっては、総括的な事項について質疑を願います。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関

する条例の制定について」、日程第３「議案第４号 さ

つま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定につい

て」   

○議長（中尾 正男議員）   

 まず、日程第２「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」及び、

日程第３「議案第４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について」の議案

２件を一括して議題とします。 

 各議案の提案理由については説明済みであります。これから、ただいまの議案２件に対する質

疑を行います。質疑はありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 議案第３号に関連してお伺いいたしますけれども、特別職報酬等審議会の規則によりますと、

町長は議員報酬等の額並びに町長及び副町長の給与の額に関する条例を議会に提出しようとする

ときは、あらかじめ当該議員報酬等の額について審議会の意見を聞くものとするとなっています

ので、私は担当課に行って、審議会でも少数意見でもこうして財政がある程度好転してきた場合

には、下げなくてもいいんじゃないかというような意見がないかと話を聞きに行ったら、審議会

にかけてないということで、それで、いろいろ話を聞きましたら、特例で条例を定めるからしな

くてもいいということですけれども、この関する条例というのは、そのすべてが入るんじゃない

かなと思うんですよね、特例であっても。 

 ですから、こういうのを決めてあるということは、やはり、どこの市とは言いませんけれども、

極端に議員報酬等を半分にするとか、結局今はもう、どこのまちでも選挙になると、町長になっ

たら報酬を半分にしますとか、退職金をもう返上しますとかなっていますけれども、やはり、有

識者の意見を聞いて、その辺は適正に判断するためにあると思うんですけれども、ですから、こ

の関する条例というのは、特例の場合は入らないのかどうか、そこの考えを町長にお伺いしてお

きたいというふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 通常ですと、こういう給与、報酬等については条例で定めるということになっておりますので、

その定められた額を改正をする場合に、通常上げたりする場合、特別職報酬等審議会にお諮りを

して意見を聞くわけでありますけれども、今回の場合、私は公約として４年間は２０％減額をし

ますよということで掲げてきておりましたので、それを実行するために、いわゆる特例的にやる

んだということで、今、実行をしているわけであります。 

 通常、例えば給与月額はそれぞれ役職に応じて、議会もですが、定められておりますけれども、
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額そのものを改めて、下げますよとか、上げますよとか、そうなりますと、当然として、その特

別職報酬等審議会の意見を聞きますけど、その額はそのままにしておって、特例的に減額をしま

すよということですから、これについては、私は施策的に行っておりますから、特段この特別職

報酬等審議会の審議というのは、それはもう必要ないかと思っております。 

 おっしゃるとおり、先ほど申し上げましたとおりですね、額そのものを全く変えますよという

ことであれば当然として、特別職報酬等審議会の意見を聞きますけれども、そういう考え方に立

っております。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっています議案２件については、お手元に配付しました議案付託表のとおり、

総務常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第４「議案第５号 さつま町職員定数条例の一部改

正について」、日程第５「議案第６号 さつま町報酬及

び費用弁償等に関する条例の一部改正について」、日程

第６「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正につ

いて」、日程第７「議案第８号 さつま町介護保険条例

の一部改正について」、日程第８「議案第９号 さつま

町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」、日程

第９「議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一

部改正について」、日程第１０「議案第１１号 さつま

町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正

について」、日程第１１「議案第１２号 さつま町営住

宅等条例の一部改正について」、日程第１２「議案第

１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に

関する条例の一部改正について」、日程第２１「議案第

２３号 土地改良事業の計画変更について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第４「議案第５号 さつま町職員定数条例の一部改正について」から日程第１２「議案第

１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正について」及び、

日程第２１「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」、以上の議案１０件を一括して

議題とします。 

 各議案の提案理由については説明済みであります。これから、ただいまの議案１０件に対する

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 「議案第６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」ちょっとお伺

いしますけれども、どこのまちでも、県でもこういう条例が出てきていますけれども、代表監査

委員なんですが、私は議選の監査で一緒に仕事をさしてもらうんですけれども、非常に責任も重

くて、たったこれだけなんですね。 
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 議選の場合は、私が手を挙げて行っているんですけれども、その基本になる報酬というのがあ

るんですよね。そして、その中で結局、自分たちが決めたそういう予算をどのように使われてい

るかとか、細かいところを知りたいとか、いろいろチェックしたいということで、私も手を挙げ

て行ったんですけれども。 

 議選の場合は報酬があるので、もらうのは自分でもちょっと心苦しく思っていたんですけれど

も、ですから、代表の場合は、もうちょっとやらんと、これから、やはり、ほかのまちでも監査

請求とかいろいろ出てきます。その辺を考えたときに、果たして、さつま町の将来を考えたとき

に、これでいいのかなという気持ちがするんですよね。 

 ですから、議選の場合は、さっき言ったように、基本になるその議員としての報酬があってす

るわけですから、ある程度、下げても納得できる部分が多々あるんですけれども、その辺を町長

はどのようにお考えなのかを、ちょっとお伺いしておきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 非常勤特別職のこの報酬等について今回、見直しをしたいということで御提案を申し上げてい

るわけでありますが、これまで、ここ数年、議会議員の皆さん方を含めて、我々特別職、そして

また職員についても、ここ２～３年、人事院勧告の減額という方向になってきたわけでありまし

て、これまでは、非常勤特別職の関係の皆さん方について、いわゆる日当の額については見直し

をしてきたわけですけれども、できればこういった今回提案をいたしております特別職の皆さん

方についてもやはり均衡を取るという意味合いから、こういう情勢でありますので、そのような

ことで提案をいたしておるわけでございまして。 

 特別に今、この月額報酬等についても裁判になったり、職によっては、それなりの評価もいろ

いろ出ておるようですけれども、やはり、ここにお願いしている方々については、やっぱりこの

月額のほうが妥当ではないかなということで、今回だけは、社会情勢のこういった流れからいた

しまして、等しく減額をさしていただきたいということで御提案をいたしているものでございま

す。 

 監査委員につきましても、代表監査委員、本当に、例月の監査なり、そしてまた決算の審査、

そしてまた、いろんな補助団体の監査ということで、大変な御苦労をいただいておるわけでござ

いまして、そしてまた、それなりの責任も伴うわけでございますが、やはり、ほかの報酬の額か

らいたしましても、それなりのことは配慮してあるのかなという感じもいたしておりますので、

ただ今回の減額幅については、同じようなバランスの考え方をもとにさしていただきたいと思っ

て御提案をしているところでございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案１０件は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、そ

れぞれ、所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１３「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般

会計予算」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第１３「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」を議題とします。 
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 議案の提案理由については、説明済みであります。これから、本案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。 

○桑園 憲一議員   

 所管が違う関係分について、質疑をさせていただきたいと思いますが、一般会計の１３３ペー

ジの７款１項３目、物産観光費のコンベンションタウン推進協議会１００万円が組まれているわ

けですが、これに関連して質問さしていただきます。 

 先月、２月１７日から２２日にかけて、本町で第３４回の全九州高等学校新人ラグビー大会が

開催されております。開会式が宮之城の総合体育館であったわけですが、開催地の町長として案

内はあったのか、また、この大会が本町で開催されることは把握されておったのかお伺いします。 

 それから、１９３ページの１０款６項３目の学校給食費の９９万２,０００円の手数料の中に、

３５万７,０００円の農協への給食費の振り込み手数料の公費負担分が組まれておりますが、こ

ういう状況がいつから発生したのかお伺いします。 

 また、極端な言い方ですが、指定金融機関をやっとって、このような事案がなんで発生したの

か。公金扱いで手数料を払うのであれば、他の金融機関でもどこでもいいのじゃないかと思うわ

けでございます。また、本町が、国やら県からの補助金やら公金が振り込まれてくるわけですが、

ＪＡにおいては、他の金融機関と比べて、全体で何％の本町の金額を取り扱っているのかお伺い

いたします。 

 それから、１１３ページ、６款１項６目、市場関係でございますが、借地料が５３万５,０００円、

また当初で上がっているようですが、平成２３年度、いわゆる昨年の当初予算の審議の過程にお

いて、町長に対して、公設市場の借地に対する今後の考えについてただしたことがあるわけです

が、このときは、長年の懸案事項であると、３年ごとに覚え書きを交わして借地を継続してきて

おると、町の合併やＪＡの合併等で話し合いが先送りになった経緯があると、ですからＪＡ北さ

つまの理事改選が行われたあと、新体制ができて、改めて協議していきたいということがあった

わけですが、その後、どのような協議がなされたのかお伺いします。 

 それから、６款１項４目、１１２ページ、水田利用推進事業補助３０万円でございますが、し

ょうちゅう用のこうじ米ということでございますが、国の単価が安いということで、その上乗せ

分であるということですが、どっか圃場を考えていらっしゃるのか、面積的にどのぐらいなのか、

あるいは、地元のしょうちゅう業者３社に対しての対応なのか、内容をお聞かせ願いたいと思い

ます。 

 それから、６款１項５目の「薩摩のさつま」ブランド推進協議会、５２万円が組まれておるわ

けですが、これはＪＡとの折半で予算化されたものか、委員の構成はどういう構成になっている

のか、内容をお聞かせ願いたいと思います。 

 それから、１１０ページ、６款１項３目、農林業まつり事業費でございますが、本町の特産品

である西郷梅を中心とした特産品まつりを開催し、とあるわけですが、会場はどこを考えている

のかお尋ねします。 

 それから、５７ページ、２款１項１６目、佐志ニュータウンの関係でございますが、温泉使用

料が入ってくるわけですけど、その額を上回って予算が組まれておるわけですが、販売のための

宣伝広告であるということをいわれておりますけど、土地の購入はどんな状況であるのか、内容

をお聞かせ願いたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 私のほうで答える分と、それぞれ担当課長で答える分があるかと思いますけれども、全九州高

等学校新人ラグビー大会、これにつきましては、特段案内は来ておりません。 
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 これについては、きのうの一般質問に出されておったとおりですね、旅行エージェントが企画

しておりまして、それぞれスポーツコンベンションとか、そういうところにも、何も聞いていな

かったということでありますので、やっぱりこういう情報等についてはですね、やはりそれぞれ

の課でやっぱり情報収集をしながら対応ができるものについては、対応する必要があるかと思っ

ております。 

 旅行のそういう業者のほうでされたということでありますが、旅館の受け入れの問題とか、町

内には１カ所しかなかったというようなこともありますので、情報収集には十分気をつけながら、

対応できることについては対応していきたいと思っております。 

 市場の関係、これにつきましては、ＪＡも新しい体制ができましたので、その後、内容の詰め

の協議を今、いたしておるところでございまして、まだ具体的に結論まで至っておりません。協

議中ということで御理解いただきたいと思います。 

 ＪＡの、この指定金融機関の関係ですかね、最近、ＪＡの指定金融機関も増えまして、市中銀

行等におきましても、こういった手数料については、振込手数料とか、いただきたいという申し

出がありまして、各行におきましても、収納代理機関等についてもそういう支払いをいたしてお

りますし、指定金融機関についても同様な扱いをせざるを得ないという実態があります。詳しく

はまた、担当課長から答弁さしていただきます。 

○学校給食センター所長（栗野 明男君）   

 振込手数料の件でございますが、これにつきましては、平成２３年度までは教育委員会のほう

から農協の組合長のほうにお願いをいたしまして、保護者に負担をかけるのがあんまりではない

かということで、どうか免除をしてくださいということでお願いをしておりました。 

 農協が合併をいたしまして、伊佐市、それから薩摩川内市、両方とも手数料を取っておりまし

た。その関係でいろんな農協の役員会のところでやはり、さつまのほうも取るべきではないかと

いうことになりまして、２４年度から一応取るようになっております。 

 金額につきましては、振込手数料の１件当たり３万円未満が消費税を含めて１０５円でござい

ます。３万円以上が３１５円ということで、一応本年度から支払いをするように計上いたしてい

るところでございます。 

 他のところにつきましても、先ほど申し上げましたように、薩摩川内市は納付書でいたしてお

りますけれども、これにつきましても１件当たり３０円、また伊佐市は、学校で一応集金をして

おりますが、それを振り込むときには、負担をして振込手数料を支払っているという状況でござ

います。以上でございます。 

○会計課長（日高 昭治君）   

 ただいまの指定金融機関の関係で、取り扱いの額というようなことでございますが、収納それ

から支払い、日々流動的な部分がありますが、ことしの２月２９日現在の残高状況ということで、

御理解をいただきたいと思います。農協のほうが、特別会計まで含めまして、全残高の大体

８０％の取り扱いということになっております。 

○農政課長（平田 孝一君）   

 御質問の、まず第１点目でありますが、市場の借地料の関係は、先ほど町長からもありました

が、ＪＡの理事改選後を待って、一応協議を始めたところであります。 

 私どもとしては、副町長、それと私ども農政課、それと財政課一緒になりまして、ＪＡさんと

協議をさせていただきました。一応、昨年に１回、そして、ことしに入ってから１回ということ

で、協議をさしていただいておりますが、一応、交換という形で進めさせていただきたいという

ことで、そういった協議の中で、鑑定士を入れるとかそういう話になりまして、まだ結論までは
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至っていない状況であります。 

 それと、水田利用推進事業補助３０万円についてでありますけれども、これにつきましては、

昨年度から、町単の事業として地産地消とあわせ、耕作放棄地抑制策としてスタートさせたもの

でありまして、水田の未作付地を活用して、地元しょうちゅう工場にこうじ用米を提供しようと

するものであります。 

 計画としましては、ことしは一応、栽培面積５００アール、５ヘクタールですね。それと栽培

者１０人、１０アール当たり６,０００円の補助、合わせて３０万円というふうに考えておりま

す。そして、このほかに、国のほうから交付金として２万円、県のほうから１万円、町の農業再

生協議会から一応１万４,０００円の助成が見込まれておりまして、合計５万円の助成というこ

とで推進をしたいと考えております。 

 こうじ用米については、地元のしょうちゅう工場、２工場に供給する予定ですけれども、価格

的に１キロ当たり１１０円ということで安いことから、そういった助成策を講じて、未作付地の

有効活用を図ろうとするものであります。 

 それと、ブランド確立の５２万円の補助でありますが、今回、農畜産物のブランド化を促進す

るため、ＪＡさつまと一緒になって、仮称「薩摩のさつま」ブランド推進協議会を設置して、消

費地でのトップセールスや販売促進活動を展開して、有利販売につなげていこうとするものであ

ります。 

 一応、町と同額をＪＡも負担し、トップセールス時の旅費や販売促進用資材、あるいは試食用

宣伝の材料費、あるいはパンフレット作成、そういったものに充てていきたいと計画をいたして

おります。今後におきましては、ブランド指定品目の生産者代表なども取り込んでいって、一体

となった組織活動を展開していきたいと考えているところであります。 

 それと、農林業まつりでありますが、これにつきましては、一応二つに分かれておりまして、

特産品まつり、これを一応、鹿児島中央駅のアミュ広場で、６月ぐらいになると思うんですが、

貸し切って、さつま町の全体を売り込みたいということで、そういった計画でおります。 

 それともう一つは、さつまフェスタであります。これは例年、薩摩地区のグラウンドで実施し

ておりますけれども、こういったさつまフェスタとあわせて実施をして、地域のそういった特産

品を売り込んでいきたいというふうに考えているところであります。以上です。 

○企業誘致対策室長（湯下 吉郎君）   

 佐志ニュータウンの販売あるいは広告についてということでございますが、営業の実績を申し

上げます。ことしの１月２５日現在で把握しておりますが、ハウスメーカー等に県内を４０カ所

２,０００枚配布し、それから新聞折り込みを２万７,４３０部、薩摩川内市、伊佐市、出水市、

霧島市に折り込みを入れております。それから、町内全戸で８,７２１枚配布をしております。 

 それから、町内の事業所、企業等について、１０件ですが、１,２００枚配布をして、企業の

皆さんに購入していただくようにお願いをしております。それから、金融機関は３者、鹿児島銀

行、南日本銀行、ＪＡ北さつま。それから町内の直売所、温泉施設等にもチラシを配布しており

ます。 

 それから、先ほどからありますようにトップセールスをしていただいておりまして、４回して

いただいております。ことしは、吉野公園であったり、空港であったり、中央駅等でしていただ

いて、それと出郷者会に町長が出ていただいた折に、トップセールスをしていただくということ

であります。 

 それから今年度は、移住・定住セミナーに、福岡、東京、大阪に行って、それらの方々にＰＲ

をしております。それからまた、このほかに、町から助成を２０％、平成２２年度からしていた
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だいておりまして、これまで特に、佐志ニュータウンの場合は、５２区画あったものが、平成

１７年から２１年の合併の５カ年間で、わずか６区画しか販売できなかったんですけれども、

２２年度から２０％の助成をいただいた効果があり、２２年度に５区画、本年度は、一応６区画

ということで、２年間で既に１１区画販売できておりまして、この効果というのは非常に大きか

ったということで考えております。終わります。 

○桑園 憲一議員   

 スポーツコンベンションのことでまたお尋ねしますが、その案内がなかったということのよう

なんですが、私がラグビー協会の事務局長に連絡を取りますと、案内はしてあると、その案内の

宛先は教育委員会、持っていったということなんです。ですから、そのときに、大会の要綱等も

一緒に同封してありますという回答をいただいております。 

 ですから、はっきり言うて２月１７日に開会式も宮之城の総合体育館でやっております。しか

も５時から、そのあとに、担当会議も行われているようなんですが、やっぱりこういう大きな大

会ですから、必ず案内はやるはずなんですよ。ですから、そういう情報が伝わっていないという

ことは、どっかでか連絡が途絶えていると、横の連携が取れていないということではないかなと

思います。 

 私は、本当に大会事務局の事務局長に対しては、まことに済みませんと、我々のほうとしても、

交流人口２００万人の観光交流を目指して町長も頑張っておりますと、そして、スポーツコンベ

ンションの町、あるいは合宿の町ということで、一生懸命取り組んでいるんですけど、今回につ

いては、まことに済みませんということを電話で話をしております。 

 ですから、やっぱりこういうときには、本当に横の連携をしっかりやって、こういう意思の疎

通を図っていただきたいと思います。九州各県、８県あるわけですが、この８県の持ち回りでこ

の大会は行われております。来年はどこになるか判りません。せっかく、九州のトップリーグの

高校生が来て、こういう大きな大会が行われたわけですから、歓迎の意味でも、町長が、あるい

は、町長が都合悪いときには、三役だれか出ていただいて、終了後の、できれば懇談会でも持っ

ていただければ、いろんな町のＰＲの絶好のチャンスでもあるし、またグラウンドにおけるいろ

んな環境整備の面においても助言をいただくこともできたんじゃないかなと思うところでござい

ます。 

 いろんな大会が行われておりますけど、広報活動、これが、ほとんどないんじゃないかという

ことも住民から聞いております。というのは、バスがとまっている、車が多い、人もおる、何が

行われているんですかというような住民からの声も出てきております。こういうことなんかを考

えますと、こういう大きなイベントがあるときには、事前にやっぱり町民にも参加をしていただ

いて、応援をする機会をつくっていただきたいなと思います。 

 今回のことについて、非常に残念でなりませんけど、ただ、この大会においても、この要綱を

見てみますと、副会長は地元の人がなっております。しかも、大会の役員等においては、薩摩中

央高校の生徒なんかも来て一生懸命手伝いをやっております。そういう大事な大会であるという

ことは認識をいただきたいと思います。 

 以前、自転車ロードレースも、ここの地で開催されとったわけですが、これも平成１８年の水

害のあと、本町では中止ちいうか、延期した経緯があるわけですが、その関係で金峰町に出てい

きました。そして、もう、この地域では開催はできなくて、桜島の溶岩道路を使って、県の自転

車競技連盟は行うということを発表しております。 

 せっかくいろんなグラウンド、あるいはいい競技場があるわけですので、有効に活用するため

には、しっかりとそういう情報の把握というのは、横の連携を取りながらやっていただきたいと
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思うところです。 

 それから、もう１点の金融機関の関係なんですが、子どもたちの給食費の振込手数料を公金で

支払うというような形に、２４年度からですかね、なったということなんですが、金融機関の指

定をするときには、当時を思い出しますと、いわゆる陳情合戦で相当騒がれたときがあったわけ

ですが、やっぱりこういうときのことを思い出したり、あるいは、農協に指定金融機関をした関

係でＰＴＡに働きかけて、口座をつくっていただきたいということなんかもあったと思うんです

よ。 

 そして、農協にわざわざ口座もつくって、引き落としの形を取ったんですけど、今になって、

農協が合併したから、手数料をくれというような事態になっているち言いますけど、町の公金な

んかの取り扱いを見ても、さっき会計課長が言いましたが、８０％を占めて、その取り扱いをし

ているわけですから、子どもさんの給食費なんかにしても、じいちゃん、ばあちゃん、あるいは

お父さん、お母さんは、ほとんどがＪＡの組合員が多いと思うんですけど、この地域は。 

 しかも組合長も地元の組合長です。そういうところは、金額はわずかですけど、やっぱり町民

の税金ですので、そういうところはしっかりと話し合いをする機会は持たれる考えはないか、再

度お伺いいたします。 

 それから、先ほどの、このＪＡの借地料ですが、昨年１回、ことし１回ということで、交換と

いうことで話を持ったということですが、やっぱり、こういうのは長くうっちょけば、長くたつ

ほどいろんな問題が絡んできて、そして時間がかかってしまうと、交渉ごとちゅうのはいつもそ

ういうものなんです。 

 ですから、こういうことは、長く引き延ばさないで、早急にやっぱり解決に向けての話し合い

をしていただきたいと思うんですが、再度、町長の見解をこれについてはお伺いいたします。 

 それから、佐志ニュータウンの関係でございますが、最近になって、いわゆる宣伝ちいうんで

すかね、トップセールスちいうんですか、県内外にチラシ等を配って、非常にこの売れ行きがい

いようですが、２２年度で５区画、今年度で６区画売れたということでございますので、ぜひ完

売に向けて、努力していただきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 ２点ほどございましたのでお答えをいたしますが、この手数料の問題ですね。確かにこの指定

金融機関を指定をする段階では、それぞれのメリットを出しながら陳情をされて、最終的には議

会に議決をいただいて、今のようになってきている経過がございます。ＪＡさんとしましても、

金融面を持って、やはり経営努力をしなければならないというようなことと思われまして、その

ような申し出をされたわけです。 

 当然として、一方の団体は手数料は取らんで、一方の両団体は手数料を取るとなると、やっぱ

りアンバランスが出るというようなこと等で均一な取り扱いをしたいというようなことでの申し

出であったと思っておるわけでございますので、その辺は、お互いにやっぱり理解をしなきゃな

らないと思っているところでございます。 

 ＪＡとのいろんな協議については、いろんな機会で、やっぱり組合長とも語る機会がございま

すので、その辺は今後におきましても、いろんな面に農業関係を含めて、話し合いはしてまいり

ます。それから、この土地の問題ですね、これも長年の懸案でございましたので、広域合併にな

りまして、新たな問題として提起をしながら、この問題の解決に向かって努力をしているわけで

ありますから。 

 ただ、いろんな土地をですね、一緒に解決をすることになりますと、また向こうの立場という

こともありますので、やっぱり広域合併をされた組合であればあるだけに、また合併前のやっぱ
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りあれとは違うというところもありますので。 

 やっぱり総合的にいろんなことを勘案しながら、やっぱり、いい方向を見出していくことが大

事でありますので、これについては、短期的に解決すればいいんでしょうけれども、こういう土

地の財産問題というのは簡単にはいかないというのがありますので、お互いに調整ができるよう

な方向性は見つけてまいりたいと思うところであります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○柏木 幸平議員   

 予算書の１１７ページ、肉用牛振興事業費の関係で質問をいたします。 

 あしたまで３月の競りが行われており、２月の競りも好調であったようですが、その関係で、

畜産農家の方から、ちょっと心配やちゅう声を聞いたもんですからお尋ねするわけですが、今年

度は、子牛競り市の購買者に対するこの対策事業補助ということで、町内の宿泊施設の利用向上

もあわせて、１２回の１０人の５,０００円ということで組んであり、また、保留牛、種雄牛に

対しても、今回はランク分けをして、それに対して、また、各補助をつけてあるわけですが、農

家の方々から言わせますと、こうして上位の部分は保留されたりしているわけですが、その下の

段階のところで、県外のほうに随分値段が高く競られて、流出しているというような心配をされ

ているわけです。 

 それで、県内でもほかのところでも、どっか市場であったそうですが、そうして流出していて、

値段が高く競られていることは、そのときはよくても、５～６年先、その市場全体の価格が下が

ったという情報も聞いているわけですが、そこあたりのバランスを考えてほしいと思うんですが。 

 そのほかに、更新によって１頭当たり２万円の補助も組まれているわけですが、それをはるか

に超える価格が今、２月の競りでもあったと、それで今回も、きょうも好調のようですが、そこ

あたりのバランスについて、町長にお伺いいたしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 農業所得の中で、やはり本町の場合は、特に、やっぱり畜産ですね、このウエイトが非常に高

いわけでありますので、半分以上はもう畜産で持っているわけでありますが、それなりにこの畜

産については、高齢者の方が一生懸命頑張っているところもありますし、多頭飼育者もいらっし

ゃいますけれども、何とかこの畜産については、そういう産地としての継続をしていただくよう

にということで、いろんな手だてをしているわけであります。 

 本町に限らず、あるいはＪＡにしましても、あるいはこの県にしましてもですが、いろんなこ

の助成措置をして、有効的な対策を講じていると思うんですよね。それなりに、やっぱり畜産農

家の方が頑張っていただいて、高く売れたから手放すということも確かにありますので、できる

だけ、いい牛を残していただいて、保留をしていただいて、今後の産地としてはやっぱり続けて

いただきたいという願いで、今回もそれなりの対策のための措置をいたしているわけでございま

す。 

 できるだけ、いい牛が生産されるようにですね、例えば、高齢牛についても更新をしていただ

くようにということで、そういう手だてまで、いろいろ助成もやっておるわけでありますから、

そういう形で、各農家が励んでいただいて、いい牛を育てるような対策を講じていただくという

ことが、まずは大事かなと思っております。 

 提言もやっぱりいろいろこのことは大事ですので、本町においては、全国の購買者も来ていた

だくように、非常に優良な子牛が生産される地でありますから、今後も、それが継続されるよう

にお願いしていきたいと、私どもも、行政とか関係機関一体となって、これは支援体制を設けて
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いきたいと思っているところであります。 

○柏木 幸平議員   

 今、更新にしても２万円ということで、なかなか急激に上がったもんですから、その２万円が

効果がないような状況も出ているようなふうです。 

 それと、増頭しようと思っても、今、次のランクのところを競って、なかなか増頭に連れて帰

れる状態でないと、そういうふうな反動が出ているわけです。ですから、ぜいたくな悩みという

か、そこにちょっと矛盾があるわけですけど。 

 そこあたり、今後また考えたときに、全体的な、そのさつまの牛が、持続的に高価格で競られ

るのかという、やっぱりそこあたりを農家の方が心配されているようですが、今後、やっぱりそ

れら農家の方々に対しても、農政課を通じてでもそういう政策のことを教えていただきたいと思

うんですが、農政課として今、農家に対するどのような対応を考えておられるか、そこをちょっ

とお尋ねいたします。 

○農政課長（平田 孝一君）   

 畜産振興についてということであります。町長のほうからありましたように、畜産は、本町の

基幹品目でありまして、特に肉用牛は地域に優秀な民間種雄牛が育成されておりますことから、

全国でも高い評価を受けています。 

 おかげで、薩摩中央家畜市場のほうで、毎月開催されております子牛競り市では、全国からた

くさんの購買者にお越しいただきまして、２０１１年の、これは暦年でありますけれども、子牛

の取引市場価格は、全国ランキングでは、雄、雌平均で全国３位という市場になっておりまして、

大変ありがたいことであります。 

 しかしながら反面、先ほど議員もおっしゃられたように、高価格なことから、地域では競り落

とすことが難しくなり、優秀な雌子牛が地区外、県外に流出していると、そういう動きがござい

まして、畜産関係者の方々も大変苦慮されておられます。 

 このようなことから今回、新年度におきましては、これまで取り組んできました肉用牛振興対

策事業の中で、繁殖元牛を地元に残していくための補助体系の見直しということで、優良雌子牛

保留対策事業、これにつきましても、一応３ランクに分けまして、そういった助成策を強化した

ところでございます。また、優良雌牛保留導入事業につきましても、同じく３ランクに分けまし

て、少しでも農家支援ができればということで、そういった支援策を強化しております。 

 こういった支援策につきましては、地域の畜産振興会の方々の意見等も十分に聞きながら、優

秀な雌牛を残していくには、価格に見合ったやっぱり助成という声がたくさんありましたので、

そういったふうに今回さしていただいたところであります。また、町のほかにもＪＡからもまた

助成がございまして、一体となって優良雌牛の保留に努めて、さつま牛の産地づくりに取り組ん

でいきたいというふうに考えているところであります。 

○柏木 幸平議員   

 今もありましたように、本当に、持続的に農家の方々も競り落とされるような、そしてまた、

さつま町においても、そういう優秀な牛が残って、地域全体が農家の活性につながればというふ

うに思いますので、そこあたりもまた、町長のほうも考えてほしいと思います。終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○平田  昇議員   

 名を告げずの方からの訴えといいますか、こういう事実だったんですということの電話ですが、

これを取り上げていいのかどうか迷いましたが、ことがやっぱり大きい内容でございますので、
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町長にお尋ねします。 

 ある事業でこちらに進出された業者さんが、従業員の宿泊所を確保したいということで、町長

に御相談に行ったと言われる。事実かどうかこれを確認したいわけです。そしたら、湯田の旅館

を想定していたのだが、いや、私の町の分譲宅地、どこのことでしょうかね、それを使ってくだ

さいと言ってそこに施設をつくる結果になったと、それで、業者さんの一人だったんでしょうか

ね、本当ならそういう従業員の宿泊料が町内に落ちるのにと、この事実はあったのでしょうか。

確認だけです。とりあえず。 

○議長（中尾 正男議員）   

 平田議員、予算の総括質疑ですから、関連予算のところを言っていただかんとちょっと答弁が

困ると思うんですが。 

○平田  昇議員   

 コンベンションと関係あるんだろうか。 

○議長（中尾 正男議員）   

 どっかでか理由づけをしてください。 

○平田  昇議員   

 佐志ニュータウンでも結構です。 

○議長（中尾 正男議員）   

 その関係で、答弁をお願いしたい。話があったのか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 ただいまお尋ねの件についてですね、これじゃないかなと感じられるところ、例えば今、ダム

の再開発事業の関係、あそこの請負をされた企業体というのがございますが、どこかにその現場

事務所をつくりたいということでお話がございました。 

 それで、最初は、宮之城温泉もありますよと、ああいうところを使われたらどうですかと言い

ましたけれども、なかなか今のこの建設業者の、この請負のやっぱり基礎経費の積算というのが

もう昔みたいではなくて、やっぱり厳しく見積もってあると。 

 従業員の方が１００人を超えるみたいですので、現在でも１５０とかですね、関連企業まで含

めると、相当な数になる。そういう人たちが、仮にそういう施設を借りて、会社のほうでその宿

泊費とか、いわゆる食費もですけれども、その旅館にお願いしたときの経費では、とても、もう

採算にあわないような状況だと、それで、どうしてもどっかよか土地はないでしょかというお話

だったんですよね。 

 それで、あちこち物色をされて、結果的に町の施設があります、工業団地の空いているところ

は、お借りできませんでしょうかという御相談があったわけです。それで今、佐志の倉内工業団

地、あそこに立地をしてもらう、そういう経過があったことは事実であります。 

 旅館も紹介しましたけれども、今はそういう利用の形態ではないと、昔はそういうことがあり

ました。今は非常に経費の積算が難しくなって、大体そういう経費を見たときに、とても泊れる

ような状況はないから、別途に、現場事務所を新たにつくってしたほうが安上がりだと、そうい

ういうことで、結果的にあちこち見られていましたけれども、倉内工業団地のほうを何とかでき

ませんかということで、あそこにちょうど空いた土地がありましたので、もし別に企業誘致でも

あれば、そのほかに土地はまだ残っていますので、そこに、しばらくの期間だったらつかえない

ということでお貸しした経緯があります。恐らくそのことだと思いますけど。 

 それでその後ですね、まだ関連の企業の皆さんがお入りになるということもあったようでござ

いまして、それで、そこについては、旅館業者の皆さんと私と、それからホテルの経営者の方も
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いらっしゃいましたが、相談にきたその日に、すぐ、今できております倉内工業団地の現場事務

所に一緒に出かけまして、今後もまだ増える状況であれば、湯田の旅館とか、紫尾温泉とか、あ

るいは京セラ、そういうところも御利用してくださいと、そういうことでお願いはいたしてござ

います。 

 今のところ、工業団地にさらに増設をする用地は全くないもんですから、それで、できれば旅

館を、ホテルを御活用してくださいと、旅館経営者の皆さん方と一緒にですね、そこは御相談に

行ったところでございます。（「了解しました」と発言する者あり） 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○市來  修議員   

 １７９ページです。１０款５項５目の図書館費というのがあるんですが、この説明のところ、

真ん中に備品購入費、図書２００万円という予算を組んでありますが、この２００万円という予

算が、今の図書館の内容からして、どうも私は少ないと、こう見たもんですから。というのは、

１０年ぐらい前も、私がこの図書館の図書のもっと充実ということを一般質問で取り上げたこと

もあります。 

 なぜ図書に私がこだわるかといえば、図書は、皆さんも御存じのとおり、人づくり、それから

人材育成、この基本になると思うんですよ。旧宮之城町の図書館のことを言うんですが、もうち

ょっと図書の充実がほしいということを考えておるもんだから、この予算を要求されるとき、審

議されるとき、もうちょっと、ようけですよ、予算要求をされんかったもんか、図書の充実の考

えはなかったのか、どうだったでしょうかね。 

○社会教育課長（岩元 義治君）   

 この図書館の図書の購入費の関係でございますが、従来この図書購入費につきましては、ここ

数年、年間１００万円と、３図書室で１００万円ということでございました。 

 過去、合併前の図書費につきましては、合計すると４００万円とか、そのぐらいあったという

ふうに記憶しておりますが、ここ数年は１００万円ということでしたけれども、昨年ちょうど国

の光交付金のほうがありまして、これで図書をある程度まとめて購入できました。その額が大体

５７０万円ぐらい、昨年一気に購入できたところでございます。 

 それで、近隣に比べましても若干この図書費は少ないでしたので、本年２４年度からはある程

度比べてもおかしくないような形での購入費を計上しようということでありましたが、本年度は

この倍の２００万円ということで、これまでから比べますと倍額ということで、多くの予算をい

ただいたところです。 

 要求は幾らしたかということはちょっとあれですが、要求としては、これよりもしております

けれども、結果としては、従来の倍の図書購入費はいただいたということであります。 

○市來  修議員   

 遠慮をせんじですよ、ぜひ、さつまの人材づくりということを考えていただいて、来年からも

うちょっとですね、これに丸をもう一つつけていいと私は思いますよ、図書は消えるもんじゃな

いから。そうせんとですよ、やっぱり１０年、２０年、３０年先を、さつま町の人材育成、人づ

くりを考えてですね、やっていただければ非常にいいと思います。 

 昔の話ですが、戦国時代に米百俵という、確か話もありますよね、そうことも思い出していた

だいて、人づくりにどうか努めてくださることを要望しまして終わります。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 
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○新改 幸一議員   

 １点だけ、所管が違いますので御質問いたしますが、先ほど、畜産振興の関係で話が出ました

けれども、１１６ページですね。畜産業事務費の中の一般需用費に５７万９,０００円、予算が

組んであるんですけれども、この大きな一般需用費の金額の使い道ですね、ちょっと教えていた

だきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ちょっと時間がかかるんだったら、保留にしますけれども。（「済みません、しばらくお時間

をください」と発言する者あり）それでは、ちょっと準備に時間がかかるようですけれども、一

応答弁を保留しておきます。 

 ほかにございませんか。 

○木下 賢治議員   

 所管外のことについて、二、三尋ねてみたいと思いますが、５３ページ、企画係の、地域高規

格道路インターチェンジ周辺整備構想策定の業務委託が入っておりますけれども、県の助成制度

を活用してのことのようですが、どのような内容なのかということと、あわせて、これまでの説

明で、工業団地の東側周辺というような話を聞いているわけですけれども、町としてのインター

チェンジの場所を要望できるものか、またあわせて、地元、佐志地区、県道の加治木線との関連

もあるかと思いますけれども、地元の意向というものを聴取をされていらっしゃるものか、イン

ターチェンジ周辺のそういう構想について、町長の説明をいただきたいと思います。 

 もう１点は、５４ページの同じ企画係のねぶたの関係なんですけれども、実行委員会、あるい

は青森からの訪問団受け入れに関する経費ということで上がっているようですが、これまで毎年

のように、鶴田町からは本町に来町をいただいているわけですけれども、町長、いかがなもので

すかね、前も尋ねたことあるわけですけれども、やっぱり、町民も希望者を募って、幾らかでも

助成をして、本町から向こうのほうに行って人的交流、もちろん文化、経済も含めてなんですけ

れども、そういうことは考えられなかったものか。 

 それと、消防のことで、１５２ページの防火水槽の整備で予算が上がっているわけですけれど

も、先般、船木のほうで火事があって、人命を失うような痛ましい火災だったように聞いており

ます。あわせて、その出火の場所が、大変水利が厳しいところで、近くに露天の小さな防火水槽

もあったそうですけれども、泥とか、そういうごみ等がたまって、消火するのに吸水、吸い上げ

が難しかったというような話も聞いておりますが。 

 消火栓はあってもですね、水圧が少なくて、機能が十分でないというものやら、消火栓からの

放水というのは、もう一本しかできないわけですよね、それで防火水槽であれば、ポンプ何台か

もつけられますし、効果が大きいわけですけれども、やっぱり、町内では防火水槽が本当に必要

な場所というものがたくさんあると思うんですけれども、消防長で、どうしてもここは早くせん

にゃあいかんなというところを、どの程度把握されているものか。 

 極端に言えば、消防機材は１～２年遅らけてでも、やっぱりそういう緊急性のあるところへの

防火水槽の設置というものを、年次的に計画はされているということはもう重々判るわけですけ

れども、やっぱりこの前のような、そういう人命を失うような、そういう防火水槽の不備を解消

するような手だては考えられなかったものか。 

 それと、もう１点。文化係のほうで、芸術文化の活動事業費ということで、航空自衛隊の音楽

隊の公演というものが上がっているわけですけれども、本町は、今でもだと思うんですが、水害

等もでしたし、そういうときに１次派遣で、国分自衛隊が本町の管轄じゃないかというふうに考

えるわけですけれども、合併以降、自衛隊と町との交流というものが、少ないような感じがする
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わけでございます。 

 そういう意味で、もしもの災害のときにお願いする国分の自衛隊、その航空自衛隊が悪いとい

うことじゃないわけですけれども、ここを選定するに当たっての経緯といいますか、あわせてそ

ういう自衛隊との交流というものの町長の考え方を伺いたいと思います。お願いします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 北薩横断道路とこの関連の基礎調査でありますけれども、従来この北薩横断道路の線形決定に

当たりましては、県が行うわけでありますけれども、やはり町内を通過をするに当たりましては、

やはり将来ビジョンとして、町としてもいろいろと大きなかかわりをしなければならないだろう

ということで、いろいろまちづくりについては、大きな関心を持っている施設でありますので、

一応、町として関係課で協議をして、町としての考え方の路線、線形というのは一応、県のほう

に出してあります。 

 それにのっとってということになるところもありますし、場合によっては、それによりがたい

ということもあるようでございます。 

 ただ今後、広瀬の道路が６キロ出まして、それからいよいよ国道３２８号、２６７号の接点が

できる、そういったようなインターチェンジの場所というのが想定をされるわけであります。そ

うしますと、今後のまちづくりに大いに考えなければならない、いろんな土地利用計画とか、都

市計画の関係とか、そういうことがありますので、すべてそういうのを、県のほうにお任せして

路線を計画決定をされるということよりも、事前にやはり町としての考え方、構想というのをつ

くり上げて県と協議をしていく、そのことがやっぱり将来のまちづくりに当たっては必要じゃな

いかと思って今回、そういう必要な調査の予算を上げさせていただいておるわけであります。 

 基本的には、県のそういったソフト事業を活用したいということで、県にも要望としては上げ

てあるところでございます。基本的にはそのような考え方であります。 

 それから、ねぶたの関係につきましては、友好交流としまして、５周年のときに１回、それか

ら次の年、昨年、来ていただいたわけでありますが、やはり町民の皆さん方は、それだけの熱気

を持って歓迎をしていただく、そしてまた、従来から行っております夏祭りの盛り上がりが非常

にいいということもありますし、子供たちの、やっぱり、ああいう異文化に触れる喜びというん

ですかね、ああいう姿を見ますと、やはりある程度のものは、やっぱり引き続いていく必要があ

るのかなと思っております。 

 ただ、笛、太鼓の問題というのがありまして、１回、２回ぐらいではなかなか覚えづらいとい

う関係者の御意見がございます。それで、実際は、ねぶた同好会というのを結成をしていただき

まして、その中で運営をしていただきたいということで、それなりの予算も出しておりますが。 

 場合によっては、また向こうからいらっしゃったとき、何かその受け入れの体制が全くないと

なるといかんなというのがありまして、必要な、若干なりの予算は持っとったほうがいいんじゃ

ないかなという思いで予算としては上げてございます。 

 場合によっちゃもう、来られるか判らんわけですけれども、そのようなことも想定しながら、

一応、非常に熱意のある方々なもんですから、もし来られたときに、何もしないというわけにも

いかんし、ある程度の交流のそういう予算も持っておくべきではないかなということで、若干こ

の予算もお願いしているところでございます。そういった同好会が主体となって今後、運営をし

ていけたらと思っているところでございます。 

 あと、自衛隊の関係ですね。直接、部隊の駐屯というのがないもんですから、災害のときなん

か、非常に頼りになるし、人命救助とか、あるいはこの復旧の関係についてもですね、大変あり

がたいことであると、感謝を申し上げているところです。今のその関係でのお付き合いというの
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は、自衛隊の入隊者が本町内からありましたときに、中央連絡部とか、あるいは国分とか川内の

ほうからも来ていただいて、意見交換をする機会がございますが、そのほかですね、父兄会の総

会とかあります。 

 そういう機会とか、特段、町と直接の交流の機会というのは、今までないようであります。御

意見にありますように、やっぱりいざというときの頼りということもありまして、何かいい機会

があればということも思っておりますけれども、具体的には今のところはそういう壮行会時とか、

あるいは総会、そういうことしか、今のところは交流がないところでございます。 

 今後また、いろんな機会ができるようであれば、また自衛隊の意向等も踏まえながら対処をし

てまいりたいと思うところでございます。 

○消防長（高木 卓朗君）   

 先ほど御質問がございました防火水槽の件ですが、まずは、１点目の１月２９日に発生いたし

ました船木での火災、この火災におきまして、一番直近の防火水槽が、約１２０メートルの地点

に、平成２２年の事業で設置いたしました防火水槽がございます。これが一番直近の防火水槽と

いうことで、火災防御上、大変有効に活用されております。 

 そしてまた、建物の向かい側、反対側にありますけれども、約２５０メートル離れた地点の消

火栓からも引いておりますが、この防火水槽が消火活動時において、大変有効な消防水利となっ

たところでございます。 

 そしてまた、防火水槽の設置整備計画でございますけれども、消防のほうといたしましては、

隔年おきに４基ずつ整備している状況でございます。当然、国の補助事業を受けまして整備して

いる状況でございます。この整備につきましては、地元の要望もありますが、消防本部のほうで

も緊急度、優先度を考慮いたしまして、４基ずつ整備している状況でございます。 

 以上でございます。 

○木下 賢治議員   

 消防長、私、聞いたところでは、先ほど言ったようなことで、もう川まで行かんと水利がなく

て、もうはんぱ、みんな見ちょいじゃったという話も聞いたわけですけれども、一番、消防長が

詳しいわけですので、消防長が正しいかと思いますが、そういう情報があったもんですから、こ

のようなことを質問したわけですけれども。 

 実際、私も消防団員として、活動の中で、本当にここも防火水槽が欲しいなあちいうのが、私

の地元ですらたくさんあるもんですから、町内にはまだまだいっぱいあるんじゃないかと思うん

ですよ。先ほど言ったように、機材を少々遅らかせてでも、やっぱりここはもうどしてんなかや

いかんどちいうようなところも多分あると思いますので、検討していただきたいということでご

ざいます。 

 それと町長、先ほど、佐志、地元の人たちの意見をと尋ねたわけですけども、あったか、なか

ったかだけ教えていただきたいと思います。 

 それともう１点、自衛隊のことなんですけれども、今でも多分、このさつま町は、どこどこの

自衛隊の何隊がというような指定が、そういう指定があるんだと思うんですよね。ないですか。

災害のときの１次派遣。 

 ここが、そことそういう指定関係にあるのに、何で航空自衛隊だったんだろうかなと引っかか

ったもんだから、こういう質問をしたわけですけれども、そういう意味を含めて、旧町時代は慰

霊祭とか、そういうときに国分の自衛隊の人に来てもらって、そういう吹奏楽とか、自衛隊との

交流が多かったものですから、合併以降少ないものですから、こういうことを町長にお願いした

ところでございます。 
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○町長（日髙 政勝君）   

 今回のこのインターチェンジの関係のこととは別として、今、広瀬のほうに出てくるインター

チェンジの関係、これについては、祁答院線とかですね、湯田のほうに行って国道２６７号に乗

る、そういう関係もありますので、恐らくインターチェンジもつくられると思います。 

 それで、その辺の意向についてはですね、私どもも県のほうとは協議はいたしておりますけれ

ども、地元意見としては、いろいろ協議はいたしているところでございますので、その辺の乗り

入れがスムーズにいくようなそういうインターチェンジのつくり方というのは、当然として地元

として行っていきたいと思うところでございます。 

 自衛隊の関係については、また、担当課長から説明させます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 地元というのは、佐志の、地元の住民から、何かそういう要望はなかったかと。 

○町長（日髙 政勝君）   

 佐志の地元のほうからは、地元説明会というので、地権者のほうはしてあるんですが、それで

また、地元の説明会もあったんですけど、具体的には、建設課長ほうで。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 今、町長が申しましたとおり、佐志のほうでも地元のルートの説明を行ったわけでございます

けれども、具体的にですね、ちょうど倉内工業団地の下のほうに６キロ地点が来るわけでござい

ますけれども、今まだインターチェンジがそこに確定的ということも示されておりませんし、恐

らくあそこにできるんでしょうけれども、そういう関係で今、地元のほうからは、まだそういう

そこまでの声、あるいは要望等は来ておりません。 

 ただ、地域高規格道路の目的がですね、物流の整備ということで、ちょうどＮＧＫのプラグを

あそこから乗り入れて持っていくという大きな目的もありますので、あそこら辺にできるんでは

ないかということになっております。 

○文化課長（北原 美義君）   

 今回、航空自衛隊の関係が来るということで、近隣の陸上自衛隊とのそういう災害関係との関

連ということだろうと思いますが、今回、航空自衛隊の中央音楽隊ということで、航空自衛隊の

ほうも、中央のほかに各方面隊のほうにございまして、九州管区のほうは、西部航空音楽隊と、

音楽のほうはこういう音楽隊ができて、自衛隊の広報活動を行っていると、陸上自衛隊のほうは、

確か熊本のほうに音楽隊があるようでございます。 

 今回決まったいきさつにつきましては、中央音楽隊の広報活動の一環として、九州のほうで演

奏をしたいということで、川辺のほうと、串木野のほうと、今回、ここは吹奏楽のまちづくりを

行っているということで、さつま町でやりたいということで、向こうからの申し入れ等もござい

まして受け入れたということでございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 建設課長、確認をしておきます。そのインターチェンジのことについて、今の答弁でよろしい

ですか。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 ちょっと議長から注意を受けましたけど、（笑声）今の時点では、具体的にまだ示されており

ませんので、それで御理解いただきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 了解。さっき保留にしていた新改議員の質疑について答弁を。 

○農政課長（平田 孝一君）   
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 先ほど、新改議員の質問に対する答弁を保留させていただいておりましたので、お答えをさせ

ていただきます。 

 ６款１項７目、畜産業事務費の需用費５７万９,０００円の内訳をという御質問でございまし

た。この需用費につきましては、本庁の畜産係それと鶴田支所の畜産部門それぞれ公用車が１台

ずつございまして、この公用車の維持管理に要する経費、それと公用車１台分の車検代、それと

鶴田、薩摩に家畜検査場を持っておりますが、ここの維持管理の経費、それと町の品評会、川薩

畜産共進会、これにかかる額縁代とか、事務用消耗費、そういったものを一応、計上させていた

だいております。 

○新改 幸一議員   

 一般需用費の中身をちょっと聞いたわけですが、畜産振興の関係で、町長の施政方針の中で、

この畜産振興について、ちょっと文言が出ているわけでございますが、畜産は、本町の農業の基

幹作目ということでございます。 

 肉牛は、全国でも高い評価を受けているということで、きちっと文言でうたってあります。次

の文言ですね、近年、口蹄疫や鳥のインフルエンザの関係というようなことで、きちっと方針に

は出ているんですけれども、この鳥のほうは、当初予算説明の中にきっちりと、消毒液配布予定

５００個、３００円、それで１５万円ということで、一般需用費の中にきちっと出てくるんです

けれども、牛の関係の口蹄疫ですね、一番、過去に苦しい思いをした口蹄疫の予防対策関係です

ね、こういうものが予算の中に全然出て来んのですけれども、そういう流れでいいものか。 

 新聞等を見ていますと、よその県、宮崎県とか、ほかの地区、やっぱり口蹄疫は、いろんな予

防対策的なものも記事に出ているようでございますけれども、畜産は、この町の一番、基幹作目

と言いながら、過去に一番、我々苦しい思いをした口蹄疫、今、そういうような話が実際出てい

ないから、安心なんですけれども、いつ出るかわからないというような、将来に向かってですね、

さつま町は、この予算をちょっと組むべきじゃなかったかなと思うんですけれども。 

 ここあたりは当初の予算を組むときには、全然、口蹄疫の予防対策、年に１回はやっぱり石灰

をまいてくれと、その石灰は、町のほうできちっと準備をするからとか、そういうところまでの

考え方というものはなかったものか、そこあたりちょっとお聞きしたいと思います。 

○農政課長（平田 孝一君）   

 一般会計予算の中で、口蹄疫に関する予算がないのではないかということでありますが、一昨

年の宮崎の口蹄疫を受けまして、家畜伝染予防法の改正がなされました。この改正では、やはり

飼養者の責任というのが義務づけられておりまして、そういった伝染病に対する対策、そういっ

たものは、やっぱり飼養者がしなさいというようなことで、石灰の散布があり、あるいは、例え

ば農場への立ち入り禁止の、そういった立て看板の設置、入場制限、そういったものはやはり飼

養者がしなさいというふうに変わってきております。 

 そういった中で、県のほうでも、昨年の暮れあたりから、それぞれ農場に、それぞれ個々に立

ち入り調査を行い、そういったことがなされているか確認を行っております。 

 そういったことから、やはり農家自らやるんだというふうに意識がえといいますか、そういう

ふうになってきておりますことから、こういったことは、町のほうではしておりませんけれども、

一昨年の例でも、もし発生したら、やはり予算的には予備費で対応するというような形でしてお

ります。出ないことが一番いいんですが、出ないように農家自らそういった対策を講じるという

ふうになってきているところでございます。 

 それと、消石灰等につきましては、一応、一昨年の未使用分が約２５０体ほどありまして、こ

れについては、現在、薩摩支所のほうの倉庫のほうで管理をしております。ただやはり、消石灰
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も長く置きますと固まってしまいますので、ある程度やはりそういったところは調整しながら、

新しい備蓄については、また検討させていただきたいというふうに考えております。 

○新改 幸一議員   

 そういうこの法的な流れで、飼養者が自らがきちっと管理をするんだということになったとい

うことでございます。 

 私も仕事上、いろんなところを回るんですが、今はですね、相変わらず石灰をきちっとふって

あるところが、旧薩摩町に１カ所あります。入り口が真っ白になっております。やっぱりああい

う場面を見ますとですね、畜産農家のところが、ほとんどそういう石灰をふってない、もう昔の

流れに戻ったような気がいたしまして、口蹄疫の問題を畜産農家の皆さん方は、もう考えていら

っしゃらないのかなということも、つくづく現場とか見ながら思うところでございます。 

 ですから、飼育農家自らがするということは、そのように理解しましたので、町としては、や

っぱり農協と連携を取りながら、この口蹄疫に対する予防対策も何らかの形を、やっぱりこの

１年の中で、月を決めてですよ、全町民にもわかるようなこういう月間を設けていただくような

流れも、指導もしていただくように要請をしておきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 ４３ページ、２款１項２目関係に関連してお伺いしますが、この前、職員研修につきましては、

町長にお伺いしたところ、引き上げてということだったんですが、この予算書を見てみますと、

県の市町村課に一人、１年間というような話なんですが、今後のその基本的な職員研修について、

例えば今、出水市とか、日置市では、企業が撤退して非常にもう困っていると。 

 うちの場合は、東京じゃなくて、名古屋からが中心になっていますけれども、やはり東京でい

ろいろ情報収集するというのは、職員の方には非常にこう負担が大きいんですけれども、大事な

んじゃないかと思うんですけれども、その辺の基本的な考えと、それから行政改革審議会、それ

から、まちづくり政策推進事業ですね、このまちづくり政策推進事業は、確かにこれはもう新し

い事業ですけれども、私もこれは必要だと、よその人から見た目ですね、さつま町を。 

 さつま町に住んでいるよそから来た人。ですから、この行政改革審議会とまちづくり政策推進

会議、行政改革審議会は町長の諮問でなっていますけど、きのうも出ました公の施設の管理のあ

り方検討委員会とかですね、ここからは胸突き八丁だと思うんですけど、総論は皆、賛成だけど、

各論になると、やっぱり我々議会も町民の方が下っているというようなことで。 

 だから、きのう新改議員が言われたその辺をひっくるめて、ここの両方の、行革の審議会と、

まちづくり政策推進会議で、やはりさつま町のあり方というか、一応話をしてもらう、そうする

と非常に進んでいくのかなと思うんですけど、その辺の考えを町長にちょっとお伺いします。 

 それから、さつまの魅力情報発信で、キャラクターのあれを８４万円ですかね、１体つくられ

ますけれども、いろんなところでイベント等で出てくれば、子供たちとか、熊本のくまモンです

かね、物すごく人気があって、こう発信力があるんですけれども、１体でどのような運営をされ

るのかですね。それで観光協会の、かぐや姫のほうもできていますので、やっぱりその辺とのコ

ラボをしてさつま町を売り出すと。 

 先ほど言われた、アミュ広場でされる秋祭りとか、なんかそんなのに使って、まちの発信には

非常にいいと思うんですけど、基本的な考えを、どういう思いなのかをちょっとお伺いしておき

たいと思います。 

 それから、予算書の２０２ページから２０５ページの職員給与等に関連してなんですが、昨年
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度０.２３落としたんですけれども、年間にすれば上がると、そして職員は二人減って、ちょっ

と５８０万円ぐらい総体では減っていますけれども、ここの昇給がですよ、３４３人、１００％

４号級上げるというふうになっているんです。 

 だから、公務員の場合、人事院勧告もあってしますけれども、この職員の昇給に関する条例で

いきますと、この職員の昇給は前１年間の勤務成績に応じて行うこととする、ですから、ここか

らいくと、全員４号上がるっていうのは、ちょっと無理があるのかなと。 

 だから、その結果がですよ、この上の２０３ページの号級が非常に多くて、合併してから３～

４年、新しい人を入れていないですから、頭でっかちになるのは仕方がないんですけれども、や

っぱり昇給が一律に上がっていく、それでまた人事査定はなかなか難しいところですけれども、

そこがやっぱりせないかんと。 

 というのが、振休にしても取れない人とかですよ、そして今度も、あの滞納整理官とか徴収事

務職員の方がおられて、減ったのか知りませんけれども、こういう予算書を見てみますと、滞納

繰り越しもちょっとは減ってきておると。 

 だから、そういうところは１年間を見て、上げてやるとかですよ、成果が出ているわけですか

ら。それから福祉なんかも、たまたま子ども手当があったからかも知りませんけれども、やっぱ

り保育園のお金をいろいろ相談をして、そのお金から取ったとかですよ、給食センターもわざわ

ざ町外まで行って徴収したとか、いろんなその努力をしています。 

 だから、そういうところは、４号と言わずに６号上げてもいいと思うんですけれども、結局、

そこで全部一律にこう上がっていくちゅうのは、非常に困るなと、困るちゅうかまずいんじゃな

いかと思うんですが、その辺の基本的な考え。 

 それから、予算書全体を考えて、財政についてちょっとお伺いしますけれども、ここ７～８年

で、非常によくなってですね、財政ももう改善していると思うんです。なぜかというと、やっぱ

り町長も去年、２３年度中に、庁舎をつくるときには、借金をせずにつくろうかというような話

まで出ましたから、やはり町長自身も、この施政方針の中では大変だと、私たちも監査のほうか

らも持続可能なというようなことでいろいろ指摘されたり、議会からも決算委員会等でもそうい

うことは指摘されていますけれども。 

 この予算編成の概要を見てみますと、中期財政フレームで２４年から２６年の財源は、一応確

保されているというようなことです。地方交付税の確保が図られていると。ただ、私たちの町は、

２７年までが満額で、それから３２年までですかね、８億円ぐらい減っていくということですが、

この地方債を見てみますと、そこら辺である程度もうカバーができるんですよね、地方債の減で。 

 もうお金がない、お金がないと言いながら、結局、道路維持なんかも非常に要望が多くて、決

算委員会等でも、何百件かあるけれども、半分ぐらいしか消化できないと、今度も５班体制を

４班ということです。これは仕方がないと思うんです。やっぱり１２５～１２６億円をあと２～

３年で１２０億円ぐらいまで予算を圧縮していくという中ですから、だけどやはりある程度余裕

が出てくれば、そういう町民の要望にこたえる必要があると思うんですよね。 

 ですから今度も、この１３８ページを見ますと、昨年からずっと２,０００万円ぐらい予算が

減っています。道路維持の人件費とそれから委託料、工事請負費ですかね、そこのところが減っ

ていますけれども。 

 だから、さっきもありました。農家に、口蹄疫で、それは国の指針が、個人がするんだという

ことですけれども、２００体ぐらいあるから大丈夫だというような話ですが、そういう予算がな

いないと言いますけれども、やはり、ここ４～５年で、それだけお金も返しているわけですから、

７０～８０億円。公債費も減ってきているという、それから財政調整基金にしても９億円ぐらい
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しかなかったのを健全化をして、２６億円とか、２７億円、２３年度末で残る。 

 だからその辺をしますと、７０～８０億円ですかね、ここ４～５年で、１年に１０億以上返し

てきている。将来を見てもあるわけですから、先ほどあったようなそういうこととか、それから、

ちょっと質問がありましたが、青森との人的交流、これは私は、ねぶたは、ちょっと反対してい

ましたけれども、やはり子供たちにそういうのを見せるとか、異文化を与えるとか、やっぱりそ

ういう人的交流、そして東北にあるもの、こっちのほうとは温度も違いますし、そういう文化も

違いますから、交流をするのは、まあいいと思います、その辺のやっぱり予算とか。 

 だから、医療費なんかを安くすると、打ち切るというわけにはいきませんので、単発的にでき

るやつですね。今、各区で福祉部をつくるとかありますけれども、その辺のソフト的な予算をつ

くって、ぜひつくってくれというような、だから、金はないちゅうけど、ちょっとはあるのでは

ないかなと思うんですけど、そこら辺の基本的な考えをちょっとお伺いしておきたい。 

○町長（日髙 政勝君）   

 まず、市町村課への派遣の職員研修の関係でございます。今まで職員の研修というのは、とに

かく、こういう地方分権が進んできておりますので、いかにやっぱり資質を高めて町民サービス

に努めていくかというのが大きな課題でございますので、いろんな機会に派遣をしたり、あるい

はこの研修の機会を与えると、そういう人材養成をしていきたいと思っております。 

 振興計画の中でも、人づくりということを考えておりますが、その中でやっぱり、まずは職員

がそれなりに町民の信託にこたえられるようにですね、そういう能力を高めていただくことが大

事かと思っておりますので、特にこの若手の職員等については、研修の機会を与えていきたいと

思っております。 

 ことしの３月で東京の遊楽館の派遣が終わりますので、これにつきましては、違った形で市町

村の行財政の全般的な実務研修の場であります市町村課のほうに派遣をしていきたい。今、県の

市町村課長ともお話をしておりますのは、できたら行政、財政という面でできないかということ

も御相談をいたしておるところでございますが、どこに配置になるかは判らないところでござい

ます。 

 そういうことで考え方としては、１年間ぐらい一応そういった実務研修という形で派遣をした

いと思っているところでございます。 

 そのようなことで、いろんな機会がございます。自治大学校とか、税務大学に行ったりですね、

そういう研修にも行かしておりますし、あるいは、この技術の関係の皆さん方については、整備

局との人事交流という機会でやっておりますし、いろんな機会に参画をして、幅広くやっぱりい

ろんなことを勉強して、将来に備えていただきたい、そういう気持ちを持っているところでござ

います。 

 それから、まちづくりの関係と、先ほど出ました公共施設の関係でございます。評価の関係で

ありますけれども、今回のまちづくりフォーラムにつきましては、せっかくこうして縁があって

さつま町においでいただく方々というのが、学校の先生とか、あるいは警察の方、そしてまた金

融機関の方、県の方とか、国の関係機関の方もさまざまでありますので、いろんな立場の人から、

実際この町に住んでみて、外から見たときにどうあるべきかということをいろいろと意見を聞く

機会もあっていいんじゃないかなと思っておりまして、こういう機会をぜひ設けていきたいとい

うことで、予算もお願いしているわけであります。 

 これまで、専門的な立場で、まちづくりについての委員の方を選任をしまして、約２年ですか

ね、いろんな意見をいろんな角度から聞かせていただきましたけれども、それらについても町政

に反映をさせていただいておりますが、今回はまた、違った形でそういう機会を設けていきたい



- 134 - 

ということでございます。 

 そういうことで、先ほどの公共施設の管理計画の関係についても、部内で今いろいろと百数件

にわたります公共施設について検討をいたしまして、いわゆるこのあり方検討ということでござ

いますが、施設を廃止をしたり、あるいは民間譲渡をする、貸し付けをする、返還をする、とい

うこと等、それぞれ指定管理でいくもの、直営でいくものとか、仕分けをしながら今整理をいた

してきております。 

 できましたら、平成２４年から３３年という一つの長いスパンでありますけども、１０年間の

スパンの中で前期と後期に分けて、具体的な推進ができたらと思うところでございます。こうい

ったことの評価等について、やっぱりこの第３者的な目からというような話でございます。先ほ

どのこのまちづくりフォーラムの委員の皆さんにしていただいてということでございますが、こ

れについてはまた聞く機会もあろうかと思っております。 

 私が今、考えておりますのは、公民館長の代表の方とか、あるいは農業関係の代表者とか、商

工業の代表者とか、そしてまた、女性代表の皆さんとかですね、そういった方々が行革の委員に

なってもらっておりますので、身近にいらっしゃる町民の方々ですので、いろんな施設の使用と

かあり方というのが一番関心もあって意見もお持ちだと思っておりますので、まずはそういう

方々の見方についてお聞きしながら、評価は行っていきたいと思っております。 

 特に、この町外の方については、一般的な見方になるかと思います。それも非常に客観性があ

っていいかと思いますので、場合によってはそういう機会も設けて行く必要があるかと思ってい

るところでございます。 

 それから、イメージキャラクターですね、とにかく個性をですね、やっぱりいろんな町がある

わけですが、やはり訴えていくためには、その町の持っている独自性、個性というのをアピール

をして、やはり皆さん方にそのイメージをつかんでいただく、描いていただく、このことがやっ

ぱり必要ではないかと思っております。 

 それで、今までいろんなイベント等を開催をして、パンフレットとかですね、そういう形では

やっておりますけれども、かぐや姫も観光協会のほうで新たに設置をしていただきました。彼女

らも一生懸命活躍の場があるわけでございますが。 

 それに加えまして、やっぱりそのイメージキャラクター、さつま町と言ったとき、どんな町を

描いていただくのかですね、そういうことを、やっぱり訴えながら、皆さん方に来ていただく、

そういうことも大事かと思っておりますので、今回、イメージキャラクターとか、あるいはこの

ロゴマークを、いろんな場で、のぼりとかはっぴとか、そういうものに活用しながら、そしてま

た、できたら、ゆるキャラのブームで、そういうイベントの場で、そういう人たちが、皆さんに

訴えていく場面ということも必要ではないかと思っておりますので、そういうものまで作製をし

ていきたいと思っております。 

 効果的なのぼりをつくったり、ということで、いろんな場面があるかと思いますので、そうい

う活用をしていきたいと、アピールを、とにかくインパクトのあるものにしていかないと、なか

なか同じようなことじゃいかんと思っておりますので、そのようなイメージで今、取り組みをし

ていきたいと思っているところでございます。 

 いろいろ取り組みはしたいと思うんですが、この前もありましたとおり、やることはたくさん

あって、やれば総花じゃないかとこう言われますし、非常に重点的に取り組みはしておりますけ

れども、なかなか行政というのは幅広いものがございまして、一方だけするわけにはいかん、や

っぱり、それが行政の公平さということではないかと思っております。 

 それから人件費の問題ですね。職員の関係で、確かにこの昇給の関係については、給与条例等
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に書いてありますとおり、良好な勤務をした者が昇給をするんだということでございまして、や

はりこの基本になるのは、ここで前から御意見もいただいておりますし、私も担当のほうには言

っております、やっぱり勤務評定をしてですね、そういう給与に反映をしていく、やっぱり頑張

った職員はやっぱりそれなりに評価が出て、それなりの給与なり出てくるのが当たり前だと私は

思っております。 

 そういうことで、職員のやる気とかモチベーションも高まっていくんだということでございま

すので、ぜひともやっぱりこういうことについては、取り組みをする必要があるかと思っており

ます。 

 そういうことで、今のところ、皆さんすべて良好な成績を修めたものとして取り扱いをさして

いただいておりますけれども、本当にこの辺は、しっかりとした対応が必要かと思っておるとこ

ろでございます。 

 財政の関係につきましては、はっきり言って、まだ財政の健全化の途中であると私は思ってお

ります。私は、経常収支比率にしましても、あるいはこの公債費比率にしましても、財政力指数

にしても、まだまだ落ち着く状況ではないと思っているところで。 

 ただ、いろんな国の政策等にうまく乗っかって、うまく活用した結果というものは、このよう

なことになったわけでありまして、恐らく今の経済状況、円高がようやく落ち着いてきたところ

ではありますが、経済の進展が今、日銀のほうでも１％、インフレ目標を出しましたけれども、

どうなっていくのかというのが全くつかめない状況ですね。 

 今の経済状況の評価を見ましても、まだまだ厳しいというのが出ておりますし、先行きが全く

見えないというところがございます。そしてまた、経済が落ち着かないと、この交付税、依存財

源の７割５分を持っている本町にとっては、これに大きく左右されるわけでありますので、この

辺の成長いかんによっては、私は、また非常に難しくなるのかなと思っておりますし、こういう

高齢化社会で、いわゆるこの生産年齢人口がなくて、税収が伸びない時代に入っていくわけであ

りますし、そして１０年経過したら交付税も減っていく、約１０億円以上から減るわけですから、

やっぱりその辺を視野に入れて、今のうちにやっぱり積み立てをしっかりしていかなきゃならな

い。 

 この辺は、健全財政という基本的な考え方というのは、これからもしっかりと認識をしながら、

持続可能なやっぱり行財政というのを進める必要があるかと思っているところで、したがいまし

て、年度末また、さらに積み立てをしていきたいと思っておりますし、必要なところはですね、

先ほどありましたとおり、財源の配分はいたしますけれども、基本的にはまだまだ予断を許さな

い、楽観は許されないというふうに思っておるところでございますので、必要な財源については、

これからも基金を所有しながら対処をしていきたい、そして安定的な行財政に努めていきたい、

そのように考えておるところでございます。 

○麥田 博稔議員   

 ほぼ納得はいたしましたけれども、この職員給与のことにつきましては、この表を見ますと、

全体的に４号となっていますので、その辺はやはり、言ったようにしてもらいたいと思います。

それで、男女共同社会で、私も一般質問したことがあったんですが、女性職員の登用をといって

話をしたときに、やはり女性の方は、育児とか、それから家庭があったりするので、なかなかそ

のときにはそういう係長とかの職を受けられないということです。 

 だからそのときには、私はもう昇給停止するべきではないですかと、やはりそういう家庭の事

情とかを抱えてて、そういう職務にはつけないというような話ですから、やはり、せんないかん

と。それで、きのうの町長の答弁を聞いていますと、やはり、職員は入るときに同じような試験
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を受けて、同じように研修もされています。 

 だから、やっぱりその辺を考えたときに、何でその男性の幹部職だけ多くてとなりますと、や

はり、女性の方の育児とかいろんなことがあるということですから、やっぱりその辺は、今度は

昇給のときにある程度せんと、不公平かなと私は思うんですね。だから、その辺の話は委員会で

も結構ですが。 

 それから、財政についてです。これ、私も公債費適正化計画等、そういうものをつくらないか

んと前からずっと言ってて、違ったことを言うなと思われるかもしれませんけれども、実際、今

度の予算書見ると、２４年度末に１５８億円ですか、起債の残が。だけど、そのうちのその他が

５７億円、過疎債が４７億円ぐらい。この臨時財政対策債なんかは、後年度、１００％交付税措

置をすると。 

 だけど今、その橋本さんとかあの辺が交付税を廃止せえとか、いろんな話がありますから、町

長が言われたように、先行きちょっと見えない状況も出ていますけれども、それから過疎にして

もですよ、４７億円ぐらいありますけれども、そのうちの７億円、過疎債の場合は７割ですかね、

交付税措置をすると。辺地債も９,０００万円ぐらいですけれども、これは８０％ですか、だか

ら見てみると、真水の部分の借金というのは、大分減ってきていると思うんですよ。 

 だからこれは、財政を預かる財政課長とか町長は、非常に大変で、我々もその持続可能なやっ

ぱり町政を目指さないけませんから、簡単にはいきませんけれども、町道なんかの穴ぼこで、ひ

っくりかあって、けがをしたとかちゅうような話も聞くもんですから、やっぱりその辺は、今度

も２,０００万円ぐらい減っていますけれども、やはり配慮をしていただきたいというふうに思

うんですね。 

 それで、この財政については、人の一般質問をとるのはあれですけれども、やはり内田議員が

言われたように、この辺の状況も、町民の方にやはりある程度、安心ですよと、持続可能な町政

になっていると、ただそのむだ遣いというのは、やはり町長が言われたように、将来を考えたと

きに、厳しいので、これぐらいは財政調整基金を持っていないと、やっぱり予算は組めないとか、

その辺は情報開示をして、それで町民みんなでやはりそういうのは、考えてやっていくべきだと

いうふうに思うんですけど、その辺の基本的な考えで結構ですから、お聞かせ願いたい。 

○町長（日髙 政勝君）   

 財政運営というのは、確かに、いろんな分野、政策にわたっての裏づけでありますので、それ

なりの重点配分をしたり、あるいはこの通常予算の配分であったりするわけでありますが、確か

にこの町民生活に支障が出るというようなことについては、やっぱり、その辺は予算の配分に努

めていきたいと思っております。 

 今回の道路維持の予算の減については、いわゆる道路整備員の人数を今回から減らしたという

ことで、その辺が減額になっておりますけれども、基本的にはやっぱり、町民の皆さん方の日常

の生活に支障がないような配慮はやってまいりたいと思うところでございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ここでしばらく休憩します。 

 再開は、おおむね３時１５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午後２時５９分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後３時１３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 
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○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 先ほどの、地域高規格道路の件で、建設課長から補足的説明があります。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 先ほど、木下議員の地域高規格道路のインターチェンジの件で、説明会時においては、そうい

うインターチェンジに対する要望とかなくて、排水関係がほとんどだったんですが、後日、佐志

の館長さんのほうから、佐志の振興策にも関係があるということで、今後は協議をしましょうと

いうことで、申し入れがあったということで記憶しております。 

 それと、ついでに、今現在、詳細設計に入っております。議員の方々にもお示ししましたとお

り、概略ルートが、ちょうど山の尾根を通るということになっております。佐志地区につきまし

ては、大きな排水路というのが穴川しかないということで、今でも大雨が降ればあふれるという

ことを聞いていらっしゃると思いますので、町のほうからそこら辺は申し入れてあります。 

 なお、佐志だけではなくて、時吉のほうにも、メインのインターチェンジにつきましては、先

ほど町長が説明しました基礎調査に基づいて、どこか決まっていくでしょうから、おおむね虎居

地区ですね。時吉の館長さんにも、そういうことで今後、協議をしていきたいと思っております。

以上です。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかに質疑ありませんか。 

○平八重光輝議員   

 できるだけ簡潔に手短にお尋ねしますが、どの課、どの所管ということではなくて、役所全体

のコンピューターシステムのことについてお尋ねいたします。 

 一つの例として、６４ページの戸籍の関係のシステムがありますが、システムの借り上げ料は、

６３４万円と、このシステムの保守業務５１１万円。電算システムとありますけれども、電算ち

ゅうのは電子計算機のことであれば恐らく３０年前後前から使っている言葉で、今はもう電算ち

ゅうのはほとんどなくて、コンピューターシステムというんですけれども、それが残っているん

だろうと思いますが。 

 以前ですね、この保守業務の算出について、算出根拠をもらっていらっしゃいますかというよ

うな質問をしたんですが、ぜひこれは算出根拠を取ってください。取ってくださいちゅうのが、

２３年度、まだまだ終わっておりませんけれども、２２年度のこの保守に来られた回数、極端に

言えば年に１回か２回しか来ないのに５００万円払っとると。 

 それぐらい、点検保守はいらないんです、実際は、今のシステムはですね。だから、必ず保守

点検に来られた何月何日、何人来て何時間かかりましたという作業日報を出すようになっており

ますので、それをその業者から必ずもらって、そういうのを基本にしたもとに、たまたまこの

６０ページは目についたからで、ほかのシステムも全部ですけれども、そういうふうにされてい

るのかどうか、もし、されていないのであれば、そういうふうにして６００万円の機器の借り上

げのやつを５００万円かかって保守をするちゅうたら、一般の会社ではちょっと考えられないよ

うな高額な１,１００万円という、毎年金を払っているような感じがするもんですから。 

 確かなその算出根拠があるのであれば問題ありませんけれども、そういう算出根拠をすべての

システムについて取っておられるのか。そして、前年度のその保守業務について、どういう作業

をどれだけしたちゅう記録を取っておられるのかお尋ねします。 

○総務課長（紺屋 一幸君）   

 電算係のほうでは、基幹系の関係等につきましては、ＳＥ等が絶えず来ておりまして、作業の



- 138 - 

日報でありますとか、そういったものは毎日上がってきているところでございますけれども、す

べての課、係において、それが確実に履行されているかは、再度調査をいたしまして、不備があ

った場合は、そういった旨で通知を行って、今後そろえていく形を取りたいと思っております。 

○平八重光輝議員   

 もう、やめるつもりだったですけど、２回目をちょこっと言いますが、このシステムがどうい

うシステムか私も詳しくは知りませんが、競争を入れられるものは、競争を入れてやってくださ

い。１社だけの随意契約のような形ではなくて、ほかの会社でもできるようなシステムについて

は、すべて競争を入れてやっていただきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっています議案第１４号は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、分

割して、それぞれの所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１４「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民

健康保険事業特別会計予算」、日程第１５「議案第

１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計

予算」、日程第１６「議案第１７号 平成２４年度さつ

ま町介護保険事業特別会計予算」、日程第１７「議案第

１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会

計予算」、日程第１８「議案第１９号 平成２４年度さ

つま町農業集落排水事業特別会計予算」、日程第

１９「議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会

計予算」、日程第２０「議案第２１号 平成２４年度さ

つま町簡易水道事業会計予算」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第１４「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算」か

ら、日程第２０「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」まで、以上の議

案７件を一括して議題とします。 

 各議案の提案理由につきましては説明済みであります。これから、ただいまの議案７件に対す

る質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題の議案７件は、お手元に配付しました議案付託表のとおり、それぞれ所管の常任

委員会に審査を付託します。 

 本日から３月１５日までの各常任委員会の審査会場は、総務常任委員会が第２委員会室、文教

厚生常任委員会が第１委員会室、建設経済常任委員会が議場となっております。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   
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○議長（中尾 正男議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 ３月２７日は、午前９時３０分から本会議を開き、各議案の審査を行います。 

 本日はこれで散会します。御苦労さまでした。 

散会時刻 午後３時２１分   
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平成２４年第２回さつま町議会定例会会議録 

                            （第４日） 

○開会期日    平成２４年３月２７日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（２０名） 

   １番  森 山   大 議員      ２番  東   哲 雄 議員 

   ３番  麥 田 博 稔 議員      ４番  米 丸 文 武 議員 

   ５番  川 口 憲 男 議員      ６番  新 改 秀 作 議員 

   ７番  平八重 光 輝 議員      ８番  平 田   昇 議員 

   ９番  舟 倉 武 則 議員     １０番  岩 元 涼 一 議員 

  １１番  内之倉 成 功 議員     １２番  柏 木 幸 平 議員 

  １３番  楠木園 洋 一 議員     １４番  内 田 芳 博 議員 

  １５番  桑 園 憲 一 議員     １６番  市 來   修 議員 

  １７番  新 改 幸 一 議員     １８番  木 下 敬 子 議員 

  １９番  木 下 賢 治 議員     ２０番  中 尾 正 男 議員 

 欠席議員（なし） 
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○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  王子野 建 男 君   議 事 係 長  中 間 博 巳 君 

 議 事 係 主 幹  松 山 明 浩 君   議 事 係 主 任  垣 内 浩 隆 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   教委総務課長  山 口 正 展 君 

 副  町  長  和 気 純 治 君   社会教育課長  岩 元 義 治 君 

 企 画 課 長  湯 下 吉 郎 君   建 設 課 長  三 浦 広 幸 君 

 健康増進課長  村 山 茂 樹 君   耕地林業課長  山 口 良 一 君 

 介護保険課長  中 村 慎 一 君   水 道 課 長  脇黒丸   猛 君 

 環 境 課 長  貴 島 晃 人 君 

 総 務 課 長  紺 屋 一 幸 君 

 財 政 課 長  下 市 真 義 君 

 税 務 課 長  萩 原 康 正 君 

 消 防 長  高 木 卓 朗 君
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 議案第 ３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について 

第 ２ 議案第 ４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について 

第 ３ 議案第 ５号 さつま町職員定数条例の一部改正について 

第 ４ 議案第 ６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

第 ５ 議案第 ７号 さつま町公民館条例の一部改正について 

第 ６ 議案第 ８号 さつま町介護保険条例の一部改正について 

第 ７ 議案第 ９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について 

第 ８ 議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について 

第 ９ 議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正について 

第１０ 議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正について 

第１１ 議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正に

ついて 

第１２ 議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算 

第１３ 議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算 

第１４ 議案第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算 

第１５ 議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算 

第１６ 議案第１８号 平成２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算 

第１７ 議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算 

第１８ 議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会計予算 

第１９ 議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算 

第２０ 議案第２３号 土地改良事業の計画変更について 

第２１ 議案第２４号 さつま町まちづくり振興基金条例の制定について 

第２２ 議案第２５号 さつま町公共施設整備基金条例の制定について 

第２３ 議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部改正について 

第２４ 議案第２７号 平成２３年度さつま町一般会計補正予算（第１１号） 

第２５ 議案第２８号 平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

第２６ 議案第２９号 平成２３年度さつま町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

第２７ 議案第３０号 平成２３年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

第２８ 議案第３１号 平成２３年度さつま町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号） 

第２９ 議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

第３０ 議案第３３号 さつま町教育委員会委員の任命について 

第３１ 陳情第 ２号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める陳情書 

第３２ 陳情第 １号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める意見書に関

する陳情書 

第３３ 発議第 １号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める意見書（案）の提出に

ついて 

第３４ 発議第 ２号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める意見書（案）

の提出について 

第３５ 発議第 ３号 さつま町議会議長等の議員報酬の特例に関する条例の制定について 

第３６ 発議第 ４号 さつま町議会議員定数条例の一部改正について 

第３７ 報告第 ２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予算について 
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第３８ 議員派遣の件 

第３９ 閉会中の継続審査・調査について 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（中尾 正男議員）   

 おはようございます。ただいまから平成２４年第２回さつま町議会定例会第４日の会議を開き

ます。 

 本日の日程は、お手元に配付してあります議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関

する条例の制定について」、日程第２「議案第４号 さ

つま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定につい

て」、日程第３「議案第５号 さつま町職員定数条例の

一部改正について」、日程第４「議案第６号 さつま町

報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」、

日程第５「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正

について」、日程第６「議案第８号 さつま町介護保険

条例の一部改正について」、日程第７「議案第９号 さ

つま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」、

日程第８「議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例

の一部改正について」、日程第９「議案第１１号 さつ

ま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改

正について」、日程第１０「議案第１２号 さつま町営

住宅等条例の一部改正について」、日程第１１「議案第

１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に

関する条例の一部改正について」、日程第１２「議案第

１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」、日程第

１３「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保

険事業特別会計予算」、日程第１４「議案第１６号 平

成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算」、日

程１５「議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険

事業特別会計予算」、日程第１６「議案第１８号 平成

２４年度さつま町介護サービス事業特別会計予算」、日

程第１７「議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集

落排水事業特別会計予算」、日程第１８「議案第２０号

 平成２４年度さつま町水道事業会計予算」、日程第

１９「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事

業会計予算」、日程第２０「議案第２３号 土地改良事

業の計画変更について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 日程第１「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」から日程第

２０「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」までの議案２０件を一括して議題とし

ます。これから、それぞれの常任委員会に付託した議案について、各常任委員長の審査報告を求

めます。まず、総務常任委員長の報告を求めます。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 
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○総務常任委員長（岩元 涼一議員）   

 総務常任委員会の審査の経過と結果について、御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案６件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定

した次第であります。審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」であります。 

 雇用状況等経済情勢が厳しいことを考慮し、町長、副町長、教育長の給料月額を減じようとす

るもので、町長の給料を２０％、副町長を５％、教育長を３％減額しようとするため制定するも

のである。平成２３年度に引き続き、平成２４年４月支給分から適用し、期間は平成２５年３月

３１日までとのことであります。 

 次に、「議案第４号 さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例の制定について」でありま

す。地域公共交通に関する各種事業の財源を長期にわたり安定して確保しようとするため基金を

設置するものであります。この財源については、平成２２年度から過疎地域自立促進特別措置法

の改正により過疎対策事業債がソフト対策事業へも充当できるよう拡充されたことから、これを

財源に３,０００万円を基金へ積み立てようとするものであります。 

 質疑の中で、積立金の額の根拠についてただしましたところ、地域公共交通の実証運行が最大

限実施された場合の経費が年間を通じて２,２００万円ほどの見込みである。平成２４年度の運

営を見ながら、今後の積立額については検討していきたいとの説明であります。 

 次に、「議案第５号 さつま町職員定数条例の一部改正について」であります。 

 今回の条例改正は、さつま町定員管理計画に基づき適正な定数に改めようとするもので、新た

な定数の合計３５４人については、平成２３年４月１日時点での職員数とのことである。現在進

めている定員管理計画に基づき、平成２６年度までの目標３２５人に向けて職員数は減少してい

くものと考えているが、今後の定数条例の改正は必要な時期に行いたいとのことであります。 

 次に、「議案第６号 さつま町報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について」であり

ます。今回の条例改正は、各種行政委員会委員の月額報酬を平均で３％引き下げるとともに、ス

ポーツ基本法の制定に伴い体育指導員の名称をスポーツ推進員に改めようとするものである。今

回の改正による委員の月額報酬への影響額は、現行の委員数３８名で積算すると５７万８,４００円

の減額になるとのことであります。 

 次に、「議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正

について」であります。今回の条例改正は、消防団再編計画に基づき定数を４８３人から

４５２人に改正しようとするものであります。 

 質疑の中で、３月１日現在の実団員は４３６人にとなっているが、定数を満たすための方法に

ついてどのように考えているのかとただしましたところ、２３分団中１２分団が定数を満たして

いない。地元あるいは消防団の方々にお願いしているが、団員確保に苦慮している。消防本部と

しても定数を満たすよう努力していきたいとの説明であります。 

 また、消防団員の中にサラリーマン団員が多くなっているが、平日の昼間帯への活動への対処

についてどのように考えているかとただしましたところ、サラリーマン団員は全団員の約７割と

なっており、昼間帯の活動への団員確保については企業の御理解を得るために努めている。また、

消防団員の不足を補うために消防災害支援隊の活用や各方面隊での出動区域の見直し等により対

応していきたいとの説明であります。 

 次に、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」の関係分についてであります。 

 歳出の２款１項、総務管理費、さつまの魅力情報発信事業費について、平成２３年度において

町のイメージキャラクター、ロゴマーク、キャッチコピーを公募し決定したが、平成２４年度に
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おいてはこれらを積極的に活用しＰＲやイメージアップを図っていく。「人、物、金、情報」を

キーワードにしながら、さつま町魅力情報発信基本戦略を策定し、これをもとに行動計画を立て

た上でさまざまな取り組みを実施していきたいとのことであります。 

 次に、庁舎建設等事業費の庁舎建設及び関連工事費６,４００万円については、公用車車庫の

解体や南別館の解体、非常用発電機の移設工事並びに新庁舎を含めた処理能力のある浄化槽

（３９０人槽）の新設工事が主なものである。浄化槽の新設工事については、東別館の汚水につ

いて仮設のくみ取り槽を設置することも検討したが、３００万円ほどの経費がかかるために新設

したほうがよいと判断したとのことであります。 

 次に、企画事務費の中で、地域高規格道路インターチェンジ周辺整備構想策定業務の具体的な

進め方についてただしましたところ、まず、さつま町内への車両動向調査や商圏の動向、観光や

交流の現状把握と分析を行い、広瀬道路と泊野道路間の全線開通を見越して、インターチェンジ

の設置に伴う周辺整備、地域振興に関する基本方針を策定していきたいというもので、さつま町

としての方向性を県や国に対して要望するための資料にしたいと考えているとの説明であります。 

 次に、景観形成推進事業費の中で、危険廃屋解体撤去費補助の具体的な進め方についてただし

ましたところ、本事業については、平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの３年間

の期間限定で実施するもので、町内の景観及び町民の安全・安心な住環境を確保するため、危険

廃屋の解体・撤去に係る経費の一部を助成するものである。 

 補助要件としては、①解体撤去費用が３０万円以上になること。②屋根、柱などの主要構造物

が朽ちるなどにより、使用することが不能である建物。③他の公共事業等の補償対象となってい

ないこと。④町内の解体撤去業者を利用すること。⑤町税等に滞納がないこと、となっている。

補助金の交付を受けようとする場合は、工事着手前に事前審査申請書を提出していただき、これ

を受け、建築係の担当と現地で②の状態であるかを確認した上で事業開始になるとの説明であり

ます。 

 なお、この住宅について、宅地課税の軽減特例を受けている場合は、家屋等を解体・撤去した

場合に固定資産税が増額となる場合があるとの説明であります。 

 次に、行政連絡事務費の中で、公民会無線放送施設整備事業について、平成２４年度末で

７７.５％の整備率となるが、今後の推進方策についてどのように考えているのかただしました

ところ、小規模の公民会については無線放送機器の導入経費が重荷になっているところもあるか

と思う。単年度で整備するのではなく、月々積み立てをしながら何年かかけて整備する方法もあ

ると思うので、各公民会へ提案していきたいと考えているとの説明であります。 

 次に、９款１項、消防費、災害対策事務費の中で、災害時応援協定締結のための旅費について

は、大規模な災害発生時に近隣の自治体からの応援ができない場合も想定されるため、友好交流

協定町である青森県鶴田町との間で協定を結ぼうと考えている。どちらかの自治体で大規模な災

害が発生した場合、応援要請に基づき人的、物的支援を行うとのことであります。 

 また、もう一つの友好交流協定町である中種子町との間でも協定締結を予定しているとのこと

であります。 

 このほか、次の２点について、特に町長の見解を求めたところであります。 

 まず、１点目として、職員研修についてであります。行政サービス日本一をマニフェストに掲

げ鋭意努力されているが、一部の職員の接遇等について不満の声や苦情等を聞く。職員の資質向

上のための研修は計画されているが、町長の思いが職員に伝わっていないのではないか。今後の

職員の教育も含めて研修のあり方について町長の見解をただしましたところ、役場は町民の皆様

方の福祉の向上を一番の大きな目標とし、住民サービスを高めるために職員の自己啓発はもちろ
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んであるが、いろんな研修制度を実施しながら職員の資質を高めていくことが基本になるかと思

う。地方公務員法に基づいた行動をしなければならないことは言うまでもないが、その自覚が足

らずに言動や態度において町民の信頼を損なうようなこともあるかと思うので、改めて職員個々

に自覚を促すため課長会や朝会など機会をとらえて注意喚起をしていきたいとの答弁であります。 

 ２点目として、防火水槽と町道整備の一体的な事業実施についてであります。防火水槽設置工

事箇所について現地調査を行ったが、ある予定箇所については平成２２年度に道路改良工事が実

施されており、その道路敷地内に今回防火水槽設置の予算が計上されている。住民の皆さんが見

たときに、せっかくよい道路ができたばかりなのに、また道路を掘り起こして防火水槽を設置す

るのはなぜかという疑問が出てくるのではないか。 

 今後の事業実施に当たっては、建設課、水道課、消防本部が連携をとり一体的に事業に取り組

んでいく必要があるのではないかとただしましたところ、関連のある事業については十分事前協

議をして同時施工することが経費的にも安くなる。基本的にはそういう方向で取り組んでいるが、

今回の防火水槽については連携がとれていなかった面もあるかと思う。 

 ただ、防火水槽の場合、年次計画で進めており、大規模なものについては補助事業を活用する

ため、事業の決定いかんによっては道路改良の時期ともずれてくるということがある。単独事業

であれば道路改良にあわせて行うこともできるが、各地域で要望の順番に応じて計画していると

ころもあり、そういう事情があることも御理解いただきたいとの答弁であります。 

 これに対し委員より、関係する事業がある場合、どちらかの事業実施をおくらせるなど、同時

期に実施できるよう地元に説明し理解をもらわなければこの問題は解決できないと思う。そこま

で踏み込んだ説明をするなど、効率的な事業実施をしてほしいとの意見が出されましたが、同一

箇所での事業が予想される場合、まず関係課の連絡を調整する場をしっかりとすることが大前提

になる。その上で可能なことについて地域での御理解をいただく必要があるかと思っている。 

 そうすれば、事業も円滑に、また効率的な形での施工ができるかと思うので、今後とも努力し

ていきたいとの答弁であります。以上で、総務常任委員会の報告を終わります。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから総務常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○平田  昇議員   

 ただいまの総務委員長の報告について、順を追って質問いたします。 

 まず、さつま町地域公共交通対策維持確保基金条例に関連する質疑です。 

 現在、聞くところでは旧来は小型のタクシーで、４月１日からは９人乗りの大型タクシーによ

る実証運行に移るとされていますが、果たしてうまくいくのかと、実際の効果は期待できるのか、

不安視する声が届きますが、行政としては現在どういう読みに立っていると委員会は受け取られ

たでしょうか、お聞きしておきたいと思います。 

 次に、一般会計予算についての報告に、景観形成推進事業費で危険廃屋の解体・撤去について

報告されていましたが、対象家屋、対象となる地域の数、つまり現在の町内の状況をどう読んだ

上の予算計上であったものか、これを伺いたいと思います。 

 三つ目に、防火水槽設置についての総務常任委員会の報告でまことに正しい指摘がなされてい

ます。道路整備事業が終わったあと、また掘り起こして、今度は防火水槽を設置したと。これに

ついての厳しい指摘。実は、私もかなり前、旧宮之城町時代ですが、同じ指摘を議会でしており

ます。町内の方々から呼び出しを受けて現場に行くと、せっかく舗装工事をして立派にでき上が

った道路をまた掘り起こして、今度は水道工事かという納税者の厳しい声を受け取ったわけです。 
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 そのときと何も変わっていないという感じを受けて、私は質疑をいたしたわけでございますが、

国の進める事業にあわせなければならないという執行部に対して、国・県の進める事業と読み合

わせて町単独事業も進めるべきことを強調されている委員会、全く正しい指摘です。非常に大事

なことだと。この件について町長の考え方を伺ってあるが、委員会とされては執行部の答弁から

何らかの期待感を感じとられたものかどうか、以上、３点をお聞きしたいと思います。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 

○総務常任委員長（岩元 涼一議員）   

 ただいま３点の質問がございましたが、初めに地域公共交通の実証運行について町の対応、考

え方というような質問の内容であろうかと思いますが、委員会で質疑をいたしました中では、現

状の実証運行についての利用状況等について説明を受けたところであります。 

 その点については、もう省略させていただきますが、町としては、使い勝手のいいようにとい

うことで、これまでも企画課と企業誘致対策室の職員が既存のバス路線等に乗り込んで利用者の

方々に一人一人御説明をしたり、ふれあいサロン等も十数カ所で説明を行っているとの説明を受

けております。また、公民会長さんや民生委員さんへの説明などあらゆる手段を使って今後もＰ

Ｒしていきたいとの説明を受けております。 

 ただ、やはり最初は使いにくいという点があるということで、しかし、これは先進事例等を見

てみますと、口コミ等で広がっていって利用促進につながっていっている面があるということで、

そこを今後も続けていきたいという説明を受けております。 

 ２点目の危険廃屋の撤去補助についてでございますが、この事業につきましては、町内の景観

及び町民の安全・安心な住環境の整備のために実施されるという事業であるとのことであります。

特に、対象地域等は設けてないということであります。町内全域が対象となります。 

 ただ、対象の危険廃屋の認定につきましては、報告書にも記載してありますように、屋根や柱

などの主要構造物が朽ちるなど、使用不能であるかどうかを建築係の担当と一緒に現地で確認し

て、事業実施の決定をするとの説明であります。 

 それと、防火水槽と町道整備事業の一体的な事業実施についてでございますが、現地調査をい

たしましてこのような点が認められたということで、特に町長に対する総括質疑も行ったところ

であります。 

 説明の中には、やはり町単独で行う事業であれば道路改良等とあわせて実施できるが、大規模

な防火水槽等については補助事業等を活用しながら進めていっているので、そこに対しては補助

決定が来てから事業を進める関係もあり、こうして事業がずれてくることは考えられる。 

 しかしながら、町民の理解を得ながら進めなければならない面もあるので、町としては地元の

皆さんにも説明をしながら、今後はこういうことがないように取り組んでいきたいという説明を

受けております。 

 ただ、今後、国が一括交付金というような総合整備補助金制度を実施するようになれば、町の

一般財源化した中で地方の権限で取り組んでいけるのではないかと考えているという説明も受け

ておりますので、そういうところは今後、期待感が持てるのではないかと委員会としては判断し

たところであります。以上です。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   
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 質疑なしと認めます。これで総務常任委員長に対する質疑を終わります。 

 次は、文教厚生常任委員長の審査報告を求めます。 

〔桑園 憲一議員登壇〕 

○文教厚生常任委員長（桑園 憲一議員）   

 文教厚生常任委員会の審査の経過と結果について御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました「議案第７号 さつま町公民館条例の一部改正について」、「議案

第８号 さつま町介護保険条例の一部改正について」、「議案第１４号 平成２４年度さつま町

一般会計予算」関係分、「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予

算」、「議案第１６号 平成２４年度さつま町後期高齢者医療特別会計予算」、「議案第１７号 

平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算」、「議案第１８号 平成２４年度さつま町介

護サービス事業特別会計予算」、「議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別

会計予算」、以上議案８件につきましては、現地調査を実施し慎重に審査を行った結果、いずれ

も原案のとおり可決すべきものと決定した次第であります。 

 それでは、審査の過程について、その概要を申し上げます。初めに、「議案第７号 さつま町

公民館条例の一部改正について」であります。 

 これは、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律、いわゆる地域主権一括法の施行により社会教育法の一部が改正されたため、本条例の

一部を改正するものであります。改正の内容としましては、公民館運営審議会を設置する場合の

委員の任命基準について、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育に向上に資する活動を行う

者、学識経験を有する者、以上を新たに町の条例で規定するものであります。 

 質疑の中で、条例公民館運営の組織体制のあり方についてただしましたところ、現在公民館長

は配置せず、運用上社会教育課長が兼務する形態をとっている。また、公民館運営協議会は設置

していないが、社会教育活動や公民館活動の検討は「社会教育委員の会」で行っている。現段階

では、この組織体制の運営で支障がないことから、別途に公民館長や公民館運営審議会を設置す

ることは考えていないとのことであります。 

 次に、「議案第８号 さつま町介護保険条例の一部改正について」であります。 

 これは、第５期介護保険事業計画の策定により、平成２４年度から平成２６年度までの３年間

における第１号被保険者の保険料について、所得区分ごとに改正することに伴い本条例の一部を

改正するものであります。保険料について基準額で比較すると、第４期では４,１００円であり

ましたが、第５期では５,４００円に増額されるとの説明であります。 

 質疑の中で、第４期計画では想定以上に給付費等が増加したことにより、鹿児島県財政安定化

基金から借り入れを行うが、第５期計画では給付費等の増加をどの程度見込んでいるのかただし

ましたところ、第３期に対して第４期は３年間の合計で約１２％増加している。現地点での予測

は大変困難であるが、第５期においても同程度を見込んでおり、決して楽観視できない部分も含

んでいるとの説明であります。 

 次に、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」関係分についてであります。 

 まず、３款１項、社会福祉費に計上された高齢者等くらし安心ネットワーク事業費について、

最近問題となっている孤独死を防ぐための対策をただしましたところ、在宅福祉アドバイザーな

どにより声かけや安否確認をしていただいたり、各公民会へ福祉部の設置もお願いしているとこ

ろであるが、近年は個人の権利擁護が重要視され、うかつに入れないという現実もある。全町民

が地域社会の一員として、日ごろの近所づき合いや公民会づき合いを大切にしていただくことが

第一であると考えている。この問題を一挙に解決するということはできないかもしれないが、今
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後もさまざまな方策を講じていきたいとの説明であります。 

 次に、４款１項、保健衛生費に計上された保健センター管理費について、現在、宮之城保健セ

ンターと鶴田保健センターの二つのセンターで諸業務が行われているが、今後の保健センターの

あり方をただしましたところ、二つの施設を活用したほうが利用者の利便性が図られると考えて

いる。また、老朽化している宮之城保健センターについては、平成２３年度に若干補修を施した

ので以前より利用しやすくなっているとの説明であります。 

 これに対し委員からは、利用方法を工夫すれば保健センターの１センター化も不可能とは言え

ない。その分の維持管理経費を他の事業費に向けることもできると思われるので、今後、当施設

のあり方については十分検討していただきたいとの意見が出されました。 

 次に、同じく４款１項、保健衛生費に計上された太陽光発電システム設置事業補助については、

国の補助事業の対象になったものに対して、町としては１キロワット当たり３万５,０００円補

助し、補助の上限を１０万５,０００円とするとの説明であります。そこで、当事業における国

と町を合わせた補助率についてただしましたところ、事業費はメーカーにより異なるが、おおむ

ね１２％程度の補助率になるのではないかとの説明であります。 

 次に、１０款１項、教育総務費に計上されたスクールカウンセラー事業費及びスクールソーシ

ャルワーカー活用事業費について、それぞれの活動状況をただしましたところ、いずれも鹿児島

県の委託事業であるが、前者は学校から寄せられた児童生徒の不登校や問題行動に関する相談に

年２０回対応していただいている。また、後者は同じような問題に対して家庭の教育環境にまで

踏み込んで指導・助言をしていただいているとの説明であります。 

 これに対して委員からは、不登校など諸問題の解消のためにそれぞれの方々が綿密に連携をと

りながら活動していただきたいとの意見が出されたところであります。 

 次に、１０款１項、教育総務費の教職員住宅管理費において、泊野教職員住宅の解体工事費が

計上されておりましたので、当委員会としましては、現地調査を実施し、当該建物について老朽

化の現状を確認した上で、この計画が適切であると判断したところであります。 

 また、１０款２項、小学校費の小学校管理費においては、山崎小学校の特別支援教室の間仕切

り工事費が計上されておりましたので、この件につきましても現地調査を実施し、特別支援教室

と音楽教室との間に仕切りを設置する必要性を確認した上で、この計画が適切であると判断した

ところであります。 

 次に、１０款５項、社会教育費に新規計上された学校応援団推進事業費について、事業推進の

方向性をただしましたところ、学校応援団として町全体で人材バンク的に設置し、町内のすべて

の小・中学校が活用できる形にしたいと考えており、４月には応援団への登録を呼びかける予定

である。また、その活動内容としては、例えば、総合学習のときに地域の郷土芸能を教えていた

だいたり、家庭科の授業においてミシン学習や調理実習などの際に担当教諭の補助をしていただ

くことなどを想定しているとの説明であります。 

 次に、同じく１０款５項、社会教育費に新規計上された町史編纂事業費について、その目的や

今後の進め方をただしましたところ、町民の一体感の気運醸成に努める、そして町の記録を保存

するという目的で、合併後１０年ぐらいで町史を取りまとめ、あわせて旧町当時それぞれで作成

されていた郷土史等の整合性も図りたいと考えている。作業については、ことしの９月ごろから

記録収集など準備を進める予定であるとの説明であります。 

 次は、「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算」についてであ

ります。 

 質疑の中で、特定健診の受診率向上に向けた新たな施策についてただしましたところ、特定健
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診の受診率については、平成２４年度で６５％達成が目標であるが、これを各区公民館において

公民館活動として取り組んでいただきたいと考えている。そして６５％を達成した公民館には、

福祉部の活動費として５万円を助成することにしているとの説明であります。 

 また、健康づくり推進員の研修会も実施し、健診受診の勧奨を初め、地域住民一人一人の健康

づくりをサポートしていただくようお願いしたいとのことであります。 

 次は、「議案第１７号 平成２４年度さつま町介護保険事業特別会計予算」についてでありま

す。３款１項、介護予防事業費に計上された介護支援ボランティア交付金については、高齢者の

介護予防事業の一環として介護支援ボランティア事業に取り組むための経費であるとの説明であ

ります。 

 この事業は、６５歳以上の第１号被保険者で研修を受講した者に対し手帳を交付して行うもの

で、介護保険施設等においてボランティア活動を行った場合や地域サロン活動、または地域で行

われる福祉活動の中でそれを支援する活動を行った場合にポイントを付与し、たまったポイント

に応じて換金できる仕組みであり、介護予防とあわせて高齢者の社会参加を促すことも目的とし

ているとのことであります。 

 今後の見通しについてただしましたところ、現地点ではボランティア登録希望者を５０名程度

と見込んでいる。目標を１００名としているので、これからも研修会を実施し追加希望者を募り

たいと考えているとのことであります。 

 次は、「議案第１９号 平成２４年度さつま町農業集落排水事業特別会計予算」についてであ

ります。今後の維持管理のあり方についてただしましたところ、建設後１７年となり老朽化して

いるので、大規模改修を検討する必要があると考えている。また、改修事業実施に向けて国の交

付金制度が活用できるが、基金への積み増し等の財源確保も検討していきたいとの説明でありま

す。 

 以上のほか、審査を通じて論議された次の３点について、特に町長の基本的な考え方をただし

たところであります。 

 まず、１点目に、バイオマスタウンに向けた今後の展望についてであります。 

 答弁では、来年度予算にバイオマスタウンの先進地研修に係る旅費を計上しているが、これは

公共施設の除草作業で発生する多量の草木の処分策を調査・研究するものであり、現地点では農

林業による廃棄物を活用したバイオマスまでは考えていない。しかし、地球環境に優しい社会の

実現を目指すというのが近年の世界的な動きであると認識しているので、このバイオマスについ

て町としてどのようなところまで取り組めるか、今後の研究課題とさせていただきたいとのこと

であります。 

 次に、２点目として、公民館施設整備補助についてであります。 

 答弁では、来年度から区公民館の施設整備事業の補助率を５０％から７０％に引き上げること

にした。これは、公の施設としての公民館施設とその他各区の自治公民館施設の維持管理経費の

負担のあり方について、できるだけ均衡を図るための措置である。各地域で、将来において高齢

化や人口減により負担が増加することが予想されることから、今後も全町的な均衡をできるだけ

図りながら、何らかの対応策を検討させていただきたいとのことであります。 

 次に、３点目として、教育・福祉関連事業の今後の予算のあり方についてであります。 

 答弁では、町財政に占める教育・福祉関連事業の予算は年々増加してきている。少子高齢化の

進行により今後も増加していかざるを得ないと考える。町財政は合併当時と比較して良好な状態

になってきてはいるが、国の財政事情や世界の経済状況は将来において不透明感が強く楽観はで

きないことから、今はできるだけ支出を抑え、基金を積み立てるなど、何が起きても柔軟に対応
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できるよう準備をしておく時期と考えている。 

 しかし、一方では、少子化対策の一環として、妊婦の歯科健康診査を新たに導入したり、教育

費では図書館の充実のため図書購入費を増額計上するなど、重点的に取り組むべきものについて

は積極的に予算化し振興を図っていくことも必要であることから、今後も費用対効果を十分考慮

しながら、各種事業への取り組みを検討していきたいと考えているとのことであります。 

 以上で、文教厚生常任委員会の報告を終わりますが、報告の中で直接触れなかった部分や議案

についても慎重に審査を行ったところであります。 

〔桑園 憲一議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから文教厚生常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで文教厚生常任委員長に対する質疑を終わります。 

 次に、建設経済常任委員長の審査報告を求めます。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○建設経済常任委員長（川口 憲男議員）   

 建設経済常任委員会の審査の過程と結果について御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案については、現地調査も踏まえ慎重に審査を行った結果、「議

案第９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」、「議案第１０号 さつま町

道路占用料徴収条例の一部改正について」、「議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事

業分担金徴収条例の一部改正について」、「議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正に

ついて」、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」関係分、「議案第２０号 平

成２４年度さつま町水道事業会計予算」、「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業

会計予算」、以上の議案７件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定し、「議

案第２３号 土地改良事業の計画変更について」は、可決すべきものと決定した次第であります。 

 審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第９号 さつま町紫尾山ふれあいの森条例の一部改正について」であります。 

紫尾山きららの里キャンプ場の指定管理者である泊野区から指定管理解除の申し入れがあり、当

該施設の管理運営を直営とすることから、本条例の一部を改正し、さつま町紫尾山きららの里キ

ャンプ場条例を廃止するものであります。 

 質疑の中で、今後の運営の考え方についてただしましたところ、施設運営は休止の取り扱いと

し、平成２４年度中、国、県と補助金返納も含めた用途廃止の協議を行い、結論を出したいと考

えているとのことであります。 

 次は、「議案第１０号 さつま町道路占用料徴収条例の一部改正について」であります。道路

法施行令の一部改正に伴い、鹿児島県単価に準じて占用料の額を改定するため本条例の一部改正

をするものであります。 

 道路占用料が地価等を基準として算定されている関係で、近年の地価水準の変動や市町村合併

の進展など現状を踏まえ占用料額の見直しを行うもので、本町における占用料で最も金額の多い

電柱について概略試算を行うと、金額で約１５０万円、割合で約２３％の減になり、本町におけ

る地価水準の変動割合とおおむね整合しているとのことであります。 

 次は、「議案第１１号 さつま町県単急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例の一部改正につい

て」であります。事業趣旨等は若干異なるものの、被災住家の保全と生命・財産の保全を目的と
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する他の同種の事業との受益者負担の公平性並びに近隣自治体との整合性を図るため、本条例の

一部を改正するものであります。 

 質疑の中で、負担額の基礎となる経費が実施に要する工事費から総事業費に改正されるが、そ

の違いについてただしましたところ、実施に要する工事費は工事請負費そのものであるのに対し、

総事業費は工事施工に伴い測量設計費等が発生した場合、それらも含んだ金額であるとのことで

あります。 

 次は、「議案第１２号 さつま町営住宅等条例の一部改正について」であります。公営住宅法

の一部改正に伴い、これまで入居者資格の一つとなっていた同居親族要件が廃止され単身者の入

居が可能になることから、入居できる住宅の規模等に関し、単身入居者に対する一定の制限が必

要なことから、本条例の一部改正をするものであります。 

 今回の改正に伴い対応できる町営住宅は、総戸数の約２割、１０５戸が確保されるが、半数以

上が築後４０年以上を経過し老朽化が進んでいるため、今後、さつま町公営住宅等長寿命化計画

の中で、家族向け住戸とのバランスを図りながら整備を進めるとのことであります。 

 次は、「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」であります。団体営ため池等整備

事業の平川下地区において地質調査を実施した結果、新たに漏水箇所が発見されたため、事業計

画内容の変更に伴い、事業年度「平成２２年度から平成２３年度」を「平成２２年度から平成

２４年度」に変更するものであります。 

 質疑の中で、事業年度の延長に伴う農地の耕作者への影響とその対応についてただしましたと

ころ、１年間は休耕となり、このことについては地元説明会時に農政課にも同席してもらい、休

耕に伴う助成の取り扱いについて受益者への説明を行っているとのことであります。 

 次は、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」関係分についてであります。 

２款１項、総務管理費に、町営住宅の畳、ふすま補修に係る返還金が計上されているが、返還に

伴う条例等の根拠についてただしましたところ、さつま町営住宅等条例の中で、畳、ふすまの費

用を負担させることが適当でないと町長が認める場合に限り費用負担を免除することができると

規定されている。 

 このことから、今回策定したさつま町公営住宅等長寿命化計画において、今後１０年以内に建

てかえ計画の対象となった団地については、新規に入居者を募集せず、畳、ふすまの張りかえな

どの費用が発生しないことから、過去の入居者から預かった補修料を返還金として計上したとの

ことであります。 

 ６款１項、農業費で農業委員による遊休農地パトロールの状況についてただしましたところ、

農振農用地区内における耕作放棄地の解消に向けた取り組みということで、毎年８月から１２月

をパトロール期間と定め調査を実施しており、現在のところ区域内に約７００筆、約７０ヘク

タールの耕作放棄地があり、このうち約１８ヘクタールの解消が確認されているとのことであり

ます。 

 同じく農業費で、農林業まつり事業費に会場借上料４０万円が計上されているが、その内容に

ついてただしましたところ、これまで薩摩支所が中心となって鹿児島市内で取り組んでいた特産

品まつりを今回、町全体のまつりとして鹿児島中央駅アミュ広場で実施するための会場借上料で

ある。実施に当たっては、商工業者、薩摩中央高校、農産物加工グループなどを対象に参加を募

り、さつま町特産品のＰＲを図りたいとのことであります。 

 次は、６款２項、林業費の森林環境保全直接支援事業について、現在、北薩森林組合が事業を

実施しているが、一般の林業認定事業体では事業ができないのかただしましたところ、国、県が

助成する組織として森林経営計画の策定がなされている事業体となっており、この策定がなされ
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ている事業体が現在のところ北薩森林組合しかないため、結果的に北薩森林組合での事業となっ

ているとのことであります。 

 次は、７款１項、商工費で、商工振興事務費に小売業等店舗整備支援事業補助金及び旅館業等

施設整備事業補助金が計上され、補助金の限度額がそれぞれ５０万円と１００万円となっている

が、この差額の根拠についてただしましたところ、旅館業については整備の対象となる規模も大

きく、施設整備により誘客を図り経営を行うという面がある。一方、店舗整備の場合は販売環境

づくりのための一つの手段としてとらえているとのことであります。 

 また、地域雇用創造推進事業の目標は約４０人の雇用創出を目的としているが、現状について

ただしましたところ、平成２３年１２月１日から事業が開始され、四つのセミナーを計画してい

る。これまでに開催したセミナーでは多くの受講者があり、今後計画しているセミナーについて

も受講者を募っている。そのような中で、５名の方の雇用が発生しており、事業はおおむね計画

どおり推進されているとのことであります。 

 ８款３項、河川費で、依然として水閘門の管理委託の単価が国と県とでは差が生じているが、

調整に関するその後の対応についてただしましたところ、従来から単価の差額解消に向けた県へ

の要望をしているが、現状は変わっていない。このため、町からは同額の単価で算出し、従事日

数で調整を行い、支出しているとのことであります。 

 ８款５項、住宅費の山崎団地建てかえ事業では、建てかえの計画内容についてただしましたと

ころ、現在、山崎団地は道路を挟んで２棟あるが、河川下流側の住宅は場所的に建築できないた

め用途廃止とし、上流側の住宅周辺の土地を一部購入し、新たに２階建て２棟の建設を予定して

いるとのことであります。 

 次は、「議案第２０号 平成２４年度さつま町水道事業会計予算」についてであります。 

 資本的支出の企業債償還金として約３,０００万円計上されているが、今後の返済、借り入れ

の計画についてただしましたところ、起債残額が平成２４年度末見込みで約３億４,６００万円、

平成３３年度までの計画では約１億８,１００万円になる。 

 今後の水道事業に関する大きな事業としては、平成２５年度から２６年度で計画している中央

監視システムの導入があり、現在、経費の積算を行っている。導入に当たっては、企業債の借り

入れも必要となることから、起債残額も大きくなるが、事業自体は今後減少していくものと考え

ているとのことであります。 

 次は、「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」についてであります。 

収益的支出の営業費用の中で、鶴田中央の動力費が４０８万円で、他の施設と比較して突出して

いるが、その理由と今後の対応策についてただしましたところ、他の施設は高台の配水池から自

然流下で配水しているが、鶴田中央については、給水区域における地形の関係でポンプで加圧し

て配水し、その後、標高の低い地域への排水は減圧をする必要があることから、これらの動力に

要する経費が多額となっている。 

 対策としては、他の水道からの連絡管の整備や新たな水源地の確保等も計画する予定であり、

その中で検討していきたいとのことであります。 

 また、水道事業及び簡易水道事業における料金の統一化の方向性についてただしましたところ、

簡易水道料金は、平成１８年度合併時に５年間の算定期間で統一を図った。国の補助金制度の見

直しにより、今後、施設整備の国庫補助金を要望する場合、簡易水道事業の統合計画書が策定さ

れないと採択を受けられないため、平成２８年度までに事業統合を目指す計画書を昨年度、国へ

提出した。これに伴い、給水人口が５,０００人を超えることから上水道となり、今後、上水道

との統合及び料金の見直し等を検討することとしている。 
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 現在、基本料金において５００円の差があるため、将来計画を策定し、住民の合意形成を図り

ながら慎重に対応していきたいとのことであります。 

 最後に、次の２点について、特に町長の見解を求めたところであります。 

 まず、第１点目は、有害鳥獣被害防止に向けた効果的な対策についてであります。これまでも

積極的に有害鳥獣対策に取り組んできているが、被害は減らず増える一方のように思える。町単

独事業によるワイヤーメッシュの防護さく設置や奥山におけるえさ場の確保など即効性のある効

果的な対策は考えられないかただしましたところ、有害鳥獣対策は本町に限らず全国的に深刻な

状況が続いている。 

 効果的な対策としては、現在は捕獲と防護の二つであると考え、鳥獣被害防止計画を策定し、

さらに重点的な取り組みをしている。頭数を減らすという意味からは、猟友会の協力を得ながら

捕獲することが最善の策と考え、現在、免許取得の関係に関する助成の取り組みを進めている。 

 県の事業で実施しているワイヤーメッシュによる防護さくについては、現在計画されている地

区もある。これについては、事業費が多額になり、単独事業では延長も短く、受益面積も余り期

待できないことから、計画的に補助事業で実施することが望ましい。 

 奥山におけるえさ場の確保の関係については、有害鳥獣が里におりてこない効果的な対策の一

つであると思うが、場所の選定や所有者の理解、協力も必要であるため、他の自治体での取り組

み状況等も含め調査したいとの答弁であります。 

 ２点目は、「薩摩のさつま」ブランド推進のための具体的な方策についてであります。 

 これまで、さつま町の重点品目として、イチゴ、トマト、ゴボウ、カボチャ、里芋などが推奨

されてきたが、面積拡大が図られていないのは、農産物価格の低下等で農家の利益が上がらない

ことが考えられる。このような中で、６次産業化の推進も含めた「薩摩のさつま」ブランド推進

のための具体的な方策についてただしましたところ、他の地域産品との差別化を図り個性のある

商品としての販売が必要で、現在ＪＡ北さつまが取り扱う一部の農畜産物を「薩摩のさつま」と

いうネーミング販売を行っている。 

 まずは市場の方に認知をしていただくことが重要であるので、行政もＪＡ北さつま、生産者の

方と一緒になって市場関係者にアピールすることが信頼、消費の拡大につながることから、推進

のための協議会を設置して積極的に進めていきたいと考えている。 

 ６次産業化については、市場出荷されない農産物を活用し加工することによって、付加価値を

高め、新たな所得の増大につながるような対策が必要と考える。また、町内で生産されている農

産物を使った加工食品づくりに取り組む女性起業家も立ち上がってきていることから支援をして

いきたいと考えている。 

 消費地におけるトップセールスでは、販売品の試食や料理方法等のＰＲなど、消費者との交流

によって認識が高まるので、今後もいろいろな機会をとらえ、必要なパンフレット等も作成しな

がら進めていきたい。さらに、町の重点作物や振興作物については、町でも所得の向上と生産の

拡大を目指して町単独の助成等も行っているので、今後も継続して取り組みを進めていきたいと

の答弁であります。以上で、建設経済常任委員会の報告を終わります。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから建設経済常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○平田  昇議員   

 議案第１０号の報告の中にありました、さつま町道路占用料徴収条例一部改正に関連して、建

設経済常任委員長に伺います。 
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 行政として道路占用を認める場合、当然契約という形になると思うが、もし占用権を認めた相

手側に行政が自分の都合で、例えば道路を拡幅する必要が出てきた、あるいは施設を設置するた

め電柱の移転を求めた場合、それに要する経費の行政側の負担額はどう算出されるのかを取り決

めてあるのか。 

 なぜ、こういうことを尋ねるかと言えば、これも実は随分前のことでありますが、旧宮之城町

時代であったが、行政の要請にこたえて電柱を移転した相手側からの経費の請求額は驚くほどで

あったと。額は記憶はしておりませんが、とにかくびっくりするような額であったと。議員仲間

で、電柱の移転・撤去がこんなに高いものなら、初めから公用地である道路の占用は認めないほ

うがよいのだという意見になったことを思い出したわけです。 

 占用を認めている相手側に電柱の移転を求める、相手側がそれにこたえたとする、そのとき、

請求を受ける経費負担はどう算出されてくるのか、その点にも審査が及んでいるでしょうか、伺

っておきます。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○建設経済常任委員長（川口 憲男議員）   

 ただいまの平田議員の質問にお答えいたしますが、町の事情により占用電柱、変更するときの

経費負担の取り決めは行われているかということが大まかではないかと思いますが、委員会の審

査の中では、電柱移転費用は基本的に有償となるということで、これに要する経費負担の取り決

めまでについては、委員会の審査の中では触れておりません。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで建設経済常任委員長に対する質疑を終わります。 

 これから順に討論、採決を行います。 

 まず、「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定について」から「議案第

１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一部改正について」までの

議案１１件について、一括して討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、ただいまの議案１１件について一括して採決します。 

 お諮りします。各議案に対する各委員長の報告は原案可決です。各委員長の報告のとおり決定

することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第３号 さつま町長等の給与の特例に関する条例の制定

について」から「議案第１３号 さつま町消防団員の定員、任免、給与、服務に関する条例の一

部改正について」までの議案１１件は、各委員長の報告のとおり原案可決されました。 

 次は、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」について討論を行います。討論

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから本案を採決します。この採決は起立によって行います。 

 お諮りします。本案に対する各委員長の報告は原案可決です。各委員長の報告のとおり決定す

ることに賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 起立全員です。よって、「議案第１４号 平成２４年度さつま町一般会計予算」は各委員長報

告のとおり原案可決されました。 

 次は、「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予算」から「議案第

２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」までの議案７件について一括して討論を

行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、ただいまの議案７件を一括して採決します。この採決は起立によって行います。 

 お諮りします。各議案に対する各委員長の報告は原案可決です。各委員長の報告のとおり決定

することに賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 起立全員です。よって、「議案第１５号 平成２４年度さつま町国民健康保険事業特別会計予

算」から「議案第２１号 平成２４年度さつま町簡易水道事業会計予算」までの議案７件は各委

員長報告のとおり原案可決されました。 

 次は、「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」討論を行います。討論はありませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから本案を採決します。 

 お諮りします。本案に対する建設経済常任委員長の報告は可決です。委員長の報告のとおり決

定することに御異議はありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第２３号 土地改良事業の計画変更について」は、建設

経済常任委員長の報告のとおり可決されました。 

 ここでしばらく休憩します。再開は、おおむね１０時５０分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３７分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時５０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   
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 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２１「議案第２４号 さつま町まちづくり振興基

金条例の制定について」、日程第２２「議案第２５号 

さつま町公共施設整備基金条例の制定について」、日程

第２３「議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部

改正について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第２１「議案第２４号 さつま町まちづくり振興基金条例の制定について」から日

程第２３「議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部改正について」までの議案３件を一括

して議題とします。各議案について提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、議案第２４号から議案第２６号まで一括提案をし、説明を申し上げます。 

 まず、「議案第２４号 さつま町まちづくり振興基金条例の制定について」であります。これ

につきましては、合併後における地域住民の連帯強化及び地域振興等の事業に要する財源確保を

図る目的としまして、新たに、さつま町まちづくり振興基金を設置しようとするものであります。 

 次に、「議案第２５号 さつま町公共施設整備基金条例の制定について」であります。これに

つきましては、公共施設に係る維持・補修等を計画的に進めるための財源確保を図る目的として、

さつま町公共施設整備基金を設置しようとするものであります。 

 次に、「議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部改正について」であります。これにつ

きましては、税等に関する各種事務の中で、公簿、図面の写しの交付手数料の金額を改めようと

するものであります。 

 内容につきましては、それぞれ所管の課長に説明をさせますので、よろしく御審議いただきま

すようお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○財政課長（下市 真義君）   

 それでは、「議案第２４号 さつま町まちづくり振興基金条例の制定について」御説明申し上

げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、「議案第２５号 さつま町公共施設整備基金条例の制定について」御説明を申し

上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○税務課長（萩原 康正君）   

 「議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部改正について」御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから質疑を行います。まず、議案第２４号について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○桑園 憲一議員   

 今回、基金条例が出ておるわけですが、この議会に対する町長の考えをお伺いしたいと思いま

すが、提案の仕方ですが、内容を聞いて、その議案そのものの内容については必要性は理解しま

す。しかし、３月定例議会のこういう最終本会議でなく、なぜ３月議会の当初において提案がで
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きなかったのか。 

 財政課長のほうから、２３日の議会全員協議会では、昨年の９月ごろ町長のほうから指示ある

いは協議、そういうことがあったということを聞いておりますが、提案をするんだったら、今回

の２４年度の施政方針の中でも一言もこの基金については触れてないわけですけど、唐突にこう

いう形で、しかも最終本会議、そして委員会付託にもできない、即決というような取り扱いにな

るわけですけど、その提案の仕方について町長の見解をお伺いします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今のこの財政状況のことにつきましては、これまでの議会の中でるる説明をしてき、そしてま

た議員の皆さん方も十分御承知のとおりでございます。そういうことで、やはり行政というのは

安定的運営をしなければならない。そのことはやっぱり町民の皆さん方の生活においてもいろん

なサービス面にも安定的にやっぱり行っていくというようなことが基本でありますので、そうい

う考え方について、やはり基金を設けていきたいということは、もう再々申し上げてきているわ

けでございます。 

 そういうことで、最終的な日になったわけでありますが、合併特例債についてはこれまでも説

明をしてきておりますし、合併によって道路整備とかあるいは電算システムとかそういうものに

使いながら、まだ相当数残っておりまして、やはり将来の財政安定という意味合いから今回提案

をいたしたわけでございます。 

 時期的には、確かにそういう委員会付託とかそういうことにはならなかったわけですけれども、

タイミングとしては確かに３月の定例議会の冒頭でもよかったのかも判りませんが、やはり、い

ろんな財政事情等も考えて、基金が今回数本出ておりますけれども、こういう状況を見た上でや

っぱり判断をしなきゃならないという事情もございますので、その辺は御理解をいただきたいと

思っております。 

 これまで、実質公債費比率の改善の状況というのがずっと今３年間は集中の期間として、とに

かく１８％を、早くそれ以下に抑えていきたいというようなことで取り組んでまいりましたので、

それが昨年の状況からだんだん１６％台に抑えられる状況になってきておりますので、そういう

状況を見て、そしてまたこれを積んだ場合に、どの程度、公債費比率に影響をするかということ

もやっぱり考えながらしなければならない状況があります。 

 やはり、財政運営というのは決算の状況を見ながらどういう推移にいくのかなということを判

断しながら、新たな起債についても判断をする必要がありますので、やっぱりこの年度末になら

ないと、財政の状況というのがなかなか把握をできないというところがありますので。今回、そ

ういう状況を見きわめた上で、お願いをいたしているところでございます。 

 決算見込みというんですか、そういう状況が今の時期であるというようなことで判断をいたし

たところでございます。 

○桑園 憲一議員   

 見通しが立たなかったような答弁になっているわけですが、今、こういう細分化して基金を設

けても、はっきり言って、この運用益をもって事業を行うというのは、もうまず不可能だと思う

んです。金利政策が非常に悪いわけですから、やっぱりそういう面を考えれば細分化するより財

政調整基金に積んで、そのままで一応積んどったほうがよかったんじゃないかなというような気

が、私はします。 

 今、振興基金の活用策として、地域住民の連帯の強化及び地域振興のためのソフト事業と言わ

れますが、最近の公民館事業あるいは公民会事業なんかを考えますと、公民会長さんなんかにつ

いては、公民館の事業が非常に増えて公民会本来の事業ができないと、すごく大きな負担になっ
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てきているというようなことを聞きます。 

 若い者からいえば、地域には非常に行事が多くて、休みの日には公民館行事あるいは公民会行

事に、せっかくの休みも振り回されると、だから行事の少ないところに住宅なんかも構えている

傾向があります。そういうのなんかを聞きますと、このような現実が実際起きているということ

を、やっぱり行政を運営される町長あるいは教育長、社会教育面でもしっかりと受けとめておっ

てほしいと思うんですが。 

 実際、本当にこういうソフト事業を構えて、その資料の中では、自治会活動への助成とかある

いはイベント開催とかいろんなことを書いてありますけど、公民館そのものの事業が増えて公民

会については何らメリットがないじゃないかというような声も聞くわけですが、そこあたりにつ

いて、町長の見解をお聞きします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 まず、御理解をいただきたいのは、この合併特例債をそのまま財政調整基金に積むということ

はできないわけです。先ほど財政課長も説明したと思うんですが、いわゆる定額運用的な基金で

すので、新たなそういう基金を設置した上でソフト的なものに充当していくという考え方ですの

で、例えば、何年か基金を積み立てて、うちでは大体限度が１２億円近くですか、それまでは積

み立てることができますので、標準財政規模からいうと１７億円ですけれども、うちのあれから

いきますと１２億円ぐらいになるようですから、それを２３年度から２４、２５、２６、２６年

まで、いわゆる期限がありますのは、その間にやっぱり積み立てをしていきたいということです

から。 

 例えば、積み立てたときに、仮に１２億円ぐらい積んだときに、その運用までは結局基金とし

て積んで、その利子でその後に運用していくというやり方もあるんですけども、例えば、これも

据え置き期間が３年とかありますので、あるいはその据え置き期間が済んだあとも元金まで取り

崩してやれるということもできるわけです、元金償還が終わった分は。 

 いろんなやり方がありますが、とにかく財政調整基金で積んでやっていくちゅうことは、もう

財政調整基金の場合は、もう条例でそれぞれ使途が決まっておりますので、大規模なそういう工

事とかあるいは災害とか。それよりも別途の基金として目的を持ったものに運用をしていきたい

というようなことで今回行っていくわけでありますので、その辺は御理解をいただきたいと思い

ます。 

 それから、公民館もいろんな各活動をしていただきまして、非常に地域が活性化をしている、

このことはやっぱりすばらしいことだと思うんです。高齢化がこれだけ進んで、それでもやっぱ

り地域の皆さん方が地域を挙げていろんな取り組みをされて元気が出ているちゅうことは、私は

非常にいいことだと思っております。 

 その上に、今回のこの基金利子を使って、地域づくりに新たなにいろんなことをしていただき

たいと、そういう意味ではございません。例えば、今まで公民館のいろんな運営補助金とか地域

元気再生事業を町単でやっておりますから、そういう財源に充ててもいいということになってい

るわけですから、非常に使い勝手のいいようなあれもできるわけで、町にとっては財政的にもい

い面が出てくるかなと思っておるところでありますので。 

 これをまた新たな仕事に振り向けてやってくださいと、そういうことまでは、ちょっと今のと

ころは考えていないところでございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○平田  昇議員   
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 執行部は、次年度予算を定める３月議会の最終日である本日に、１億７,０００万円を超える

補正予算を提出されています。委員会への付託を省略して直ちに採決、なぜこんな予算提出の形

になったのか。 

○議長（中尾 正男議員）   

 平田議員、今、条例ですから予算関係で言われるんだったら、あとで。（「判りました」と発

言する者あり）今の発言は取り下げておきます。 

 ほかにありませんか。 

○平八重光輝議員   

 ２億円の合併特例債を使ってということでありますが、一つは、３割返せばいいというお話で

ありますが、町民としては３割でありますが、国民としては１０割返さんにゃいかんお金であり

ます。そこで、公債費比率の関係はどのような影響があるのかが一つと、３条の２に、最も確実

かつ有利な有価証券にかえることができるというふうに定めてありますが、今の社会でいろいろ

年金基金の運用で問題が出ております。 

 あれは、一つは国の金融政策で、金利が余りにも低すぎるためにやむを得ず利益を上げるため

にほかのところに手を出してああいうことになったんだろうと、半分は国の責任かと思わんでも

ないですが、具体的にこの有利な有価証券ちゅうのはどういうのを考えておられるのか、お尋ね

いたします。 

○財政課長（下市 真義君）   

 この合併特例債の、町長が申し上げましたけれども、基金の目標額、大体１２億円を見込んで

おるところでございます。本年度から２６年度まで４カ年にわたって、そういたしました場合に、

大体シミュレーションをいたしておりますが、２２年度実績の実質公債費比率が１６.６という

実績が出ておりまして、その後大体１０カ年、２６年度まで借り入れてずっとしていった場合に、

影響が最大になる年度が３３年度でございます。 

 その時点で１１.９、現在でも２３年度の見込みが１５.５ですので、いわゆる有利な起債とい

うこともありますことから、いわゆる公債費比率にはほとんど影響を及ぼさないということで、

最大影響が出る年度でも１１.９というふうに試算をいたしているところでございます。 

 それと、条例の中に基金の管理の関係ですが、いわゆる基金管理の選択肢を広げる、この基金

に限らずすべての基金条例でこういううたい方をしておるわけですが、現在のところ今あります

とおりいろんな証券等で非常に不安定な状況が出ております。いろんな民間の証券とかそういっ

た形で、実際運用につきましては会計課の管轄でございますので、そこらあたりは具体的にはま

だ、どの証券というのは協議はいたしていないところでございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 今のこの条例についてですが、この運用益を財源に充てるということで、そして償還が終わっ

た範囲内ではできるということですが、一応２億円積んだときに、運用益はもう大したことない

わけですけれども、結局償還が終わったときに何年後ぐらいからどれぐらい使えるのかというこ

と、それから、この前もらった資料の中にも、先ほど町長が今言われましたように１２億円ぐら

いを積み立てたいと、上限は１７億円というのがあるんですけれども、この合併特例債のあとの

枠がどれぐらい残っているのか、お判りだったら教えていただきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 過日運用という形の定額運用になりますけれども、例えば、これは単純試算でありますが、
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２億円ずつ２４年度から２６年度までしたときが、あとその元金を取り崩さない場合の各年度の

金利という過日見込みというのが、２６年度まで積んで、２７年度から元金を取り崩さないとい

う形でした場合、年に１１８万円ぐらいですか、この程度毎年出ると。 

 ただ、これを、合併特例債のうち、各年度で取り崩せる元金、いわゆる元金償還額というのが

ありますので、いわゆる元金償還が終わったものは取り崩しますよちなると、もう２７年度から

１,４８０万円とか２８年度は４,３００万円とか２９年度は５,５００万円とか、多いときは、

最高で、平成３８年ごろは９,７００万円ぐらい取り崩せるというようなことでありますので、

どういう運用をするかは今後のあれですけれども。 

 こういうことで、とにかく我々がいろんな県の説明会に行っても、もう知事は、これから先は

どういう時代か判らんと、とにかく借金をしてまでも現金を持ってないとやっていけないですよ

と、もしもの場合ですね。 

 もうそこでそんなに言われておりますし、とにかく、やっぱりこういった形で、基金が今、も

う年度末で５１億円ぐらいになっておりますけれども、さらにまた増えるわけですが、やはり、

不透明な時代に入ることになりますので、そのために、やっぱり町民の皆さん方にいろんな不安

を与えたり、いろんな仕事もできないと、そういう行政運営ではなっていかんと思っております

ので、しっかりとした財政運営をしていくためには、それなりの行政需要に必要なことはやっぱ

り対応していく、このことは大事でありますので、その辺のところで御理解をいただければあり

がたいと思っております。 

○財政課長（下市 真義君）   

 その合併特例債の関係ですが、本町に割り振られた限度額というのが大体１０６億円ほどござ

います、使える額が。一応、２４年度までに大体２１億円ぐらい、これまでハード事業でですが、

これにあと１０億円ぐらい積み立てた場合に３２～３３億円、残りが大体まだ７０億円ぐらいは

残るという試算になります。 

○麥田 博稔議員   

 いろんな意見はあると思うんですが、私は、やはりこの上限額１７億円あるわけですから、や

っぱり目いっぱいしたほうがいいんじゃないかと思うんです。というのは、もう私は町の議員で

すから、国は大変で、やっぱり国も思わんないかんけど、国のことはやっぱり国会議員の先生に

してもらって、また協力もせないかんです、税金が行くわけですから。 

 だけど、やっぱり私たちは自分たちの町のことも考えないけませんので、この１７億円限度い

っぱい、いろんなこの数値があって、人口とか何だかんだあって限度が決まってくると思うんで

すけれども。ですから、やっぱりその辺までは積み立てとったほうがいいんじゃないかというふ

うに思うんですけれども、やはり１２億円でとめられるつもりなのか。 

 というのが、使い道が、やっぱり地域の行事の展開とか伝統文化の伝承、それから商店街の活

性化対策とか自治会活動の助成とか、今後、やはり私たちの町の非常に大きな課題になることに

使えるとなっているわけですから、やっぱり限度額いっぱいまではどうかと思うんです。その辺

の考えをちょっと町長に、１２億円になぜなったのかをお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この合併特例債を借る、そしてまた一方で、やはりこの合併特例債として庁舎建設の分も借り

るということでありますし、そしてまた別途あと一般の基金として２億円ですか、そういうこと

を考えながら、将来の公債費比率がどんな推移になっていくかということを考え合わせて、いわ

ゆるその財政シミュレーションをした上で、いわゆるこの１８％を超えることはもう絶対ないよ

うにせんにゃいかんということで、先ほどありましたとおり、そういう試算もずっとしながら、
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３３年度に１１.９ですから、２２年度決算が１６.６まできていますから、さらに、いわゆる基

金を別途２億円、それから庁舎建設を７億５,０００万円、それから町道関係等２億円とか、そ

ういうことを考えて１２億円。 

 ２１億円ぐらいになりますか、それぐらい借っても１１.９％になりますので、そこまでして

ありますので、１７億円借りれないことはないと思うんです。ただ、ほかのまた特別ないろんな

大規模改造の学校の問題が出たり、あるいは将来的に防災無線、これも恐らくデジタル化にせん

にゃいかんとかいろんなものが予測されますので、やっぱり必要最小限のところにとどめておか

ないと、また上がってしまうといろいろ支障があるというようなことで、現段階では一応１２億

円ぐらいを考えております。 

○麥田 博稔議員   

 今回、１億９,０００万円ですか、借り入れをされていますけれども、やはり１５億円は守ら

れているわけですよね。２３年度中の起債見込み、それが１４億４,４５７万１,０００円ですか

ら、だからその辺を考えて、そのうちのしかも５億５,０００万円は臨時財政対策債ということ

で１００％今後も見るということで、先ほどありましたように１１.１ぐらいまで落ちていくと

いうことは、財政の状況は、ある程度ここで無茶なことをせんかぎり健全になっていっていると

理解をするわけです。 

 ですから、その辺は財政当局で十分試算をしながら、できるだけ、私は個人としては積み立て

てもらうように要望しておきたいというふうに思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○川口 憲男議員   

 町長、当初で桑園議員から出たように、やっぱり今、先ほどの説明を聞いとっても、将来的に

財源的なところも、知事なんかも必要性があるんだよと、だから早いうちにこういうふうな積み

立てをせえということであれば、きょうの提出じゃなくしてやっぱり当初でして、もうちょっと

審議を尽くすべきと考えるんですが、どうですか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 確かに、先ほどもありましたとおり、提案の時期というのがあったかと思っております。 

 ただ、こういった財政の指数をにらみ合わせながらやっぱりやっていくちゅうことが必要です

ので、やっぱりこれは決算の時期でないとその辺の大まかな指数というのが把握が難しいという

ことがございます。その辺の財政運営の関係もありまして今の時期になったと思っておりますが、 

議員それぞれ御指摘にありますように、十分論議をしていただくような機会については、もうち

ょっと検討すべきであったかなと思っておるところでございます。 

○川口 憲男議員   

 それと、やっぱり決算を見据えた考え方でという今お話がありましたけれども、やっぱり

２４年度の当初予算の流れ、あるいは３月で見た平成２３年度の決算の流れでそんなところが出

てくるんだろうと思うんですが。 

 やっぱりこういう振興基金、あるいは先ほど話がありましたように地域が盛り上がるため、い

ろんなための積み立てはしとかにゃいかんのだと、頑張っているところもあるんだと、そうおっ

しゃるところちゅうのは重々判るんですけれども、果たして、ほんならそこあたりはどうしてい

くのか、資金運用収益から上げるという、いずれにしても、先ほど、将来を見て決算を見据えた

ことということが町長の言葉から出ましたけど、とすれば、やっぱりそういう運用益、あるいは

収益がどれぐらいあるというのなんかも算出された上でのこの積み立てのあれじゃないかと思い
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ます。 

 先ほどおっしゃいましたように、私なんども、庁舎建設の積み立てをされてきている中で、こ

の合併特例債を比較的使わない方向で行かれるということも重々判ります。だけど、先ほど話が

ありましたように、いずれにしろ借金ですから、運用といいますか、その３０％の返済の中で借

りていくのがいいんですよということも判っていく中で、もう少しそこあたりを説明が必要と私

は考えるんですが、どうでしょう、町長。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この起債の関係というのは、手続きが、その年度のいろんな起債事業、予算を確定いただいて

申請をする時期というのが５月なんです。そして、事業執行をして、いわゆる決算、実績が出て

くるわけですが、それに基づいてまた当初出した起債の変更をしなきゃならないと、そういうこ

とで、それに基づいてまた借り入れもしなきゃならないということでありますから、それは年度

末にならざるを得んというのがあります。 

 それで、起債の変更というは、過去、もう３月３１日が過ぎてから、結局許可をもらって専決

でいつもこうしていた時代がございますけれども、やっぱりそこにこういう一つの財政の流れと

いうのがあるもんですから、今の時期にならざるを得んというのがあります。 

 それで、いろんな財政指数というのを、先ほど申し上げましたとおり、公債費負担適正化計画

に基づいて公債費比率がどんな推移になるのかなというのを見きわめるのは、今の時期しかない

んです。それで、非常にやむを得ないんですけれども、御指摘にあるとおりもっと早くという御

意見もあります。 

 そういう事情がありますことは御理解いただきたいと思いますし、この辺の充当のあり方につ

いては、先ほども申し上げましたとおり、とにかく一般財源で今、措置をしてあるもの、こうい

うものをうまく活用して、それらの財源をこちらに充てて、それでまたそれだけ一般財源が浮い

てくるわけですから、その分はまたほかの分野に使えると、弾力的な運営ができるということで

御理解いただきたいと思っております。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから議案第２４号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   
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 異議なしと認めます。よって、「議案第２４号 さつま町まちづくり振興基金条例の制定につ

いて」は原案のとおり可決されました。 

 次は、議案第２５号について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 今回新たに、さつま町の公共施設整備基金条例をつくられるわけですが、前に電源立地地域対

策交付金事業基金条例というのがあって、それで、今回のやつと、この前の制定したときのやつ

を見ますと、学校関係施設、社会教育文化施設、体育レクリエーション、消防、防災、農林業、

保健福祉、環境衛生施設、もうほぼすべてその電源立地のほうでもカバーができるんですけれど

も。 

 新たに今、こちらをされるというのは、電源立地はその資金管理のほうで１０％とか、計画を

変更したら県知事に届けるとか、使い勝手が非常に悪いというようなふうになっていますけれど

も、その辺の住み分けはどのようにされるつもりなのか、ちょっとお伺いしたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 似たような基金がたくさんありまして、理解しがたいところもあるかと思いますけれども、こ

の電源立地地域対策交付金事業基金につきましては、この財源というのが電源立地地域対策交付

金というものになっておりますので、これについてもいろいろ使い勝手がいいようにということ

で今までも要望をして、若干ずつは緩和はされてきておるんですけれども、対象としている施設

というのが、教育施設あるいはレクリエーション施設の一部ということで、使い道が制約をされ

ておるわけであります。 

 そういうことで、今回設置をいたします基金については、この対象要件から漏れたようなその

他のすべての施設の維持補修、営繕の関係に充当ができるようにしていきたいということで、新

たにこの基金を設置をするということにいたしておるわけであります。 

 非常に、公共施設が多種多様にわたっておりまして、これの管理のあり方というのはこれまで

も御報告を申し上げましたとおり部内で今検討中ではありますが、とにかく、その辺も整理をし

ながら、より効率的な財政運営をしていきたいと思っておりますし、そのためにはやっぱり必要

なものについては、必要な時期に適切な補修をしながら長寿命化を図っていくことも大事かと思

っておりますので、そういったことに対しての準備のための基金ということでございます。 

○麥田 博稔議員   

 さっきの説明で、し尿、ごみ処理施設等もこれに入ってくるということですが、１億円積み立

てられるわけですけれども、向こうのほうは、今まで、合併後２億円ぐらいあった基金も使いと

って、そして経済対策のやつでも何千万円も使っています。 

 あそこまで含めてされて、一般廃棄物処理施設維持補修基金は廃止になるんだろうと思います

けれども、やはり１億円では、将来的に非常に不安だと思うんです。ですから、東北地方の瓦れ

きの処理なんかもこの前の委員会のときに話をしましたら、やはり窯なんかの調子が悪いので協

力はできない、まことに心苦しいとのことで、きょうの新聞等にもちょっと書いてあった事情も

あるようですけれども。 

 やはり、もうちょっと思い切ってというか、積んでいかないと、あとが大変になると思うんで

すけど、財政の余裕がないと積めないわけですけれども、目標としては、何億円ぐらいまでは積

んどかんとまずいなというような考えがあるのか、とりあえず１億円ということなのか、お伺い

しておきたいと思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 確かに、今回１億円ということで新しく基金を積み立てることにいたしておりますけれども、



- 166 - 

この一般廃棄物処理施設維持補修基金、これについては、もう合併によりまして現在は薩摩川内

市から委託を受けております。そういうことで、その剰余金等については基金を設置をしながら

維持補修があったときには充当してきております。 

 その基金も昨年、し尿関係については２４年からもうスタートをするので、その前にやっぱり

この基金を活用して必要なものは修理をしたほうがいいんじゃないかということでそれも充当を

いたしました。そういうことで、残額としましては７万６,０００円ぐらいしかもう残っており

ませんので、これについては、ごみの関係が２４年度限りということでありますから、もうそれ

を全部使いとって、もう基金を廃止をしたいと思っております。 

 そしてまた、先ほど申し上げました新たな基金の中で、全般的な、し尿の関係、ごみも含めた

営繕の関係も使えるように、一本化したいということで考えております。電源立地のほうは別で

すけれども、そのようなことで考えておるところでございます。 

 それで、どの程度積み立てる算段かということでございますが、今のところ、毎年の維持補修

の経費というのは毎年１億円を超えておりますので、それを全部充てるとなるともう１年分ぐら

いしかないんですけれども、ただ大規模にわたるような修繕のために基金をつくるわけでありま

すので、今後、財政状況を見ながら、できるだけそういった不測の事態が発生した場合に緊急に

対応できるようなやっぱり基金というのが必要かと思っておるところでありますので、今、幾ら

までというところまでは、はっきり申し上げられないところでありますが、とにかく数億円はや

っぱり必要かなと思っております。 

 ただ、この辺は財政状況いかんでありますので、今後、役場庁舎建設基金も終わってまいりま

すので、あとはこっちのほうが重点になるのかなと思っております。 

○麥田 博稔議員   

 やはり、公共施設の整備、補修については、総合体育館なんかも経済対策があって、それを利

用してよかったんですけれども、やっぱり４,０００万円、５,０００万円という大きなのが出て

きていますので、やはり十分配慮をして積み立てていかなければいけない。 

 というのが、私も財政調整基金のほうがたまってくれば、やっぱり余裕があるから何とか使っ

てくださいち話になりますけれど、やっぱりこういう目的基金の場合は簡単に手が出ないという

か、やはりそういう目的で積んでいくわけですから。 

 先ほど町長のほうから話がありましたように、やっぱり財政状況を見ながらできるだけやっぱ

りこういうのを積んでいかないと、施設はつくったときがピークで、あとどんどん古くなってい

くわけですから、国の施策で経済対策とかいろんなものがあったときには、たまたまよくなりま

すけれども、やっぱり慎重な配慮をしながら積み立てをしていただくように要望をしておきたい

というふうに思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 
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 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから議案第２５号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第２５号 さつま町公共施設整備基金条例の制定につい

て」は原案のとおり可決されました。 

 次は、議案第２６号について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 先ほどの説明で、Ａ３をＡ４にすると手数料の結局、増が生ずる方がおられると、恐れがある

というような説明があったんですが、何件ぐらいが今までこういうのにひっかかっていたのか、

結局、大きな紙が小さくなって、外れて下が出てくるということになると思うんですけれども、

今までの経緯としてはどれぐらいあったものかをちょっとお伺いしておきたいと思います。 

○税務課長（萩原 康正君）   

 課税台帳の発行件数は本庁が一番多いわけですけれども、本庁で当たったときに、２３年度で

いえば２月末で７５８件、課税台帳を発行しております。そのうち２枚以上のものが１５４件あ

りまして、２枚目以降の手数料で換算しますと２万１,０００円程度ということになります。こ

れが減収になるということです。 

 ただ、基幹系システムから今回出せるということで、従来、２３年度までデータを変換する費

用というのが３５万円ほど必要でありましたので、この部分が不要ということになりますので、

経費的にはその減収とそれを比較しますと、軽減につながるのかなと考えております。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから議案第２６号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   
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 異議なしと認めます。よって、「議案第２６号 さつま町手数料徴収条例の一部改正につい

て」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２４「議案第２７号 平成２３年度さつま町一般

会計補正予算（第１１号）」、日程第２５「議案第

２８号 平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第３号）」、日程第２６「議案第２９号 

平成２３年度さつま町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）」、日程第２７「議案第３０号 平成２３年

度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）」、

日程第２８「議案第３１号 平成２３年度さつま町介護

サービス事業特別会計補正予算（第２号）」、日程第

２９「議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排

水事業特別会計補正予算（第１号）」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第２４「議案第２７号 平成２３年度さつま町一般会計補正予算（第１１号）」か

ら日程第２９「議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号）」までの議案６件を一括して議題とします。 

 各議案について提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 議案第２７号から議案第３２号まで一括して提案理由を申し上げます。 

 まず、「議案第２７号 平成２３年度さつま町一般会計補正予算（第１１号）」についてであ

ります。今回の補正は、庁舎管理費に要する経費及び財産管理費、財政調整基金、公債費並びに

その他所要の経費を補正しようとするものであります。歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

１億７,３５０万５,０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４５億

１,９８８万６,０００円とするものであります。 

 次に、「議案第２８号 平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別会計補正予算（第

３号）」についてであります。今回の補正は、保険給付費及び諸支出金並びにその他の所要の経

費を補正しようとするものであります。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３,５０９万

４,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４億３,２２３万３,０００円

にしようとするものであります。 

 次に、「議案第２９号 平成２３年度さつま町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）」

についてであります。今回の補正は、保健事業費等に要する経費を補正しようとするものであり

ます。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６５５万１,０００円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ２億９,４４７万９,０００円にしようとするものであります。 

 次に、「議案第３０号 平成２３年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）」に

ついてであります。今回の補正は、保険給付費に要する経費及びその他所要の経費を補正しよう

とするものであります。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９０万円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２８億７,４７９万５,０００円にしようとするものであります。 

 次に、「議案第３１号 平成２３年度さつま町介護サービス事業特別会計補正予算（第

２号）」についてであります。今回の補正は、一般管理費に要する経費を補正しようとするもの
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であります。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１７９万６,０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２,２８８万３,０００円にしようとするものであります。 

 次に、「議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号）」についてであります。今回の補正は、農業集落排水事業施設管理費に要する経費を補正

しようとするものであります。歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４８０万円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４,７９０万１,０００円にしようとするものであります。 

 内容につきましては、それぞれ所管の課長に説明させますので、よろしく御審議いただきます

ようお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○財政課長（下市 真義君）   

 それでは、「議案第２７号 平成２３年度さつま町一般会計補正予算（第１１号）」について

御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね１３時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１１時５９分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後 １時０４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（中尾 正男議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 議案の説明を続けます。 

○健康増進課長（村山 茂樹君）   

 それでは、「議案第２８号 平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別会計補正予算（第

３号）」について御説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

 続きまして、「議案第２９号 平成２３年度さつま町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１号）」について御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○介護保険課長（中村 慎一君）   

 続きまして、「議案第３０号 平成２３年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

３号）」でございます。 

〔以下議案説明により省略〕 

 次に、「議案第３１号 平成２３年度さつま町介護サービス事業特別会計補正予算（第

２号）」でございます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○環境課長（貴島 晃人君）   

 それでは、「議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号）」について説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   
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 これから、ただいまの議案６件について一括して質疑を行います。質疑はありませんか。 

○平田  昇議員   

 補正予算の１億７,０００万円は条例には関係しないものだから予算に言及するな、触れるな

という指摘を受けたので、質疑をここで繰り返します。 

 執行部は、次年度予算を定める３月定例議会の最終日である本日に、１億７,０００万円を超

える補正予算を提出されています。委員会への付託は省略して直ちに採決してくれ、なぜこんな

予算提出の形になったのか。執行部に何か手落ちがあったための本日の提出なのか、または特別

な緊急性が生じたのか、これをどう解釈すればよいのか。議会運営委員会も認めていると言われ

れば一言もないのですが、議会軽視としか受け取れないわけです、私は。これが私の思いです。 

 改めて町長の見解を伺っておきます。 

○町長（日髙 政勝君）   

 先ほどもこの提案時期について、いろいろ御意見をいただいたところでございます。そしてま

た、それについてもお答えをしたとおりでございますが、とにかく、会計年度というのが決まっ

ております、４月から３月まで。これは国の会計も一緒でありますし、やはりその事業の会計年

度において事業を執行してみないと、先ほども相当な減額が出てきておりますが、こういった実

績を見た上でやっぱり基金積み立てというのが生じてくるわけであります。 

 今の時期でないとはっきりしないわけです、その辺のところが。やっぱり、この３月いっぱい

が一つの事業年度になっておりますので、会計年度として、その期間に執行見込みを立てて、そ

の期間内に終わるのが通常でございますが、どうしても終わらないものは、先ほど提案をしたと

おり繰り越しの手続も議決をいただくことになっております。 

 したがいまして、こういった執行状況を見てみないと、どれだけの不用額とかそういうものが

出るかはっきり判らないということがありますので、今の時期にならざるを得ないと思っており

ます。２月の段階でも臨時会をしてそれなりに必要なもの、判ったものについては提案をいたし

ましたけれども、今の最終の見込みで、最終の減額をして調整をして、その分については、やは

り財政調整基金なり、先ほど申し上げましたような維持補修基金とか、そういうものに積み立て

をしたということでございまして。 

 この基金の積み立てについては、こういった財政の運営をやってみないと判らないというよう

なのがありますので、そういった財源の補足をするために基金を今の時期にお願いをしていると、

この財政調整基金の積み立てについては、従来も今の時期にやっておると思っているところでご

ざいます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 一般会計の２９ページ、役場庁舎建設基金の積み立てについて、あと４～５点お伺いしたいん

ですが、これは、今度３億５,０００万円ですか、積み立てるようになっていますけれども、基

金が今年度３,４００万円取り崩しても１月末現在では８億６,０００万円ぐらいあって、合わせ

ると１２億幾らになるわけです。 

 私たちは、その前に庁舎建設について説明を受けて、議会で報告会をして回りました。そのと

きは２０億円ぐらいという予算で、合併特例交付金を１億９,０００万円ですか、そして合併特

例債を７億５,０００万円ぐらいと、それで基金は１０億６,０００万円ぐらい積んで、２０億円

という予算でと、説明して回ったんですけど。 

 １２億円となりますと、結局１億５,０００万円ぐらい役場庁舎建設基金が超過になってくる
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わけですけれども、それだけすると今度は借りるほうが少なくて済むという計算もありますけれ

ども、その辺をどのようにお考えなのか、１点お伺いしておきたいと思います。 

 それから、３２ページですか、財政調整基金が７,９００万円あるんですが、現在２８億円ぐ

らいあってもう３０億円に迫ろうかと。さきの説明で２億２,０００万円ぐらいだったのを１億

円ぐらいに抑えるというような取り崩しになったんですけれども、非常に多額になってくるわけ

ですけれども、どれぐらいまでがめどか。 

 インターネットなんかでも、やっぱり各市町村によって標準財政規模の何％ぐらい目標にする

とか、財政のあれをいろいろつくってあるようですけれども、我が町ではどの辺までを考えられ

るのか。国の今の状態でいきますと、やはりできるだけ多く積んでいたほうが、長期で見るとい

いという感じがするんですけど、町長としてどのようにお考えなのか、お伺いします。 

 それから、４８ページの４款２項３目の衛生費のごみ処理費に関連してお伺いしますが、委員

会で大震災の瓦れき処理について、質問をしました。そのときに、課長の答弁では、本町の、あ

そこの処理施設が、今もう自分の町のやつを焼くのでいっぱいだと、調子もちょっと悪かったり

してというような話もちょろっと聞いたりしていたんですけれども。 

 きょうの南日本新聞によりますと、埋め立てのほうが結局、地元とのいろんな関連があるとい

うことですので、これは担当課長に聞かんと判らんのかもしれませんけれども、細かいところは。

ですから、委員会のときの答弁と新聞報道等がちょっと食い違っているという感じもするんです

けど、その辺がどうなのかということです。 

 それから、８６ページ、１１款１項１目、農地・農業用施設災害復旧費、先ほどの説明でも採

択がされなかったということですが、減額が１億３,０００万円強ということで非常に多いです

ので、できるだけ農家の方のために予算をとっていう気持ちがあったと思うんですが、担当課長

で結構ですけれども、中身について説明を。 

 それから８７ページ、これも同じく、道路橋りょう河川災害復旧費ですけれども、やはり

８,７００万円ということですので金額が非常に大きいですから、お願いします。 

 それと、５７ページ、ちょっと返りますけど、６款２項２目、森林整備地域活動支援事業費が

１,１００万円の減になっているんです。これは県の補助事業で、八百何十万円も返すようにな

っていますけれども、県の補助をせっかく採択してもらってされたやつ、そして集約化とか作業

路等の改良の問題とかあるんですが、新聞報道等にもありました森林組合等との関係で事業がで

きなかったのではないかと思ったりするんですけど、その辺の事情についてちょっとお知らせを

お願いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 私のほうで幾つかお答えして、あとは課長のほうで対応さしていただきます。 

 まず、１点目の役場庁舎建設基金の関係であります。今回、３億５,０００万円余り積み立て

をするということで、累計で１２億１,２００万円ぐらいになるようでございますが、合併特例

交付金が１億９,０００万円、それから今の計画では７億５,０００万円程度の合併特例債を借り

たいという計画でありますので、もう既に事業規模の財源は確保したということを思っておりま

す。 

 したがいまして、今後は財政調整基金については、物価の変動がどうなるのか判りませんが、

日銀も１％インフレの目標を立てておりますし、東日本大震災の本格的な工事等が始まりますと、

恐らくその辺の物価の上昇も見込まれるのかなと思っております。そういうことで今、２１億

５,０００万円ぐらいになりますけれども、その辺も考慮する必要があるのかなと思っておりま

す。しかし、基金としてはこの辺が一つのめどかなと思っておるところでございます。 
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 それから、財政調整基金のほうの関係でございます。今度の積み立てによりまして、２８億

８,０００万円余りでございますが、当初に、決算でまた半分以上は地財法に基づいて積み立て

をとなっておりますけれども、もうそうしても当初で３億５,０００万円取り崩しの予定を予算

に計上しておりますから、それはもうプラス・マイナス・ゼロになるのかなと思っております。 

 したがいまして、今のところ大きな変動がない限りについては、この２８億８,０００万円が

２４年度末にそのままなるのかなと思っているところでございまして、一応のめどとしましては

いろんな見方がございますけれども、私どもの町の財政規模というのが決算によると、やっぱり

１５０億円になるんですよね。そうしますと、やはりその２割と申しますと３０億円になります

から、その程度やっぱりあればいいんじゃないかと私は思っているところであります。 

○環境課長（貴島 晃人君）   

 東日本大震災の瓦れきの受け入れについてでございますが、記者の方からそういう質問がござ

いましたので、こちらとしては焼却炉の調子が悪いということで、町内と申しますか、自分のと

ころのごみで手いっぱいであるということでお答えしたところでございます。 

 また、記者の方からそういう最終処分場については取り決めがあるのかということが質問であ

りましたので、覚書についてそういうのがございますと申し上げたところでございます。 

○耕地林業課長（山口 良一君）   

 まず、森林整備地域活動支援事業の減額についてでございますけれども、これは、この事業の

支援内容が２３年度から見直しをされたということで、この中で大きな違いは交付単価が定額助

成から実行経費による精算払い方式になったということでございます。 

 当初予算を計上する時点ではこの点がまだ示されていなかったということで、事業主体である

森林組合と森林整備公社から２２年度並みの予算で実施要望が出されたところでありますけれど

も、その後２３年度途中になりまして、このことを交えて改正の詳細が示されたということで、

二つの事業主体とも計画の見直しをされたということで、この減額になったということでござい

ます。非常に、内容的に少し厳しくなったということから、ちょっと慎重に対応されたというこ

とでございます。 

 それから、８６ページの災害復旧事業の関係の減額分でございますが、２３年度の耕地災害で

ありますが、昨年の６月と７月の豪雨の２回の災害でございまして、請負工事費の現有予算の

３億６,５００万円は６月の定例議会及び７月の臨時議会で、本人からの申請のあった合計の

３５７件分を予算計上させていただいたということでございました。 

 その後、県との協議や査定の結果で、最終的には公共災害の対象になったものが２７８件とな

りまして、またそのうち１件は過年災ということになったことから、２３年度予算としては最終

的に２７７件分となりました。申請件数からすると８０件の減ということになったところでござ

いまして、これが減額の大きな理由ということございます。 

 また、そのほかの理由として、査定率が今回８２.６４％であったということ、それから、も

う一つは入札残があったということも減額の理由の一つでございます。 

○建設課長（三浦 広幸君）   

 １１款２項１目、道路橋りょう河川災害復旧費の減額でございますけれども、８,７７３万

６,０００円、２８％の減となっております。 

 先ほど、耕地林業課長のほうからもありましたとおり、こちらのほうにつきましても異常気象

による公共土木施設の災害発生後１週間以内に現地調査を行い、被害額を積算して関係機関に報

告します。これをもとに災害復旧事業として申請する箇所の予算計上を行いますけれども、この

時点では時間的に詳細調査ができないため、被災箇所を概算で多めに計上します。 
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 ことしの例で申し上げますと、複数回の梅雨前線による豪雨、あるいは台風により、結果的に

７７件の災害が発生しております。それぞれの定例、臨時議会に提案し、予算の確定後、被災箇

所の伐採から調査設計を経て災害の申請を行っております。この申請時点で、申請率でございま

すけれども、採択要件に合致する箇所が被害報告額の約８７％になります。 

 続きまして、国の災害査定で国土交通省の査定官並びに財務省の立会官の現地検査があります

けれども、それらがありまして公共土木施設災害として決定するわけでございますが、ここでの

いわゆる災害の査定率、これが９２％。さらに、これはあくまでも決定工事でございますので、

実勢単価に合わした実施単価による構成、あるいは入札による落札率により９０％になり、最終

的にこの加重平均で２８％の減となっております。 

○麥田 博稔議員   

 役場庁舎建設基金のほうについてお伺いしますが、今、町長からありましたように、東日本大

震災等の関係で、セメントとか鋼材とかいろんなそういう資材は上がるんじゃないかというのは、

もうこれは新聞等でも書かれていますし、いろんな報道等でもありますので、理解はできるんで

すけれども。 

 私たちも５月に町政報告会を議会でしますので、やはりいろんなことで変わってきたら、そこ

をまた議会のほうにも報告してもらって、それでやはり問題、課題を共有して町民の方に説明に

回りたいと思いますので、その辺のまた資料ができたら開示をお願いしておきます。 

 それから、東日本大震災のことに関連しまして、４款２項３目についてお伺いしますが、これ

は、県議会でもこの前審議されまして、もう決まったと、きょうの新聞報道でありますし、阿久

根もしたと、阿久根なんかも一部事務組合なのに一つのまちで決めていいのかち、よそのことで

すけれども、思ったりするんですが。 

 やはり、これからそういう相談とかというのは、県とか、やっぱり国からもあるんじゃないか

と思うんです。それで、そのときにやはり自分たちの町の結局そういう対応については、やはり

議会のほうにもこういうことがあってということで報告をしてもらわないと、町民の方から新聞

等を見て聞かれたときに、いや、そういう話はしたんどとか、ちゅうことになりかねませんので、

委員会のときの答弁と新聞報道とがちょっと違うなという感じがしたもんですから。 

 その辺の覚書がある、それは私も地元ですから覚書があるというのは知っています。やはり、

あそこに町外から持ち込んだりするときには、地元に相談をすると、ですから、その辺はやはり

議会のほうにも報告してもらって。 

 また、窯の調子が悪いんだったら、やはりその辺もしっかりしていないと、やはり、ごみとい

うのは、ああいう大震災でよそでもせえちなっていますけれども、法律的にはその市町村のやつ

は市町村で、自分たちのまちで出たやつは自分たちのまちで処理をしなさいとなっているわけで

すから、また、今後のメンテナンスについても十分な配慮を要望しておきたいというふうに思い

ます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○新改 幸一議員   

 ５４ページなんですけれども、農林水産業費の担い手育成費の中の負担金補助なんですが、さ

つま地域農業管理センター１２０万円、当初予算そっくり減額してあるようでございますけれど

も、過去に、農業管理センターにはそれぞれ行政のほうからこういう助成金をやってきたと思う

んですけれども、何か当初予算をそっくり減額してあるようなふうになっているようでございま

すが、この管理センターの運営方法が何か変わったのか、当初の予算を全然、こうして補助金は
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もう出さなくていいようになったのか、そこあたりの中身を教えていただきたいと思います。 

○財政課長（下市 真義君）   

 これにつきましては、その運営自体はそのままということで、いわゆる財源の区分変更という

ことでございます。当初がこの負担金補助で支出、いわゆる人件費の部分を耕作放棄地の関係で、

確か補正予算で計上をしたかと思いますけれども、いわゆる県の補助事業の関係です。そちらの

ほうで支出した関係で、こちらの分が不用になったということでございます。 

○新改 幸一議員   

 補正の関係の中身は判ったところでございますが、運営方針もあんまり変わらんということで

ございますれば、２４年度のこの予算を見てみますと、今度はまた１６２万円、４２万円の増額

でまた、さつま地域農業管理センターということで２４年度も組んであるわけです。 

 今、管理センターの仕事というのは、農業者の高齢化が進んでいきまして、確かにこの受託作

業を大変喜んでもらっているところなんですが、新年度でまた増額になったというところがあれ

ば教えていただきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 新改議員、これは補正の分でありますから、新年度の予算は、あとでまたちょっと聞いてみて

ください。 

 ほかにありませんか。 

○市來  修議員   

 ４６ページ、４款１項４目の予防費、説明のところで業務委託料が１,８００万円から減にな

っておるんですけど、この理由について伺います。 

○健康増進課長（村山 茂樹君）   

 ４款１項４目の予防費でございますが、これにつきましてはポリオ等の定期予防接種が委託料

として組まれているわけですけれども、接種者の減等でございまして、委託料の減を計上したと

ころでございます。以上でございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

○平八重光輝議員   

 今、市來議員のところと若干重複しますけれども、積立金以外が減額予算で、皆さんの行政努

力で減額になったと納得するところもありますが、ちょっと疑問というか、お尋ねするところは、

ただいまの予防費につきましても、２,５００万円減額で、具体的には当初計画したより受ける

人が少なかったのか、どれぐらいの予定に対する予防接種率なのか。低かったんであれば、増や

すためのどのような努力をされたか、ちょっとお尋ねいたします。 

 それと、もう一つは、似たような問題、議案第２８号の２０ページの特定健診であります。こ

れも２４年度から６５％がもう義務づけられたといいますか、ちょっと厳しい条件になっており

ますが、これが概算、２３年度でどれぐらいになるのか。 

 減額になったということは、受診された方が少なかったということなんでしょうけれども、こ

れについても啓発といいますか、全員受けてもらうようにどのような施策をされたのか、お尋ね

します。 

 もう一つは、やっぱり同じようなもんで、議案第２９号の９ページの人間ドック事業費であり

ます。これも２６８万円減額になっておりますけれども、この辺も同じようなことで、少なかっ

たから減額でしょうけれども、これも啓発についてどのような施策をされたのか、お尋ねいたし

ます。 
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○健康増進課長（村山 茂樹君）   

 それでは、ただいま御質問にございました４款１項４目の予防費の予防接種の実績等につきま

して、まだこれが現在も３月の末まで接種可能でございますので、現在判っている範囲だけで回

答さしていただきます。 

 接種率につきましては、現在の接種者が移動がございますので、人数だけお答えさしていただ

きます。定期予防接種でございますポリオにつきましては３５６人、２種混合につきましては

１６３人、３種混合につきましては６８５人、風疹、麻疹ワクチンにつきましては６６６人、日

本脳炎につきましては１,０２８人、インフルエンザにつきましては５,４６６人の一応接種をい

ただいたところでございます。 

 この定期接種につきましては、私どものほうから該当者の方に、接種１カ月程度の前に予診票

を発行しまして、保護者の方々が各病院等に予約をしていただいて接種をいただいているところ

でございます。そのほか、４歳児健診、そういう健診のところにおきましても、保護者の方々に

予防接種を受けていただくように勧奨を行っているところでございます。 

 続きまして、国民健康保険の健診の受診率でございますが、最終的な受診率につきましては、

１０月ごろに決定になろうかと思いますけれども、現在の概算ではございますけれども、５２～

５３％程度になるんではないのかなというふうに思っています。その確定につきましては、年間

を通して国保にいた方が一応分母に入りますし、途中で国保に入られた方、途中から国保から出

られた方については、分母、分子から外れますので、最終的には、一応１０月ごろにならないと

受診率が決定しないところでございます。 

 続きまして、議案第２９号におきます人間ドックの状況でございますが、９ページでございま

す。ＰＥＴドックが３名、一般のドックが３名、一応６名の方が受診されているようでございま

す。これにつきましても、広報等を通じまして受診の勧奨といいますか推進を図っているところ

でございますけれども、やはり、後期高齢の方々については少ない状況になっているようでござ

います。以上でございます。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。ただいま議題となっております議案６件は、会議規則第３９条第３項の規定に

よって委員会付託を省略したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいまの議案６件は委員会付託を省略することに決定しまし

た。 

 これから、ただいまの議案６件について順次討論、採決を行います。 

 まず、議案第２７号について討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから議案第２７号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第２７号 平成２３年度さつま町一般会計補正予算（第

１１号）」は原案のとおり可決されました。 

 次は、議案第２８号から議案第３２号までの議案５件について一括して討論を行います。討論

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、ただいまの議案５件を一括して採決します。 

 お諮りします。ただいまの議案５件は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第２８号 平成２３年度さつま町国民健康保険事業特別

会計補正予算（第３号）」から「議案第３２号 平成２３年度さつま町農業集落排水事業特別会

計補正予算（第１号）」までの議案５件は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３０「議案第３３号 さつま町教育委員会委員の

任命について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３０「議案第３３号 さつま町教育委員会委員の任命について」を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第３３号 さつま町教育委員会委員の任命について」であります。 

 さつま町教育委員会委員のうち大園勝氏が、平成２４年５月９日付をもって任期満了となるこ

とに伴い、新たに坂口正浩氏を任命しようとするものであります。地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第４条第１項の規定に基づき議会の同意を求めるものであります。 

 内容につきましては総務課長に説明させますので、よろしく御審議いただきますようお願いい

たします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○総務課長（紺屋 一幸君）   

 それでは、「議案第３３号 さつま町教育委員会委員の任命について」御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから議案第３３号を採決します。 

 お諮りします。本案はこれを同意することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第３３号 さつま町教育委員会委員の任命について」は

同意することに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３１「陳情第２号 国民の権利を支える行政サー

ビスの拡充を求める陳情書」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３１「陳情第２号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める陳情書」を

議題とします。 

 総務常任委員長の審査報告を求めます。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 

○総務常任委員長（岩元 涼一議員）   

 当委員会に付託されました「陳情第２号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める陳

情書」について、審査の経過と結果について報告いたします。 

 本陳情は、さつま町久富木２２２番地、宇都薫氏から平成２４年２月２３日に提出されたもの

であります。陳情の趣旨でありますが、東日本大震災の災害復旧に向けた取り組みが進められて

いるが、国や地方自治体の職員が震災発生直後から懸命の救援活動に当たり被災者の生活を支え

ているが、今回の震災で改めて国の果たすべき役割や公務・公共サービスの重要性が明らかにな

った。 

 本県においても平成１８年の水害など大災害が発生しており、近年の気象変動により災害の発

生するリスクも高くなっている。国に求められることは、地方自治体と一体となって国民・住民

の生命を守り、安全・安心を確保する責任と役割を果たすことである。 

 しかし、民主党政権は地域主権改革を主張し続け、①国の枠づけ等の見直しと基礎自治体への

権限移譲、②地方交付金の一括化、③国の出先機関の原則廃止などを柱とする地域主権戦略大綱

を閣議決定した。この地域主権改革は国の出先機関を廃止し、国が直接責任を持つことを放棄し

て、地方自治体に国の責任を押しつけるもので、地域住民への行政サービスを切り捨てるもので

ある。 

 以上のようなことから、地方に犠牲を強いる国の出先機関の原則廃止については慎重に検討す

ること、震災などの災害復旧はすべて国の責任において実施することを要請するものであります。 

 当委員会では、総務課の出席を求め説明を受けたところであります。 

 国の出先機関については、国のほうでは廃止の方向で検討していくという方向づけがなされて

いる。これを受け、鹿児島県町村会では、この提案に対してどのような取り組みをしていくかと

いうことで協議がなされた結果、地方にとって地方整備局や河川事務所といった機関が廃止にな
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るということは、大規模災害等が起こった場合に、実際どこが対応するのか、被害を受けた自治

体のみで対応ができるのか、そういう現実的な事案を想定しながら県の町村会としては即廃止と

いう考え方はぜひやめていただきたいということで、国には１月２７日付で町村会長名で陳情が

行われている。陳情先については国土交通大臣、副大臣、大臣政務官といった方々とのことであ

ります。また、鹿児島県選出の国会議員すべての議員に要望したとのことであります。 

 現在も小規模の災害であれば町村で対応できても、町や県を越えるような大規模災害について

は、やはり国が指導して対策を講じていただかなければ、なかなか素早い対応が図れないという

心配もあるということで、それらを踏まえると一概に国が今求めている方向をそのまま推進され

ることは地方にとって非常に問題が大きいという考えのもと、関係団体の働きかけがなされてい

るとのことであります。 

 以上のような説明を受け審査いたしましたが、その中で、さつま町は１８年の豪雨災害につい

ても河川事務所、出張所があってこそ住民の皆さんの声が届き、激特事業についてもこれまで進

められてきたと思う。大規模な災害等については国の責任で行うべきであるとの意見が多数であ

りました。 

 採決の結果、「陳情第２号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める陳情書」につい

ては、全会一致で採択すべきものと決定した次第であります。以上で報告を終わります。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから委員長報告に対する質疑を行います。ただいまの総務常任委員長の報告について質疑

はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから陳情第２号を採決します。 

 お諮りします。本件に対する委員長の報告は採択です。委員長の報告のとおり決定することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「陳情第２号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求め

る陳情書」は委員長報告のとおり採択とすることに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３２「陳情第１号 「協同労働の協同組合法（仮

称）」の速やかな制定を求める意見書に関する陳情書」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３２「陳情第１号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める

意見書に関する陳情書」を議題とします。 

 建設経済常任委員長の審査報告を求めます。 

〔川口 憲男議員登壇〕 
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○建設経済常任委員長（川口 憲男議員）   

 当委員会に付託されました「陳情第１号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定

を求める意見書に関する陳情書」について、審査の経過と結果について報告いたします。 

 本陳情は、さつま町宮之城屋地８０８番の１小島喜代氏から平成２４年２月６日に提出された

ものであります。陳情の趣旨は、協同労働の協同組合は、組合に参加する人すべてが協同で出資

し、協同で経営するという協同で働く形をとっており、働くことを通じて人と人とのつながりを

取り戻しコミュニティーの再生を目指す活動を続けている。 

 国内ではワーカーズコープ、農村女性ワーカーズ、障害者団体など１０万人以上がこの協同労

働という働き方で２０年、３０年という長い歴史の中で働いてきたが、自分たちの働き方に見合

った法人格や労働者として法的保護を受けられるような社会的認知の必要性から法律の整備を求

めて活動を続けてきた。 

 その結果、この働き方や法人を認めるための協同労働の協同組合の法制度を求める取り組みが

全国に広がり、国会で２２０名を超える超党派の議員連盟が立ち上がるなど法制化の具体的な検

討が始まっている。協同労働の協同組合は、企業で正規に雇用されない若者や退職した高齢者が

集まり、働きやすい職場を自分たちでつくる新しい働き方としての期待や地域のさまざまな課題

に住民自身が取り組むための組織として期待されている。 

 このような中、この法制化の流れを推し進めるため、国会でのしっかりとした議論と速やかな

制定を強く要望するとともに、だれもが仕事を通じて、安心と豊かさを実感できるコミュニテ

ィーをつくる、こうした働き方は市民事業による市民全体のまちづくりを創造するものであり、

働くこと、生きることに困難を抱える人々自身が社会に参加する道を開くものであることから、

政府及び関係行政官庁に「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める意見書の提

出を求めるという内容であります。 

 当委員会では、ワーカーズコープ連合会に県内における協同労働による事業所の設置状況、法

制化が図られることのメリット等について文書による照会を行い、その回答内容などを参考に審

査を行ったところであります。 

 県内における事業所の設置状況は、姶良市や出水市など５市に８事業所が設置されており、そ

のほとんどが子育て支援、障害者支援、高齢者介護支援などの教育、福祉関連事業所となってい

ます。また、メリットとしては、協同労働による活動を法人という形で認めてもらうことにより

社会的な信用が得られ、理念に沿った活動方針のもと、さまざまな人々が仕事として事業を起こ

し、それが地域に根差した福祉や環境、教育等の分野での活躍が期待できるというものでありま

す。 

 審査の過程で、いろいろな働き方の中で会社などに勤められない方々が協同組合をつくり法人

格を取得し、新しい職場をつくりながら地域の皆さんに貢献しようという趣旨であり、働きたい

と願う方の仕事をつくり出し雇用の機会の拡充も図られるのではないかとの意見が出され、採決

の結果、本陳情については、陳情の趣旨を了とし、全会一致で採択すべきものと決定した次第で

あります。以上で、報告を終わります。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから委員長報告に対する質疑を行います。ただいまの建設経済常任委員長の報告について

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   
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 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから陳情第１号を採決します。 

 お諮りします。本件に対する委員長の報告は採択です。委員長の報告のとおり決定することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「陳情第１号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな

制定を求める意見書に関する陳情書」は委員長報告のとおり採択とすることに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３３「発議第１号 国民の権利を支える行政サー

ビスの拡充を求める意見書（案）の提出について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３３「発議第１号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める意見書

（案）の提出について」を議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。 

〔岩元 涼一議員登壇〕 

○総務常任委員長（岩元 涼一議員）   

 ただいま議題となりました「発議第１号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求める意

見書（案）の提出について」趣旨の説明を申し上げます。 

 意見書の内容につきましては、先に採択されました「陳情第２号 国民の権利を支える行政

サービスの拡充を求める陳情書」についてと同趣旨であります。お手元に配付してある意見書

（案）のとおり、内閣総理大臣ほか関係大臣、並びに鹿児島県知事に対し意見書を提出しようと

するものであります。以上で、趣旨説明を終わります。 

〔岩元 涼一議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 
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 これから発議第１号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発議第１号 国民の権利を支える行政サービスの拡充を求め

る意見書（案）の提出について」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３４「発議第２号 「協同労働の協同組合法（仮

称）」の速やかな制定を求める意見書（案）の提出につ

いて」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３４「発議第２号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定を求める

意見書（案）の提出について」を議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○建設経済常任委員長（川口 憲男議員）   

 ただいま議題となりました「発議第２号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな制定

を求める意見書（案）の提出について」趣旨の説明を申し上げます。 

 意見書の内容につきましては、さきに採択されました「陳情第１号 「協同労働の協同組合法

（仮称）」の速やかな制定を求める意見書に関する陳情書」と同趣旨であり、お手元に配付して

おります意見書（案）のとおり「協同労働の協同組合法（仮称）」の制定を要請するため、衆参

両院並びに内閣総理大臣ほか関係大臣に対し意見書を提出しようとするものであります。議員各

位の御賛同と御理解をいただきますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

 以上で、趣旨説明を終わります。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから発議第２号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発議第２号 「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やかな

制定を求める意見書（案）の提出について」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３５「発議第３号 さつま町議会議長等の議員報

酬の特例に関する条例の制定について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３５「発議第３号 さつま町議会議長等の議員報酬の特例に関する条例の制定に

ついて」を議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。 

〔平八重光輝議員登壇〕 

○行財政改革対策調査特別委員長（平八重光輝議員）   

 ただいま議題となりました「発議第３号 さつま町議会議長等の議員報酬の特例に関する条例

の制定について」提案の趣旨説明を申し上げます。 

 厳しい雇用、経済情勢、また本町の行財政改革の推進にかんがみ、本年度に引き続き平成

２４年４月から平成２５年３月までの１年間の報酬について、議長の報酬月額から５％、副議長、

常任委員長、議会運営委員長及び議員の報酬月額から３％をそれぞれ減額するものであります。

本条例施行による減額の総額を１８３万円と見込んでおります。 

 以上で、提案の趣旨説明を終わります。 

〔平八重光輝議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから発議第３号を採決します。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、「発議第３号 さつま町議会議長等の議員報酬の特例に関する

条例の制定について」は原案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３６「発議第４号 さつま町議会議員定数条例の
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一部改正について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３６「発議第４号 さつま町議会議員定数条例の一部改正について」を議題とし

ます。 

 提出者の趣旨説明を求めます。 

〔平八重光輝議員登壇〕 

○行財政改革対策調査特別委員長（平八重光輝議員）   

 ただいま議題となりました「発議第４号 さつま町議会議員定数条例の一部改正について」提

案の趣旨説明を申し上げます。 

 去る３月２日に開催された本定例会の開会日において、行財政改革対策調査特別委員会の中間

報告を行いました。この報告の中で、次期選挙の議員定数については１６人が適当であるとの結

論に至ったことについては、調査及び審査の経過を御報告申し上げたところであります。 

 この条例の提案理由は、行財政改革の一環として議員の数を減じるため地方自治法第９１条第

１項の規定により提案するもので、改正の内容は、さつま町議会の議員の定数２０人を１６人に

改めるものであります。附則で、施行期日をこの条例は交付の日から施行し、この条例の施行の

日以後初めてその期日を告示される一般選挙から適用するとするものであります。 

 以上で、提案の趣旨説明を終わります。 

〔平八重光輝議員降壇〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 これから本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は会議規則第３９条第２項の規定によって委員会付託を省略したいと思い

ます。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、本案は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから発議第４号を採決します。この採決は起立によって行います。 

 お諮りします。本案は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 起立多数です。よって、「発議第４号 さつま町議会議員定数条例の一部改正について」は原

案のとおり可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３７「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開

発公社事業計画及び事業会計予算について」   

○議長（中尾 正男議員）   
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 次は、日程第３７「報告第２号 平成２４年度さつま町土地開発公社事業計画及び事業会計予

算について」を議題とします。報告の内容については説明済みであります。 

 何かお聞きしたいことはありませんか。 

○麥田 博稔議員   

 １点だけお伺いしておきます。さつま町の土地開発公社の資金計画を見ますと、１億４,６００万

円借り入れて、利息等も出ているわけですけれども、きょう議決されましたけれども、３億円一

応貸し付けてあります。それで利息が百何十万円出てきているわけですが、今、町の財政を見て

みますと、町長は厳しいと言われますが、私はある程度余裕が出てきたと思っているところであ

ります。 

 それで、基金については、有効かつ有利な方法で管理せえとありますけれども、やはり預金を

していてもなかなか利息が増えないと、それで、借るほうはやはり百何十万円あるわけです。そ

れで１億４,６００万円ですけれども、最終で５億円ぐらい貸し付ければ、土地開発公社の基金

の運用というか貸付金の利息の出し方が少なくなって、結局、土地開発公社は別組織だという話

ですけれども、完全に町が１００％出していますから利息が膨らんでいくと町民の負担になるわ

けです。 

 ですから、３億円入れるときにもいろいろ議会のほうでも問題があって、私は今から言うよう

な考えなんですけれども、いろんな考え方あると思うんですが。ここでやっぱり議会の理解を得

ながら、あと１億円か２億円ぐらい、私はできれば２億円ぐらいして５億円ぐらいと思っている

んですが、町の一般会計から借りて、そして金利の負担を軽くすればどうかなと思うんです。 

 やっぱり財政調整基金に積んでいても今のところそういう目的がないわけですから、そしてま

た積んでも２億円の利息といいますと０.０３となると６万円ぐらいですか、そういう感じにな

りますよね。そうすると、借りればやっぱりこの計画では１％以内となっていますので、

２００万円とかという感じになるわけですけど、その辺を町長はどのように今後お考えなのか、

ちょっとお伺いしておきたいというふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今の地方自治体の財政を考えたときに、単に一般会計のみならず特別会計、そしてまた

１００％出資をしております地方の公社、いわゆる公有地拡大推進法に基づく土地開発公社につ

いても一体的に考えて財政運営をするというのが、もう今は国から言われておるとおりでござい

まして、これについては、毎年決算の状況で合わせた形で報告をさしていただいておりますが。 

 とにかく、公社についてはすべて借入金で運営をしているというようなものでございますので、

必然的に借り入れの利率が上がりますと運営に支障が来るというようなことでございます。現在

のところ、低率で借り入れができておるところでございます。来年度が１億４,６００万円の長

期借り入れ、これは実質的にはもう１年のあれという形でやっておりますけども。 

 それでも大きな金額でございますし、年間の利子にいたしましても百数十万円というようなこ

とでございますので、できたら、公社の円滑な運営のためには、そういった利子が少なくて済む

というのがいいかと思っております。現在、一般会計のほうから３億円ですか、基金運用の形で

貸し付けを行っておりますけれども。 

 一般会計のほうで、確かに財政調整基金に積んで、この間、利率そのものがあんまり運用して

も大きな額にならないということでありますので、お互いの身内の一つのやりくりというような

ことを考えますと、低利で貸し付けて公社のほうもいいというのも確かにあるかと思いますので、

一般会計の財政の資金の運用、ここに余裕があるとすれば、年間の見通しを立てて、できればプ

ラスのほうが出てくるようであれば、また検討もしていきたいと思っております。 
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 この辺については、年間の財政運営と申しますか、資金運営というのをやっぱり考えた上でや

っていきたいと思っておるところであります。 

○麥田 博稔議員   

 ぜひ、理事会等で検討されて、そして内容をまた議会のほうにもお知らせを願って、そして議

員の理解も得ながら、私はそういうふうにしたほうが、プラス・マイナスですると町のためには

なるんではないかと思っているんですけれども、ぜひ、検討を要望しておきたいと思います。 

○議長（中尾 正男議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 質疑なしと認めます。これで報告第２号を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３８「議員派遣の件」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３８「議員派遣の件」を議題とします。 

 お諮りします。会議規則第１２２条の規定によって、別紙のとおり次期定例会までの期間に開

催される研修会について議員を派遣したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、別紙のとおり議員を派遣することに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３９「閉会中の継続審査・調査について」   

○議長（中尾 正男議員）   

 次は、日程第３９「閉会中の継続審査・調査について」を議題とします。 

 各常任委員会及び議会運営委員会並びに各特別委員会委員長から、会議規則第７５条の規定に

よって、お手元にお配りしました各事項について閉会中の継続審査・調査の申し入れがあります。 

 お諮りします。各委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査・調査とすることに御異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中尾 正男議員）   

 異議なしと認めます。よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査・調査とするこ

とに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△閉  会   

○議長（中尾 正男議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 よって、会議を閉じ、これをもって平成２４年第２回さつま町議会定例会を閉会します。 

閉会時刻 午後２時２２分   
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  地方自治法第１２３条第２項の規定により署名する。 

 

 

    平成  年  月  日 

 

 

                  さつま町議会議長 中 尾 正 男 

 

 

                  さつま町議会議員 内之倉 成 功 

 

 

                  さつま町議会議員 柏 木 幸 平 
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